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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（品質保証計画） 

第３条 

第２条に係る保安活動のための品質保証活動を実施するにあたり，以下のとおり品質保証計画を定め

る。 

 

（中略） 

 

4. 品質マネジメントシステム 

4.1 一般要求事項 

(1) 第４条（保安に関する組織）に定める組織（以下「組織」という。）は，本品質保証計画に従って，

品質マネジメントシステムを確立し，文書化し，実施し，かつ，維持する。また，その品質マネジメ

ントシステムの有効性を継続的に改善する。 

 

（中略） 

 

4.2 文書化に関する要求事項 

4.2.1 一般 

 品質マネジメントシステムの文書として以下の事項を含める。また，これらの文書体系を図２に，各

マニュアルと各条文の関連を c)及び d)の表に示す。なお，記録は適正に作成する。 

 

（中略） 

 

d) 組織内のプロセスの効果的な計画，運用及び管理を確実に実施するために，必要と決定した記録

を含む文書 

①以下の文書 

第3条の 

関連条項 

原子力品質

保証規程の

関連条項 

名  称 
文書

番号 
管理箇所 

第3条以外の 

関連条文 

5.4.1，

8.2.3，

8.4，8.5.1 

5.4.1，

8.2.3，

8.4，8.5.1 

セルフアセスメント実施基

本マニュアル（福島第一廃炉

推進カンパニー） 

NI-37 
原子力安全・統括

部 
第10条 

5.5.4 5.5.4 保安管理基本マニュアル DA-24 
プロジェクト計画

部 
第6条～第9条の3 

5.6，8.5.1 5.6，8.5.1 
マネジメントレビュー実施

基本マニュアル 
DB-18 廃炉推進室 － 

6.2 6.2 

教育及び訓練基本マニュア

ル（福島第一廃炉推進カンパ

ニー） 

NH-30 
原子力人財育成セ

ンター 
第79条～第81条 

6.3，6.4，

7.1，

7.2.1，

7.5，7.6，

8.2.4 

6.3，6.4，

7.1，

7.2.1，

7.5，7.6，

8.2.4 

運転管理基本マニュアル DA-51 
プロジェクト計画

部 

第12条，第13条，第

15条～第16条の2，第

18条～第29条，第33

条，第40条の2，第81

条，第82条 
 

 

（品質保証計画） 

第３条 

第２条に係る保安活動のための品質保証活動を実施するにあたり，以下のとおり品質保証計画を定め

る。 

 

（中略） 

 

4. 品質マネジメントシステム 

4.1 一般要求事項 

(1) 第４条（保安に関する組織）に定める組織（以下「組織」という。）は，本品質保証計画に従って，

品質マネジメントシステムを確立し，文書化し，実施し，かつ，維持する。また，その品質マネジメ

ントシステムの有効性を継続的に改善する。 

 

（中略） 

 

4.2 文書化に関する要求事項 

4.2.1 一般 

 品質マネジメントシステムの文書として以下の事項を含める。また，これらの文書体系を図２に，各

マニュアルと各条文の関連を c)及び d)の表に示す。なお，記録は適正に作成する。 

 

（中略） 

 

d) 組織内のプロセスの効果的な計画，運用及び管理を確実に実施するために，必要と決定した記録

を含む文書 

①以下の文書 

第3条の 

関連条項 

原子力品質

保証規程の

関連条項 

名  称 
文書

番号 
管理箇所 

第3条以外の 

関連条文 

5.4.1，

8.2.3，

8.4，8.5.1 

5.4.1，

8.2.3，

8.4，8.5.1 

セルフアセスメント実施基

本マニュアル（福島第一廃炉

推進カンパニー） 

NI-37 
原子力安全・統括

部 
第10条 

5.5.4 5.5.4 保安管理基本マニュアル DG-24 廃炉安全・品質室 第6条～第9条の3 

5.6，8.5.1 5.6，8.5.1 
マネジメントレビュー実施

基本マニュアル 
QA-18 業務統括室 － 

6.2 6.2 

教育及び訓練基本マニュア

ル（福島第一廃炉推進カンパ

ニー） 

NH-30 
原子力人財育成セ

ンター 
第79条～第81条 

6.3，6.4，

7.1，

7.2.1，

7.5，7.6，

8.2.4 

6.3，6.4，

7.1，

7.2.1，

7.5，7.6，

8.2.4 

運転管理基本マニュアル QI-51 
建設・運用・保守セ

ンター 

第12条，第13条，第

15条～第16条の2，第

18条～第29条，第33

条，第40条の2，第81

条，第82条 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

第3条の 

関連条項 

原子力品質

保証規程の

関連条項 

名  称 
文書

番号 
管理箇所 

第3条以外の 

関連条文 

6.3，6.4，

7.1，

7.2.1，

7.5，7.6 

6.3，6.4，

7.1，

7.2.1，

7.5，7.6 

燃料管理基本マニュアル DA-52 
プロジェクト計画

部 

第13条，第34条～第

37条，第81条 

放射性廃棄物管理基本マニ

ュアル 
DA-54 

プロジェクト計画

部 

第38条，第39条，第

41条～第43条，第81

条 

保守管理基本マニュアル DA-55 
プロジェクト計画

部 

第29条，第68条，第

81条 

放射線管理基本マニュアル DA-53 
プロジェクト計画

部 

第45条～第67条，第

81条 

原子力災害対策基本マニュ

アル（福島第一廃炉推進カ

ンパニー） 

NM-79 原子力運営管理部 第69条～第78条 

6.3，6.4，

7.1，

7.2.1，

7.3，7.4，

7.5，7.6，

8.2.4 

6.3，6.4，

7.1，

7.2.1，

7.3，7.4，

7.5，7.6，

8.2.4 

廃止措置基本マニュアル DA-57 
プロジェクト計画

部 

第12条，第13条，第

16条～第26条の2，第

38条～第40条，第41

条～第43条，第45条

～第78条，第81条 

7.1,7.2.1,

7.5 

7.1,7.2.1,

7.5 

法令等の遵守及び安全文化

の醸成に係る活動基本マニ

ュアル（福島第一廃炉推進カ

ンパニー） 

NI-

Z09-

80 

原子力安全・統括

部 
第2条の2,第2条の3 

7.2.3，

8.2.1 

7.2.3，

8.2.1 

外部コミュニケーション基

本マニュアル 
DA-21 

プロジェクト計画

部 
－ 

8.2.4 8.2.4 
検査及び試験基本マニュア

ル 
DA-13 

プロジェクト計画

部 
第68条，第81条 

7.4 7.4 調達管理基本マニュアル DE-14 
廃炉工事設計セン

ター 
－ 

7.4 7.4 
原子燃料調達基本マニュア

ル 
DA-15 

プロジェクト計画

部 
－ 

 

    ②発電所品質保証計画書 

    ③要領，要項，手引等の手順書 

    ④部門作成文書 

    ⑤外部文書 

    ⑥上記①②③④⑤で規定する記録 

 

（中略） 

 

 

 

第3条の 

関連条項 

原子力品質

保証規程の

関連条項 

名  称 
文書番

号 
管理箇所 

第3条以外の 

関連条文 

6.3，6.4，

7.1，

7.2.1，

7.5，7.6 

6.3，6.4，

7.1，

7.2.1，

7.5，7.6 

燃料管理基本マニュアル QD-52 
プール燃料取り出

しプログラム部 

第13条，第34条～第

37条，第81条 

放射性廃棄物管理基本マニ

ュアル 
QJ-54 

防災・放射線セン

ター 

第38条，第39条，第

41条～第43条，第81

条 

保守管理基本マニュアル QI-55 
建設・運用・保守

センター 

第29条，第68条，第

81条 

放射線管理基本マニュアル QJ-53 
防災・放射線セン

ター 

第45条～第67条，第

81条 

原子力災害対策基本マニュ

アル（福島第一廃炉推進カ

ンパニー） 

NM-79 原子力運営管理部 第69条～第78条 

6.3，6.4，

7.1，

7.2.1，

7.3，7.4，

7.5，7.6，

8.2.4 

6.3，6.4，

7.1，

7.2.1，

7.3，7.4，

7.5，7.6，

8.2.4 

廃止措置基本マニュアル DF-57 
プロジェクトマネ

ジメント室 

第12条，第13条，第

16条～第26条の2，

第38条～第40条，第

41条～第43条，第45

条～第78条，第81条 

7.1,7.2.1,

7.5 

7.1,7.2.1,

7.5 

法令等の遵守及び安全文化

の醸成に係る活動基本マニ

ュアル（福島第一廃炉推進カ

ンパニー） 

NI-

Z09-80 

原子力安全・統括

部 
第2条の2,第2条の3 

7.2.3，

8.2.1 

7.2.3，

8.2.1 

外部コミュニケーション基

本マニュアル 
DF-21 

プロジェクトマネ

ジメント室 
－ 

8.2.4 8.2.4 
検査及び試験基本マニュア

ル 
DG-13 廃炉安全・品質室 第68条，第81条 

7.4 7.4 調達管理基本マニュアル QH-14 
計画・設計センタ

ー 
－ 

7.4 7.4 
原子燃料調達基本マニュア

ル 
QD-15 

プール燃料取り出

しプログラム部 
－ 

 

    ②発電所品質保証計画書 

    ③要領，要項，手引等の手順書 

    ④部門作成文書 

    ⑤外部文書 

    ⑥上記①②③④⑤で規定する記録 

 

（中略） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

5. 経営者の責任 

5.1 経営者のコミットメント 

社長は，品質マネジメントシステムの構築及び実施，並びにその有効性を継続的に改善することに対

するコミットメントの証拠を，次の事項によって示す。 

 

（中略） 

 

5.6 マネジメントレビュー 

5.6.1 一般 

(1) 社長は，組織の品質マネジメントシステムが，引き続き，適切，妥当かつ有効であることを確実に

するために，「DB-18 マネジメントレビュー実施基本マニュアル」に基づき，品質マネジメントシス

テムをレビューする。なお，必要に応じて随時実施する。 

(2) このレビューでは，品質マネジメントシステムの改善の機会の評価，並びに品質方針及び品質目標

を含む品質マネジメントシステムの変更の必要性の評価も行う。 

(3) マネジメントレビューの結果の記録を維持する（4.2.4参照）。 

 

（中略） 

 

6. 資源の運用管理 

6.1 資源の提供 

 組織は，人的資源，特定原子力施設，作業環境を含め，原子力安全に必要な資源を提供する。 

 

（中略） 

 

6.3 特定原子力施設 

 組織は，原子力安全の達成のために必要な特定原子力施設を「DA-55 保守管理基本マニュアル」及び

「DA-57 廃止措置基本マニュアル」に基づき明確にし，維持管理する。また，原子力安全の達成のため

に必要な特定原子力施設を維持するためのインフラストラクチャーを関連するマニュアル等にて明確

にし，維持する。 

 

（中略） 

 

7. 業務の計画及び実施 

7.1 業務の計画 

(1) 組織は，保安活動に必要な業務のプロセスを計画し，運転管理，燃料管理，放射性廃棄物管理，放

射線管理，保守管理，廃止措置,緊急時の措置，関係法令の遵守及び安全文化醸成活動の各基本マニ

ュアルに定める。また，各基本マニュアルに基づき，業務に必要なプロセスを計画し，構築する。 

 

（中略） 

 

7.2.3 外部とのコミュニケーション 

 組織は，原子力安全に関して外部とのコミュニケーションを図るための効果的な方法を「DA-21 外部

コミュニケーション基本マニュアル」にて明確にし，実施する。 

 

7.3 設計・開発 

 組織は，特定原子力施設を対象として，「DA-57 廃止措置基本マニュアル」に基づき設計・開発の管

理を実施する。 

 

（中略） 

 

 

5. 経営者の責任 

5.1 経営者のコミットメント 

社長は，品質マネジメントシステムの構築及び実施，並びにその有効性を継続的に改善することに対

するコミットメントの証拠を，次の事項によって示す。 

 

（中略） 

 

5.6 マネジメントレビュー 

5.6.1 一般 

(1) 社長は，組織の品質マネジメントシステムが，引き続き，適切，妥当かつ有効であることを確実に

するために，「QA-18 マネジメントレビュー実施基本マニュアル」に基づき，品質マネジメントシス

テムをレビューする。なお，必要に応じて随時実施する。 

(2) このレビューでは，品質マネジメントシステムの改善の機会の評価，並びに品質方針及び品質目標

を含む品質マネジメントシステムの変更の必要性の評価も行う。 

(3) マネジメントレビューの結果の記録を維持する（4.2.4参照）。 

 

（中略） 

 

6. 資源の運用管理 

6.1 資源の提供 

 組織は，人的資源，特定原子力施設，作業環境を含め，原子力安全に必要な資源を提供する。 

 

（中略） 

 

6.3 特定原子力施設 

 組織は，原子力安全の達成のために必要な特定原子力施設を「QI-55 保守管理基本マニュアル」及び

「DF-57 廃止措置基本マニュアル」に基づき明確にし，維持管理する。また，原子力安全の達成のため

に必要な特定原子力施設を維持するためのインフラストラクチャーを関連するマニュアル等にて明確

にし，維持する。 

 

（中略） 

 

7. 業務の計画及び実施 

7.1 業務の計画 

(1) 組織は，保安活動に必要な業務のプロセスを計画し，運転管理，燃料管理，放射性廃棄物管理，放

射線管理，保守管理，廃止措置,緊急時の措置，関係法令の遵守及び安全文化醸成活動の各基本マニ

ュアルに定める。また，各基本マニュアルに基づき，業務に必要なプロセスを計画し，構築する。 

 

（中略） 

 

7.2.3 外部とのコミュニケーション 

 組織は，原子力安全に関して外部とのコミュニケーションを図るための効果的な方法を「DF-21 外部

コミュニケーション基本マニュアル」にて明確にし，実施する。 

 

7.3 設計・開発 

 組織は，特定原子力施設を対象として，「DF-57 廃止措置基本マニュアル」に基づき設計・開発の管

理を実施する。 

 

（中略） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

7.4 調達 

組織は，「DA-57 廃止措置基本マニュアル」及び「DA-15 原子燃料調達基本マニュアル」に基づき

調達を実施する。 

 

（中略） 

 

7.6 監視機器及び測定機器の管理 

(1) 業務・特定原子力施設に対する要求事項への適合性を実証するために，組織は，実施すべき監視及

び測定並びに，そのために必要な監視機器及び測定機器を関連するマニュアル等に定める。 

(2) 組織は，監視及び測定の要求事項との整合性を確保できる方法で監視及び測定が実施できることを

確実にするプロセスを確立し，関連するマニュアル等に定める。 

(3) 測定値の正当性が保証されなければならない場合には，測定機器に関し，「DA-57 廃止措置基本マ

ニュアル」に基づき，次の事項を満たす。 

 

（中略） 

 

8. 評価及び改善 

8.1 一般 

(1) 組織は，次の事項のために必要となる監視，測定，分析及び改善のプロセスを計画し，実施する。 

 

（中略） 

 

8.2 監視及び測定 

8.2.1 原子力安全の達成 

  組織は，品質マネジメントシステムの成果を含む実施状況の測定の一つとして，原子力安全を達成し

ているかどうかに関して外部がどのように受けとめているかについての情報を監視する。この情報の

入手及び使用の方法を「DA-21 外部コミュニケーション基本マニュアル」に定める。 

 

（中略） 

 

8.2.4 検査及び試験 

(1) 組織は，特定原子力施設の要求事項が満たされていることを検証するために，「DA-51 運転管理基

本マニュアル」及び「DA-57 廃止措置基本マニュアル」に基づき，特定原子力施設を検査及び試験す

る。検査及び試験は，業務の計画（7.1 参照）に従って，適切な段階で実施する。検査及び試験の合

否判定基準への適合の証拠を維持する（4.2.4参照）。 

 

（中略） 

 

8.3 不適合管理 

(1) 組織は，業務・特定原子力施設に対する要求事項に適合しない状況が放置されることを防ぐために，

それらを識別し，管理することを確実にする。 

 

（中略） 

 

(6) 組織は，原子炉施設の保安の向上を図る観点から，「DA-51-11 トラブル等の報告マニュアル」に定

める公開基準に従い，不適合の内容をニューシアへ登録することにより，情報の公開を行う。 

 

（省略） 

 

7.4 調達 

組織は，「DF-57 廃止措置基本マニュアル」及び「QD-15 原子燃料調達基本マニュアル」に基づき

調達を実施する。 

 

（中略） 

 

7.6 監視機器及び測定機器の管理 

(1) 業務・特定原子力施設に対する要求事項への適合性を実証するために，組織は，実施すべき監視及

び測定並びに，そのために必要な監視機器及び測定機器を関連するマニュアル等に定める。 

(2) 組織は，監視及び測定の要求事項との整合性を確保できる方法で監視及び測定が実施できることを

確実にするプロセスを確立し，関連するマニュアル等に定める。 

(3) 測定値の正当性が保証されなければならない場合には，測定機器に関し，「DF-57 廃止措置基本マ

ニュアル」に基づき，次の事項を満たす。 

 

（中略） 

 

8. 評価及び改善 

8.1 一般 

(1) 組織は，次の事項のために必要となる監視，測定，分析及び改善のプロセスを計画し，実施する。 

 

（中略） 

 

8.2 監視及び測定 

8.2.1 原子力安全の達成 

  組織は，品質マネジメントシステムの成果を含む実施状況の測定の一つとして，原子力安全を達成し

ているかどうかに関して外部がどのように受けとめているかについての情報を監視する。この情報の

入手及び使用の方法を「DF-21 外部コミュニケーション基本マニュアル」に定める。 

 

（中略） 

 

8.2.4 検査及び試験 

(1) 組織は，特定原子力施設の要求事項が満たされていることを検証するために，「QI-51 運転管理基

本マニュアル」及び「DF-57 廃止措置基本マニュアル」に基づき，特定原子力施設を検査及び試験す

る。検査及び試験は，業務の計画（7.1 参照）に従って，適切な段階で実施する。検査及び試験の合

否判定基準への適合の証拠を維持する（4.2.4参照）。 

 

（中略） 

 

8.3 不適合管理 

(1) 組織は，業務・特定原子力施設に対する要求事項に適合しない状況が放置されることを防ぐために，

それらを識別し，管理することを確実にする。 

 

（中略） 

 

 (6) 組織は，原子炉施設の保安の向上を図る観点から，「QI-51-11 トラブル等の報告マニュアル」に

定める公開基準に従い，不適合の内容をニューシアへ登録することにより，情報の公開を行う。 

 

（省略） 

 

 

組織改編に伴う変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（保安に関する組織） 

第４条  

 発電所の保安に関する組織は，図４のとおりとする。 

 

図４ 

 

 

（保安に関する組織） 

第４条  

 発電所の保安に関する組織は，図４のとおりとする。 

 

図４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編に伴う変更 

 

 

【本社】 

福島第一廃止措置 

保安委員会 

管理責任者 

（内部監査室長） 
 

 

管理責任者 

（廃炉・汚染水対策 

最高責任者） 

 社長 福島第一※１ 

原子力監査グループ 

 

 ※１：発電所に常駐 
 

※→ 

内部監査室 

 

 

 

福島第一廃炉推進

カンパニー 

 

 

 

 

プロジェクトマネジメント室 

 

廃炉安全・品質室 

 

廃炉資材調達センター 

 

※※ → 

 

 

 

原子力・立地本部 

原子力安全・統括部 

 

原子力・立地本部 

原子力運営管理部 

 

原子力・立地本部 

原子力人財育成センター※２ 

 ※２：福島第二原子力発電所に常駐 

安全・リスク管理Ｇ 

品質向上Ｇ 

基盤整備Ｇ 

【本社】 

福島第一廃止措置 

保安委員会 

管理責任者 

（内部監査室長） 
 

 

管理責任者 

（廃炉・汚染水対策 

最高責任者） 

 社長 福島第一※１ 

原子力監査グループ 

 

 ※１：発電所に常駐 
 

※→ 

内部監査室 

 

 

 

福島第一廃炉推進

カンパニー 

 

 

 

 

廃炉推進室 

 

プロジェクト計画部 

 

廃炉工事設計センター 

 

廃炉資材調達センター 

 

※※ → 

 

原子力・立地本部 

原子力安全・統括部 

 

原子力・立地本部 

原子力運営管理部 

 

原子力・立地本部 

原子力人財育成センター※２ 

 ※２：福島第二原子力発電所に常駐 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編に伴う変更 
 

 

 

↓ 

※※※ 

電気主任技術者※４ 

【福島第一原子力発電所】 

原子力発電 

保安運営委員会 

廃炉管理部 

 

 

 

総務部 

 

 

技術・ 

品質安全部 

 

 

 

防災安全部 

工事基盤整備グループ 

保全計画グループ 

ＩＣＴ推進グループ 

 

労務人事グループ 

資材契約グループ 

 

技術グループ 

安全管理グループ 

改善推進グループ 

品質保証グループ 

 

原子力防災グループ 

防災安全グループ 

防護管理グループ 

※ → 原子炉主任技術者※４ 

※※→ 所 長 

※３：原子炉主任技術者及び電気主任技術者を総称して 

「主任技術者」という。 

業務統括室 

 

 

 

汚染水対策プログラム部 

 

 

プール燃料取り出しプログラム部 

 

 

燃料デブリ取り出しプログラム部 

 

 

廃棄物対策プログラム部 

 

 

敷地全般管理・対応プログラム部 

 

 

計画・設計センター 

↓ 

※※※ 

電気主任技術者※３ 

【福島第一原子力発電所】 

原子力発電 

保安運営委員会 

※ → 原子炉主任技術者※３ 

※※→ 所 長 
資材グループ 

労務人事グループ 

ＩＣＴ推進グループ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機械技術グループ 

地下水対策技術グループ 

処理・貯留設備技術グループ 

電気技術グループ 

配電・電路グループ 

計装技術グループ 

通信システムグループ 

土木基盤技術グループ 

土木水対策技術グループ 

建築保守技術グループ 

建築建設技術グループ 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編に伴う変更 

 

↓ 

※※※ 

↓ 

※※※※ 

保安総括グループ 

放射線安全グループ 

保健安全グループ 

作業環境改善グループ 

放射線管理グループ 

 

環境モニタリンググループ 

環境管理グループ 

分析評価グループ 

固体廃棄物管理グループ 

廃棄物計画グループ 

 

当直 

運営総括グループ 

運営設備グループ 

作業管理グループ 

 

原子炉冷却グループ 

使用済燃料プール冷却グループ 

燃料調査グループ 

燃料設備グループ※３ 

燃料管理グループ※３ 

 

電気設備保守グループ 

設備電源グループ 

所内電源グループ 

配電・電路グループ 

冷却・監視設備計装グループ 

水処理・滞留水計装グループ 

通信システムグループ※３ 

 

廃棄物設備グループ※３ 

電気機器グループ※３ 

計装設備グループ※３ 

放射線防護部 

 

 

 

 

 

環境化学部 

 

 

 

 

 

１～４号設備 

運転管理部 

 

 

 

燃料対策・ 

冷却設備部 

 

 

 

 

電気・ 

通信基盤部 

 

 

 

 

 

 

５・６号／ 

共通設備 

保全部 

 

ユニット所長 

（放射線・環境統括） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ユニット所長 

（廃炉設備統括） 

↓ 

※※※ 

１～４号当直 

５・６号当直 

水処理当直 

運用支援グループ 

水処理計画グループ 

作業管理グループ 

 

保全計画グループ 

１～６号機械設備グループ 

共用機械設備グループ 

地下水対策設備グループ 

処理設備グループ 

貯留設備グループ 

 

電気設備保守グループ 

電気設備建設グループ 

燃料計装設備グループ 

水処理計装設備グループ 

 

土木基盤設備グループ 

土木水対策設備グループ 

 

建築設備保守グループ 

建築設備建設グループ 

 

保安総括グループ 

放射線防護グループ 

放出・環境モニタリンググループ 

分析評価グループ 

固体廃棄物グループ 

 

労働安全・防火グループ 

原子力防災グループ 

防護管理グループ 

運用部 

 

 

 

 

 

 

機械部 

 

 

 

 

 

 

電気・計装部 

 

 

 

 

土木部 

 

 

建築部 

 

 

放射線・環境部 

 

 

 

 

 

防災安全部 

建設・運用・保守センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災・放射線センター 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

（削除） 

 

組織改編に伴う変更 

 

※３：それぞれ１グループで１～６号炉を所管する。 

 

※４：原子炉主任技術者及び電気主任技術者を総称して 

「主任技術者」という。 

 ↓ 

※※※※ 

当直 

運営グループ 

作業管理グループ 

 

機械グループ 

廃棄物設備グループ※３ 

電気機器グループ※３ 

計装設備グループ※３ 

 

燃料設備グループ※３ 

燃料管理グループ※３ 

 

通信システムグループ※３ 

 

 

当直 

水処理運営グループ 

水処理計画グループ 

水処理作業管理グループ 

 

地下水対策グループ 

処理設備グループ 

貯留設備グループ 

 

土木保全・総括グループ 

廃棄物基盤グループ 

港湾土木グループ 

トレンチ対策グループ 

地下水調査グループ 

貯留設備土木グループ 

 

建築保全・総括グループ 

１号機建築グループ 

２号機建築グループ 

３号機建築グループ 

建築水対策グループ 

建築廃棄物対策グループ 

建築総合工事グループ 

５・６号／ 

共通設備 

運転管理部 

 

５・６号／ 

共通設備 

保全部 

 

 

燃料対策・ 

冷却設備部 

 

電気・ 

通信基盤部 

 

水処理 

運転管理部 

 

 

 

水処理設備部 

 

 

 

土木部 

 

 

 

 

 

 

建築部 

ユニット所長 

（５・６号／ 

 共通設備統括） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ユニット所長 

（水処理設備統括） 

 

 

 

 

 

 

 

ユニット所長 

（土木建築設備統括） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（保安に関する職務） 

第５条 

保安に関する職務のうち，本社組織の職務は次のとおり。 

（１）社長は，トップマネジメントとして，管理責任者を指揮し，品質マネジメントシステムの構築，

実施，維持，改善に関して，保安活動を統轄するとともに，関係法令及び保安規定の遵守の意識

を定着させるための活動並びに安全文化の醸成活動を統轄する。また，保安に関する組織（原子

炉主任技術者を含む。）から適宜報告を求め，｢DA-51-11 トラブル等の報告マニュアル｣に基づ

き，原子力安全を最優先し必要な指示を行う。 

（２）内部監査室長は，管理責任者として，品質保証活動に関わる監査を統括管理する。また，関係法

令及び保安規定の遵守の意識を定着させるための活動並びに安全文化の醸成活動を統括する（内

部監査室に限る。）。 

（３）福島第一原子力監査グループは，品質保証活動の監査を行う。 

（４）廃炉・汚染水対策最高責任者は，管理責任者として，廃炉推進室，プロジェクト計画部，廃炉工

事設計センター，廃炉資材調達センター，原子力安全・統括部，原子力運営管理部，原子力人財

育成センターの長及び所長を指導監督し，廃炉・汚染水処理業務を統括する。また，関係法令及

び保安規定の遵守の意識を定着させるための活動並びに安全文化の醸成活動を統括する（内部監

査室を除く。）。 

（５）廃炉推進室は，管理責任者を補佐し，福島第一廃炉推進カンパニーにおける要員の計画，管理に

関する業務を行う。 

 

（６）プロジェクト計画部は，福島第一原子力発電所の中長期対策の計画策定，総括管理及び技術検討

に関する業務並びに実施計画の策定及び見直しに関する業務を行う。 

（７）廃炉工事設計センターは，廃炉・汚染水処理に関わる設備の設計管理に関する業務（プロジェク

ト計画部所管業務を除く。）を行う。 

 

 

 

 

 

 

（８）廃炉資材調達センターは，調達先の評価・選定に関する業務を行う。 

（９）原子力安全・統括部は，福島第一廃炉推進カンパニーにおける安全・品質の管理に関する業務を

行う。 

（10）原子力運営管理部は，福島第一原子力発電所の運転に関する業務（プロジェクト計画部所管業務

を除く。）を行う。 

（11）原子力人財育成センターは，保安教育及びその他必要な教育の総括に関する業務を行う。 

２．保安に関する職務のうち，発電所組織の職務は次のとおり。 

（１）所長は，廃炉・汚染水対策最高責任者を補佐し，発電所における保安に関する業務を統括し，そ

の際には主任技術者の意見を尊重する。 

（２）工事基盤整備グループは，安全確保設備等（「安全確保設備等」の定義は第 11条による。以下，

本条において同じ。）のうち，廃炉プロジェクトの工程・レイアウト管理に関する業務を行う。 

 

 

（３）保全計画グループは，安全確保設備等並びに５号炉及び６号炉に係る原子炉施設の設備診断（振

動・赤外線等），点検結果の評価及び原子炉施設の保守の総括に関する業務を行う。 

（４）ＩＣＴ推進グループは，情報システム設備の保守管理に関する業務を行う。 

（５）労務人事グループは，要員の計画・管理に関する業務を行う。 

（６）資材契約グループは，調達に関する業務を行う。 

 

 

（保安に関する職務） 

第５条 

保安に関する職務のうち，本社組織の職務は次のとおり。 

（１）社長は，トップマネジメントとして，管理責任者を指揮し，品質マネジメントシステムの構築，

実施，維持，改善に関して，保安活動を統轄するとともに，関係法令及び保安規定の遵守の意識

を定着させるための活動並びに安全文化の醸成活動を統轄する。また，保安に関する組織（原子

炉主任技術者を含む。）から適宜報告を求め，｢QI-51-11 トラブル等の報告マニュアル｣に基づ

き，原子力安全を最優先し必要な指示を行う。 

（２）内部監査室長は，管理責任者として，品質保証活動に関わる監査を統括管理する。また，関係法

令及び保安規定の遵守の意識を定着させるための活動並びに安全文化の醸成活動を統括する（内

部監査室に限る。）。 

（３）福島第一原子力監査グループは，品質保証活動の監査を行う。 

（４）廃炉・汚染水対策最高責任者は，管理責任者として，プロジェクトマネジメント室，廃炉安全・

品質室，廃炉資材調達センター，原子力安全・統括部，原子力運営管理部，原子力人財育成セン

ターの長及び所長を指導監督し，廃炉・汚染水処理業務を統括する。また，関係法令及び保安規

定の遵守の意識を定着させるための活動並びに安全文化の醸成活動を統括する（内部監査室を除

く。）。 

（５）プロジェクトマネジメント室は，福島第一廃炉推進カンパニーにおける廃炉全体の中長期的な工

程，人的資源の計画，実施計画の策定及び管理並びに各プロジェクトの進捗状況の監視・評価及

び人的資源の再配分に関する業務を行う。 

 

 

 

 

（６）安全・リスク管理グループは，保安管理及び原子力安全の総括（安全評価，リスク管理を含む。）

に関する業務を行う。 

（７）品質向上グループは，不適合管理及び改善活動全般（設計・開発の変更管理，調達を含む。）に関

する業務を行う。 

（８）基盤整備グループは，品質保証体系の総括，品質管理のための基盤の整備及び原子力保安検査に

関する業務を行う。 

（９）廃炉資材調達センターは，調達先の評価・選定に関する業務を行う。 

（10）原子力安全・統括部は，福島第一廃炉推進カンパニーにおける安全・品質の管理に関する業務を

行う。 

（11）原子力運営管理部は，福島第一原子力発電所の運転に関する業務（プロジェクトマネジメント室

所管業務を除く。）を行う。 

（12）原子力人財育成センターは，保安教育及びその他必要な教育の総括に関する業務を行う。 

２．保安に関する職務のうち，発電所組織の職務は次のとおり。 

（１）所長は，廃炉・汚染水対策最高責任者を補佐し，発電所における保安に関する業務を統括し，そ

の際には主任技術者の意見を尊重する。 

 

 

（２）資材グループは，調達に関する業務を行う。 

（３）労務人事グループは，要員の計画・管理に関する業務を行う。 

 

 

（４）ＩＣＴ推進グループは，情報システム設備の保守管理に関する業務を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編に伴う変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（７）技術グループは，安全確保設備等並びに５号炉及び６号炉に係る原子炉施設の運転に関する業務

（当直長（１～４号設備運転管理部及び５・６号／共通設備運転管理部）以外の各ＧＭが運用す

る業務を除く。）の支援及び情報連絡並びに原子力技術の総括に関する業務を行う。 

（８）安全管理グループは，保安管理及び原子炉安全の総括（安全評価を含む。）に関する業務を行う。 

（９）改善推進グループは，不適合管理及び改善活動全般に関する業務を行う。 

（10）品質保証グループは，品質保証体系の総括，品質の管理及び原子力保安検査に関する業務を行う。 

（11）原子力防災グループは，原子力防災の総括及び緊急時対応の訓練計画・実施に関する業務を行う。 

（12）防災安全グループは，防災安全の総括及び初期消火活動のための体制の整備に関する業務並びに

安全確保設備等の運用に関する業務を行う。 

（13）防護管理グループは，周辺監視区域及び保全区域の管理に関する業務並びに安全確保設備等の運

用に関する業務を行う。 

（14）保安総括グループは，安全確保設備等のうち，放射線管理の総括，放射線防護に係る装備品の管

理及び計測器の管理（環境モニタリンググループ，分析評価グループ，計装設備グループ及び冷

却・監視設備計装グループが所管する業務を除く。）に関する業務を行う。 

（15）放射線安全グループは，安全確保設備等のうち，出入管理及び放射線防護教育に関する業務を行

う。 

（16）保健安全グループは，安全確保設備等のうち，個人線量管理，管理区域入域許可等の管理及び放

射線従事者登録に関する業務を行う。 

（17）作業環境改善グループは，安全確保設備等のうち，構内施設（免震重要棟など）の放射線測定及

び構内除染推進に関する業務を行う。 

（18）放射線管理グループは，安全確保設備等の放射線管理に関する業務（作業環境改善グループ所管

業務を除く。）を行う。 

（19）環境モニタリンググループは，安全確保設備等のうち，環境化学，環境モニタリング及び廃棄物

管理の総括，発電所内外の陸域・沖合海域のモニタリング（環境管理グループ所管業務を除く。）

並びにモニタリングに関する設備の管理に関する業務を行う。 

（20）環境管理グループは，安全確保設備等のうち，液体廃棄物等の排水管理，１～４号炉等からの気

体廃棄物の放出測定管理及び５・６号炉からの放射性気体廃棄物の放出管理並びに発電所内外の

海域（港湾内，沿岸）のモニタリングに関する業務を行う。 

（21）分析評価グループは，安全確保設備等のうち，分析施設の運用管理，放射能・化学分析機器の管

理，１～６号炉使用済燃料プール及び使用済燃料共用プールの水質管理並びに分析・データ評価

に関する業務を行う。 

（22）固体廃棄物管理グループは，安全確保設備等のうち，作業で発生した放射性固体廃棄物の管理及

び固体廃棄物貯蔵庫管理に関する業務を行う。 

（23）廃棄物計画グループは，安全確保設備等のうち，放射性固体廃棄物貯蔵庫，瓦礫類の一時保管施

設及び減容施設に関する技術検討並びに当該廃棄物関連施設における廃棄物の処理計画及び運

用方法の検討に関する業務を行う。また，放射性物質分析・研究施設第１棟及び大型機器除染設

備の運用管理に関する業務を行う。 

（24）当直（１～４号設備運転管理部）は，安全確保設備等の運転，監視及び巡視点検に関する業務（当

直長（１～４号設備運転管理部）以外の各ＧＭが運用する業務並びに運営設備グループ及び作業

管理グループ（１～４号設備運転管理部）所管業務を除く。）を行う。 

（25）運営総括グループは，安全確保設備等の運営の総括及び手順書マニュアルに関する業務（当直長

（１～４号設備運転管理部）以外の各ＧＭが運用する業務を除く。）を行う。 

（26）運営設備グループは，安全確保設備等の管理用消耗品の管理，委託・工事管理及び設備管理に関

する業務（当直長（１～４号設備運転管理部）以外の各ＧＭが運用する業務を除く。）を行う。 

（27）作業管理グループ（１～４号設備運転管理部）は，安全確保設備等の運転に関する業務（当直長

（１～４号設備運転管理部）以外の各ＧＭが運用する業務を除く。）のうち，保守作業の管理に関

する業務（当直所管業務を除く。）を行う。 

（28）原子炉冷却グループは，安全確保設備等のうち，原子炉注水設備（廃棄物設備グループ所管業務

を除く。），ほう酸水注入設備及び原子炉格納容器内窒素封入設備の保守管理並びに水貯蔵タンク

の水質管理並びに原子炉冷却用消防車の運用及び保守管理に関する業務を行う。 

 

 

（削除） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（29）使用済燃料プール冷却グループは，安全確保設備等のうち，原子炉格納容器ガス管理設備及び使

用済燃料プール冷却設備の保守管理並びに使用済燃料プールの水質管理並びに使用済燃料プー

ル用消防車及びコンクリートポンプ車の運用及び保守管理に関する業務を行う。 

（30）燃料調査グループは，安全確保設備等のうち，原子炉格納容器の内部調査，原子炉格納容器の補

修，他グループに属さない遠隔無人化装置の管理運営，建屋内除染・空気浄化等被ばく低減策の

実施及び構内除染計画の取り纏めに関する業務を行う。 

（31）燃料設備グループは，原子炉建屋カバー・コンテナの機械設備関係の工事に関する業務を行う。 

（32）燃料管理グループは，１～６号炉使用済燃料プール，使用済燃料共用プール及び使用済燃料乾式

キャスク仮保管設備における燃料の管理（当直所管業務を除く。）並びに使用済燃料共用プール

設備の復旧及び使用済燃料共用プール用消防車の運用及び保守管理に関する業務並びに安全確

保設備等の運用に関する業務を行う。 

（33）電気設備保守グループは，安全確保設備等のうち，電気設備（電気機器グループ所管業務を除く。）

及び免震重要棟電気設備室内の電気設備の保守管理並びに電源車の運用及び保守管理並びに電

気設備の設備計画に関する業務を行う。 

（34）設備電源グループは，安全確保設備等のうち，設備電源の新設及び増設工事に関する業務を行う。 

（35）所内電源グループは，安全確保設備等のうち，所内電源設備及び開閉所の新設及び増設工事に関

する業務を行う。 

（36）配電・電路グループは，安全確保設備等のうち，構内配電線設備の新設，増設及び保守管理並び

に電路設置に関する業務を行う。 

（37）冷却・監視設備計装グループは，安全確保設備等のうち，冷却設備及び集中遠隔監視等に係る計

装設備に関する業務を行う。 

（38）水処理・滞留水計装グループは，安全確保設備等のうち，水処理設備等に係る計装設備に関する

業務を行う。 

（39）通信システムグループは，通信設備の保守管理に関する業務を行う。 

（40）当直（５・６号／共通設備運転管理部）は，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設の運転に関する

業務（運営グループ及び作業管理グループ（５・６号／共通設備運転管理部）所管業務を除く。）

及び燃料取扱いに関する業務を行う。 

（41）運営グループは，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設の運用管理に関する業務（当直所管業務を

除く。）並びに安全確保設備等のうち，雑固体廃棄物焼却設備及び増設雑固体廃棄物焼却設備の

運用管理に関する業務を行う。 

（42）作業管理グループ（５・６号／共通設備運転管理部）は，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設の

運転に関する業務のうち保守作業の管理に関する業務（当直所管業務を除く。）を行う。 

（43）機械グループは，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設のうち機械設備に係る保守管理並びに５・

６号炉冷却用及び使用済燃料プール用消防車の運用及び保守管理に関する業務を行う。 

（44）廃棄物設備グループは，５号炉及び６号炉の廃棄物処理設備並びに廃棄物集中処理建屋内設備及

びサイトバンカの機械設備に係る保守管理に関する業務並びに安全確保設備等のうち，使用済燃

料共用プール設備，雑固体廃棄物焼却設備，増設雑固体廃棄物焼却設備及び原子炉注水設備（ろ

過水タンク及び純水タンク）に係る機械設備の保守管理に関する業務を行う。 

（45）電気機器グループは，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設並びに廃棄物処理設備，廃棄物集中処

理建屋内設備及びサイトバンカのうち，電気設備に係る保守管理に関する業務並びに安全確保設

備等のうち使用済燃料共用プール設備，雑固体廃棄物焼却設備及び増設雑固体廃棄物焼却設備に

係る電気設備の保守管理に関する業務を行う。 

（46）計装設備グループは，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設並びに廃棄物処理設備，廃棄物集中処

理建屋内設備及びサイトバンカのうち，計装設備に係る保守管理に関する業務並びに安全確保設

備等のうち使用済燃料共用プール設備，雑固体廃棄物焼却設備及び増設雑固体廃棄物焼却設備に

係る計装設備の保守管理に関する業務を行う。 

（47）当直（水処理運転管理部）は，安全確保設備等のうち，汚染水処理設備等（汚染水処理設備，貯

留設備及び関連設備），サブドレン他水処理施設（土木設備を除く。）及び陸側遮水壁の運転，監

視及び巡視点検に関する業務を行う。 

（48）水処理運営グループは，水処理運営の総括及び手順書マニュアルに関する業務を行う。 

 

 

（削除） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（49）水処理計画グループは，安全確保設備等のうち，汚染水及び滞留水の移送，処理及び貯留の計画

に関する業務を行う。 

（50）水処理作業管理グループは，安全確保設備等の運転に関する業務（当直長（水処理運転管理部）

が運用する業務）のうち，保守作業の管理に関する業務（当直所管業務を除く。）を行う。  

（51）地下水対策グループは，安全確保設備等のうち，滞留水移送装置及び陸側遮水壁（機械設備）の

保守管理並びにサブドレン他水処理施設（土木・建築設備を除く。）の設置及び保守管理並びに油

処理装置の設置，運転管理及び保守管理に関する業務を行う。 

（52）処理設備グループは，安全確保設備等のうち，汚染水処理過程で発生する廃棄物の貯蔵及び廃棄

物貯蔵施設の建設並びに汚染水処理設備の保守管理に関する業務を行う。 

（53）貯留設備グループは，安全確保設備等のうち，汚染水処理設備等の貯留設備の建設及び保守管理

に関する業務を行う。 

（54）土木保全・総括グループは，構内共通土木設備及び５・６号炉（土木設備）の保守管理並びに廃

炉に関わる土木関連業務を行う。 

（55）廃棄物基盤グループは，安全確保設備等のうち，廃棄物処分関連設備の設置及び保守管理並びに

造成工事，構内除染作業に関する業務を行う。 

（56）港湾土木グループは，安全確保設備等のうち，海側汚染拡大防止対策及び５・６号炉海側設備に

関わる土木工事に関する業務を行う。 

（57）トレンチ対策グループは，安全確保設備等のうち，トレンチの閉塞工事及び陸側汚染拡大防止対

策に関する業務を行う。 

（58）地下水調査グループは，地下水等モニタリング及び評価並びに安全確保設備等のうち，地下水流

入抑制設備の設置及び保守管理に関する業務並びに地下水ドレン集水設備（土木設備）の設置，

運転管理及び保守管理並びにサブドレン集水設備（土木設備）の設置及び保守管理並びに陸側遮

水壁（土木設備）の保守管理に関する業務を行う。 

（59）貯留設備土木グループは，安全確保設備等のうち，タンク（土木設備）の設置，運用及び保守管

理並びに地下貯水槽の保守管理に関する業務を行う。 

（60）建築保全・総括グループは，安全確保設備等のうち，１～３号炉を除く建屋・建築設備の点検・

保守管理に関する業務を行う。 

（61）１号機建築グループは，安全確保設備等のうち，１号炉原子炉建屋カバー・コンテナの建築関係

の工事に関する業務を行う。 

（62）２号機建築グループは，安全確保設備等のうち，２号炉原子炉建屋カバー・コンテナの建築関係

の工事に関する業務を行う。 

（63）３号機建築グループは，安全確保設備等のうち，３号炉及び４号炉原子炉建屋カバー・コンテナ

の建築関係の工事に関する業務並びに建屋内瓦礫運搬に関する業務を行う。 

（64）建築水対策グループは，安全確保設備等のうち，サブドレン集水設備（土木設備を除く。）の設置

及び保守管理に関する業務並びに建屋地下水対策及び建屋津波対策に関する業務を行う。 

（65）建築廃棄物対策グループは，安全確保設備等のうち，廃棄物処理保管関連建屋工事及び保守管理

に関する業務を行う。 

（66）建築総合工事グループは，安全確保設備等のうち，他のグループに属さない建屋の建設及び既存

建屋の復旧・整備工事に関する業務を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）汚染水対策プログラム部は，１～４号炉に係る安全確保設備等（「安全確保設備等」の定義は第

11 条による。）のうち，汚染水処理設備等，滞留水を貯留している建屋，多核種除去設備等，サ

ブドレン他水処理施設，雨水処理設備等及び油処理装置のプロジェクトの計画及び管理に関する

業務を行う。 

（６）プール燃料取り出しプログラム部は，１～４号炉に係る安全確保設備等のうち，使用済燃料プー

ル設備及び使用済燃料プールからの燃料取り出し設備，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設のう

ち，５・６号機燃料取扱系及び燃料貯蔵設備，その他安全確保設備等のうち，使用済燃料乾式キ

ャスク仮保管設備並びに使用済燃料共用プール設備のプロジェクトの計画及び管理並びにこれ

らに係る燃料管理に関する業務を行う。また，１～４号炉に係る安全確保設備等のうち，使用済

燃料プール設備（使用済燃料プール），使用済燃料プールからの燃料取り出し設備，その他安全確

保設備等のうち，使用済燃料乾式キャスク仮保管設備の機械設備並びに建築設備の設計，建設・

設置及び保守管理に関する業務を行う。 

 

 

組織改編に伴う変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（なし） 

 

（７）燃料デブリ取り出しプログラム部は，１～４号炉に係る安全確保設備等のうち，燃料デブリ取り

出しに関する設備，原子炉圧力容器・格納容器注水設備，原子炉圧力容器・格納容器ほう酸水注

入設備，原子炉格納容器内窒素封入設備及び原子炉格納容器ガス管理設備に係る設備のプロジェ

クトの計画及び管理並びにこれらに係る機械設備の設計，建設・設置及び保守管理に関する業務

（共用機械設備ＧＭが所管する業務を除く。）を行う。 

（８）廃棄物対策プログラム部は，その他安全確保設備等のうち，放射性固体廃棄物等の管理施設及び

関連施設並びに放射性物質分析・研究施設第１棟のプロジェクトの計画及び管理に関する業務を

行う。 

（９）敷地全般管理・対応プログラム部は，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設，屋外エリアのプロジ

ェクトの計画及び管理に関する業務（各プログラム部長が所管する業務を除く。）を行う。 

（10）機械技術グループは，機械設備の設計に関する業務（機械技術ＧＭ以外の各プログラム部長及び

各ＧＭが所管する業務を除く。）を行う。 

（11）地下水対策技術グループは，１～４号炉に係る安全確保設備等のうち，汚染水処理設備等（滞留

水移送装置），滞留水を貯留する建屋（陸側遮水壁），サブドレン他水処理施設及び油処理装置に

係る機械設備の設計に関する業務を行う。 

（12）処理・貯留設備技術グループは，１～４号炉に係る安全確保設備等のうち，汚染水処理設備等（滞

留水移送装置を除く。），多核種除去設備等及び雨水処理設備等に係る機械設備の設計に関する業

務を行う。 

（13）電気技術グループは，電気設備の設計に関する業務（配電・電路ＧＭが所管する業務を除く。）を

行う。 

（14）配電・電路グループは，構内配電線設備の設計，建設・設置及び保守管理に関する業務を行う。 

（15）計装技術グループは，計装設備の設計に関する業務を行う。 

（16）通信システムグループは，通信設備の設計，建設・設置及び保守管理に関する業務を行う。 

（17）土木基盤技術グループは，土木設備の設計に関する業務（土木水対策技術ＧＭが所管する業務を

除く。）を行う。 

（18）土木水対策技術グループは，１～４号炉に係る安全確保設備等のうち，汚染水処理設備等，滞留

水を貯留する建屋，サブドレン他水処理施設，雨水処理設備等及び原子炉圧力容器・格納容器注

水設備（処理水バッファタンク），その他安全確保設備等のうち，放射性固体廃棄物等の管理施設

及び関連施設（サイトバンカ及び廃棄物集中処理建屋）に係る土木設備の設計に関する業務を行

う。 

（19）建築保守技術グループは，既設建築設備に係る設計に関する業務を行う。 

（20）建築建設技術グループは，新設建築設備に係る設計に関する業務を行う。 

（21）１～４号当直は，１～４号炉に係る安全確保設備等，その他安全確保設備等のうち，使用済燃料

共用プール設備の運転管理に関する業務（１～４号当直長以外の各プログラム部長及び各ＧＭが

所管する業務を除く。）を行う。 

（22）５・６号当直は，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設，その他安全確保設備等のうち，放射性固

体廃棄物等の管理施設及び関連施設の運転管理に関する業務（５・６号当直長以外の各プログラ

ム部長及び各ＧＭが所管する業務を除く。）を行う。 

（23）水処理当直は，１～４号炉に係る安全確保設備等のうち，汚染水処理設備等，滞留水を貯留する

建屋，多核種除去設備等及びサブドレン他水処理施設（地下水ドレン集水設備を除く。）の運転管

理（運用支援ＧＭ，作業管理ＧＭ及び水処理計画ＧＭが所管する業務を除く。）に関する業務を行

う。 

（24）運用支援グループは，１～４号炉に係る安全確保設備等，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設，

その他安全確保設備等のうち，使用済燃料共用プール設備，放射性固体廃棄物等の管理施設及び

関連施設（雑固体廃棄物焼却設備及び増設雑固体廃棄物焼却設備を除く。）の運転管理のうち，マ

ニュアル・手順書及び設備管理に関する業務を行う。また，１～４号炉に係る安全確保設備等の

うち，原子炉圧力容器・格納容器注水設備（ろ過水タンク，純水タンク及び原水地下タンク），そ

の他安全確保設備等のうち，放射性固体廃棄物等の管理施設及び関連施設（雑固体廃棄物焼却設

備及び増設雑固体廃棄物焼却設備）並びに大型機器除染設備の運用に関する業務を行う。 

 

 

組織改編に伴う変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（なし） 

 

（25）水処理計画グループは，１～４号炉に係る安全確保設備等の運転管理のうち，汚染水及び滞留水

の移送，処理及び貯留の運転計画に関する業務を行う。 

（26）作業管理グループは，１～４号炉に係る安全確保設備等，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設，

その他安全確保設備等のうち，使用済燃料共用プール設備，放射性固体廃棄物等の管理施設及び

関連施設並びに大型機器除染設備の保守作業管理に関する業務を行う。 

（27）保全計画グループは，保守の総括に関する業務を行う。 

（28）１～６号機械設備グループは，１～４号炉に係る安全確保設備等，５号炉及び６号炉に係る原子

炉施設に係る機械設備の建設・設置及び保守管理，水貯蔵タンク及び使用済燃料プールの水質管

理に関する業務（１～６号機械設備ＧＭ以外の各プログラム部長及び各ＧＭが所管する業務を除

く。）を行う。また，１～４号炉に係る安全確保設備等のうち，原子炉圧力容器・格納容器注水設

備（消防車），使用済燃料プール設備（消防車及びコンクリートポンプ車），５号炉及び６号炉に

係る原子炉施設のうち，５・６号炉冷却用並びに使用済燃料プール用消防車の運用及び保守管理

に関する業務を行う。 

（29）共用機械設備グループは，その他安全確保設備等の機械設備の建設・設置及び保守管理に関する

業務（共用機械設備ＧＭ以外の各プログラム部長及び各ＧＭが所管する業務を除く。）を行う。ま

た，１～４号炉に係る安全確保設備等のうち，原子炉圧力容器・格納容器注水設備（ろ過水タン

ク，純水タンク及び原水地下タンク）に係る機械設備の保守管理に関する業務を行う。 

（30）地下水対策設備グループは，１～４号炉に係る安全確保設備等のうち，汚染水処理設備等（滞留

水移送装置）に係る機械設備の保守管理，滞留水を貯留する建屋（陸側遮水壁），サブドレン他水

処理施設に係る機械設備の建設・設置及び保守管理並びに油処理装置に係る機械設備の建設・設

置，運転管理及び保守管理に関する業務（運用支援ＧＭ，作業管理ＧＭ，水処理計画ＧＭが所管

する業務を除く。）を行う。 

（31）処理設備グループは，１～４号炉に係る安全確保設備等のうち，汚染水処理設備等及び多核種除

去設備等に係る機械設備の建設・設置及び保守管理に関する業務（地下水対策設備ＧＭ，貯留設

備ＧＭが所管する業務を除く。）を行う。 

（32）貯留設備グループは，１～４号炉に係る安全確保設備等のうち，汚染水処理設備等（貯留設備）

の土木設備の保守管理，汚染水処理設備等（貯留設備の付帯設備）並びに雨水処理設備等の建設・

設置及び保守管理に関する業務を行う。 

（33）電気設備保守グループは，電気設備の保守管理並びに電源車の運用及び保守管理に関する業務（配

電・電路ＧＭ及び建築設備保守ＧＭが所管する業務を除く。）を行う。 

（34）電気設備建設グループは，電気設備の建設・設置に関する業務（配電・電路ＧＭが所管する業務

を除く。）を行う。 

（35）燃料計装設備グループは，計装設備の建設・設置及び保守管理に関する業務（燃料計装設備ＧＭ

以外の各プログラム部長及び各ＧＭが所管する業務を除く。）を行う。 

（36）水処理計装設備グループは，１～４号炉に係る安全確保設備等のうち，汚染水処理設備等，滞留

水を貯留する建屋，多核種除去設備等，サブドレン他水処理施設，油処理装置，５号炉及び６号

炉に係る原子炉施設のうち，５・６号炉仮設設備（滞留水貯留設備），その他安全確保設備等のう

ち，放射性固体廃棄物等の管理施設及び関連施設，放射性物質分析・研究施設第１棟並びに大型

機器除染設備に係る計装設備の建設・設置及び保守管理に関する業務を行う。 

（37）土木基盤設備グループは，土木設備の建設・設置及び保守管理に関する業務（土木水対策設備Ｇ

Ｍが所管する業務を除く。）を行う。 

（38）土木水対策設備グループは，１～４号炉に係る安全確保設備等のうち，汚染水処理設備等（貯留

設備を除く。），滞留水を貯留する建屋及びサブドレン他水処理施設，雨水処理設備等及び原子炉

圧力容器・格納容器注水設備（処理水バッファタンク），その他安全確保設備等のうち，放射性固

体廃棄物等の管理施設及び関連施設（サイトバンカ及び廃棄物集中処理建屋）に係る土木設備の

建設・設置及び保守管理に関する業務を行う。また，１～４号炉に係る安全確保設備等のうち，

汚染水処理設備等（貯留設備）に係る土木設備の建設・設置及びサブドレン他水処理施設（地下

水ドレン集水設備）の運転管理に関する業務を行う。 

（39）建築設備保守グループは，建築設備の保守管理に関する業務（建築設備保守ＧＭ以外の各プログ

ラム部長及び各ＧＭが所管する業務を除く。）を行う。また，その他安全確保設備等のうち，大型

機器除染設備に係る電気設備の保守管理に関する業務を行う。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．各職位は次のとおり，当該業務にあたる。 

 

 

 

 

（１）本社各部長（廃炉推進室長，廃炉工事設計センター所長，廃炉資材調達センター所長及び原子力

人財育成センター所長を含む。）は，廃炉・汚染水対策最高責任者を補佐し，第４条の定めのとお

り，当該部が所管するグループの業務を統括管理する。 

（２）ユニット所長（放射線・環境統括）は，所長を補佐し，第４条の定めのとおり，所管する各部の

業務を統括管理する。 

（３）ユニット所長（廃炉設備統括）は，所長を補佐し，第４条の定めのとおり，所管する各部の業務

を統括管理する。 

（４）ユニット所長（５・６号／共通設備統括）は，所長を補佐し，第４条の定めのとおり，所管する

各部の業務を統括管理する。 

（５）ユニット所長（水処理設備統括）は，所長を補佐し，第４条の定めのとおり，所管する各部の業

務を統括管理する。 

（６）ユニット所長（土木建築設備統括）は，所長を補佐し，第４条の定めのとおり，所管する各部の

業務を統括管理する。 

（７）発電所各部長は，第４条の定めのとおり，当該部が所管するグループの業務を統括管理する。 

（８）発電所各グループマネージャー（以下「各ＧＭ」といい，当直長を含む。）は，グループ員（当直

員を含む。）を指示・指導し，所管する業務を遂行するとともに，所管業務に基づき緊急時の措

置，保安教育ならびに記録及び報告を行う。 

（９）グループ員（当直員を含む。）は，ＧＭの指示・指導に従い，業務を遂行する。 

 

 

（40）建築設備建設グループは，建築設備の建設・設置に関する業務（建築設備建設ＧＭ以外の各プロ

グラム部長及び各ＧＭが所管する業務を除く。）を行う。 

（41）保安総括グループは，放射線管理のうち，放射線防護に係る装備品の管理，計測器の管理，放射

線防護教育，管理区域入域許可等の管理及び放射線従事者登録に関する業務（保安総括ＧＭ以外

の各プログラム部長及び各ＧＭが所管する業務を除く。）を行う。 

（42）放射線防護グループは，放射線管理のうち，出入管理，個人線量管理及び構内施設（免震重要棟

など）の放射線測定に関する業務を行う。 

（43）放出・環境モニタリンググループは，放射線管理のうち，発電所内外の陸域・海域の環境モニタ

リング，放射性廃棄物管理のうち，液体廃棄物等の排水管理，１～４号炉等からの気体廃棄物の

放出測定管理及び５・６号炉からの放射性気体廃棄物の放出管理に関する業務を行う。 

（44）分析評価グループは，分析施設の運用，放射能・化学分析機器の管理並びに放射性物質分析・研

究施設第１棟の運用及び保守管理，分析・データ評価に関する業務を行う。 

（45）固体廃棄物グループは，その他安全確保設備等のうち，放射性固体廃棄物等の管理施設及び関連

施設における放射性廃棄物の管理に関する業務を行う。 

（46）労働安全・防火グループは，防災安全の総括並びに初期消火活動のための設備の運用及び体制の

整備に関する業務を行う。 

（47）原子力防災グループは，原子力防災の総括及び緊急時対応の訓練計画・実施に関する業務を行う。 

（48）防護管理グループは，周辺監視区域並びに保全区域の管理及び設備の運用に関する業務を行う。 

 

３．各職位は次のとおり，当該業務にあたる。 

（１）プロジェクトマネジメント室長及び廃炉安全・品質室長は，廃炉・汚染水対策最高責任者を補佐

し，廃炉・汚染水対策最高責任者が各組織を指導監督するための報告及び助言を行うとともに，

発電所組織が業務を行うための支援及び助言を行う。また，第４条の定めのとおり，当該室が所

管するグループの業務を統括管理する。 

（２）本社各部長（廃炉資材調達センター所長及び原子力人財育成センター所長を含む。）は，廃炉・汚

染水対策最高責任者を補佐し，第４条の定めのとおり，当該部が所管するグループの業務を統括

管理する。 

（３）業務統括室長は，所長を補佐し，第４条の定めのとおり，所管するグループの業務を統括管理す

る。 

（４）各プログラム部長は，所長を補佐し，所管するグループの業務を統括管理する。 

 

（５）計画・設計センター所長は，所長を補佐し，第４条の定めのとおり，所管するグループの業務を

統括管理する。 

（６）建設・運用・保守センター所長は，所長を補佐し，第４条の定めのとおり，所管する各部の業務

を統括管理する。 

（７）防災・放射線センター所長は，所長を補佐し，第４条の定めのとおり，所管する各部の業務を統

括管理する。 

（８）発電所各部長は，第４条の定めのとおり，当該部が所管するグループの業務を統括管理する。 

（９）本社廃炉安全・品質室各グループマネージャー及び発電所各グループマネージャー（以下「各Ｇ

Ｍ」といい，当直長を含む。）は，グループ員（当直員を含む。）を指示・指導し，所管する業務

を遂行するとともに，所管業務に基づき緊急時の措置，保安教育ならびに記録及び報告を行う。 

（10）グループ員（当直員を含む。）は，ＧＭの指示・指導に従い，業務を遂行する。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（福島第一廃止措置保安委員会）  

第６条 

 本社に福島第一廃止措置保安委員会（以下「保安委員会」という。）を設置する。 

２．保安委員会は，原子炉施設の保安に関する次の事項を審議し，確認する。ただし，あらかじめ保安

委員会にて定めた事項は，原子力発電保安運営委員会にて審議し，確認する。 

（１）実施計画「Ⅱ 特定原子力施設の設計，設備」本文に記載の基本設計の変更 

（２）実施計画「Ⅲ 特定原子力施設の保安」の第１編及び第２編の変更 

（３）保安教育に関する事項 

（４）その他保安委員会で定めた審議事項 

３．廃炉・汚染水対策最高責任者を委員長とする。 

４．保安委員会は，委員長，廃炉推進室長，プロジェクト計画部長，廃炉工事設計センター所長，原子

力安全・統括部長，原子力運営管理部長，原子炉主任技術者に加え，ＧＭ以上の職位の者から委員長

が指名した者で構成する。 

５．委員長は，保安上重要な審議結果について，定期的に社長に報告する。 

 

 

 

（福島第一廃止措置保安委員会）  

第６条 

 本社に福島第一廃止措置保安委員会（以下「保安委員会」という。）を設置する。 

２．保安委員会は，原子炉施設の保安に関する次の事項を審議し，確認する。ただし，あらかじめ保安

委員会にて定めた事項は，原子力発電保安運営委員会にて審議し，確認する。 

（１）実施計画「Ⅱ 特定原子力施設の設計，設備」本文に記載の基本設計の変更 

（２）実施計画「Ⅲ 特定原子力施設の保安」の第１編及び第２編の変更 

（３）保安教育に関する事項 

（４）その他保安委員会で定めた審議事項 

３．廃炉・汚染水対策最高責任者を委員長とする。 

４．保安委員会は，委員長，プロジェクトマネジメント室長，廃炉安全・品質室長，原子力安全・統括

部長，原子力運営管理部長，原子炉主任技術者に加え，ＧＭ以上の職位の者から委員長が指名した者

で構成する。 

５．委員長は，保安上重要な審議結果について，定期的に社長に報告する。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（原子力発電保安運営委員会） 

第７条  

発電所に原子力発電保安運営委員会（以下「運営委員会」という。）を設置する。 

２．運営委員会は，発電所における原子炉施設の保安運営に関する次の事項を審議し，確認する。ただ

し，あらかじめ運営委員会にて定めた軽微な事項は，審議事項に該当しない。 

（１）保安管理体制に関する事項 

（２）原子炉施設の定期的な評価に関する事項 

（３）運転管理に関する事項 

（４）燃料管理に関する事項 

（５）放射性廃棄物管理に関する事項 

（６）放射線管理に関する事項 

（７）保守管理に関する事項 

（８）原子炉施設の改造に関する事項 

（９）緊急時における運転操作に関する事項 

３．所長を委員長とする。 

４．運営委員会は，委員長，技術・品質安全部長，原子炉主任技術者，電気主任技術者に加え，ＧＭ以

上の職位の者から委員長が指名した者で構成する。 

 

 

（原子力発電保安運営委員会） 

第７条  

発電所に原子力発電保安運営委員会（以下「運営委員会」という。）を設置する。 

２．運営委員会は，発電所における原子炉施設の保安運営に関する次の事項を審議し，確認する。ただ

し，あらかじめ運営委員会にて定めた軽微な事項は，審議事項に該当しない。 

（１）保安管理体制に関する事項 

（２）原子炉施設の定期的な評価に関する事項 

（３）運転管理に関する事項 

（４）燃料管理に関する事項 

（５）放射性廃棄物管理に関する事項 

（６）放射線管理に関する事項 

（７）保守管理に関する事項 

（８）原子炉施設の改造に関する事項 

（９）緊急時における運転操作に関する事項 

３．所長を委員長とする。 

４．運営委員会は，委員長，廃炉安全・品質室長，計画・設計センター所長，原子炉主任技術者，電気

主任技術者に加え，ＧＭ以上の職位の者から委員長が指名した者で構成する。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（原子炉主任技術者の選任） 

第８条 

廃炉・汚染水対策最高責任者は，原子炉主任技術者及び代行者を，原子炉主任技術者免状を有する者で

あって，次の業務に通算して３年以上従事した経験を有する者の中から選任する。 

（１）原子炉施設の工事又は保守管理に関する業務 

（２）原子炉の運転に関する業務 

（３）原子炉施設の設計に係る安全性の解析及び評価に関する業務 

（４）原子炉に使用する燃料体の設計又は管理に関する業務 

２．原子炉主任技術者は原子炉毎に選任し，１号炉から４号炉では兼任させることができる。 

３．原子炉主任技術者及び代行者は特別管理職とする。 

４．１号炉から６号炉の原子炉主任技術者のうち少なくとも１名は部長以上に相当する者とし，第９条に

定める職務を専任する。  

５．第４項以外の原子炉主任技術者であって，複数の号炉を兼任していない場合には，副所長又は技術・

品質安全部，放射線防護部，環境化学部若しくは防災安全部の職務を兼務できる。 

６．第５項の原子炉主任技術者については，自らの担当している号炉について原子炉主任技術者の職務

と副所長又は技術・品質安全部，放射線防護部，環境化学部若しくは防災安全部の職務が重複する場

合には，原子炉主任技術者としての職務を優先し，副所長又は技術・品質安全部，放射線防護部，環

境化学部若しくは防災安全部の職務については，上位職の者が実施する。 

７．原子炉主任技術者が職務を遂行できない場合は，代行者と交代する。ただし，職務を遂行できない

期間が長期にわたる場合は，第１項から第５項に基づき，改めて原子炉主任技術者を選任する。 

 

 

（原子炉主任技術者の選任） 

第８条 

廃炉・汚染水対策最高責任者は，原子炉主任技術者及び代行者を，原子炉主任技術者免状を有する者で

あって，次の業務に通算して３年以上従事した経験を有する者の中から選任する。 

（１）原子炉施設の工事又は保守管理に関する業務 

（２）原子炉の運転に関する業務 

（３）原子炉施設の設計に係る安全性の解析及び評価に関する業務 

（４）原子炉に使用する燃料体の設計又は管理に関する業務 

２．原子炉主任技術者は原子炉毎に選任し，１号炉から４号炉では兼任させることができる。 

３．原子炉主任技術者及び代行者は特別管理職とする。 

４．１号炉から６号炉の原子炉主任技術者のうち少なくとも１名は部長以上に相当する者とし，第９条に

定める職務を専任する。  

５．第４項以外の原子炉主任技術者であって，複数の号炉を兼任していない場合には，副所長，放射線・

環境部又は防災安全部の職務を兼務できる。 

６．第５項の原子炉主任技術者については，自らの担当している号炉について原子炉主任技術者の職務

と副所長，放射線・環境部又は防災安全部の職務が重複する場合には，原子炉主任技術者としての職

務を優先し，副所長，放射線・環境部又は防災安全部の職務については，上位職の者が実施する。 

 

７．原子炉主任技術者が職務を遂行できない場合は，代行者と交代する。ただし，職務を遂行できない

期間が長期にわたる場合は，第１項から第５項に基づき，改めて原子炉主任技術者を選任する。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（原子炉主任技術者の職務等） 

第９条 

原子炉主任技術者は，安全確保設備等の運用に関し保安の監督を誠実に行うことを任務とし，「DA-

24-1 原子炉主任技術者職務運用マニュアル」に基づき，次の職務を遂行する。 

（１）安全確保設備等の運用に関し保安上必要な場合は，運用に従事する者へ指示する。 

（２）表９－１に定める事項のうち，第７９条及び第８０条については，廃炉・汚染水対策最高責任者

の承認に先立ち確認し，その他の事項については，所長の承認に先立ち確認する。 

（３）表９－２に定める各職位からの報告内容等を確認する。 

（４）表９－３に定める記録の内容を確認する。 

（５）第８２条第１項の報告を受けた場合は，自らの責任で確認した正確な情報に基づき，社長に直接

報告する。 

（６）保安の監督状況について，定期的に及び必要に応じて社長に直接報告する。 

（７）保安委員会及び運営委員会に少なくとも１名が必ず出席する。 

（８）その他，安全確保設備等の運用に関する保安の監督に必要な職務を行う。 

 

２．安全確保設備等の運用に従事する者は，原子炉主任技術者がその保安のためにする指示に従う。 

 

表９－１ 

条  文 内  容 

第４５条（管理対象区域の設定及び解

除） 

第５項に定める建物等の内部における一時的な

管理対象区域の設定及び解除 

 第７項に定める管理対象区域の設定及び解除 

第４６条（管理区域の設定及び解除） 
第５項に定める一時的な管理区域の設定及び解

除 

 第７項に定める管理区域の設定及び解除 

第７９条（所員への保安教育） 所員への保安教育実施計画 

第８０条（協力企業従業員への保安教

育） 

協力企業従業員への保安教育実施計画 

 

（省略） 

 

（原子炉主任技術者の職務等） 

第９条 

原子炉主任技術者は，安全確保設備等の運用に関し保安の監督を誠実に行うことを任務とし，「DG-

24-1 原子炉主任技術者職務運用マニュアル」に基づき，次の職務を遂行する。 

（１）安全確保設備等の運用に関し保安上必要な場合は，運用に従事する者へ指示する。 

（２）表９－１に定める事項のうち，第７９条及び第８０条については，廃炉・汚染水対策最高責任者

の承認に先立ち確認し，その他の事項については，所長の承認に先立ち確認する。 

（３）表９－２に定める各職位からの報告内容等を確認する。 

（４）表９－３に定める記録の内容を確認する。 

（５）第８２条第１項の報告を受けた場合は，自らの責任で確認した正確な情報に基づき，社長に直接

報告する。 

（６）保安の監督状況について，定期的に及び必要に応じて社長に直接報告する。 

（７）保安委員会及び運営委員会に少なくとも１名が必ず出席する。 

（８）その他，安全確保設備等の運用に関する保安の監督に必要な職務を行う。 

 

２．安全確保設備等の運用に従事する者は，原子炉主任技術者がその保安のためにする指示に従う。 

 

表９－１ 

条  文 内  容 

第４５条（管理対象区域の設定及び解

除） 

第５項に定める建物等の内部における一時的な

管理対象区域の設定及び解除 

 第７項に定める管理対象区域の設定及び解除 

第４６条（管理区域の設定及び解除） 
第５項に定める一時的な管理区域の設定及び解

除 

 第７項に定める管理区域の設定及び解除 

第７９条（所員への保安教育） 所員への保安教育実施計画 

第８０条（協力企業従業員への保安教

育） 

協力企業従業員への保安教育実施計画 

 

（省略） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（原子炉施設の定期的な評価） 

第１０条 

技術ＧＭは，各号炉毎及び１０年を超えない期間毎※に，実施手順及び実施体制を定め，これに基づ

き，各ＧＭは，以下の事項を実施する。 

（１）保安活動の実施の状況の評価 

（２）保安活動への最新の技術的知見の反映状況の評価 

２．組織は，第１項の評価の結果，原子炉施設の保安のために有効な追加措置が抽出された場合には，

その結果を踏まえて，保安活動の計画，実施，評価及び改善並びに品質マネジメントシステムの改善

を継続して行う。 

 

※：１０年を超えない期間毎とは，「中期的安全確保の考え方」に基づく施設運営計画に係る報告書（そ

の１）に関する保安規定を施行した日以後１０年を経過する日までの期間，及び第１項の評価を実施

した日以降１０年を超えない期間毎をいう。 

 

 

（原子炉施設の定期的な評価） 

第１０条 

基盤整備ＧＭは，各号炉毎及び１０年を超えない期間毎※に，実施手順及び実施体制を定め，これに

基づき，各プログラム部長及び各ＧＭは，以下の事項を実施する。 

（１）保安活動の実施の状況の評価 

（２）保安活動への最新の技術的知見の反映状況の評価 

２．組織は，第１項の評価の結果，原子炉施設の保安のために有効な追加措置が抽出された場合には，

その結果を踏まえて，保安活動の計画，実施，評価及び改善並びに品質マネジメントシステムの改善

を継続して行う。 

 

※：１０年を超えない期間毎とは，「中期的安全確保の考え方」に基づく施設運営計画に係る報告書（そ

の１）に関する保安規定を施行した日以後１０年を経過する日までの期間，及び第１項の評価を実施

した日以降１０年を超えない期間毎をいう。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（構成及び定義） 

第１１条  

第３節（第３０条から第３３条を除く。）における条文の基本的な構成は次のとおりとする。 

 

（中略） 

 

２．用語の定義は，各条に特に定めがない場合は，次のとおりとする。 

安全確保設備等 「東京電力株式会社福島第一原子力発電所に設置される特定原子力施設

に対する『措置を講ずべき事項』に基づく『実施計画』の提出につい

て」を受け，本実施計画「Ⅱ.１ 設計，設備について考慮すべき事項」

に係る以下の設備等をいう。 

 

（１）原子炉等の監視 

（２）残留熱の除去 

（３）原子炉格納施設雰囲気の監視等 

（４）不活性雰囲気の維持 

（５）燃料取出し及び取り出した燃料の適切な貯蔵・管理 

（６）電源の確保 

（７）電源喪失に対する設計上の考慮 

（８）放射性固体廃棄物の処理・保管・管理 

（９）放射性液体廃棄物の処理・保管・管理 

（10）放射性気体廃棄物の処理・管理 

（11）放射性物質の放出抑制等による敷地周辺の放射線防護等 

（12）作業者の被ばく線量の管理等 

（13）緊急時対策 

 

（中略） 

 

当直長 第１１条，第１２条，第１５条及び第３３条における「当直長」とは，

１～４号設備運転管理部及び水処理運転管理部の当直長をいい，第２６

条，第２６条の２，第２７条及び第４０条の２における「当直長」と

は，水処理運転管理部の当直長をいう。また，本編において上記以外の

条文における「当直長」とは，１～４号設備運転管理部の当直長をい

う。 

 

（中略） 

 

建屋に貯留する

滞留水 

本編において「建屋に貯留する滞留水」とは，１～４号炉タービン建

屋，１～４号炉原子炉建屋，１～４号炉廃棄物処理建屋，プロセス主建

屋及び雑固体廃棄物減容処理建屋の滞留水をいう。ただし，水位安定エ

リアに貯留する滞留水，排水完了エリアに貯留する残水及び床面以下に

貯留する残水を除く。 

 

（省略） 

 

（構成及び定義） 

第１１条  

第３節（第３０条から第３３条を除く。）における条文の基本的な構成は次のとおりとする。 

 

（中略） 

 

２．用語の定義は，各条に特に定めがない場合は，次のとおりとする。 

安全確保設備等 「東京電力株式会社福島第一原子力発電所に設置される特定原子力施設

に対する『措置を講ずべき事項』に基づく『実施計画』の提出につい

て」を受け，本実施計画「Ⅱ.１ 設計，設備について考慮すべき事項」

に係る以下の設備等をいう。 

 

（１）原子炉等の監視 

（２）残留熱の除去 

（３）原子炉格納施設雰囲気の監視等 

（４）不活性雰囲気の維持 

（５）燃料取出し及び取り出した燃料の適切な貯蔵・管理 

（６）電源の確保 

（７）電源喪失に対する設計上の考慮 

（８）放射性固体廃棄物の処理・保管・管理 

（９）放射性液体廃棄物の処理・保管・管理 

（10）放射性気体廃棄物の処理・管理 

（11）放射性物質の放出抑制等による敷地周辺の放射線防護等 

（12）作業者の被ばく線量の管理等 

（13）緊急時対策 

 

（中略） 

 

当直長 第１１条，第１２条，第１５条，第３２条及び第３３条における「当直

長」とは，１～４号当直及び水処理当直の当直長をいい，第２６条，第

２６条の２，第２７条及び第４０条の２における「当直長」とは，水処

理当直の当直長をいう。また，本編において上記以外の条文における

「当直長」とは，１～４号当直の当直長をいう。 

 

（中略） 

 

建屋に貯留する

滞留水 

本編において「建屋に貯留する滞留水」とは，１～４号炉タービン建

屋，１～４号炉原子炉建屋，１～４号炉廃棄物処理建屋，プロセス主建

屋及び雑固体廃棄物減容処理建屋の滞留水をいう。ただし，水位安定エ

リアに貯留する滞留水，排水完了エリアに貯留する残水及び床面以下に

貯留する残水を除く。 

 

（省略） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（運転員の確保） 

第１２条 

１～４号設備運転管理部長及び水処理運転管理部長は，安全確保設備等の運用※１にあたり原子炉施

設の運転に必要な知識を有する者を確保する。なお，原子炉施設の運転に必要な知識を有する者と

は，原子炉施設の運転に関する実務の研修を受けた者をいう。 

 

２．各ＧＭは，安全確保設備等の運用にあたり，必要な知識を有する者を確保する。なお，安全確保設

備等の運用に必要な知識を有する者とは，各ＧＭが安全確保設備等の運用に関する力量の確認を行っ

た者をいう。 

 

３．１～４号設備運転管理部長及び水処理運転管理部長は，安全確保設備等の運用※１にあたって前項で

定める者の中から，１班あたり表１２に定める人数の者をそろえ，５班以上編成した上で２交替勤務

を行わせる。なお，特別な事情がある場合を除き，運転員は連続して 24 時間を超える勤務を行って

はならない。また，表１２に定める人数のうち，それぞれ１名は当直長とし，運転責任者として原子

力規制委員会が定める基準に適合した者の中から選任された者とする。 

 

 表１２ 

         

 

 

当直 

（１～４号炉設備運転管理部） 

当直 

（水処理運転管理部） 

１班あたりの人数 ６名以上 ６名以上 

 

４．１～４号設備運転管理部長及び水処理運転管理部長は，当直長又は当直副長を常時免震重要棟に確

保する。 

 

※１：当直長以外の各ＧＭが運用する業務を除く。なお，当直長は，当直長以外の各ＧＭが業務を行う

ために連絡する必要があると判断した場合には，当直長以外の各ＧＭに連絡を行う。 

 

 

（運転員の確保） 

第１２条 

運用部長は，安全確保設備等の運用※１にあたり原子炉施設の運転に必要な知識を有する者を確保す

る。なお，原子炉施設の運転に必要な知識を有する者とは，原子炉施設の運転に関する実務の研修を

受けた者をいう。 

 

２．各プログラム部長及び各ＧＭは，安全確保設備等の運用にあたり，必要な知識を有する者を確保す

る。なお，安全確保設備等の運用に必要な知識を有する者とは，各プログラム部長及び各ＧＭが安全

確保設備等の運用に関する力量の確認を行った者をいう。 

 

３．運用部長は，安全確保設備等の運用※１にあたって前項で定める者の中から，１班あたり表１２に定

める人数の者をそろえ，５班以上編成した上で２交替勤務を行わせる。なお，特別な事情がある場合

を除き，運転員は連続して 24 時間を超える勤務を行ってはならない。また，表１２に定める人数の

うち，それぞれ１名は当直長とし，運転責任者として原子力規制委員会が定める基準に適合した者の

中から選任された者とする。 

 

 表１２ 

         

 

 

１～４号当直 

水処理当直 

１班あたりの人数 ６名以上 

 

４．運用部長は，当直長又は当直副長を常時免震重要棟に確保する。 

 

 

※１：当直長以外の各プログラム部長及び各ＧＭが運用する業務を除く。なお，当直長は，当直長以外

の各プログラム部長及び各ＧＭが業務を行うために連絡する必要があると判断した場合には，当

直長以外の各プログラム部長及び各ＧＭに連絡を行う。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（巡視点検） 

第１３条 

各ＧＭは，安全確保設備等について，定期的に巡視又は点検を行う。 

 

 

（巡視点検） 

第１３条 

各プログラム部長及び各ＧＭは，安全確保設備等について，定期的に巡視又は点検を行う。 

 

 

 

 

組織改編に伴う変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（マニュアルの作成） 

第１４条 

各ＧＭは，安全確保設備等について，次の各号に掲げる運転管理に関する事項のマニュアルを作成

し，制定・改定にあたっては，発電所各部長以上の承認を得る。 

 （１）巡視点検に関する事項 

 （２）異常時の操作に関する事項 

（３）警報発生時の措置に関する事項 

 （４）各設備の運転操作に関する事項 

 （５）定例試験に関する事項 

 

 

（マニュアルの作成） 

第１４条 

各プログラム部長及び各ＧＭは，安全確保設備等について，次の各号に掲げる運転管理に関する事

項のマニュアルを作成し，制定・改定にあたっては，発電所各部長以上の承認を得る。 

 （１）巡視点検に関する事項 

 （２）異常時の操作に関する事項 

（３）警報発生時の措置に関する事項 

 （４）各設備の運転操作に関する事項 

 （５）定例試験に関する事項 

 

 

 

 

組織改編に伴う変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（地震・火災等発生時の対応） 

第１６条  

各ＧＭは，地震・火災が発生した場合は，次の措置を講じるとともに，その結果を所長及び原子炉主

任技術者に報告する。 

（１）震度５弱以上の地震が観測※１された場合は，地震終了後に安全確保設備等の損傷の有無及び火災

発生の有無を確認する。 

（２）安全確保設備等に火災が発生した場合は，早期消火及び延焼防止に努め，鎮火後安全確保設備等

の損傷の有無を確認する。 

 

２．初期消火活動のための体制の整備として，次の措置を講じる。 

（１）防災安全ＧＭは，発電所から消防機関へ通報するため，専用回線を使用した通報設備を免震重

要棟緊急時対策所及び新事務本館緊急時対策室に設置する※２｡ 

（２）防災安全ＧＭは，初期消火活動を行う要員として，１０名以上を常駐させるとともに，この要

員に対する火災発生時の通報連絡体制を定める。 

（３）防災安全ＧＭは，初期消火活動を行うため，表１６に示す化学消防自動車及び泡消火薬剤を配

備する。また，初期消火活動に必要なその他資機材を定め，配備する。 

（４）各ＧＭは，第１３条に定める巡視により，火災発生の有無を確認する。 

（５）各ＧＭは，震度５弱以上の地震が観測※１された場合は，地震終了後発電所内※３の火災発生の

有無を確認するとともに，その結果を所長及び原子炉主任技術者に報告する。 

 

（６）防災安全ＧＭは，前各号に定める初期消火活動のための体制について，総合的な訓練及び初期

消火活動の結果を１年に１回以上評価するとともに，評価結果に基づき，より適切な体制となる

よう必要な見直しを行う。 

 

表１６ 

設備 数量 

化学消防自動車※４ １台※５ 

泡消火薬剤 

(化学消防自動車保有分を含む) 

１５００リットル以上 

 

３．各ＧＭは，山火事，台風，津波等の影響により，安全確保設備等に重大な影響を及ぼす可能性があ

ると判断した場合は，１～４号設備運転管理部長に報告する。１～４号設備運転管理部長は，所長，

原子炉主任技術者及び各ＧＭに連絡するとともに，必要に応じて設備の健全性を維持するための措置

について協議する。 

 

※１：観測された震度は発電所周辺のあらかじめ定めた測候所等の震度をいう。 

※２：専用回線，通報設備が点検又は故障により使用不能となった場合を除く。ただし，点検後又は修

復後は遅滞なく復旧させる。 

※３：重要度分類指針におけるクラス１，２，３の機能を有する構築物，系統及び機器とする。 

※４：４００リットル毎分の泡放射を同時に２口行うことが可能な能力を有すること。 

※５：化学消防自動車が，点検又は故障の場合には，※４に示す能力を有する水槽付消防ポンプ自動車

等をもって代用することができる。 

 

 

（地震・火災等発生時の対応） 

第１６条  

各プログラム部長及び各ＧＭは，地震・火災が発生した場合は，次の措置を講じるとともに，その結

果を所長及び原子炉主任技術者に報告する。 

（１）震度５弱以上の地震が観測※１された場合は，地震終了後に安全確保設備等の損傷の有無及び火災

発生の有無を確認する。 

（２）安全確保設備等に火災が発生した場合は，早期消火及び延焼防止に努め，鎮火後安全確保設備等

の損傷の有無を確認する。 

 

２．初期消火活動のための体制の整備として，次の措置を講じる。 

（１）労働安全・防火ＧＭは，発電所から消防機関へ通報するため，専用回線を使用した通報設備を

免震重要棟緊急時対策所及び新事務本館緊急時対策室に設置する※２｡ 

（２）労働安全・防火ＧＭは，初期消火活動を行う要員として，１０名以上を常駐させるとともに，

この要員に対する火災発生時の通報連絡体制を定める。 

（３）労働安全・防火ＧＭは，初期消火活動を行うため，表１６に示す化学消防自動車及び泡消火薬

剤を配備する。また，初期消火活動に必要なその他資機材を定め，配備する。 

（４）各プログラム部長及び各ＧＭは，第１３条に定める巡視により，火災発生の有無を確認する。 

（５）各プログラム部長及び各ＧＭは，震度５弱以上の地震が観測※１された場合は，地震終了後発電

所内※３の火災発生の有無を確認するとともに，その結果を所長及び原子炉主任技術者に報告す

る。 

（６）労働安全・防火ＧＭは，前各号に定める初期消火活動のための体制について，総合的な訓練及

び初期消火活動の結果を１年に１回以上評価するとともに，評価結果に基づき，より適切な体制

となるよう必要な見直しを行う。 

 

表１６ 

設備 数量 

化学消防自動車※４ １台※５ 

泡消火薬剤 

(化学消防自動車保有分を含む) 

１５００リットル以上 

 

３．各プログラム部長及び各ＧＭは，山火事，台風，津波等の影響により，安全確保設備等に重大な影

響を及ぼす可能性があると判断した場合は，運用部長に報告する。運用部長は，所長，原子炉主任技

術者，各プログラム部長及び各ＧＭに連絡するとともに，必要に応じて設備の健全性を維持するため

の措置について協議する。 

 

※１：観測された震度は発電所周辺のあらかじめ定めた測候所等の震度をいう。 

※２：専用回線，通報設備が点検又は故障により使用不能となった場合を除く。ただし，点検後又は修

復後は遅滞なく復旧させる。 

※３：重要度分類指針におけるクラス１，２，３の機能を有する構築物，系統及び機器とする。 

※４：４００リットル毎分の泡放射を同時に２口行うことが可能な能力を有すること。 

※５：化学消防自動車が，点検又は故障の場合には，※４に示す能力を有する水槽付消防ポンプ自動車

等をもって代用することができる。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（異常時のための措置） 

第１６条の２ 

原子炉注水設備について異常時の措置の活動を行うための体制の整備として，次の措置を講じ

る。 

（１）原子炉冷却ＧＭ及び当直長は，原子炉注水設備について異常時の措置の活動を行うための訓練を，

１年に１回以上実施する。 

（２）原子炉冷却ＧＭは，表１６の２－１に定める異常時の措置の活動を行うために必要な消防車を配

備し，１ヶ月に１回点検を行う。 

（３）原子炉冷却ＧＭは，異常時の措置の活動に必要な（２）以外のその他資機材を定め，配備する。 

 

（４）原子炉冷却ＧＭは，表１６の２－１に示す消防車を操作するために必要な要員を確保する。 

（５）原子炉冷却ＧＭは，（１），（３）及び（４）に定める事項について，当直長は，（１）に定める事

項について定期的に評価を行うとともに，評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 

 

（中略） 

 

２．使用済燃料プール循環冷却設備について異常時の措置の活動を行うための体制の整備として，次の

措置を講じる。 

（１）使用済燃料プール冷却ＧＭは，使用済燃料プール循環冷却設備について異常時の措置の活動を行

うための訓練を，１年に１回以上実施する。 

（２）使用済燃料プール冷却ＧＭは，表１６の２－２に定める異常時の措置の活動を行うために必要な

消防車及びコンクリートポンプ車を配備し，１ヶ月に１回点検を行う。 

（３）使用済燃料プール冷却ＧＭは，異常時の措置の活動に必要な（２）以外のその他資機材を定め，

配備する。 

（４）使用済燃料プール冷却ＧＭは，表１６の２－２に示す消防車及びコンクリートポンプ車を操作す

るために必要な要員を確保する。 

（５）使用済燃料プール冷却ＧＭは，（１），（３）及び（４）に定める事項について定期的に評価を行う

とともに，評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 

 

（中略） 

 

４．使用済燃料共用プール設備について異常時の措置の活動を行うための体制の整備として，次の措置

を講じる。 

（１）燃料管理ＧＭは，使用済燃料共用プール設備について異常時の措置の活動を行うための訓練を，

１年に１回以上実施する。 

（２）燃料管理ＧＭは，表１６の２－４に定める異常時の措置の活動を行うために必要な消防車を配備

し，１ヶ月に１回点検を行う。 

（３）燃料管理ＧＭは，異常時の措置の活動に必要な（２）以外のその他資機材を定め，配備する。 

（４）燃料管理ＧＭは，表１６の２－４に示す消防車を操作するために必要な要員を確保する。 

（５）燃料管理ＧＭは，（１），（３）及び（４）に定める事項について定期的に評価を行うとともに，評

価の結果に基づき必要な措置を講じる。 

 

（省略） 

 

 

（異常時のための措置） 

第１６条の２ 

原子炉注水設備について異常時の措置の活動を行うための体制の整備として，次の措置を講じ

る。 

（１）１～６号機械設備ＧＭ及び当直長は，原子炉注水設備について異常時の措置の活動を行うための

訓練を，１年に１回以上実施する。 

（２）１～６号機械設備ＧＭは，表１６の２－１に定める異常時の措置の活動を行うために必要な消防

車を配備し，１ヶ月に１回点検を行う。 

（３）１～６号機械設備ＧＭは，異常時の措置の活動に必要な（２）以外のその他資機材を定め，配備

する。 

（４）１～６号機械設備ＧＭは，表１６の２－１に示す消防車を操作するために必要な要員を確保する。 

（５）１～６号機械設備ＧＭは，（１），（３）及び（４）に定める事項について，当直長は，（１）に定

める事項について定期的に評価を行うとともに，評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 

 

（中略） 

 

２．使用済燃料プール循環冷却設備について異常時の措置の活動を行うための体制の整備として，次の

措置を講じる。 

（１）１～６号機械設備ＧＭは，使用済燃料プール循環冷却設備について異常時の措置の活動を行うた

めの訓練を，１年に１回以上実施する。 

（２）１～６号機械設備ＧＭは，表１６の２－２に定める異常時の措置の活動を行うために必要な消防

車及びコンクリートポンプ車を配備し，１ヶ月に１回点検を行う。 

（３）１～６号機械設備ＧＭは，異常時の措置の活動に必要な（２）以外のその他資機材を定め，配備

する。 

（４）１～６号機械設備ＧＭは，表１６の２－２に示す消防車及びコンクリートポンプ車を操作するた

めに必要な要員を確保する。 

（５）１～６号機械設備ＧＭは，（１），（３）及び（４）に定める事項について定期的に評価を行うとと

もに，評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 

 

（中略） 

 

４．使用済燃料共用プール設備について異常時の措置の活動を行うための体制の整備として，次の措置

を講じる。 

（１）共用機械設備ＧＭは，使用済燃料共用プール設備について異常時の措置の活動を行うための訓練

を，１年に１回以上実施する。 

（２）共用機械設備ＧＭは，表１６の２－４に定める異常時の措置の活動を行うために必要な消防車を

配備し，１ヶ月に１回点検を行う。 

（３）共用機械設備ＧＭは，異常時の措置の活動に必要な（２）以外のその他資機材を定め，配備する。 

（４）共用機械設備ＧＭは，表１６の２－４に示す消防車を操作するために必要な要員を確保する。 

（５）共用機械設備ＧＭは，（１），（３）及び（４）に定める事項について定期的に評価を行うととも

に，評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 

 

（省略） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（水質管理） 

第１７条  

分析評価ＧＭは，使用済燃料プール水の導電率（40mS/m を超える場合は塩化物イオン濃度）及び pH

を３ヶ月に 1回確認し，その結果を使用済燃料プール冷却ＧＭに通知する。 

 

２．分析評価ＧＭは，処理水バッファタンク水の導電率（40mS/mを超える場合は塩化物イオン濃度）を

３ヶ月に 1回確認し，その結果を原子炉冷却ＧＭに通知する。 

 

３．分析評価ＧＭは，１号炉，２号炉及び３号炉の復水貯蔵タンク水の導電率（40mS/mを超える場合は

塩化物イオン濃度）を３ヶ月に 1回確認し，その結果を原子炉冷却ＧＭに通知する。 

 

４．使用済燃料プール冷却ＧＭは，使用済燃料プール水の水質が表１７に定める基準値の範囲にない場

合は，基準値の範囲内に回復するよう努める。 

 

 

５．原子炉冷却ＧＭは，処理水バッファタンク水並びに１号炉，２号炉及び３号炉の復水貯蔵タンク水

の水質が表１７に定める基準値の範囲にない場合は，基準値の範囲内に回復するよう努める。 

 

表１７ 

１．１号炉，２号炉及び３号炉 

項目 基準値 

使用済燃料プール
水 

導電率 40mS/m以下（25℃において） 

塩化物イオン濃度 

（導電率が 40mS/mを 

超える場合） 

100ppm以下 

pH 5.6～10.0（25℃において） 

処理水バッファタ
ンク水 

導電率 40mS/m以下（25℃において） 

塩化物イオン濃度 

（導電率が 40mS/mを 

超える場合） 

100ppm以下 

復水貯蔵タンク水 

導電率 40mS/m以下（25℃において） 

塩化物イオン濃度 

（導電率が 40mS/mを 

超える場合） 

100ppm以下 

 

２．４号炉 

項目 基準値 

使用済燃料プール
水 

導電率 40mS/m以下（25℃において） 

塩化物イオン濃度 

（導電率が 40mS/mを 

超える場合） 

100ppm以下 

pH 5.6～11.0（25℃において） 
 

 

（水質管理） 

第１７条  

分析評価ＧＭは，使用済燃料プール水の導電率（40mS/m を超える場合は塩化物イオン濃度）及び pH

を３ヶ月に 1回確認し，その結果を１～６号機械設備ＧＭに通知する。 

 

２．分析評価ＧＭは，処理水バッファタンク水の導電率（40mS/mを超える場合は塩化物イオン濃度）を

３ヶ月に 1回確認し，その結果を１～６号機械設備ＧＭに通知する。 

 

３．分析評価ＧＭは，１号炉，２号炉及び３号炉の復水貯蔵タンク水の導電率（40mS/mを超える場合は

塩化物イオン濃度）を３ヶ月に 1回確認し，その結果を１～６号機械設備ＧＭに通知する。 

 

４．１～６号機械設備ＧＭは，使用済燃料プール水，処理水バッファタンク水並びに１号炉，２号炉及

び３号炉の復水貯蔵タンク水の水質が表１７に定める基準値の範囲にない場合は，基準値の範囲内に

回復するよう努める。 

 

 

 

 

表１７ 

１．１号炉，２号炉及び３号炉 

項目 基準値 

使用済燃料プール
水 

導電率 40mS/m以下（25℃において） 

塩化物イオン濃度 

（導電率が 40mS/mを 

超える場合） 

100ppm以下 

pH 5.6～10.0（25℃において） 

処理水バッファタ
ンク水 

導電率 40mS/m以下（25℃において） 

塩化物イオン濃度 

（導電率が 40mS/mを 

超える場合） 

100ppm以下 

復水貯蔵タンク水 

導電率 40mS/m以下（25℃において） 

塩化物イオン濃度 

（導電率が 40mS/mを 

超える場合） 

100ppm以下 

 

２．４号炉 

項目 基準値 

使用済燃料プール
水 

導電率 40mS/m以下（25℃において） 

塩化物イオン濃度 

（導電率が 40mS/mを 

超える場合） 

100ppm以下 

pH 5.6～11.0（25℃において） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（原子炉注水系） 

第１８条 

原子炉の状態を維持するにあたって，原子炉注水系※１は表１８－１に定める事項を運転上の制限と

する。なお，本条文は１号炉，２号炉及び３号炉のみ適用される。ただし，以下の場合は，常用原子炉

注水系及び任意の２４時間当たりの注水量増加幅に対する運転上の制限を満足しないとはみなさない。 

（１）原子炉注水系の保全作業又は電源停止作業のために，計画的に常用原子炉注水系を一時停止し，

非常用原子炉注水系により注水する場合 

（２）原子炉注水系の流量調整又は流量変更時において，オーバーシュートにより，一時的に注水量増

加幅が 1.0m3/hを超えた場合又はアンダーシュートにより，一時的に原子炉の冷却に必要な注水

量を確保できない場合 

（３）ほう酸水注入前後のポンプ水源切替に伴い，一時的に原子炉注水系を停止する場合 

（４）運転中の原子炉注水ポンプが停止した場合において，当該原子炉注水ポンプ又は他の原子炉注水

ポンプが自動起動したことにより，直ちに原子炉の冷却に必要な注水量を確保した場合 

 

２．原子炉注水系が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施する。 

（１）当直長は，原子炉圧力容器底部温度及び格納容器内温度を毎日１回確認し，その結果を安全管理

ＧＭに通知する。 

（２）安全管理ＧＭは，注水量の変更が必要な場合は，原子炉の状態に応じ，原子炉の冷却に必要な注

水量を評価し，当直長に通知する。 

（３）当直長は，原子炉注水系を運転し，原子炉の冷却に必要な注水量を確保するとともに，原子炉の

冷却に必要な注水量が確保されていることを毎日１回確認し，その結果を安全管理ＧＭに通知す

る。 

（４）当直長は，原子炉注水系の各設備について，表１８－２に定める事項を確認する。 

 

３．当直長は，原子炉注水系が第１項で定める運転上の制限（原子炉圧力容器底部温度及び格納容器内

温度を除く）を満足していないと判断した場合，表１８－３の措置を講じる。また，安全管理ＧＭは，

原子炉圧力容器底部温度及び格納容器内温度が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判

断した場合，表１８－３の措置を講じる。 

 

※１：原子炉注水系は，常用原子炉注水系と非常用原子炉注水系で構成される。常用原子炉注水系とは，

常用高台炉注水ポンプ，タービン建屋内炉注水ポンプ及びＣＳＴ炉注水ポンプによる注水系の３系

列をいい，非常用原子炉注水系とは，非常用高台炉注水ポンプ及び純水タンク脇炉注水ポンプ（非

常用ディーゼル発電機含む）の２系列をいう。 

 

表１８－１ 

項目 運転上の制限 

原子炉圧力容器底部温度 80℃以下※２ 

格納容器内温度 全体的に著しい温度上昇傾向※２がないこと 

常用原子炉注水系 原子炉の冷却に必要な注水量が確保されていること 

待機中の非常用原子炉注水系 １系列が動作可能であること※３ 

任意の２４時間あたりの注水量増

加幅 

1.0m3/h以下※４ 

 

※２：原子炉圧力容器底部温度を監視する温度計指示値が上限値を超えた場合又は格納容器内温度を監

視する温度指示値に上昇傾向がある場合において，安全管理ＧＭが，一時的な計器指示不良等によ

り実事象ではないと判断した場合には運転上の制限を満足していないとはみなさない。 

 

（省略） 

 

 

（原子炉注水系） 

第１８条 

原子炉の状態を維持するにあたって，原子炉注水系※１は表１８－１に定める事項を運転上の制限と

する。なお，本条文は１号炉，２号炉及び３号炉のみ適用される。ただし，以下の場合は，常用原子炉

注水系及び任意の２４時間当たりの注水量増加幅に対する運転上の制限を満足しないとはみなさない。 

（１）原子炉注水系の保全作業又は電源停止作業のために，計画的に常用原子炉注水系を一時停止し，

非常用原子炉注水系により注水する場合 

（２）原子炉注水系の流量調整又は流量変更時において，オーバーシュートにより，一時的に注水量増

加幅が 1.0m3/hを超えた場合又はアンダーシュートにより，一時的に原子炉の冷却に必要な注水

量を確保できない場合 

（３）ほう酸水注入前後のポンプ水源切替に伴い，一時的に原子炉注水系を停止する場合 

（４）運転中の原子炉注水ポンプが停止した場合において，当該原子炉注水ポンプ又は他の原子炉注水

ポンプが自動起動したことにより，直ちに原子炉の冷却に必要な注水量を確保した場合 

 

２．原子炉注水系が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施する。 

（１）当直長は，原子炉圧力容器底部温度及び格納容器内温度を毎日１回確認し，その結果を安全・リ

スク管理ＧＭに通知する。 

（２）安全・リスク管理ＧＭは，注水量の変更が必要な場合は，原子炉の状態に応じ，原子炉の冷却に

必要な注水量を評価し，当直長に通知する。 

（３）当直長は，原子炉注水系を運転し，原子炉の冷却に必要な注水量を確保するとともに，原子炉の

冷却に必要な注水量が確保されていることを毎日１回確認し，その結果を安全・リスク管理ＧＭ

に通知する。 

（４）当直長は，原子炉注水系の各設備について，表１８－２に定める事項を確認する。 

 

３．当直長は，原子炉注水系が第１項で定める運転上の制限（原子炉圧力容器底部温度及び格納容器内

温度を除く）を満足していないと判断した場合，表１８－３の措置を講じる。また，安全・リスク管

理ＧＭは，原子炉圧力容器底部温度及び格納容器内温度が第１項で定める運転上の制限を満足してい

ないと判断した場合，表１８－３の措置を講じる。 

 

※１：原子炉注水系は，常用原子炉注水系と非常用原子炉注水系で構成される。常用原子炉注水系とは，

常用高台炉注水ポンプ，タービン建屋内炉注水ポンプ及びＣＳＴ炉注水ポンプによる注水系の３系

列をいい，非常用原子炉注水系とは，非常用高台炉注水ポンプ及び純水タンク脇炉注水ポンプ（非

常用ディーゼル発電機含む）の２系列をいう。 

 

表１８－１ 

項目 運転上の制限 

原子炉圧力容器底部温度 80℃以下※２ 

格納容器内温度 全体的に著しい温度上昇傾向※２がないこと 

常用原子炉注水系 原子炉の冷却に必要な注水量が確保されていること 

待機中の非常用原子炉注水系 １系列が動作可能であること※３ 

任意の２４時間あたりの注水量増

加幅 

1.0m3/h以下※４ 

 

※２：原子炉圧力容器底部温度を監視する温度計指示値が上限値を超えた場合又は格納容器内温度を監

視する温度指示値に上昇傾向がある場合において，安全・リスク管理ＧＭが，一時的な計器指示不

良等により実事象ではないと判断した場合には運転上の制限を満足していないとはみなさない。 

 

（省略） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（非常用水源） 

第１９条 

非常用水源（ろ過水タンク及び純水タンク）は，表１９－１で定める事項を運転上の制限とす

る。 

 

２．非常用水源が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施する。 

（１）運営設備ＧＭは，非常用水源の保有水量（タンク水位）を１ヶ月に１回確認する。 

 

３．運営設備ＧＭは，非常用水源の水位が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場

合，表１９－３の措置を講じる。 

 

表１９－１ 

項 目 運転上の制限 

非常用水源 表１９－２に定める保有水量（タンク水位）が確保さ

れていること 

 

表１９－２ 

 ろ過水タンク１基※１ 純水タンク１基※２ 

保有水量（タンク水位） 916m3（1.9m）以上 663m3（4.6m）以上 

※１：ろ過水タンク１基とは No.2ろ過水タンクをいう。 

※２：純水タンク１基とは No.1純水タンク，No.2純水タンクのうち，いずれか 1基をいう。 

 

表１９－３ 

条件 要求される措置 完了時間 

Ａ．運転上の制限を満足して

いるろ過水タンクが１基

もない場合 

Ａ１．純水タンク１基の保有水量（タンク

水位）が制限値を満足していることを

確認する。 

及び 

Ａ２．ろ過水タンク１基の保有水量（タン

ク水位）を制限値以内に復旧する措置

を開始する。 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

Ｂ．運転上の制限を満足して

いる純水タンクが１基も

ない場合 

Ｂ１．ろ過水タンク１基の保有水量（タン

ク水位）が制限値を満足していること

を確認する。 

及び 

Ｂ２．純水タンク１基の保有水量（タンク

水位）を制限値以内に復旧する措置を

開始する。 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

 

 

（非常用水源） 

第１９条 

非常用水源（ろ過水タンク及び純水タンク）は，表１９－１で定める事項を運転上の制限とす

る。 

 

２．非常用水源が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施する。 

（１）運用支援ＧＭは，非常用水源の保有水量（タンク水位）を１ヶ月に１回確認する。 

 

３．運用支援ＧＭは，非常用水源の水位が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場

合，表１９－３の措置を講じる。 

 

表１９－１ 

項 目 運転上の制限 

非常用水源 表１９－２に定める保有水量（タンク水位）が確保さ

れていること 

 

表１９－２ 

 ろ過水タンク１基※１ 純水タンク１基※２ 

保有水量（タンク水位） 916m3（1.9m）以上 663m3（4.6m）以上 

※１：ろ過水タンク１基とは No.2ろ過水タンクをいう。 

※２：純水タンク１基とは No.1純水タンク，No.2純水タンクのうち，いずれか 1基をいう。 

 

表１９－３ 

条件 要求される措置 完了時間 

Ａ．運転上の制限を満足して

いるろ過水タンクが１基

もない場合 

Ａ１．純水タンク１基の保有水量（タンク

水位）が制限値を満足していることを

確認する。 

及び 

Ａ２．ろ過水タンク１基の保有水量（タン

ク水位）を制限値以内に復旧する措置

を開始する。 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

Ｂ．運転上の制限を満足して

いる純水タンクが１基も

ない場合 

Ｂ１．ろ過水タンク１基の保有水量（タン

ク水位）が制限値を満足していること

を確認する。 

及び 

Ｂ２．純水タンク１基の保有水量（タンク

水位）を制限値以内に復旧する措置を

開始する。 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編に伴う変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（使用済燃料プールの水位及び水温） 

第２０条 

使用済燃料プールの水位及び水温は，表２０－１で定める事項を運転上の制限とする。ただし，使用

済燃料プールの水温については，４号炉を除く。 

 

２．使用済燃料プールの水位及び水温が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するた

め，次号を実施する。 

（１）当直長は，使用済燃料プールの水位がオーバーフロー水位付近にあることを毎日１回確認する。

なお，使用済燃料プール循環冷却系が停止中の場合にはオーバーフロー水位付近にあることを評

価する。 

（２）当直長は，使用済燃料プールの水温が 65℃以下（１号炉は 60℃以下）であることを毎日１回確

認する。なお，使用済燃料プールの水温が確認できない場合には使用済燃料プールの水温が 65℃

以下（１号炉は 60℃以下）であることを評価する。 

 

３．当直長は，使用済燃料プールの水位又は水温が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判

断した場合，使用済燃料プール冷却ＧＭに報告し，使用済燃料プール冷却ＧＭは表２０－２の措置を

講じる。 

 

表２０－１ 

項 目 運転上の制限 

使用済燃料プールの水位 オーバーフロー水位付近にあること 

使用済燃料プールの水温 65℃以下（１号炉は 60℃以下） 

 

表２０－２ 

条件 要求される措置 完了時間 

Ａ．使用済燃料プールの

水位が運転上の制限

を満足しないと判断

した場合 

Ａ１．使用済燃料プールの水位を回復する措置

を開始する。 

及び 

Ａ２．使用済燃料プール内での照射された燃料

に係る作業を中止する。ただし，移動中の燃料

は所定の場所に移動する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

Ｂ．使用済燃料プールの

温度が運転上の制限

を満足しないと判断

した場合 

Ｂ１．使用済燃料プールの温度を回復する措置

を開始する。 

速やかに 

 

 

（使用済燃料プールの水位及び水温） 

第２０条 

使用済燃料プールの水位及び水温は，表２０－１で定める事項を運転上の制限とする。ただし，使用

済燃料プールの水温については，４号炉を除く。 

 

２．使用済燃料プールの水位及び水温が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するた

め，次号を実施する。 

（１）当直長は，使用済燃料プールの水位がオーバーフロー水位付近にあることを毎日１回確認する。

なお，使用済燃料プール循環冷却系が停止中の場合にはオーバーフロー水位付近にあることを評

価する。 

（２）当直長は，使用済燃料プールの水温が 65℃以下（１号炉は 60℃以下）であることを毎日１回確

認する。なお，使用済燃料プールの水温が確認できない場合には使用済燃料プールの水温が 65℃

以下（１号炉は 60℃以下）であることを評価する。 

 

３．当直長は，使用済燃料プールの水位又は水温が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判

断した場合，１～６号機械設備ＧＭに報告し，１～６号機械設備ＧＭは表２０－２の措置を講じる。 

 

 

表２０－１ 

項 目 運転上の制限 

使用済燃料プールの水位 オーバーフロー水位付近にあること 

使用済燃料プールの水温 65℃以下（１号炉は 60℃以下） 

 

表２０－２ 

条件 要求される措置 完了時間 

Ａ．使用済燃料プールの

水位が運転上の制限

を満足しないと判断

した場合 

Ａ１．使用済燃料プールの水位を回復する措置

を開始する。 

及び 

Ａ２．使用済燃料プール内での照射された燃料

に係る作業を中止する。ただし，移動中の燃料

は所定の場所に移動する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

Ｂ．使用済燃料プールの

温度が運転上の制限

を満足しないと判断

した場合 

Ｂ１．使用済燃料プールの温度を回復する措置

を開始する。 

速やかに 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編に伴う変更 

 

30



福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第１編） 

31 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（使用済燃料プール一次系系統の漏えい監視） 

第２２条 

使用済燃料プール一次系系統は，表２２－１で定める事項を運転上の制限とする。 

 

２．使用済燃料プール一次系系統が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次

号を実施する。 

（１）当直長は，使用済燃料プール一次系系統に異常な漏えいがないことを毎日１回漏えい警報又はス

キマサージタンクの水位低下傾向により確認する。なお，漏えいのおそれがあると判断した場合

（漏えい警報及びスキマサージタンクの水位低下傾向により確認が出来ない場合を含む）には，

使用済燃料プール一次系系統の巡視を行う。 

 

３．当直長は，使用済燃料プール一次系系統が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断し

た場合，使用済燃料プール冷却ＧＭに報告し，使用済燃料プール冷却ＧＭは表２２－２の措置を講じ

る。 

 

表２２－１ 

項 目 運転上の制限 

使用済燃料プール 

一次系系統 
一次系系統の異常な漏えい※1がないこと 

※１：「異常な漏えい」とは，使用済燃料プールからの自然蒸発や使用済燃料プール水の収縮（温度低下

による体積の減少）によるスキマサージタンク水位低下を超えるような水位低下現象をいう。ま

た，現場の巡視点検等において，隔離が不可能であり，かつ漏えい拡大防止の措置が困難と判断

される漏えいが確認された場合も含む。 

 

表２２－２ 

条件 要求される措置 完了時間 

Ａ．使用済燃料プール一

次系系統が運転上の

制限を満足しないと

判断した場合 

Ａ１．使用済燃料プールの水位を回復させる措

置を開始する。 

及び 

Ａ２．使用済燃料プール一次系系統を異常な漏

えいがない状態に復旧させる措置を開始す

る。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

（使用済燃料プール一次系系統の漏えい監視） 

第２２条 

使用済燃料プール一次系系統は，表２２－１で定める事項を運転上の制限とする。 

 

２．使用済燃料プール一次系系統が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次

号を実施する。 

（１）当直長は，使用済燃料プール一次系系統に異常な漏えいがないことを毎日１回漏えい警報又はス

キマサージタンクの水位低下傾向により確認する。なお，漏えいのおそれがあると判断した場合

（漏えい警報及びスキマサージタンクの水位低下傾向により確認が出来ない場合を含む）には，

使用済燃料プール一次系系統の巡視を行う。 

 

３．当直長は，使用済燃料プール一次系系統が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断し

た場合，１～６号機械設備ＧＭに報告し，１～６号機械設備ＧＭは表２２－２の措置を講じる。 

 

 

表２２－１ 

項 目 運転上の制限 

使用済燃料プール 

一次系系統 
一次系系統の異常な漏えい※1がないこと 

※１：「異常な漏えい」とは，使用済燃料プールからの自然蒸発や使用済燃料プール水の収縮（温度低下

による体積の減少）によるスキマサージタンク水位低下を超えるような水位低下現象をいう。ま

た，現場の巡視点検等において，隔離が不可能であり，かつ漏えい拡大防止の措置が困難と判断

される漏えいが確認された場合も含む。 

 

表２２－２ 

条件 要求される措置 完了時間 

Ａ．使用済燃料プール一

次系系統が運転上の

制限を満足しないと

判断した場合 

Ａ１．使用済燃料プールの水位を回復させる措

置を開始する。 

及び 

Ａ２．使用済燃料プール一次系系統を異常な漏

えいがない状態に復旧させる措置を開始す

る。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編に伴う変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（未臨界監視） 

第２４条 

原子炉の未臨界を維持するにあたって，原子炉格納容器内ガスの短半減期核種の放射能濃度及び原子

炉格納容器ガス管理設備の放射線検出器は表２４－１で定める事項を運転上の制限とする。なお，本条

文は１号炉，２号炉及び３号炉のみ適用される。ただし，以下の場合は，原子炉格納容器ガス管理設備

の放射線検出器に対する運転上の制限を満足しないとはみなさない。 

（１）運転中の原子炉格納容器ガス管理設備の排気ファンが停止した場合において，直ちに当該排気フ

ァン又は他の排気ファンが自動起動したことにより，原子炉格納容器ガス管理設備の放射線検出

器が１チャンネル動作可能となる場合 

 

２．原子炉格納容器内ガスの短半減期核種の放射能濃度及び原子炉格納容器ガス管理設備の放射線検出

器が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号を実施する。 

（１）当直長は，原子炉格納容器内ガスの短半減期核種の放射能濃度を，１時間に１回確認する。 

（２）当直長は，原子炉格納容器ガス管理設備の放射線検出器が動作可能であることを１時間に１回確

認する。 

 

３．当直長は，原子炉格納容器内ガスの短半減期核種の放射能濃度又は原子炉格納容器ガス管理設備の

放射線検出器が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表２４－２の措置を

講じる。 

 

（中略） 

 

表２４－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

Ａ．短半減期核種の放射

能濃度が運転上の制限

を満足していないと判

断した場合 

Ａ１.ほう酸水を注入する措置を開始す

る。 

速やかに 

Ｂ．動作可能である原子

炉格納容器ガス管理設

備の放射線検出器が１

チャンネルもない場合 

Ｂ１．原子炉圧力容器底部の温度上昇率及

びモニタリングポストの空間線量率

を記録し，その結果を安全管理ＧＭに

通知する。 

及び 

Ｂ２．原子炉格納容器ガス管理設備の放射

線検出器を動作可能な状態に復旧す

る措置を開始する。 

速やかに 

その後 

１時間に１回 

 

 

速やかに 

Ｃ．条件Ｂで要求される

措置を実施中に，未臨

界であることが確認で

きない場合 

Ｃ１.ほう酸水を注入する措置を開始す

る。 

速やかに 

 

 

（未臨界監視） 

第２４条 

原子炉の未臨界を維持するにあたって，原子炉格納容器内ガスの短半減期核種の放射能濃度及び原子

炉格納容器ガス管理設備の放射線検出器は表２４－１で定める事項を運転上の制限とする。なお，本条

文は１号炉，２号炉及び３号炉のみ適用される。ただし，以下の場合は，原子炉格納容器ガス管理設備

の放射線検出器に対する運転上の制限を満足しないとはみなさない。 

（１）運転中の原子炉格納容器ガス管理設備の排気ファンが停止した場合において，直ちに当該排気フ

ァン又は他の排気ファンが自動起動したことにより，原子炉格納容器ガス管理設備の放射線検出

器が１チャンネル動作可能となる場合 

 

２．原子炉格納容器内ガスの短半減期核種の放射能濃度及び原子炉格納容器ガス管理設備の放射線検出

器が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号を実施する。 

（１）当直長は，原子炉格納容器内ガスの短半減期核種の放射能濃度を，１時間に１回確認する。 

（２）当直長は，原子炉格納容器ガス管理設備の放射線検出器が動作可能であることを１時間に１回確

認する。 

 

３．当直長は，原子炉格納容器内ガスの短半減期核種の放射能濃度又は原子炉格納容器ガス管理設備の

放射線検出器が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表２４－２の措置を

講じる。 

 

（中略） 

 

表２４－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

Ａ．短半減期核種の放射

能濃度が運転上の制限

を満足していないと判

断した場合 

Ａ１.ほう酸水を注入する措置を開始す

る。 

速やかに 

Ｂ．動作可能である原子

炉格納容器ガス管理設

備の放射線検出器が１

チャンネルもない場合 

Ｂ１．原子炉圧力容器底部の温度上昇率及

びモニタリングポストの空間線量率

を記録し，その結果を安全・リスク管

理ＧＭに通知する。 

及び 

Ｂ２．原子炉格納容器ガス管理設備の放射

線検出器を動作可能な状態に復旧す

る措置を開始する。 

速やかに 

その後 

１時間に１回 

 

 

速やかに 

Ｃ．条件Ｂで要求される

措置を実施中に，未臨

界であることが確認で

きない場合 

Ｃ１.ほう酸水を注入する措置を開始す

る。 

速やかに 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（格納容器内の不活性雰囲気の維持機能） 

第２５条 

格納容器内の不活性雰囲気を維持するにあたって，原子炉格納容器内窒素封入設備（以下「窒素封入

設備」という。）は，表２５－１で定める事項を運転上の制限とする。また，格納容器内の水素濃度の監

視として，格納容器内水素濃度は表２５－１で定める事項を運転上の制限とする。なお，本条文は１号

炉，２号炉及び３号炉のみ適用される。ただし，以下の場合は，窒素封入設備に対する運転上の制限を

満足しないとはみなさない。 

（１）窒素封入設備の点検，電源停止等のために，計画的に窒素封入設備を一時停止し，原子炉格納容

器ガス管理設備の水素濃度が水素濃度管理値以下であることを１時間に１回確認する場合。 

（２）運転中の窒素ガス分離装置が停止した場合において，速やかに当該窒素ガス分離装置を再起動し

た場合又は他の窒素ガス分離装置に切り替えた場合。なお，窒素ガス分離装置を再起動する又は

他の窒素ガス分離装置に切り替えるまでの間においては，当直長は原子炉格納容器ガス管理設備

の水素濃度が水素濃度管理値以下であることを１時間に１回確認する。 

 

２．窒素封入設備及び格納容器内水素濃度が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認する

ため，次の各号を実施する。 

（１）安全管理ＧＭは，格納容器の状態に応じ，必要な窒素封入量を評価し，当直長に通知する。 

 

（２）当直長は，運転中の窒素ガス分離装置の封入圧力が格納容器圧力以上であること及び必要な窒素

封入量が確保されていることを毎日１回確認する。なお，必要な窒素封入量が確保できていない

場合は速やかに所定の封入量に戻すこと。 

（３）当直長は，封入する窒素の濃度が 99%以上であることを毎日１回確認する。 

（４）当直長は，表２５－２に定める事項を確認する。 

（５）安全管理ＧＭは，原子炉格納容器ガス管理設備の流量が変更された場合，表２５－１に定める格

納容器内水素濃度を満足するため，原子炉格納容器ガス管理設備内での大気のインリークを考慮

した同設備の水素濃度管理値を評価し，当直長に通知する。 

（６）当直長は，原子炉格納容器ガス管理設備が運転状態にあること及び原子炉格納容器ガス管理設備

の水素濃度が水素濃度管理値以下であることを毎日１回確認する※１。 

 

※１：原子炉格納容器ガス管理設備が運転状態にない場合又は原子炉格納容器ガス管理設備の水素

濃度が確認できない場合には，次の事項を実施する。 

①当直長は，速やかに必要な窒素封入量が確保されていることを確認する。 

②当直長は，窒素封入量の減少操作を中止する又は行わない。 

③安全管理ＧＭは，格納容器内水素濃度を評価し，当直長に通知する。 

④当直長は，格納容器内水素濃度の評価結果が，表２５－１の格納容器内水素濃度以下であるこ

とを確認する。 

⑤当直長は，原子炉格納容器ガス管理設備の水素検出器の故障により原子炉格納容器ガス管理設

備の水素濃度が確認できない場合，速やかに原子炉格納容器ガス管理設備の水素検出器を復旧

する措置を開始する。 

 

３．当直長は，窒素封入設備又は格納容器内水素濃度が第１項で定める運転上の制限を満足していない

と判断した場合，表２５－３の措置を講じる。 

 

（省略） 

 

 

（格納容器内の不活性雰囲気の維持機能） 

第２５条 

格納容器内の不活性雰囲気を維持するにあたって，原子炉格納容器内窒素封入設備（以下「窒素封入

設備」という。）は，表２５－１で定める事項を運転上の制限とする。また，格納容器内の水素濃度の監

視として，格納容器内水素濃度は表２５－１で定める事項を運転上の制限とする。なお，本条文は１号

炉，２号炉及び３号炉のみ適用される。ただし，以下の場合は，窒素封入設備に対する運転上の制限を

満足しないとはみなさない。 

（１）窒素封入設備の点検，電源停止等のために，計画的に窒素封入設備を一時停止し，原子炉格納容

器ガス管理設備の水素濃度が水素濃度管理値以下であることを１時間に１回確認する場合。 

（２）運転中の窒素ガス分離装置が停止した場合において，速やかに当該窒素ガス分離装置を再起動し

た場合又は他の窒素ガス分離装置に切り替えた場合。なお，窒素ガス分離装置を再起動する又は

他の窒素ガス分離装置に切り替えるまでの間においては，当直長は原子炉格納容器ガス管理設備

の水素濃度が水素濃度管理値以下であることを１時間に１回確認する。 

 

２．窒素封入設備及び格納容器内水素濃度が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認する

ため，次の各号を実施する。 

（１）安全・リスク管理ＧＭは，格納容器の状態に応じ，必要な窒素封入量を評価し，当直長に通知す

る。 

（２）当直長は，運転中の窒素ガス分離装置の封入圧力が格納容器圧力以上であること及び必要な窒素

封入量が確保されていることを毎日１回確認する。なお，必要な窒素封入量が確保できていない

場合は速やかに所定の封入量に戻すこと。 

（３）当直長は，封入する窒素の濃度が 99%以上であることを毎日１回確認する。 

（４）当直長は，表２５－２に定める事項を確認する。 

（５）安全・リスク管理ＧＭは，原子炉格納容器ガス管理設備の流量が変更された場合，表２５－１に

定める格納容器内水素濃度を満足するため，原子炉格納容器ガス管理設備内での大気のインリー

クを考慮した同設備の水素濃度管理値を評価し，当直長に通知する。 

（６）当直長は，原子炉格納容器ガス管理設備が運転状態にあること及び原子炉格納容器ガス管理設備

の水素濃度が水素濃度管理値以下であることを毎日１回確認する※１。 

 

※１：原子炉格納容器ガス管理設備が運転状態にない場合又は原子炉格納容器ガス管理設備の水素

濃度が確認できない場合には，次の事項を実施する。 

①当直長は，速やかに必要な窒素封入量が確保されていることを確認する。 

②当直長は，窒素封入量の減少操作を中止する又は行わない。 

③安全・リスク管理ＧＭは，格納容器内水素濃度を評価し，当直長に通知する。 

④当直長は，格納容器内水素濃度の評価結果が，表２５－１の格納容器内水素濃度以下であるこ

とを確認する。 

⑤当直長は，原子炉格納容器ガス管理設備の水素検出器の故障により原子炉格納容器ガス管理設

備の水素濃度が確認できない場合，速やかに原子炉格納容器ガス管理設備の水素検出器を復旧

する措置を開始する。 

 

３．当直長は，窒素封入設備又は格納容器内水素濃度が第１項で定める運転上の制限を満足していない

と判断した場合，表２５－３の措置を講じる。 

 

（省略） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（運転上の制限を満足しない場合） 

第３１条 

運転上の制限を満足しない場合とは，各ＧＭが第３節で定める運転上の制限を満足していないと判断

した場合をいう。なお，各ＧＭは，この判断を速やかに行う。 

 

２．各ＧＭは，第３節各条の第２項で定める事項が実施されていない期間においても，運転上の制限に

関係する事象が発見された場合は，運転上の制限を満足しているかどうかの判断を速やかに行う。 

 

３．各ＧＭは，運転上の制限を満足していないと判断した場合，当直長及び１～４号設備運転管理部長

（第２６条，第２６条の２及び第２７条においては，水処理運転管理部長）に報告し，１～４号設備

運転管理部長（第２６条，第２６条の２及び第２７条においては，水処理運転管理部長）は所長及び

原子炉主任技術者に報告する。 

 

４．各ＧＭは，運転上の制限を満足していないと判断した時点（完了時間の起点）から要求される措置

を開始する。 

 

５．各ＧＭは，当該運転上の制限を満足していると判断した場合は，当直長及び１～４号設備運転管理

部長（第２６条，第２６条の２及び第２７条においては，水処理運転管理部長）に報告し，１～４号

設備運転管理部長（第２６条，第２６条の２及び第２７条においては，水処理運転管理部長）は原子

炉主任技術者に報告する。 

 

６．各ＧＭは，次の各号を適用することができる。 

（１）運転上の制限を満足していないと判断している期間中は，要求される措置に定めがある場合を除

き，当該条文の第２項で定められた事項を実施しなくてもよい。ただし，当該条文の第２項で定め

る頻度で実施しなかった事項については，運転上の制限を満足していると判断した後，速やかに実

施する。 

（２）運転上の制限を満足していると判断した場合は，それ以後要求される措置を実施しなくてもよい。 

（３）要求される措置を実施した場合，その内容が第３節各条の第２項で定める事項と同じである場合

は，当該事項を実施したとみなすことができる。 

（４）当該運転上の制限を満足していると判断するにあたり，その内容が当該条文の第２項で定める事

項と同じである場合は，当該事項を実施したとみなすことができる。 

 

 

（運転上の制限を満足しない場合） 

第３１条 

運転上の制限を満足しない場合とは，各ＧＭが第３節で定める運転上の制限を満足していないと判断

した場合をいう。なお，各ＧＭは，この判断を速やかに行う。 

 

２．各ＧＭは，第３節各条の第２項で定める事項が実施されていない期間においても，運転上の制限に

関係する事象が発見された場合は，運転上の制限を満足しているかどうかの判断を速やかに行う。 

 

３．各ＧＭは，運転上の制限を満足していないと判断した場合，当直長及び運用部長に報告し，運用部

長は所長及び原子炉主任技術者に報告する。 

 

 

 

４．各ＧＭは，運転上の制限を満足していないと判断した時点（完了時間の起点）から要求される措置

を開始する。 

 

５．各ＧＭは，当該運転上の制限を満足していると判断した場合は，当直長及び運用部長に報告し，運

用部長は原子炉主任技術者に報告する。 

 

 

 

６．各ＧＭは，次の各号を適用することができる。 

（１）運転上の制限を満足していないと判断している期間中は，要求される措置に定めがある場合を除

き，当該条文の第２項で定められた事項を実施しなくてもよい。ただし，当該条文の第２項で定め

る頻度で実施しなかった事項については，運転上の制限を満足していると判断した後，速やかに実

施する。 

（２）運転上の制限を満足していると判断した場合は，それ以後要求される措置を実施しなくてもよい。 

（３）要求される措置を実施した場合，その内容が第３節各条の第２項で定める事項と同じである場合

は，当該事項を実施したとみなすことができる。 

（４）当該運転上の制限を満足していると判断するにあたり，その内容が当該条文の第２項で定める事

項と同じである場合は，当該事項を実施したとみなすことができる。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（保全作業を実施する場合） 

第３２条 

各ＧＭは，保全作業（試験を含む）を実施するため計画的に運転上の制限外に移行する場合は，あら

かじめ必要な安全措置※１を定め，原子炉主任技術者の確認を得て実施する。 

 

２．第１項の実施については，第３１条第１項の運転上の制限を満足しない場合とはみなさない。 

 

３．各ＧＭは，第１項に基づく保全作業を行う場合，関係ＧＭと協議し実施する。 

 

 

４．各ＧＭは，第１項に基づく保全作業を開始する場合，当直長（第２６条，第２６条の２及び第２７

条においては，当直長（水処理運転管理部））に報告する。第１項の実施にあたっては，運転上の制限

外へ移行した時点を保全作業の開始時間の起点とする。 

 

５．各ＧＭは，第１項を実施する場合，第３１条第６項に準拠する。 

 

６．第１項において，保全作業中に必要な安全措置が満たされなかった場合，各ＧＭは当該運転上の制

限を満足していないと判断する。 

 

７．各ＧＭは，第１項を実施し，当該運転上の制限外から復帰していると判断した場合は，当直長及び

１～４号設備運転管理部長（第２６条，第２６条の２及び第２７条においては，当直長（水処理運転

管理部）及び水処理運転管理部長）に報告し，１～４号設備運転管理部長（第２６条，第２６条の２

及び第２７条においては，水処理運転管理部長）は原子炉主任技術者に報告する。 

 

※１：第３節各条の第２項に基づく事項として同様の措置を実施している場合は，必要な安全措置に

代えることができる。 

 

 

（保全作業を実施する場合） 

第３２条 

各プログラム部長及び各ＧＭは，保全作業（試験を含む）を実施するため計画的に運転上の制限外に

移行する場合は，あらかじめ必要な安全措置※１を定め，原子炉主任技術者の確認を得て実施する。 

 

２．第１項の実施については，第３１条第１項の運転上の制限を満足しない場合とはみなさない。 

 

３．各プログラム部長及び各ＧＭは，第１項に基づく保全作業を行う場合，関係プログラム部長及び関

係ＧＭと協議し実施する。 

 

４．各プログラム部長及び各ＧＭは，第１項に基づく保全作業を開始する場合，当直長に報告する。第

１項の実施にあたっては，運転上の制限外へ移行した時点を保全作業の開始時間の起点とする。 

 

 

５．各プログラム部長及び各ＧＭは，第１項を実施する場合，第３１条第６項に準拠する。 

 

６．第１項において，保全作業中に必要な安全措置が満たされなかった場合，各プログラム部長及び各

ＧＭは当該運転上の制限を満足していないと判断する。 

 

７．各プログラム部長及び各ＧＭは，第１項を実施し，当該運転上の制限外から復帰していると判断し

た場合は，当直長及び運用部長に報告し，運用部長は原子炉主任技術者に報告する。 

 

 

 

※１：第３節各条の第２項に基づく事項として同様の措置を実施している場合は，必要な安全措置に

代えることができる。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（運転上の制限に関する記録） 

第３３条 

当直長は，各ＧＭから運転上の制限を満足していないと判断した連絡を受けた場合又は自ら運転上の

制限を満足していないと判断した場合，次の各号を引継日誌に記録する。 

（１）運転上の制限を満足していないと判断した場合は，当該運転上の制限及び満足していないと判断

した時刻 

（２）要求される措置を実施した場合は，当該措置の実施結果（保全作業を含む） 

（３）運転上の制限を満足していると判断した場合は，満足していると判断した時刻 

 

２．当直長は，各ＧＭから第３２条第１項で定める保全作業を実施した連絡を受けた場合又は自ら第３

２条第１項で定める保全作業を実施した場合，次の各号を引継日誌に記録する。 

 

（１）第３２条第１項で定める保全作業を実施した場合は，適用除外とした運転上の制限，その時刻及

び保全作業の内容 

（２）安全措置を実施した場合は，当該措置の実施結果 

（３）運転上の制限外から復帰した場合は，復帰した時刻 

 

 

（運転上の制限に関する記録） 

第３３条 

当直長は，各ＧＭから運転上の制限を満足していないと判断した連絡を受けた場合又は自ら運転上の

制限を満足していないと判断した場合，次の各号を引継日誌に記録する。 

（１）運転上の制限を満足していないと判断した場合は，当該運転上の制限及び満足していないと判断

した時刻 

（２）要求される措置を実施した場合は，当該措置の実施結果（保全作業を含む） 

（３）運転上の制限を満足していると判断した場合は，満足していると判断した時刻 

 

２．当直長は，各プログラム部長及び各ＧＭから第３２条第１項で定める保全作業を実施した連絡を受

けた場合又は自ら第３２条第１項で定める保全作業を実施した場合，次の各号を引継日誌に記録す

る。 

（１）第３２条第１項で定める保全作業を実施した場合は，適用除外とした運転上の制限，その時刻及

び保全作業の内容 

（２）安全措置を実施した場合は，当該措置の実施結果 

（３）運転上の制限外から復帰した場合は，復帰した時刻 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（新燃料の運搬） 

第３４条 

燃料管理ＧＭは，３号炉又は４号炉の使用済燃料プールにある新燃料を構内用輸送容器に収納する場

合及び構内用輸送容器から取り出す場合には，次の事項を遵守する。 

（１）３号炉の使用済燃料プールにおいては，燃料取扱機を使用し，４号炉の使用済燃料プールにおいては，

クレーン又は燃料取扱機を使用すること。 

（２）使用済燃料共用プールにおいては，天井クレーン又は燃料取扱装置を使用すること。 

２．燃料管理ＧＭは，発電所内において，３号炉又は４号炉の使用済燃料プールにある新燃料を運搬する場合

は，次の事項を遵守する。 

（１）車両への積付けは，運搬中に移動，転倒又は転落を防止する措置を講じること。 

（２）法令に定める危険物と混載しないこと。 

（３）新燃料が臨界に達しない措置を講じること。 

（４）法令に適合する容器に封入すること。 

（５）容器及び車両の適当な箇所に法令に定める標識を付けること。 

 

 

（新燃料の運搬） 

第３４条 

プール燃料取り出しプログラム部長は，３号炉又は４号炉の使用済燃料プールにある新燃料を構内用

輸送容器に収納する場合及び構内用輸送容器から取り出す場合には，次の事項を遵守する。 

（１）３号炉の使用済燃料プールにおいては，燃料取扱機を使用し，４号炉の使用済燃料プールにおいては，

クレーン又は燃料取扱機を使用すること。 

（２）使用済燃料共用プールにおいては，天井クレーン又は燃料取扱装置を使用すること。 

２．プール燃料取り出しプログラム部長は，発電所内において，３号炉又は４号炉の使用済燃料プールにある

新燃料を運搬する場合は，次の事項を遵守する。 

（１）車両への積付けは，運搬中に移動，転倒又は転落を防止する措置を講じること。 

（２）法令に定める危険物と混載しないこと。 

（３）新燃料が臨界に達しない措置を講じること。 

（４）法令に適合する容器に封入すること。 

（５）容器及び車両の適当な箇所に法令に定める標識を付けること。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（新燃料の貯蔵） 

第３５条 

燃料管理ＧＭは，１号炉，２号炉，３号炉，４号炉又は使用済燃料共用プールに新燃料を貯蔵する

場合は，次の事項を遵守する。 

（１）使用済燃料プール又は使用済燃料共用プールに貯蔵すること。 

（２）使用済燃料共用プールに貯蔵する場合は，目につきやすい場所に貯蔵上の注意事項を掲示する

こと。 

（３）使用済燃料プールにおいては，クレーン又は燃料取扱機を使用し，使用済燃料共用プールにお

いては，天井クレーン又は燃料取扱装置を使用すること。 

（４）使用済燃料共用プールにおいて新燃料が臨界に達しない措置を講じること。 

 

 

（新燃料の貯蔵） 

第３５条 

プール燃料取り出しプログラム部長は，１号炉，２号炉，３号炉，４号炉又は使用済燃料共用プー

ルに新燃料を貯蔵する場合は，次の事項を遵守する。 

（１）使用済燃料プール又は使用済燃料共用プールに貯蔵すること。 

（２）使用済燃料共用プールに貯蔵する場合は，目につきやすい場所に貯蔵上の注意事項を掲示する

こと。 

（３）使用済燃料プールにおいては，クレーン又は燃料取扱機を使用し，使用済燃料共用プールにお

いては，天井クレーン又は燃料取扱装置を使用すること。 

（４）使用済燃料共用プールにおいて新燃料が臨界に達しない措置を講じること。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（使用済燃料の貯蔵） 

第３６条 

 燃料管理ＧＭは，１号炉，２号炉，３号炉又は４号炉の使用済燃料を貯蔵する場合は，次の事項を

遵守する。 

（１）表３６に定める貯蔵可能な使用済燃料貯蔵施設の使用済燃料プール，使用済燃料共用プール又

は使用済燃料乾式キャスク仮保管設備に貯蔵すること。使用済燃料乾式キャスク仮保管設備に貯

蔵する場合には，使用済燃料乾式貯蔵容器又は使用済燃料輸送貯蔵兼用容器に収納されているこ

とを確認すること。 

（２）３号炉の使用済燃料プールにおいては，燃料取扱機を使用し，４号炉の使用済燃料プールにお

いては，クレーン又は燃料取扱機を使用し，使用済燃料共用プールにおいては，天井クレーン又

は燃料取扱装置を使用すること。 

（３）使用済燃料共用プールにおいて燃料が臨界に達しない措置を講じること。 

（４）使用済燃料乾式キャスク仮保管設備において燃料が臨界に達しない措置が講じられていること

を確認すること。 

２．燃料管理ＧＭは，使用済燃料輸送貯蔵兼用容器に１号炉，２号炉，３号炉又は４号炉の使用済燃料を収

納する場合は，次の事項を遵守する。 

（１）福島第一炉規則第 15条第 2項第 2号に基づき，使用済燃料を選定すること。 

（２）使用済燃料について，貯蔵の終了まで密封し，健全性を維持するよう容器に封入すること。 

３．燃料管理ＧＭは，使用済燃料共用プール及び使用済燃料乾式キャスク仮保管設備の目につきやすい場所

に貯蔵上の注意事項を掲示すること。 

４．当直長は，使用済燃料乾式キャスク仮保管設備に貯蔵している使用済燃料乾式貯蔵容器並びに使用済燃

料輸送貯蔵兼用容器の密封性能及び除熱性能が保持されていることを監視するとともに，その結果，異常

が認められた場合には燃料管理ＧＭに連絡し，燃料管理ＧＭは必要な措置を講じる。ただし，密封性能及

び除熱性能の監視を行うための監視設備が設置されるまでの間は，燃料管理ＧＭは密封性能及び除熱性能

が保持されていることを確認するとともに，その結果，異常が認められた場合には必要な措置を講じる。 

 

 

（省略） 

 

 

（使用済燃料の貯蔵） 

第３６条 

 プール燃料取り出しプログラム部長は，１号炉，２号炉，３号炉又は４号炉の使用済燃料を貯蔵す

る場合は，次の事項を遵守する。 

（１）表３６に定める貯蔵可能な使用済燃料貯蔵施設の使用済燃料プール，使用済燃料共用プール又

は使用済燃料乾式キャスク仮保管設備に貯蔵すること。使用済燃料乾式キャスク仮保管設備に貯

蔵する場合には，使用済燃料乾式貯蔵容器又は使用済燃料輸送貯蔵兼用容器に収納されているこ

とを確認すること。 

（２）３号炉の使用済燃料プールにおいては，燃料取扱機を使用し，４号炉の使用済燃料プールにお

いては，クレーン又は燃料取扱機を使用し，使用済燃料共用プールにおいては，天井クレーン又

は燃料取扱装置を使用すること。 

（３）使用済燃料共用プールにおいて燃料が臨界に達しない措置を講じること。 

（４）使用済燃料乾式キャスク仮保管設備において燃料が臨界に達しない措置が講じられていること

を確認すること。 

２．プール燃料取り出しプログラム部長は，使用済燃料輸送貯蔵兼用容器に１号炉，２号炉，３号炉又は４

号炉の使用済燃料を収納する場合は，次の事項を遵守する。 

（１）福島第一炉規則第 15条第 2項第 2号に基づき，使用済燃料を選定すること。 

（２）使用済燃料について，貯蔵の終了まで密封し，健全性を維持するよう容器に封入すること。 

３．プール燃料取り出しプログラム部長は，使用済燃料共用プール及び使用済燃料乾式キャスク仮保管設備

の目につきやすい場所に貯蔵上の注意事項を掲示すること。 

４．当直長は，使用済燃料乾式キャスク仮保管設備に貯蔵している使用済燃料乾式貯蔵容器並びに使用済燃

料輸送貯蔵兼用容器の密封性能及び除熱性能が保持されていることを監視するとともに，その結果，異常

が認められた場合にはプール燃料取り出しプログラム部長に連絡し，プール燃料取り出しプログラム部長

は必要な措置を講じる。ただし，密封性能及び除熱性能の監視を行うための監視設備が設置されるまでの

間は，プール燃料取り出しプログラム部長は密封性能及び除熱性能が保持されていることを確認するとと

もに，その結果，異常が認められた場合には必要な措置を講じる。 

 

（省略） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（使用済燃料の運搬） 

第３７条 

燃料管理ＧＭは，発電所内において，３号炉の使用済燃料プール，４号炉の使用済燃料プール又は

使用済燃料共用プールから使用済燃料を運搬する場合は，次の事項を遵守し，使用済燃料プールにお

いては，構内用輸送容器に収納し，使用済燃料共用プールにおいては，使用済燃料乾式貯蔵容器又は

使用済燃料輸送貯蔵兼用容器に収納する。 

（１）法令に適合する容器を使用すること。 

（２）３号炉の使用済燃料プールにおいては，燃料取扱機を使用し，４号炉の使用済燃料プールにお

いては，クレーン又は燃料取扱機を使用し，使用済燃料共用プールにおいては，天井クレーン又

は燃料取扱装置を使用すること。 

（３）使用済燃料が臨界に達しない措置を講じること。 

（４）収納する使用済燃料のタイプ，冷却期間及び配置が，容器の収納条件に適合していること。 

２．燃料管理ＧＭは，発電所内において，使用済燃料を収納した構内用輸送容器，使用済燃料乾式貯

蔵容器又は使用済燃料輸送貯蔵兼用容器を運搬する場合は，次の事項を遵守する。 

 

（１）容器の車両への積付けは，運搬中に移動，転倒又は転落を防止する措置を講じること。 

（２）法令に定める危険物と混載しないこと。 

（３）運搬経路に標識を設けること等の方法により，関係者以外の者及び他の車両の立入りを制限す

るとともに，誘導車を配置すること。 

（４）車両を徐行させること。 

（５）核燃料物質の取扱いに関し，相当の知識及び経験を有する者を同行させ，保安のために必要な

監督を行わせること。 

（６）容器及び車両の適当な箇所に法令に定める標識を付けること。 

３．燃料管理ＧＭは，３号炉の使用済燃料プールにおいて構内用輸送容器から使用済燃料を取り出す

場合，燃料取扱機を使用し，４号炉の使用済燃料プールにおいて構内用輸送容器から使用済燃料を

取り出す場合，クレーン又は燃料取扱機を使用し，使用済燃料共用プールにおいて構内用輸送容

器，使用済燃料乾式貯蔵容器又は使用済燃料輸送貯蔵兼用容器から使用済燃料を取り出す場合，天

井クレーン又は燃料取扱装置を使用する。 

 

 

（使用済燃料の運搬） 

第３７条 

プール燃料取り出しプログラム部長は，発電所内において，３号炉の使用済燃料プール，４号炉の

使用済燃料プール又は使用済燃料共用プールから使用済燃料を運搬する場合は，次の事項を遵守し，

使用済燃料プールにおいては，構内用輸送容器に収納し，使用済燃料共用プールにおいては，使用済

燃料乾式貯蔵容器又は使用済燃料輸送貯蔵兼用容器に収納する。 

（１）法令に適合する容器を使用すること。 

（２）３号炉の使用済燃料プールにおいては，燃料取扱機を使用し，４号炉の使用済燃料プールにお

いては，クレーン又は燃料取扱機を使用し，使用済燃料共用プールにおいては，天井クレーン又

は燃料取扱装置を使用すること。 

（３）使用済燃料が臨界に達しない措置を講じること。 

（４）収納する使用済燃料のタイプ，冷却期間及び配置が，容器の収納条件に適合していること。 

２．プール燃料取り出しプログラム部長は，発電所内において，使用済燃料を収納した構内用輸送容

器，使用済燃料乾式貯蔵容器又は使用済燃料輸送貯蔵兼用容器を運搬する場合は，次の事項を遵守

する。 

（１）容器の車両への積付けは，運搬中に移動，転倒又は転落を防止する措置を講じること。 

（２）法令に定める危険物と混載しないこと。 

（３）運搬経路に標識を設けること等の方法により，関係者以外の者及び他の車両の立入りを制限す

るとともに，誘導車を配置すること。 

（４）車両を徐行させること。 

（５）核燃料物質の取扱いに関し，相当の知識及び経験を有する者を同行させ，保安のために必要な

監督を行わせること。 

（６）容器及び車両の適当な箇所に法令に定める標識を付けること。 

３．プール燃料取り出しプログラム部長は，３号炉の使用済燃料プールにおいて構内用輸送容器から

使用済燃料を取り出す場合，燃料取扱機を使用し，４号炉の使用済燃料プールにおいて構内用輸送

容器から使用済燃料を取り出す場合，クレーン又は燃料取扱機を使用し，使用済燃料共用プールに

おいて構内用輸送容器，使用済燃料乾式貯蔵容器又は使用済燃料輸送貯蔵兼用容器から使用済燃料

を取り出す場合，天井クレーン又は燃料取扱装置を使用する。 

 

 

 

 

組織改編に伴う変更 

 

40



福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第１編） 

41 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（放射性固体廃棄物の管理） 

第３８条 

各ＧＭは，次に定める放射性固体廃棄物等の種類に応じて，それぞれ定められた処理を施した上で，

当該の廃棄施設等に貯蔵※1又は保管する。 

（１）原子炉内で照射された使用済制御棒，チャンネルボックス等は，燃料管理ＧＭが使用済燃料プー

ルに貯蔵，若しくはチャンネルボックス等については使用済燃料共用プールに貯蔵する。 

 

（２）その他の雑固体廃棄物は，各ＧＭがドラム缶等の容器に封入すること等により汚染の広がりを防

止する措置を講じ，固体廃棄物管理ＧＭが固体廃棄物貯蔵庫（以下「貯蔵庫」という。）に保管す

る。また，その他の雑固体廃棄物を焼却する場合には，運営ＧＭが雑固体廃棄物焼却設備及び増設

雑固体廃棄物焼却設備で焼却し，焼却灰をドラム缶等の容器に封入すること等により汚染の広がり

を防止する措置を講じた上で，固体廃棄物管理ＧＭが貯蔵庫に保管する。 

２．各ＧＭは，放射性固体廃棄物を封入又は固型化したドラム缶等※２の容器には，放射性廃棄物を示す

標識を付け，かつ表８１－１の放射性固体廃棄物に係る記録と照合できる整理番号をつける。 

 

３．各ＧＭは，次の事項を確認するとともに，その結果異常が認められた場合には必要な措置を講じる。 

 

（１）固体廃棄物管理ＧＭは，貯蔵庫における放射性固体廃棄物の保管状況を確認するために，１ヶ月

に１回貯蔵庫を巡視するとともに，事故前の保管量の推定値を元に保管物の出入りを確認する。 

（２）固体廃棄物管理ＧＭは，サイトバンカにおける原子炉内で照射された使用済制御棒，チャンネル

ボックス等について，事故前の保管量の推定値を元に保管物を確認する。また，燃料管理ＧＭは，

使用済燃料プールにおける原子炉内で照射された使用済制御棒，チャンネルボックス等について，

事故前の貯蔵量の推定値を元に貯蔵物の出入りを確認するとともに，使用済燃料共用プールについ

ては，原子炉内で照射されたチャンネルボックス等の貯蔵状況を確認するために，１ヶ月に１回使

用済燃料共用プールを巡視するとともに，３ヶ月に１回貯蔵量を確認する。 

（３）運営設備ＧＭは，運用補助共用施設の沈降分離タンクにおけるフィルタスラッジの貯蔵状況を監

視し，３ヶ月に１回貯蔵量を確認する。 

４．固体廃棄物管理ＧＭは貯蔵庫及びサイトバンカの目につきやすい場所に，管理上の注意事項を掲示

する。 

５．各ＧＭは，管理対象区域内において放射性固体廃棄物を運搬する場合は，次の事項を遵守する。 

（１）容器等の車両への積付けは，運搬中に移動，転倒又は転落を防止する措置を講じること。 

（２）法令に定める危険物と混載しないこと。 

 

 

※１：貯蔵とは，保管の前段階のもので，廃棄とは異なるものをいう。 

※２：ドラム缶等とは，ドラム缶に収納された放射性固体廃棄物，ドラム缶以外の容器に収納された放

射性固体廃棄物，開口部閉止措置を実施した大型廃棄物をいう。 

 

 

（放射性固体廃棄物の管理） 

第３８条 

各プログラム部長及び各ＧＭは，次に定める放射性固体廃棄物等の種類に応じて，それぞれ定められ

た処理を施した上で，当該の廃棄施設等に貯蔵※1又は保管する。 

（１）原子炉内で照射された使用済制御棒，チャンネルボックス等は，プール燃料取り出しプログラム

部長が使用済燃料プールに貯蔵，若しくはチャンネルボックス等については使用済燃料共用プール

に貯蔵する。 

（２）その他の雑固体廃棄物は，各プログラム部長及び各ＧＭがドラム缶等の容器に封入すること等に

より汚染の広がりを防止する措置を講じ，固体廃棄物ＧＭが固体廃棄物貯蔵庫（以下「貯蔵庫」と

いう。）に保管する。また，その他の雑固体廃棄物を焼却する場合には，運用支援ＧＭが雑固体廃棄

物焼却設備及び増設雑固体廃棄物焼却設備で焼却し，焼却灰をドラム缶等の容器に封入すること等

により汚染の広がりを防止する措置を講じた上で，固体廃棄物ＧＭが貯蔵庫に保管する。 

２．各プログラム部長及び各ＧＭは，放射性固体廃棄物を封入又は固型化したドラム缶等※２の容器に

は，放射性廃棄物を示す標識を付け，かつ表８１－１の放射性固体廃棄物に係る記録と照合できる整

理番号をつける。 

３．各プログラム部長及び各ＧＭは，次の事項を確認するとともに，その結果異常が認められた場合に

は必要な措置を講じる。 

（１）固体廃棄物ＧＭは，貯蔵庫における放射性固体廃棄物の保管状況を確認するために，１ヶ月に１

回貯蔵庫を巡視するとともに，事故前の保管量の推定値を元に保管物の出入りを確認する。 

（２）固体廃棄物ＧＭは，サイトバンカにおける原子炉内で照射された使用済制御棒，チャンネルボッ

クス等について，事故前の保管量の推定値を元に保管物を確認する。また，プール燃料取り出しプ

ログラム部長は，使用済燃料プールにおける原子炉内で照射された使用済制御棒，チャンネルボッ

クス等について，事故前の貯蔵量の推定値を元に貯蔵物の出入りを確認するとともに，使用済燃料

共用プールについては，原子炉内で照射されたチャンネルボックス等の貯蔵状況を確認するため

に，１ヶ月に１回使用済燃料共用プールを巡視するとともに，３ヶ月に１回貯蔵量を確認する。 

（３）運用支援ＧＭは，運用補助共用施設の沈降分離タンクにおけるフィルタスラッジの貯蔵状況を監

視し，３ヶ月に１回貯蔵量を確認する。 

４．固体廃棄物ＧＭは貯蔵庫及びサイトバンカの目につきやすい場所に，管理上の注意事項を掲示する。 

 

５．各プログラム部長及び各ＧＭは，管理対象区域内において放射性固体廃棄物を運搬する場合は，次

の事項を遵守する。 

（１）容器等の車両への積付けは，運搬中に移動，転倒又は転落を防止する措置を講じること。 

（２）法令に定める危険物と混載しないこと。 

 

※１：貯蔵とは，保管の前段階のもので，廃棄とは異なるものをいう。 

※２：ドラム缶等とは，ドラム缶に収納された放射性固体廃棄物，ドラム缶以外の容器に収納された放

射性固体廃棄物，開口部閉止措置を実施した大型廃棄物をいう。 

 

 

 

 

 

組織改編に伴う変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（発電所の敷地内で発生した瓦礫等の管理） 

第３９条 

発電所の敷地内で発生した瓦礫等※１について，固体廃棄物管理ＧＭは，固体廃棄物貯蔵庫（以下「貯

蔵庫」という。）及び発電所内の一時保管エリア（覆土式一時保管施設※２及び伐採木一時保管槽※３を含

む。）について，柵，ロープ等により区画を行い，人がみだりに立ち入りできない措置を講じる。また，

遮へいが効果的である場合は遮へいを行う。 

２．各ＧＭは，次に定める瓦礫等の種類に応じて，回収したものを一時保管エリアに運搬する。また，

切断等の減容処理や発電所敷地内での再利用をすることができる。なお，運営ＧＭが雑固体廃棄物焼

却設備及び増設雑固体廃棄物焼却設備で焼却する場合には，第３８条に定める措置を講じる。 

 

（１）発電所敷地内で発生した瓦礫類※４は，各ＧＭが，瓦礫類の線量率を測定し，その線量率に応じて，

固体廃棄物管理ＧＭがあらかじめ定めた線量率の目安値に応じて指定した貯蔵庫，覆土式一時保管

施設又は発電所内の屋外一時保管エリアに運搬し，遮へいや容器収納，シート養生等の措置を講じ

る。 

（２）発電所において発生した使用済保護衣等※５は，固体廃棄物管理ＧＭが，袋又は容器に収納して発

電所内の一時保管エリアに運搬する。なお，固体廃棄物管理ＧＭは圧縮等をすることができる。 

（３）伐採木は，各ＧＭが，発電所内の屋外一時保管エリアに運搬する。配置の際には積載制限，通気

性確保，伐採木一時保管槽への収納等の防火対策を講じる。 

３．固体廃棄物管理ＧＭは，次の事項を確認するとともに，その結果異常が認められた場合には必要な

措置を講じる。 

（１）貯蔵庫及び発電所内の一時保管エリア（覆土式一時保管施設及び伐採木一時保管槽を含む。）に

おける瓦礫類，使用済保護衣等，伐採木の一時保管状況を確認するために，１週間に１回一時保管

エリアを巡視するとともに，１ヶ月に１回一時保管量を確認する。 

（２）覆土式一時保管施設において，覆土完了後，槽内の溜まり水の有無を定期的に確認し，溜まり水

が確認された場合には回収する。 

（３）伐採木一時保管槽において，定期的に温度監視を実施する。 

（４）貯蔵庫及び発電所内の一時保管エリア（覆土式一時保管施設及び伐採木一時保管槽を含む。）に

おける瓦礫類，使用済保護衣等及び伐採木の一時保管エリアの空間線量率並びに空気中放射性物質

濃度を定期的に測定するとともに，線量率測定結果を表示する。 

※１：瓦礫等とは，瓦礫類，使用済保護衣等及び伐採木等の総称をいう。以下，本条において同じ。 

※２：覆土式一時保管施設とは，線量低減対策として覆土による遮へい機能を有する一時保管施設をい

う。以下，本条において同じ。 

※３：伐採木一時保管槽とは，防火対策や線量低減対策として覆土をする一時保管槽をいう。以下，本

条において同じ。 

※４：瓦礫類とは，発電所敷地内において，今回の地震，津波又は水素爆発により発生した瓦礫並びに

放射性物質によって汚染された資機材等の総称をいい，回収した土壌を含む。以下，本条におい

て同じ。 

※５：使用済保護衣等とは，使用済保護衣及び使用済保護具をいう。以下，本条において同じ。 

 

 

（発電所の敷地内で発生した瓦礫等の管理） 

第３９条 

発電所の敷地内で発生した瓦礫等※１について，固体廃棄物ＧＭは，固体廃棄物貯蔵庫（以下「貯蔵庫」

という。）及び発電所内の一時保管エリア（覆土式一時保管施設※２及び伐採木一時保管槽※３を含む。）に

ついて，柵，ロープ等により区画を行い，人がみだりに立ち入りできない措置を講じる。また，遮へい

が効果的である場合は遮へいを行う。 

２．各プログラム部長及び各ＧＭは，次に定める瓦礫等の種類に応じて，回収したものを一時保管エリ

アに運搬する。また，切断等の減容処理や発電所敷地内での再利用をすることができる。なお，運用

支援ＧＭが雑固体廃棄物焼却設備及び増設雑固体廃棄物焼却設備で焼却する場合には，第３８条に定

める措置を講じる。 

（１）発電所敷地内で発生した瓦礫類※４は，各プログラム部長及び各ＧＭが，瓦礫類の線量率を測定し，

その線量率に応じて，固体廃棄物ＧＭがあらかじめ定めた線量率の目安値に応じて指定した貯蔵

庫，覆土式一時保管施設又は発電所内の屋外一時保管エリアに運搬し，遮へいや容器収納，シート

養生等の措置を講じる。 

（２）発電所において発生した使用済保護衣等※５は，固体廃棄物ＧＭが，袋又は容器に収納して発電所

内の一時保管エリアに運搬する。なお，固体廃棄物ＧＭは圧縮等をすることができる。 

（３）伐採木は，各プログラム部長及び各ＧＭが，発電所内の屋外一時保管エリアに運搬する。配置の

際には積載制限，通気性確保，伐採木一時保管槽への収納等の防火対策を講じる。 

３．固体廃棄物ＧＭは，次の事項を確認するとともに，その結果異常が認められた場合には必要な措置

を講じる。 

（１）貯蔵庫及び発電所内の一時保管エリア（覆土式一時保管施設及び伐採木一時保管槽を含む。）に

おける瓦礫類，使用済保護衣等，伐採木の一時保管状況を確認するために，１週間に１回一時保管

エリアを巡視するとともに，１ヶ月に１回一時保管量を確認する。 

（２）覆土式一時保管施設において，覆土完了後，槽内の溜まり水の有無を定期的に確認し，溜まり水

が確認された場合には回収する。 

（３）伐採木一時保管槽において，定期的に温度監視を実施する。 

（４）貯蔵庫及び発電所内の一時保管エリア（覆土式一時保管施設及び伐採木一時保管槽を含む。）に

おける瓦礫類，使用済保護衣等及び伐採木の一時保管エリアの空間線量率並びに空気中放射性物質

濃度を定期的に測定するとともに，線量率測定結果を表示する。 

※１：瓦礫等とは，瓦礫類，使用済保護衣等及び伐採木等の総称をいう。以下，本条において同じ。 

※２：覆土式一時保管施設とは，線量低減対策として覆土による遮へい機能を有する一時保管施設をい

う。以下，本条において同じ。 

※３：伐採木一時保管槽とは，防火対策や線量低減対策として覆土をする一時保管槽をいう。以下，本

条において同じ。 

※４：瓦礫類とは，発電所敷地内において，今回の地震，津波又は水素爆発により発生した瓦礫並びに

放射性物質によって汚染された資機材等の総称をいい，回収した土壌を含む。以下，本条におい

て同じ。 

※５：使用済保護衣等とは，使用済保護衣及び使用済保護具をいう。以下，本条において同じ。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（汚染水処理設備等で発生した廃棄物の管理） 

第４０条 

処理設備ＧＭは，表４０－１に定める放射性廃棄物の種類に応じて，それぞれ定められた施設に貯蔵

する。 

２．処理設備ＧＭは，表４０－１に定める貯蔵施設において次の事項を確認するとともに，その結果異

常が認められた場合には必要な措置を講じる。 

（１）放射性廃棄物の種類毎の貯蔵状況を１週間に１回確認する。 

３．処理設備ＧＭは，建屋内ＲＯ循環設備のＲＯ膜装置フィルタ類を一時保管エリア※１に貯蔵する際

は，保管容器に収納後，保管容器表面の線量率を測定し，その線量率に応じて，固体廃棄物管理ＧＭ

があらかじめ定めた線量率の目安値に応じて指定したエリアに運搬し，遮へいやシート養生等の措置

を講じる。 

４．水処理計画ＧＭは，高性能多核種除去設備前処理フィルタ，高性能多核種除去設備検証試験装置前

処理フィルタ又はＲＯ濃縮水処理設備前処理フィルタを一時保管エリアに貯蔵する際は，保管容器に

収納後，保管容器表面の線量率を測定し，その線量率に応じて，固体廃棄物管理ＧＭがあらかじめ定

めた線量率の目安値に応じて指定したエリアに運搬し，遮へいやシート養生等の措置を講じる。 

５．水処理計画ＧＭは，サブドレン他浄化装置前処理フィルタ並びに地下水ドレン前処理装置の保安フ

ィルタ，ＲＯ膜及び樹脂を固体廃棄物貯蔵庫に貯蔵する際は，保管容器に収納後，保管容器表面の線

量率を測定する。 

６．貯留設備ＧＭは，雨水処理設備等で発生する固体廃棄物を固体廃棄物貯蔵庫に貯蔵する際は，保管

容器に収納後，保管容器表面の線量率を測定する。 

７．使用済燃料プール冷却ＧＭは，モバイル式処理装置（塩分除去装置）のＲＯ膜装置フィルタ類又は

イオン交換装置樹脂を固体廃棄物貯蔵庫に貯蔵する際は，保管容器に収納後，保管容器表面の線量率

を測定する。 

８．固体廃棄物管理ＧＭは，一時保管エリア内の高性能多核種除去設備前処理フィルタ，高性能多核種

除去設備検証試験装置前処理フィルタ，ＲＯ濃縮水処理設備前処理フィルタ又は建屋内ＲＯ循環設備

のＲＯ膜装置フィルタ類を貯蔵するエリアについて，柵，ロープ等により区画を行い，人がみだりに

立ち入りできない措置を講じる。また，遮へいが効果的である場合は遮へいを行う。 

９．固体廃棄物管理ＧＭは，表４０－２に定める貯蔵箇所において次の事項を確認するとともに，その

結果異常が認められた場合には必要な措置を講じる。 

（１）廃棄物の貯蔵状況を確認するために，１週間に１回貯蔵箇所を巡視するとともに，１ヶ月に１回

貯蔵量を確認する。 

（２）空間線量率並びに空気中放射性物質濃度を定期的に測定するとともに，線量率測定結果を表示す

る。 

 

※１：覆土式一時保管施設，使用済保護衣等あるいは伐採木に係るもの及び発電所外のものを除く。以

下，本条において同じ。 

 

（省略） 

 

 

（汚染水処理設備等で発生した廃棄物の管理） 

第４０条 

処理設備ＧＭは，表４０－１に定める放射性廃棄物の種類に応じて，それぞれ定められた施設に貯蔵

する。 

２．処理設備ＧＭは，表４０－１に定める貯蔵施設において次の事項を確認するとともに，その結果異

常が認められた場合には必要な措置を講じる。 

（１）放射性廃棄物の種類毎の貯蔵状況を１週間に１回確認する。 

３．処理設備ＧＭは，建屋内ＲＯ循環設備のＲＯ膜装置フィルタ類を一時保管エリア※１に貯蔵する際

は，保管容器に収納後，保管容器表面の線量率を測定し，その線量率に応じて，固体廃棄物ＧＭがあ

らかじめ定めた線量率の目安値に応じて指定したエリアに運搬し，遮へいやシート養生等の措置を講

じる。 

４．水処理計画ＧＭは，高性能多核種除去設備前処理フィルタ，高性能多核種除去設備検証試験装置前

処理フィルタ又はＲＯ濃縮水処理設備前処理フィルタを一時保管エリアに貯蔵する際は，保管容器に

収納後，保管容器表面の線量率を測定し，その線量率に応じて，固体廃棄物ＧＭがあらかじめ定めた

線量率の目安値に応じて指定したエリアに運搬し，遮へいやシート養生等の措置を講じる。 

５．水処理計画ＧＭは，サブドレン他浄化装置前処理フィルタ並びに地下水ドレン前処理装置の保安フ

ィルタ，ＲＯ膜及び樹脂を固体廃棄物貯蔵庫に貯蔵する際は，保管容器に収納後，保管容器表面の線

量率を測定する。 

６．貯留設備ＧＭは，雨水処理設備等で発生する固体廃棄物を固体廃棄物貯蔵庫に貯蔵する際は，保管

容器に収納後，保管容器表面の線量率を測定する。 

７．１～６号機械設備ＧＭは，モバイル式処理装置（塩分除去装置）のＲＯ膜装置フィルタ類又はイオ

ン交換装置樹脂を固体廃棄物貯蔵庫に貯蔵する際は，保管容器に収納後，保管容器表面の線量率を測

定する。 

８．固体廃棄物ＧＭは，一時保管エリア内の高性能多核種除去設備前処理フィルタ，高性能多核種除去

設備検証試験装置前処理フィルタ，ＲＯ濃縮水処理設備前処理フィルタ又は建屋内ＲＯ循環設備のＲ

Ｏ膜装置フィルタ類を貯蔵するエリアについて，柵，ロープ等により区画を行い，人がみだりに立ち

入りできない措置を講じる。また，遮へいが効果的である場合は遮へいを行う。 

９．固体廃棄物ＧＭは，表４０－２に定める貯蔵箇所において次の事項を確認するとともに，その結果

異常が認められた場合には必要な措置を講じる。 

（１）廃棄物の貯蔵状況を確認するために，１週間に１回貯蔵箇所を巡視するとともに，１ヶ月に１回

貯蔵量を確認する。 

（２）空間線量率並びに空気中放射性物質濃度を定期的に測定するとともに，線量率測定結果を表示す

る。 

 

※１：覆土式一時保管施設，使用済保護衣等あるいは伐採木に係るもの及び発電所外のものを除く。以

下，本条において同じ。 

 

（省略） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（放射性液体廃棄物等の管理） 

第４１条 

放射性液体廃棄物等の海洋への排水は，関係省庁の了解なくしては行わないものとする。 

２．分析評価ＧＭは，放射性液体廃棄物等を排水する際は，あらかじめタンク等における放射性物質の

濃度を測定し，測定した結果を環境管理ＧＭに通知する。また，環境管理ＧＭは，濃度が実施計画に

定める排水の基準を超えないことを確認する。 

 

 

（放射性液体廃棄物等の管理） 

第４１条 

放射性液体廃棄物等の海洋への排水は，関係省庁の了解なくしては行わないものとする。 

２．分析評価ＧＭは，放射性液体廃棄物等を排水する際は，あらかじめタンク等における放射性物質の

濃度を測定し，測定した結果を放出・環境モニタリングＧＭに通知する。また，放出・環境モニタリ

ングＧＭは，濃度が実施計画に定める排水の基準を超えないことを確認する。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（気体廃棄物の管理） 

第４２条 

気体廃棄物の放出管理について，次の事項を実施する。 

（１）分析評価ＧＭは，表４２－１に定める項目について，同表に定める頻度で測定し，その結果を環

境管理ＧＭに通知する。 

（２）環境管理ＧＭは，表４２－１の放出箇所から放出された粒子状の放射性物質の敷地境界における

空気中の濃度の３ヶ月平均値が，法令に定める周辺監視区域外における空気中の濃度限度を下回る

ことを確認する。 

（３）環境管理ＧＭは，表４２－１の放出箇所から放出された粒子状の放射性物質の放出量が，放出管

理の目標値を下回ることを確認する。 

（４）当直長は，表４２－２の放出箇所から放射性物質を含む空気を放出する場合は，ダスト放射線モ

ニタ及びガス放射線モニタを監視する。 

（５）分析評価ＧＭは，表４２－３に定める項目について，同表に定める頻度で測定し，その結果を環

境管理ＧＭに通知する。 

（６）環境管理ＧＭは，表４２－３の放出箇所において，粒子状の放射性物質濃度に有意な上昇傾向が

無いことを確認する。 

 

表４２－１ 

放出箇所 測定項目 計測器種類 測定頻度 

１号炉原子炉建屋 

上部 

粒子状物質 

（主要ガンマ線放出核種） 

試料放射能 

測定装置 
1ヶ月に１回 

１号炉格納容器 

ガス管理設備出口 

粒子状物質 

（主要ガンマ線放出核種） 

試料放射能 

測定装置 
1ヶ月に１回 

２号炉原子炉建屋 

排気設備出口 

粒子状物質 

（主要ガンマ線放出核種） 

試料放射能 

測定装置 
1ヶ月に１回 

２号炉格納容器 

ガス管理設備出口 

粒子状物質 

（主要ガンマ線放出核種） 

試料放射能 

測定装置 
1ヶ月に１回 

３号炉原子炉建屋 

上部 

粒子状物質 

（主要ガンマ線放出核種） 

試料放射能 

測定装置 
1ヶ月に１回 

３号炉燃料取出し用 

カバー排気設備出口 

粒子状物質 

（主要ガンマ線放出核種） 

試料放射能 

測定装置 
1ヶ月に１回 

３号炉格納容器 

ガス管理設備出口 

粒子状物質 

（主要ガンマ線放出核種） 

試料放射能 

測定装置 
1ヶ月に１回 

４号炉燃料取出し用 

カバー排気設備出口 

粒子状物質 

（主要ガンマ線放出核種） 

試料放射能 

測定装置 
1ヶ月に 1回 

 

（省略） 

 

 

（気体廃棄物の管理） 

第４２条 

気体廃棄物の放出管理について，次の事項を実施する。 

（１）分析評価ＧＭは，表４２－１に定める項目について，同表に定める頻度で測定し，その結果を放

出・環境モニタリングＧＭに通知する。 

（２）放出・環境モニタリングＧＭは，表４２－１の放出箇所から放出された粒子状の放射性物質の敷

地境界における空気中の濃度の３ヶ月平均値が，法令に定める周辺監視区域外における空気中の濃

度限度を下回ることを確認する。 

（３）放出・環境モニタリングＧＭは，表４２－１の放出箇所から放出された粒子状の放射性物質の放

出量が，放出管理の目標値を下回ることを確認する。 

（４）当直長は，表４２－２の放出箇所から放射性物質を含む空気を放出する場合は，ダスト放射線モ

ニタ及びガス放射線モニタを監視する。 

（５）分析評価ＧＭは，表４２－３に定める項目について，同表に定める頻度で測定し，その結果を放

出・環境モニタリングＧＭに通知する。 

（６）放出・環境モニタリングＧＭは，表４２－３の放出箇所において，粒子状の放射性物質濃度に有

意な上昇傾向が無いことを確認する。 

 

表４２－１ 

放出箇所 測定項目 計測器種類 測定頻度 

１号炉原子炉建屋 

上部 

粒子状物質 

（主要ガンマ線放出核種） 

試料放射能 

測定装置 
1ヶ月に１回 

１号炉格納容器 

ガス管理設備出口 

粒子状物質 

（主要ガンマ線放出核種） 

試料放射能 

測定装置 
1ヶ月に１回 

２号炉原子炉建屋 

排気設備出口 

粒子状物質 

（主要ガンマ線放出核種） 

試料放射能 

測定装置 
1ヶ月に１回 

２号炉格納容器 

ガス管理設備出口 

粒子状物質 

（主要ガンマ線放出核種） 

試料放射能 

測定装置 
1ヶ月に１回 

３号炉原子炉建屋 

上部 

粒子状物質 

（主要ガンマ線放出核種） 

試料放射能 

測定装置 
1ヶ月に１回 

３号炉燃料取出し用 

カバー排気設備出口 

粒子状物質 

（主要ガンマ線放出核種） 

試料放射能 

測定装置 
1ヶ月に１回 

３号炉格納容器 

ガス管理設備出口 

粒子状物質 

（主要ガンマ線放出核種） 

試料放射能 

測定装置 
1ヶ月に１回 

４号炉燃料取出し用 

カバー排気設備出口 

粒子状物質 

（主要ガンマ線放出核種） 

試料放射能 

測定装置 
1ヶ月に 1回 

 

（省略） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（放射性気体廃棄物の管理） 

第４２条の２ 

分析評価ＧＭは，表４２の２－１に定める項目について，同表に定める頻度で測定し，測定した結果

を環境管理ＧＭに通知する。また，環境管理ＧＭは，次の事項を管理するとともに，その結果を放出実

施ＧＭに通知する。 

（１）排気筒又は排気口からの放射性気体廃棄物の放出による周辺監視区域外の空気中の放射性物質濃

度の３ヶ月平均値が，法令に定める周辺監視区域外における空気中の濃度限度を超えないこと。 

２．放出実施ＧＭは，放射性気体廃棄物を放出する場合は，排気筒又は排気口より放出する。また，当

直長は排気放射線モニタの指示値を監視する。 

 

 

（放射性気体廃棄物の管理） 

第４２条の２ 

分析評価ＧＭは，表４２の２－１に定める項目について，同表に定める頻度で測定し，測定した結果

を放出・環境モニタリングＧＭに通知する。また，放出・環境モニタリングＧＭは，次の事項を管理す

るとともに，その結果を放出実施ＧＭに通知する。 

（１）排気筒又は排気口からの放射性気体廃棄物の放出による周辺監視区域外の空気中の放射性物質濃

度の３ヶ月平均値が，法令に定める周辺監視区域外における空気中の濃度限度を超えないこと。 

２．放出実施ＧＭは，放射性気体廃棄物を放出する場合は，排気筒又は排気口より放出する。また，当

直長は排気放射線モニタの指示値を監視する。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

表４２の２－１ 

放出箇所 測定項目 計測器種類 測定頻度 放出実施ＧＭ 

焼却炉建屋

排気筒 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線放出

核種，全ベータ放射

能） 

試料放射能

測定装置 

1週間に 1回 

（建屋換気空調系運

転時） 

運営ＧＭ 

ストロンチウム９０

濃度 

試料放射能

測定装置 

３ヶ月に 1回 

（建屋換気空調系運

転時） 

増設焼却炉

建屋排気筒 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線放出

核種，全ベータ放射

能） 

試料放射能

測定装置 

1週間に 1回 

（建屋換気空調系運

転時） 

運営ＧＭ 

ストロンチウム９０

濃度 

試料放射能

測定装置 

３ヶ月に 1回 

（建屋換気空調系運

転時） 

使用済燃料

共用プール

排気口 

希ガス濃度 排気放射線

モニタ 

（シンチレ

ーション） 

常時 

（建屋換気空調系運

転時） 

当直長 

よう素１３１濃度 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線放出

核種） 

試料放射能

測定装置 

１週間に１回 

（建屋換気空調系運

転時） 

分析・研究施

設第１棟排

気口 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線放出

核種，全アルファ放

射能，全ベータ放射

能） 

試料放射能

測定装置 

１週間に１回 

（建屋換気空調系運

転時） 

廃棄物計画ＧＭ 

ストロンチウム９０

濃度 

試料放射能

測定装置 

３ヶ月に 1回 

（建屋換気空調系運

転時） 

大型機器除

染設備排気

口及び汚染

拡大防止ハ

ウス排気口 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線放出

核種，全ベータ放射

能） 

試料放射能

測定装置 

１週間に１回 

（除染設備運転時） 

廃棄物計画ＧＭ 

ストロンチウム９０

濃度 

試料放射能

測定装置 

３ヶ月に１回 

（除染設備運転時） 

油処理装置

排気口 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線放出

核種，全ベータ放射

能） 

試料放射能

測定装置 

１週間に１回 

（油処理装置運転

時） 

地下水対策ＧＭ 

ストロンチウム９０

濃度 

試料放射能

測定装置 

３ヶ月に１回 

（油処理装置運転

時） 
 

 

表４２の２－１ 

放出箇所 測定項目 計測器種類 測定頻度 放出実施ＧＭ 

焼却炉建屋

排気筒 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線放出

核種，全ベータ放射

能） 

試料放射能

測定装置 

1週間に 1回 

（建屋換気空調系運

転時） 

運用支援ＧＭ 

ストロンチウム９０

濃度 

試料放射能

測定装置 

３ヶ月に 1回 

（建屋換気空調系運

転時） 

増設焼却炉

建屋排気筒 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線放出

核種，全ベータ放射

能） 

試料放射能

測定装置 

1週間に 1回 

（建屋換気空調系運

転時） 

運用支援ＧＭ 

ストロンチウム９０

濃度 

試料放射能

測定装置 

３ヶ月に 1回 

（建屋換気空調系運

転時） 

使用済燃料

共用プール

排気口 

希ガス濃度 排気放射線

モニタ 

（シンチレ

ーション） 

常時 

（建屋換気空調系運

転時） 

当直長 

よう素１３１濃度 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線放出

核種） 

試料放射能

測定装置 

１週間に１回 

（建屋換気空調系運

転時） 

分析・研究施

設第１棟排

気口 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線放出

核種，全アルファ放

射能，全ベータ放射

能） 

試料放射能

測定装置 

１週間に１回 

（建屋換気空調系運

転時） 

分析評価ＧＭ 

ストロンチウム９０

濃度 

試料放射能

測定装置 

３ヶ月に 1回 

（建屋換気空調系運

転時） 

大型機器除

染設備排気

口及び汚染

拡大防止ハ

ウス排気口 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線放出

核種，全ベータ放射

能） 

試料放射能

測定装置 

１週間に１回 

（除染設備運転時） 

運用支援ＧＭ 

ストロンチウム９０

濃度 

試料放射能

測定装置 

３ヶ月に１回 

（除染設備運転時） 

油処理装置

排気口 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線放出

核種，全ベータ放射

能） 

試料放射能

測定装置 

１週間に１回 

（油処理装置運転

時） 

地下水対策設備

ＧＭ 

ストロンチウム９０

濃度 

試料放射能

測定装置 

３ヶ月に１回 

（油処理装置運転

時） 
 

 

 

 

組織改編に伴う変更 

 

47



福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第１編） 

48 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（放出管理用計測器の管理） 

第４３条 

各ＧＭは，表４３に定める放出管理用計測器について，同表に定める数量を確保する。ただし，故障

等により使用不能となった場合は，修理又は代替品を補充する。 

 

表４３ 

分 類 計測器種類 所管ＧＭ 数 量 

放射性気体廃棄物 

放出管理用計測器 

排気放射線モニタ 

（シンチレーショ

ン） 

計装設備ＧＭ １台 

試料放射能測定装置 分析評価ＧＭ 
１台※１ 

２台 

 ※１：表６１の試料放射能測定装置と共用 

 

 

（放出管理用計測器の管理） 

第４３条 

各ＧＭは，表４３に定める放出管理用計測器について，同表に定める数量を確保する。ただし，故障

等により使用不能となった場合は，修理又は代替品を補充する。 

 

表４３ 

分 類 計測器種類 所管ＧＭ 数 量 

放射性気体廃棄物 

放出管理用計測器 

排気放射線モニタ 

（シンチレーショ

ン） 

燃料計装設備ＧＭ １台 

試料放射能測定装置 分析評価ＧＭ 
１台※１ 

２台 

 ※１：表６１の試料放射能測定装置と共用 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（管理対象区域の設定及び解除） 

第４５条 

管理対象区域は，添付２に示す区域とする。 

２．放射線管理ＧＭは，管理対象区域を柵等の区画物によって区画する他，標識を設けることによって

明らかに他の場所と区別する。ただし，管理対象区域境界と周辺監視区域境界が同一の場合であって，

周辺監視区域境界に第５７条の措置を講じる場合は，この限りでない。 

３．放射線管理ＧＭは，管理対象区域の解除を行う場合は，法令に定める管理区域に係る値を超えてい

ないことを確認する。 

４．放射線管理ＧＭは，添付２における建物等の内部の管理対象区域境界付近において，表４５に示す

作業を行う場合で，３ヶ月以内に限り管理対象区域を設定又は解除することができる。設定又は解除

にあたって，放射線管理ＧＭは目的，期間及び場所を明らかにするとともに，あらかじめ法令に定め

る管理区域に係る条件を満足できることを確認する。なお，当該エリアを元に戻す場合についても，

放射線管理ＧＭはあらかじめ法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを確認する。 

５．放射線管理ＧＭは，第４項以外で，建物等の内部において一時的に管理対象区域を設定又は解除す

る場合は，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得て行うことができる。設定又は解除にあ

たって，放射線管理ＧＭは目的，期間及び場所を明らかにするとともに，あらかじめ法令に定める管

理区域に係る条件を満足できることを確認する。なお，当該エリアを元に戻す場合についても，放射

線管理ＧＭはあらかじめ法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを確認し，原子炉主任技

術者の確認を得て，所長の承認を得る。 

６．放射線管理ＧＭは，第５項にかかわらず，緊急を要する場合は管理対象区域を設定することができ

る。設定にあたって，放射線管理ＧＭは法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを確認す

る。 

７．放射線管理ＧＭは，第６項における管理対象区域を設定した場合は，設定後において，目的，期間

及び場所を明らかにし，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。なお，当該エリアを元

に戻す場合についても，あらかじめ法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを放射線管理

ＧＭが確認し，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。 

 

 

表４５ 

タンク点検等 

ポンプ点検等 

バルブ点検等 

配管点検等 

ケーブル点検等 

空調点検等 

計測器類点検等 

監視カメラ点検等 

扉・シャッター修理他作業 

清掃作業 

建物補修 

搬出入作業 

物品の仮置 
 

 

（管理対象区域の設定及び解除） 

第４５条 

管理対象区域は，添付２に示す区域とする。 

２．放射線防護ＧＭは，管理対象区域を柵等の区画物によって区画する他，標識を設けることによって

明らかに他の場所と区別する。ただし，管理対象区域境界と周辺監視区域境界が同一の場合であって，

周辺監視区域境界に第５７条の措置を講じる場合は，この限りでない。 

３．放射線防護ＧＭは，管理対象区域の解除を行う場合は，法令に定める管理区域に係る値を超えてい

ないことを確認する。 

４．放射線防護ＧＭは，添付２における建物等の内部の管理対象区域境界付近において，表４５に示す

作業を行う場合で，３ヶ月以内に限り管理対象区域を設定又は解除することができる。設定又は解除

にあたって，放射線防護ＧＭは目的，期間及び場所を明らかにするとともに，あらかじめ法令に定め

る管理区域に係る条件を満足できることを確認する。なお，当該エリアを元に戻す場合についても，

放射線防護ＧＭはあらかじめ法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを確認する。 

５．放射線防護ＧＭは，第４項以外で，建物等の内部において一時的に管理対象区域を設定又は解除す

る場合は，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得て行うことができる。設定又は解除にあ

たって，放射線防護ＧＭは目的，期間及び場所を明らかにするとともに，あらかじめ法令に定める管

理区域に係る条件を満足できることを確認する。なお，当該エリアを元に戻す場合についても，放射

線防護ＧＭはあらかじめ法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを確認し，原子炉主任技

術者の確認を得て，所長の承認を得る。 

６．放射線防護ＧＭは，第５項にかかわらず，緊急を要する場合は管理対象区域を設定することができ

る。設定にあたって，放射線防護ＧＭは法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを確認す

る。 

７．放射線防護ＧＭは，第６項における管理対象区域を設定した場合は，設定後において，目的，期間

及び場所を明らかにし，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。なお，当該エリアを元

に戻す場合についても，あらかじめ法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを放射線防護

ＧＭが確認し，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。 

 

 

表４５ 

タンク点検等 

ポンプ点検等 

バルブ点検等 

配管点検等 

ケーブル点検等 

空調点検等 

計測器類点検等 

監視カメラ点検等 

扉・シャッター修理他作業 

清掃作業 

建物補修 

搬出入作業 

物品の仮置 
 

 

 

 

 

組織改編に伴う変更 

 

49



福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第１編） 

50 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（管理区域の設定及び解除） 

第４６条 

管理区域は，添付１に示す区域とする。 

２．放射線管理ＧＭは，管理区域を壁，柵等の区画物によって区画する他，標識を設けることによって

明らかに他の場所と区別する。ただし，壁，柵等の区画物が損壊により区画ができない場合であって，

管理対象区域境界に第４５条第２項の措置を講じる場合は，この限りでない。 

３．放射線管理ＧＭは，管理区域の解除を行う場合は，法令に定める管理区域に係る値を超えていない

ことを確認する。 

４．放射線管理ＧＭは，添付１における管理区域境界付近又は管理区域設定・解除予定エリアにおいて，

表４６に示す作業を行う場合で，３ヶ月以内に限り管理区域を設定又は解除することができる。設定

又は解除にあたって，放射線管理ＧＭは目的，期間及び場所を明らかにするとともに，あらかじめ法

令に定める管理区域に係る条件を満足できることを確認する。なお，当該エリアを元に戻す場合につ

いても，放射線管理ＧＭはあらかじめ法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを確認す

る。 

５．放射線管理ＧＭは，第４項以外で，一時的に管理区域を設定又は解除する場合は，原子炉主任技術

者の確認を得て，所長の承認を得て行うことができる。設定又は解除にあたって，放射線管理ＧＭは

目的，期間及び場所を明らかにするとともに，あらかじめ法令に定める管理区域に係る条件を満足で

きることを確認する。なお，当該エリアを元に戻す場合についても，放射線管理ＧＭはあらかじめ法

令に定める管理区域に係る条件を満足できることを確認し，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の

承認を得る。 

６．放射線管理ＧＭは，第５項にかかわらず，緊急を要する場合は管理区域を設定することができる。

設定にあたって，放射線管理ＧＭは法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを確認する。 

７．放射線管理ＧＭは，第６項における管理区域を設定した場合は，設定後において，目的，期間及び

場所を明らかにし，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。なお，当該エリアを元に戻

す場合についても，あらかじめ法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを放射線管理ＧＭ

が確認し，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。 

 

表４６ 

タンク点検等 

ポンプ点検等 

バルブ点検等 

配管点検等 

ケーブル点検等 

空調点検等 

計測器類点検等 

監視カメラ点検等 

扉・シャッター修理他作業 

清掃作業 

建物補修 

搬出入作業 

物品の仮置 

 

 

 

 

 

（管理区域の設定及び解除） 

第４６条 

管理区域は，添付１に示す区域とする。 

２．放射線防護ＧＭは，管理区域を壁，柵等の区画物によって区画する他，標識を設けることによって

明らかに他の場所と区別する。ただし，壁，柵等の区画物が損壊により区画ができない場合であって，

管理対象区域境界に第４５条第２項の措置を講じる場合は，この限りでない。 

３．放射線防護ＧＭは，管理区域の解除を行う場合は，法令に定める管理区域に係る値を超えていない

ことを確認する。 

４．放射線防護ＧＭは，添付１における管理区域境界付近又は管理区域設定・解除予定エリアにおいて，

表４６に示す作業を行う場合で，３ヶ月以内に限り管理区域を設定又は解除することができる。設定

又は解除にあたって，放射線防護ＧＭは目的，期間及び場所を明らかにするとともに，あらかじめ法

令に定める管理区域に係る条件を満足できることを確認する。なお，当該エリアを元に戻す場合につ

いても，放射線防護ＧＭはあらかじめ法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを確認す

る。 

５．放射線防護ＧＭは，第４項以外で，一時的に管理区域を設定又は解除する場合は，原子炉主任技術

者の確認を得て，所長の承認を得て行うことができる。設定又は解除にあたって，放射線防護ＧＭは

目的，期間及び場所を明らかにするとともに，あらかじめ法令に定める管理区域に係る条件を満足で

きることを確認する。なお，当該エリアを元に戻す場合についても，放射線防護ＧＭはあらかじめ法

令に定める管理区域に係る条件を満足できることを確認し，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の

承認を得る。 

６．放射線防護ＧＭは，第５項にかかわらず，緊急を要する場合は管理区域を設定することができる。

設定にあたって，放射線防護ＧＭは法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを確認する。 

７．放射線防護ＧＭは，第６項における管理区域を設定した場合は，設定後において，目的，期間及び

場所を明らかにし，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。なお，当該エリアを元に戻

す場合についても，あらかじめ法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを放射線防護ＧＭ

が確認し，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。 

 

表４６ 

タンク点検等 

ポンプ点検等 

バルブ点検等 

配管点検等 

ケーブル点検等 

空調点検等 

計測器類点検等 

監視カメラ点検等 

扉・シャッター修理他作業 

清掃作業 

建物補修 

搬出入作業 

物品の仮置 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（管理対象区域内における区域区分） 

第４７条 

放射線管理ＧＭは，管理対象区域を管理区域と管理区域を除く区域に区分する。 

２．管理区域と管理区域を除く区域は，添付２に示す区域とする。 

３．放射線管理ＧＭは，一時的に第１項に係る区域区分を変更する場合は，目的，期間及び場所を明ら

かにする。 

 

 

（管理対象区域内における区域区分） 

第４７条 

放射線防護ＧＭは，管理対象区域を管理区域と管理区域を除く区域に区分する。 

２．管理区域と管理区域を除く区域は，添付２に示す区域とする。 

３．放射線防護ＧＭは，一時的に第１項に係る区域区分を変更する場合は，目的，期間及び場所を明ら

かにする。 

 

 

 

 

組織改編に伴う変更 

 

51



福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第１編） 

52 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（管理対象区域のうち管理区域を除く区域内における区域区分） 

第４８条 

放射線管理ＧＭは，管理区域を除く管理対象区域を次のとおり区分することができる。 

（１）表面汚染密度及び空気中の放射性物質濃度が法令に定める管理区域に係る値を超えるおそれのな

い区域（以下「汚染のおそれのない管理対象区域」という。） 

（２）表面汚染密度又は空気中の放射性物質濃度が法令に定める管理区域に係る値を超える区域又は超

えるおそれのある区域 

２．汚染のおそれのない管理対象区域は，添付２に示す区域とする。 

３．放射線管理ＧＭは，一時的に第１項に係る区域区分を変更する場合は，目的，期間及び場所を明ら

かにするとともに，あらかじめ区域区分に係る条件を満足できることを確認する。なお，当該エリア

を元の区域区分に戻す場合についても，放射線管理ＧＭはあらかじめ区域区分に係る条件を満足でき

ることを確認する。 

４．放射線管理ＧＭは，汚染のおそれのない管理対象区域と第１項（２）で定める区域が隣接する場合

は，第１項（２）で定める区域への入口付近に注意事項を掲示する。 

５．放射線管理ＧＭ又は作業環境改善ＧＭは，汚染のおそれのない管理対象区域で表面汚染密度又は空

気中の放射性物質濃度が管理区域に係る値を超える場所を確認した場合は，直ちに当該箇所を区画，

第１項（２）に定める区分に変更する等の応急措置を講じるとともに，除染等の措置により管理区域

に係る値を超えていないことを確認する。 

 

 

 

（管理対象区域のうち管理区域を除く区域内における区域区分） 

第４８条 

放射線防護ＧＭは，管理区域を除く管理対象区域を次のとおり区分することができる。 

（１）表面汚染密度及び空気中の放射性物質濃度が法令に定める管理区域に係る値を超えるおそれのな

い区域（以下「汚染のおそれのない管理対象区域」という。） 

（２）表面汚染密度又は空気中の放射性物質濃度が法令に定める管理区域に係る値を超える区域又は超

えるおそれのある区域 

２．汚染のおそれのない管理対象区域は，添付２に示す区域とする。 

３．放射線防護ＧＭは，一時的に第１項に係る区域区分を変更する場合は，目的，期間及び場所を明ら

かにするとともに，あらかじめ区域区分に係る条件を満足できることを確認する。なお，当該エリア

を元の区域区分に戻す場合についても，放射線防護ＧＭはあらかじめ区域区分に係る条件を満足でき

ることを確認する。 

４．放射線防護ＧＭは，汚染のおそれのない管理対象区域と第１項（２）で定める区域が隣接する場合

は，第１項（２）で定める区域への入口付近に注意事項を掲示する。 

５．放射線防護ＧＭは，汚染のおそれのない管理対象区域で表面汚染密度又は空気中の放射性物質濃度

が管理区域に係る値を超える場所を確認した場合は，直ちに当該箇所を区画，第１項（２）に定める

区分に変更する等の応急措置を講じるとともに，除染等の措置により管理区域に係る値を超えていな

いことを確認する。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（管理区域内における区域区分） 

第４９条 

放射線管理ＧＭは，管理区域を次のとおり区分することができる。 

（１）表面汚染密度及び空気中の放射性物質濃度が法令に定める管理区域に係る値を超えるおそれのな

い区域（以下「汚染のおそれのない管理区域」という。） 

（２）表面汚染密度又は空気中の放射性物質濃度が法令に定める管理区域に係る値を超える区域又は超

えるおそれのある区域 

２．汚染のおそれのない管理区域は，添付１に示す区域とする。ただし，放射線レベルが高く，区域区

分に係る条件を満足できない場合は，第４８条第１項（１）又は第４８条第１項（２）の区域とみ

なす。 

３．放射線管理ＧＭは，一時的に第１項に係る区域区分を変更する場合は，目的，期間及び場所を明ら

かにするとともに，あらかじめ区域区分に係る条件を満足できることを確認する。なお，当該エリア

を元の区域区分に戻す場合についても，放射線管理ＧＭはあらかじめ区域区分に係る条件を満足でき

ることを確認する。 

４．放射線管理ＧＭは，汚染のおそれのない管理区域と第１項（２）で定める区域が隣接する場合は，

第１項（２）で定める区域への入口付近に標識を設ける。 

 

 

 

（管理区域内における区域区分） 

第４９条 

放射線防護ＧＭは，管理区域を次のとおり区分することができる。 

（１）表面汚染密度及び空気中の放射性物質濃度が法令に定める管理区域に係る値を超えるおそれのな

い区域（以下「汚染のおそれのない管理区域」という。） 

（２）表面汚染密度又は空気中の放射性物質濃度が法令に定める管理区域に係る値を超える区域又は超

えるおそれのある区域 

２．汚染のおそれのない管理区域は，添付１に示す区域とする。ただし，放射線レベルが高く，区域区

分に係る条件を満足できない場合は，第４８条第１項（１）又は第４８条第１項（２）の区域とみ

なす。 

３．放射線防護ＧＭは，一時的に第１項に係る区域区分を変更する場合は，目的，期間及び場所を明ら

かにするとともに，あらかじめ区域区分に係る条件を満足できることを確認する。なお，当該エリア

を元の区域区分に戻す場合についても，放射線防護ＧＭはあらかじめ区域区分に係る条件を満足でき

ることを確認する。 

４．放射線防護ＧＭは，汚染のおそれのない管理区域と第１項（２）で定める区域が隣接する場合は，

第１項（２）で定める区域への入口付近に標識を設ける。 

 

 

 

 

 

組織改編に伴う変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（管理対象区域内における特別措置） 

第５０条 

管理対象区域内における特別措置が必要な区域は，次に示す区域とする。 

（１）放射線レベルが高い場所 

（２）放射線レベルが確認されていない場所 

（３）滞留水※１を貯留する場所 

２．各ＧＭは，第１項に定める各区域について，次の措置を講じる。 

（１）放射線管理ＧＭは，管理対象区域に立ち入る者が見やすい場所に，第１項（１）及び（２）に示

す場所を明確にしたサーベイマップを掲示して周知する他，作業者以外が立ち入る可能性及び措置

に伴う被ばくを考慮して必要な場合に限り第１項（１）の場所にロープ等による立入制限の措置を

講じる。 

（２）各ＧＭは，汚染の広がりを防止するため，第１項（３）の区域から退出する場合及び物品等を持

ち出す場合は，更衣及び持ち出す物の養生等の措置を講じる。 

３．各ＧＭは，管理対象区域内で作業を行う場合，作業による線量及び作業環境に応じた放射線防護上

の措置を立案するとともに，第１項の区域内で作業を行う場合は，放射線防護上の措置について放射

線管理ＧＭのレビューを受ける。 

 

※１：本条における「滞留水」とは，水位安定エリアに貯留する滞留水及び建屋に貯留する滞留水をい

う。 

 

 

（管理対象区域内における特別措置） 

第５０条 

管理対象区域内における特別措置が必要な区域は，次に示す区域とする。 

（１）放射線レベルが高い場所 

（２）放射線レベルが確認されていない場所 

（３）滞留水※１を貯留する場所 

２．各プログラム部長及び各ＧＭは，第１項に定める各区域について，次の措置を講じる。 

（１）放射線防護ＧＭは，管理対象区域に立ち入る者が見やすい場所に，第１項（１）及び（２）に示

す場所を明確にしたサーベイマップを掲示して周知する他，作業者以外が立ち入る可能性及び措置

に伴う被ばくを考慮して必要な場合に限り第１項（１）の場所にロープ等による立入制限の措置を

講じる。 

（２）各プログラム部長及び各ＧＭは，汚染の広がりを防止するため，第１項（３）の区域から退出す

る場合及び物品等を持ち出す場合は，更衣及び持ち出す物の養生等の措置を講じる。 

３．各プログラム部長及び各ＧＭは，管理対象区域内で作業を行う場合，作業による線量及び作業環境

に応じた放射線防護上の措置を立案するとともに，第１項の区域内で作業を行う場合は，放射線防護

上の措置について放射線防護ＧＭのレビューを受ける。 

 

※１：本条における「滞留水」とは，水位安定エリアに貯留する滞留水及び建屋に貯留する滞留水をい

う。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（管理区域内における特別措置） 

第５１条 

放射線管理ＧＭは，管理区域のうち次の基準を超える場合又は超えるおそれがある場合は，標識を設

けて他の場所と区別する他，区画，施錠等の措置を講じる。ただし，放射線等の危険性が低い場合は，

この限りでない。 

（１）外部放射線に係る線量当量率が１時間につき１ミリシーベルト 

（２）空気中の放射性物質濃度又は床，壁，その他人の触れるおそれのある物の表面汚染密度が，法令

に定める管理区域に係る値の１０倍 

２．各ＧＭは，第１項の区域内で作業を行う場合，作業による線量及び作業環境に応じた放射線防護上

の措置を立案し，放射線管理ＧＭのレビューを受ける。ただし，巡視・点検その他定型化され，別に

所長の承認を得た業務を行うために立入る場合は，この限りでない。 

３．各ＧＭは，汚染の広がりを防止するため，第１項（２）の区域から退出する場合及び物品等を持ち

出す場合は，更衣及び持ち出す物の養生等の措置を講じる。 

４．放射線管理ＧＭは，床・壁等の損壊や放射線レベルが高い又は未確認であるため第１項の措置を講

じることができない場合，管理区域内における特別措置は第５０条に定める管理区域を除く区域にお

ける特別措置と同一とする。 

 

 

 

 

（管理区域内における特別措置） 

第５１条 

放射線防護ＧＭは，管理区域のうち次の基準を超える場合又は超えるおそれがある場合は，標識を設

けて他の場所と区別する他，区画，施錠等の措置を講じる。ただし，放射線等の危険性が低い場合は，

この限りでない。 

（１）外部放射線に係る線量当量率が１時間につき１ミリシーベルト 

（２）空気中の放射性物質濃度又は床，壁，その他人の触れるおそれのある物の表面汚染密度が，法令

に定める管理区域に係る値の１０倍 

２．各プログラム部長及び各ＧＭは，第１項の区域内で作業を行う場合，作業による線量及び作業環境

に応じた放射線防護上の措置を立案し，放射線防護ＧＭのレビューを受ける。ただし，巡視・点検そ

の他定型化され，別に所長の承認を得た業務を行うために立入る場合は，この限りでない。 

３．各プログラム部長及び各ＧＭは，汚染の広がりを防止するため，第１項（２）の区域から退出する

場合及び物品等を持ち出す場合は，更衣及び持ち出す物の養生等の措置を講じる。 

４．放射線防護ＧＭは，床・壁等の損壊や放射線レベルが高い又は未確認であるため第１項の措置を講

じることができない場合，管理区域内における特別措置は第５０条に定める管理区域を除く区域にお

ける特別措置と同一とする。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（管理対象区域への出入管理） 

第５２条 

保健安全ＧＭは，管理対象区域へ立ち入る次の者に対して許可を与える。 

（１）放射線業務従事者：業務上管理対象区域に立入る者 

（２）一時立入者：放射線業務従事者以外の者であって，放射線業務従事者の随行により管理対象区域

に一時的に立入る者。 

２．放射線安全ＧＭは，第１項にて許可していない者について，管理対象区域に立入らせない措置を

講じる。ただし，防護管理ＧＭが，あらかじめ立入を許可した者のみが乗車する車両に許可を与え，

車両が通過する出入管理箇所においては許可を得た車両以外を管理対象区域に立入らせない措置

を講じる場合はこの限りでない。 

３．放射線安全ＧＭは，管理対象区域の出入管理箇所において，人の出入り等を監視する。 

４．放射線安全ＧＭは，第３項以外の出入口には，施錠等の人がみだりに立入りできない措置を講じ

る。ただし，管理対象区域を周辺監視区域と同一とした場合であって，防護管理ＧＭが周辺監視区

域境界に柵を設ける又は標識を掲げる場合は，この限りでない。 

５．放射線安全ＧＭは，管理対象区域から退出する者の身体及び身体に着用している物の表面汚染密

度が，法令に定める表面密度限度の１０分の１を超えないような措置を講じる。 

６．放射線安全ＧＭは，放射線レベルが高いため第５項の措置を講じることができない場合，管理対

象区域から退出する者の身体及び身体に着用している物の表面汚染密度が，スクリーニングレベル
※１を超えないような措置を講じる。 

７．放射線安全ＧＭ又は作業環境改善ＧＭは，第４８条第１項（２）の区域から汚染のおそれのない管

理対象区域に移動する者の身体及び身体に着用している物並びに物品等の表面汚染密度が，バックグ

ラウンドを超えないような措置を講じる。 

 

※１：スクリーニングレベルとは，原子力災害対策本部が定める警戒区域からのスクリーニングレベ

ル（平成 23年 9 月 16日付・原子力非常災害対策本部長通知）をいう。以下，第６２条におい

て同じ。 

 

 

（管理対象区域への出入管理） 

第５２条 

保安総括ＧＭは，管理対象区域へ立ち入る次の者に対して許可を与える。 

（１）放射線業務従事者：業務上管理対象区域に立入る者 

（２）一時立入者：放射線業務従事者以外の者であって，放射線業務従事者の随行により管理対象区域

に一時的に立入る者。 

２．放射線防護ＧＭは，第１項にて許可していない者について，管理対象区域に立入らせない措置を

講じる。ただし，防護管理ＧＭが，あらかじめ立入を許可した者のみが乗車する車両に許可を与え，

車両が通過する出入管理箇所においては許可を得た車両以外を管理対象区域に立入らせない措置

を講じる場合はこの限りでない。 

３．放射線防護ＧＭは，管理対象区域の出入管理箇所において，人の出入り等を監視する。 

４．放射線防護ＧＭは，第３項以外の出入口には，施錠等の人がみだりに立入りできない措置を講じ

る。ただし，管理対象区域を周辺監視区域と同一とした場合であって，防護管理ＧＭが周辺監視区

域境界に柵を設ける又は標識を掲げる場合は，この限りでない。 

５．放射線防護ＧＭは，管理対象区域から退出する者の身体及び身体に着用している物の表面汚染密

度が，法令に定める表面密度限度の１０分の１を超えないような措置を講じる。 

６．放射線防護ＧＭは，放射線レベルが高いため第５項の措置を講じることができない場合，管理対

象区域から退出する者の身体及び身体に着用している物の表面汚染密度が，スクリーニングレベル
※１を超えないような措置を講じる。 

７．放射線防護ＧＭは，第４８条第１項（２）の区域から汚染のおそれのない管理対象区域に移動する

者の身体及び身体に着用している物並びに物品等の表面汚染密度が，バックグラウンドを超えないよ

うな措置を講じる。 

 

※１：スクリーニングレベルとは，原子力災害対策本部が定める警戒区域からのスクリーニングレベ

ル（平成 23年 9 月 16日付・原子力非常災害対策本部長通知）をいう。以下，第６２条におい

て同じ。 

 

 

 

 

組織改編に伴う変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（管理対象区域出入者の遵守事項） 

第５４条 

放射線安全ＧＭは，管理対象区域に出入りする所員に，次の事項を遵守させる措置を講じる。 

（１）出入管理箇所を経由すること。ただし，放射線安全ＧＭの承認を得て，その指示に従う場合は，

この限りでない。 

（２）管理対象区域に立入る場合は，個人線量計を着用すること。ただし，一時立入者であって保健安

全ＧＭの指示に従う場合は，この限りでない。 

（３）管理対象区域に立入る場合は，所定の保護衣及び保護具を着用すること。ただし，下記のいずれ

かに該当する場合は，この限りでない。 

・汚染のおそれのない管理対象区域に立入る場合 

・放射線管理ＧＭの承認を得て，その指示に従う場合 

（４）第５０条第１項（３）に係る区域から退出する場合及び物品等を持ち出す場合は，更衣及び持ち

出す物の養生等を行うこと。 

（５）管理対象区域から退出する場合又は管理対象区域内で汚染のおそれのない管理対象区域に移動す

る場合は，身体及び身体に着用している物の表面汚染密度を確認すること。ただし，第５２条第５

項又は第５２条第６項に基づく放射線安全ＧＭの指示に従う場合は，この限りでない。 

（６）放射性物質を経口摂取するおそれのある場所での飲食及び喫煙をしないこと。 

 

 

 

 

（管理対象区域出入者の遵守事項） 

第５４条 

放射線防護ＧＭは，管理対象区域に出入りする所員に，次の事項を遵守させる措置を講じる。 

（１）出入管理箇所を経由すること。ただし，放射線防護ＧＭの承認を得て，その指示に従う場合は，

この限りでない。 

（２）管理対象区域に立入る場合は，個人線量計を着用すること。ただし，一時立入者であって保安総

括ＧＭの指示に従う場合は，この限りでない。 

（３）管理対象区域に立入る場合は，所定の保護衣及び保護具を着用すること。ただし，下記のいずれ

かに該当する場合は，この限りでない。 

・汚染のおそれのない管理対象区域に立入る場合 

・放射線防護ＧＭの承認を得て，その指示に従う場合 

（４）第５０条第１項（３）に係る区域から退出する場合及び物品等を持ち出す場合は，更衣及び持ち

出す物の養生等を行うこと。 

（５）管理対象区域から退出する場合又は管理対象区域内で汚染のおそれのない管理対象区域に移動す

る場合は，身体及び身体に着用している物の表面汚染密度を確認すること。ただし，第５２条第５

項又は第５２条第６項に基づく放射線防護ＧＭの指示に従う場合は，この限りでない。 

（６）放射性物質を経口摂取するおそれのある場所での飲食及び喫煙をしないこと。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（線量の評価） 

第５８条 

保健安全ＧＭは，所員の放射線業務従事者の実効線量及び等価線量を表５８に定める項目及び頻度に

基づき評価し，法令に定める線量限度を超えていないことを確認する。 

 

表５８ 

項  目 頻  度 

外部被ばくによる線量 ３ヶ月に１回※１ 

内部被ばくによる線量 ３ヶ月に１回※１ 

※１：女子（妊娠不能と診断された者及び妊娠の意思のない旨を書面で申し出た者を除く。）にあって

は，１ヶ月に１回とする。 

 

 

 

（線量の評価） 

第５８条 

放射線防護ＧＭは，所員の放射線業務従事者の実効線量及び等価線量を表５８に定める項目及び頻度

に基づき評価し，法令に定める線量限度を超えていないことを確認する。 

 

表５８ 

項  目 頻  度 

外部被ばくによる線量 ３ヶ月に１回※１ 

内部被ばくによる線量 ３ヶ月に１回※１ 

※１：女子（妊娠不能と診断された者及び妊娠の意思のない旨を書面で申し出た者を除く。）にあって

は，１ヶ月に１回とする。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（管理対象区域内の床，壁等の除染） 

第５９条 

各ＧＭは，管理対象区域内において法令に定める表面密度限度を超えるような予期しない汚染を

床，壁等に発生させた場合又は発見した場合であって，この汚染の除去を行う場合は，放射線管理Ｇ

Ｍ又は作業環境改善ＧＭに連絡する。 

２．第１項の汚染箇所に係る作業の所管ＧＭは，汚染状況等について放射線管理ＧＭ又は作業環境改

善ＧＭの確認を受けた上で，その協力を得ながら汚染の除去等，放射線防護上の必要な措置を講じ

る。 

３．第２項の所管ＧＭは，その措置結果について，放射線管理ＧＭ又は作業環境改善ＧＭの確認を得

る。 

 

 

 

 

（管理対象区域内の床，壁等の除染） 

第５９条 

各プログラム部長及び各ＧＭは，管理対象区域内において法令に定める表面密度限度を超えるよう

な予期しない汚染を床，壁等に発生させた場合又は発見した場合であって，この汚染の除去を行う場

合は，放射線防護ＧＭに連絡する。 

２．第１項の汚染箇所に係る作業の所管プログラム部長及び所管ＧＭは，汚染状況等について放射線

防護ＧＭの確認を受けた上で，その協力を得ながら汚染の除去等，放射線防護上の必要な措置を講

じる。 

３．第２項の所管プログラム部長及び所管ＧＭは，その措置結果について，放射線防護ＧＭの確認を

得る。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（外部放射線に係る線量当量率等の測定） 

第６０条 

各ＧＭは，表６０－１及び表６０－２（第４８条第１項（２）の区域内にある汚染のおそれのない

管理対象区域内に限る）に定める管理対象区域内における測定項目について，同表に定める頻度で測

定する。ただし，人の立ち入れない措置を講じた管理対象区域については，この限りでない。 

 

２．環境モニタリングＧＭは，表６０－１に定める周辺監視区域境界付近（測定場所は図６０に定め

る。）における測定項目について，同表に定める頻度で測定する。 

３．放射線管理ＧＭ又は作業環境改善ＧＭは，第１項の測定により，環境モニタリングＧＭは，第２

項の測定により，異常が認められた場合は，直ちにその原因を調査し，必要な措置を講じる。 

４．各ＧＭは，第１項に定める測定結果を放射線管理ＧＭに連絡する。放射線管理ＧＭは，測定結果

を記入したサーベイマップを作成する。 

 

表６０－１ 

場    所 測定項目 所管ＧＭ 測定頻度 

１．管理対

象 区 域 内

（管理区域

内を含む）
※１ 

外部放射線に係る線量当量率 

各ＧＭ 
放射線レベル

に応じて 

放射線管理ＧＭ※２ 
毎日運転中に

１回 

外部放射線に係る線量当量 放射線管理ＧＭ １週間に 1回 

空気中の放射性物質濃度 放射線管理ＧＭ １週間に 1回 

表面汚染密度 放射線管理ＧＭ １週間に 1回 

２．周辺監

視区域境界

付近 

空気吸収線量 環境モニタリングＧＭ ３ヶ月に１回 

空気吸収線量率※３ 環境モニタリングＧＭ 常時 

空気中の粒子状放射性物質濃

度 
環境モニタリングＧＭ ３ヶ月に１回 

※１：人の立入頻度等を考慮して，被ばく管理上重要な項目について測定 

※２：使用済燃料共用プールのエリアモニタ，使用済燃料乾式キャスク仮保管設備のエリアモニタ，３

号炉原子炉建屋５階のエリアモニタ及び４号炉原子炉建屋５階のエリアモニタにおいて測定す

る項目 

※３：モニタリングポストにおいて測定する項目 

 

 

表６０－２ 

場  所 測定項目 所管ＧＭ 測定頻度 

汚染のお

それのな

い管理対

象区域内 

表面汚染密度 放射線管理ＧＭ 

又は 

作業環境改善ＧＭ 

毎日１回 

（汚染のおそれのない管理対

象区域が設定されている期

間） 

空気中の 

放射性物質濃度 

 

（省略） 

 

 

 

（外部放射線に係る線量当量率等の測定） 

第６０条 

各プログラム部長及び各ＧＭは，表６０－１及び表６０－２（第４８条第１項（２）の区域内にあ

る汚染のおそれのない管理対象区域内に限る）に定める管理対象区域内における測定項目について，

同表に定める頻度で測定する。ただし，人の立ち入れない措置を講じた管理対象区域については，こ

の限りでない。 

２．放出・環境モニタリングＧＭは，表６０－１に定める周辺監視区域境界付近（測定場所は図６０

に定める。）における測定項目について，同表に定める頻度で測定する。 

３．放射線防護ＧＭは，第１項の測定により，放出・環境モニタリングＧＭは，第２項の測定により，

異常が認められた場合は，直ちにその原因を調査し，必要な措置を講じる。 

４．各プログラム部長及び各ＧＭは，第１項に定める測定結果を放射線防護ＧＭに連絡する。放射線防

護ＧＭは，測定結果を記入したサーベイマップを作成する。 

 

表６０－１ 

場    所 測定項目 所管ＧＭ 測定頻度 

１．管理対

象 区 域 内

（管理区域

内を含む）
※１ 

外部放射線に係る線量当量率 

各プログラム部長及び各

ＧＭ 

放射線レベル

に応じて 

放射線防護ＧＭ※２ 
毎日運転中に

１回 

外部放射線に係る線量当量 放射線防護ＧＭ １週間に 1回 

空気中の放射性物質濃度 放射線防護ＧＭ １週間に 1回 

表面汚染密度 放射線防護ＧＭ １週間に 1回 

２．周辺監

視区域境界

付近 

空気吸収線量 
放出・環境モニタリング

ＧＭ 
３ヶ月に１回 

空気吸収線量率※３ 
放出・環境モニタリング

ＧＭ 
常時 

空気中の粒子状放射性物質濃

度 

放出・環境モニタリング

ＧＭ 
３ヶ月に１回 

※１：人の立入頻度等を考慮して，被ばく管理上重要な項目について測定 

※２：使用済燃料共用プールのエリアモニタ，使用済燃料乾式キャスク仮保管設備のエリアモニタ，３

号炉原子炉建屋５階のエリアモニタ及び４号炉原子炉建屋５階のエリアモニタにおいて測定す

る項目 

※３：モニタリングポストにおいて測定する項目 

 

表６０－２ 

場  所 測定項目 所管ＧＭ 測定頻度 

汚染のお

それのな

い管理対

象区域内 

表面汚染密度 

放射線防護ＧＭ 

毎日１回 

（汚染のおそれのない管理対

象区域が設定されている期

間） 

空気中の 

放射性物質濃度 

 

（省略） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（放射線計測器類の管理） 

第６１条 

各ＧＭは，表６１に定める放射線計測器類について，同表に定める数量を確保する。ただし，故障

等により使用不能となった場合は，修理又は代替品を補充する。 

 

表６１ 

分     類  計測器種類  所管ＧＭ  数量※ １  

１．被ばく管理

用計測器  

電子式線量計  保安総括ＧＭ １式  

ホールボディカウンタ  保安総括ＧＭ １台  

２．放射線管理

用計測器  

線 量 当 量 率測 定 用 サー

ベイメータ  
保安総括ＧＭ ７台  

汚 染 密 度 測定 用 サ ーベ

イメータ  
保安総括ＧＭ ７台  

退出モニタ  保安総括ＧＭ ２台  

試料放射能測定装置  分析評価ＧＭ １台※ ２  

集積線量計  保安総括ＧＭ １式  

３．放射線監視

用計測器  
モニタリングポスト 環境モニタリングＧＭ ８台  

エリアモニタ  

計装設備ＧＭ ７台※ ３  

冷却・監視設備計装Ｇ

Ｍ 
７台※ ４  

４．環境放射能

用計測器  

試料放射能測定装置※ ５  分析評価ＧＭ １台※ ２  

積算線量計測定装置  環境モニタリングＧＭ １台  

※１：５号炉及び６号炉の放射線計測器類と共用で確保する数量（エリアモニタを除く。） 

※２：表４３の試料放射能測定装置と共用 

※３：使用済燃料共用プールにおけるエリアモニタの合計の台数（エリアモニタが復旧していない場合

には，未復旧のエリアモニタを除いた台数とする。） 

※４：使用済燃料乾式キャスク仮保管設備におけるエリアモニタ，３号炉原子炉建屋５階におけるエリ

アモニタ及び４号炉原子炉建屋５階におけるエリアモニタの台数 

※５：福島第二原子力発電所と共用 

 

 

（放射線計測器類の管理） 

第６１条 

各ＧＭは，表６１に定める放射線計測器類について，同表に定める数量を確保する。ただし，故障

等により使用不能となった場合は，修理又は代替品を補充する。 

 

表６１ 

分     類  計測器種類  所管ＧＭ  数量※ １  

１．被ばく管理

用計測器  

電子式線量計  保安総括ＧＭ １式  

ホールボディカウンタ  保安総括ＧＭ １台  

２．放射線管理

用計測器  

線 量 当 量 率測 定 用 サー

ベイメータ  
保安総括ＧＭ ７台  

汚 染 密 度 測定 用 サ ーベ

イメータ  
保安総括ＧＭ ７台  

退出モニタ  保安総括ＧＭ ２台  

試料放射能測定装置  分析評価ＧＭ １台※ ２  

集積線量計  保安総括ＧＭ １式  

３．放射線監視

用計測器  
モニタリングポスト 保安総括ＧＭ ８台  

エリアモニタ  
燃料計装設備ＧＭ ７台※ ３  

燃料計装設備ＧＭ ７台※ ４  

４．環境放射能

用計測器  

試料放射能測定装置※ ５  分析評価ＧＭ １台※ ２  

積算線量計測定装置  保安総括ＧＭ １台  

※１：５号炉及び６号炉の放射線計測器類と共用で確保する数量（エリアモニタを除く。） 

※２：表４３の試料放射能測定装置と共用 

※３：使用済燃料共用プールにおけるエリアモニタの合計の台数（エリアモニタが復旧していない場合

には，未復旧のエリアモニタを除いた台数とする。） 

※４：使用済燃料乾式キャスク仮保管設備におけるエリアモニタ，３号炉原子炉建屋５階におけるエリ

アモニタ及び４号炉原子炉建屋５階におけるエリアモニタの台数 

※５：福島第二原子力発電所と共用 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（管理対象区域外等へ持ち出そうとする物品の測定） 

第６２条 

放射線安全ＧＭは，各ＧＭが管理対象区域から搬出する物品の表面汚染密度が法令に定める表面密度

限度の１０分の１を超えていないことを確認する。 

２．放射線安全ＧＭは，放射線レベルが高いため第１項の確認ができない場合，各ＧＭが管理対象区域

から搬出する物品の表面汚染密度が，スクリーニングレベルを超えていないことを確認する。 

 

３．放射線管理ＧＭ又は作業環境改善ＧＭは，各ＧＭが管理対象区域内で汚染のおそれのない管理対象

区域に移動する物品の表面汚染密度がバックグラウンドを超えていないことを確認する。 

４．放射線管理ＧＭ又は作業環境改善ＧＭは，各ＧＭが管理対象区域内で汚染のおそれのない管理対象

区域に核燃料物質によって汚染された物（新燃料，使用済燃料及び固体廃棄物を除く。）を移動する場

合は，容器等の表面汚染密度がバックグラウンドを超えていないことを確認する。 

 

 

 

 

（管理対象区域外等へ持ち出そうとする物品の測定） 

第６２条 

放射線防護ＧＭは，各プログラム部長及び各ＧＭが管理対象区域から搬出する物品の表面汚染密度が

法令に定める表面密度限度の１０分の１を超えていないことを確認する。 

２．放射線防護ＧＭは，放射線レベルが高いため第１項の確認ができない場合，各プログラム部長及び

各ＧＭが管理対象区域から搬出する物品の表面汚染密度が，スクリーニングレベルを超えていないこ

とを確認する。 

３．放射線防護ＧＭは，各プログラム部長及び各ＧＭが管理対象区域内で汚染のおそれのない管理対象

区域に移動する物品の表面汚染密度がバックグラウンドを超えていないことを確認する。 

４．放射線防護ＧＭは，各プログラム部長及び各ＧＭが管理対象区域内で汚染のおそれのない管理対象

区域に核燃料物質によって汚染された物（新燃料，使用済燃料及び固体廃棄物を除く。）を移動する場

合は，容器等の表面汚染密度がバックグラウンドを超えていないことを確認する。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（発電所外への運搬） 

第６４条 

各ＧＭは，核燃料物質によって汚染された物（新燃料，使用済燃料及び固体廃棄物を除く。）を発電

所外に運搬する場合は，所長の承認を得る。 

 
 

 

（発電所外への運搬） 

第６４条 

各プログラム部長及び各ＧＭは，核燃料物質によって汚染された物（新燃料，使用済燃料及び固体廃

棄物を除く。）を発電所外に運搬する場合は，所長の承認を得る。 

 

 

 

 

組織改編に伴う変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（管理対象区域内における協力企業の放射線防護） 

第６５条 

保安総括ＧＭは，管理対象区域内で作業を行う協力企業に対して，以下に示す放射線防護上の必要な

事項を定め，所長の承認を得る。 

（１）管理対象区域出入者の遵守事項 

イ．出入方法に関すること。  

ロ．個人線量計の着用に関すること。  

ハ．保護衣の着用に関すること。 

ニ．汚染拡大防止措置に関すること。  

ホ．放射性物質を経口摂取するおそれのある場所での飲食及び喫煙の禁止に関すること。 

（２）線量評価の項目及び頻度に関すること。 

（３）床，壁等の汚染発見時の措置に関すること。 

２．各ＧＭは，管理対象区域内で作業を行う協力企業に対して，第１項に定めた必要事項を遵守させる

措置を講じる。 

 

 

 

 

（管理対象区域内における協力企業の放射線防護） 

第６５条 

保安総括ＧＭは，管理対象区域内で作業を行う協力企業に対して，以下に示す放射線防護上の必要な

事項を定め，所長の承認を得る。 

（１）管理対象区域出入者の遵守事項 

イ．出入方法に関すること。  

ロ．個人線量計の着用に関すること。  

ハ．保護衣の着用に関すること。 

ニ．汚染拡大防止措置に関すること。  

ホ．放射性物質を経口摂取するおそれのある場所での飲食及び喫煙の禁止に関すること。 

（２）線量評価の項目及び頻度に関すること。 

（３）床，壁等の汚染発見時の措置に関すること。 

２．各プログラム部長及び各ＧＭは，管理対象区域内で作業を行う協力企業に対して，第１項に定めた

必要事項を遵守させる措置を講じる。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（保守管理） 

第６８条 

各ＧＭは，第１８条から第２９条，第４０条及び第６１条※１に定める設備又は機器の単位ごとに保全

方式※２及び保全方法※３を定めた保全計画（必要に応じて消耗品等の準備を含む）を策定し，これに基づ

き点検，補修，取替え及び改造等の保全を実施するとともに，その結果を記録する。 

 

 

※１：放射線計測器類のうち，エリアモニタのみ該当する。 

※２：時間基準保全，状態基準保全又は事後保全をいう。 

※３：保全方式にあわせた保全方法を定める。なお，事後保全における保全方法とは，運転管理上の

巡視点検や定例試験等を行う中で機器に異常の兆候が確認された場合に点検，補修，取替え及

び改造等の保全を実施することをいう。 

 

 

 

（保守管理） 

第６８条 

各プログラム部長及び各ＧＭは，第１８条から第２９条，第４０条及び第６１条※１に定める設備又は

機器の単位ごとに保全方式※２及び保全方法※３を定めた保全計画（必要に応じて消耗品等の準備を含む）

を策定し，これに基づき点検，補修，取替え及び改造等の保全を実施するとともに，その結果を記録す

る。 

 

※１：放射線計測器類のうち，エリアモニタのみ該当する。 

※２：時間基準保全，状態基準保全又は事後保全をいう。 

※３：保全方式にあわせた保全方法を定める。なお，事後保全における保全方法とは，運転管理上の

巡視点検や定例試験等を行う中で機器に異常の兆候が確認された場合に点検，補修，取替え及

び改造等の保全を実施することをいう。 

 

 

 

 

組織改編に伴う変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（原子力防災資機材等） 

第７１条 

各ＧＭは，原子力防災組織の活動に必要な放射線障害防護用器具，非常用通信機器等を定めるにあ

たり，所長の承認を得る。 

２．技術ＧＭは，緊急時における運転操作に関するマニュアルを作成し，制定及び改定にあたって

は，第７条第２項に基づき運営委員会の確認を得る。 

 

 

（原子力防災資機材等） 

第７１条 

各プログラム部長及び各ＧＭは，原子力防災組織の活動に必要な放射線障害防護用器具，非常用通信

機器等を定めるにあたり，所長の承認を得る。 

２．安全・リスク管理ＧＭは，緊急時における運転操作に関するマニュアルを作成し，制定及び改定

にあたっては，第７条第２項に基づき運営委員会の確認を得る。 

 

 

 

 

組織改編に伴う変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（所員への保安教育） 

第７９条 

安全確保設備等の運用を行う所員への保安教育を実施するにあたり，具体的な保安教育の内容及びそ

の見直し頻度を「NH-30-1 保安教育マニュアル（福島第一廃炉推進カンパニー）」に定め，これに基づ

き次の各号を実施する。 

（１）原子力人財育成センター所長は，毎年度，安全確保設備等の運用を行う所員への保安教育実施計

画を「NH-30-1 保安教育マニュアル（福島第一廃炉推進カンパニー）」で定める実施方針に基づい

て作成し，原子炉主任技術者及び所長の確認を得て廃炉・汚染水対策最高責任者の承認を得る。 

（２）原子力人財育成センター所長は，（１）の保安教育実施計画の策定にあたり，保安委員会の確認を

得る。 

（３）各ＧＭは，（１）の保安教育実施計画に基づき，保安教育を実施する。原子力人財育成センター所

長は，年度毎に所員の保安教育実施結果を所長及び廃炉・汚染水対策最高責任者へ報告する。 

ただし，各ＧＭが，別途定められた基準に従い，各項目の全部又は一部について十分な知識及び

技能を有しているものと認めた者については，該当する教育について省略することができる。 

 

 

（４）原子力人財育成センター所長は，具体的な保安教育の内容について，定められた頻度に基づき見

直しを行う。 

 

 

 

 

（所員への保安教育） 

第７９条 

安全確保設備等の運用を行う所員への保安教育を実施するにあたり，具体的な保安教育の内容及びそ

の見直し頻度を「NH-30-1 保安教育マニュアル（福島第一廃炉推進カンパニー）」に定め，これに基づき

次の各号を実施する。 

（１）原子力人財育成センター所長は，毎年度，安全確保設備等の運用を行う所員への保安教育実施計

画を「NH-30-1 保安教育マニュアル（福島第一廃炉推進カンパニー）」で定める実施方針に基づい

て作成し，原子炉主任技術者及び所長の確認を得て廃炉・汚染水対策最高責任者の承認を得る。 

（２）原子力人財育成センター所長は，（１）の保安教育実施計画の策定にあたり，保安委員会の確認を

得る。 

（３）各プログラム部長及び各ＧＭは，（１）の保安教育実施計画に基づき，保安教育を実施する。原子

力人財育成センター所長は，年度毎に所員の保安教育実施結果を所長及び廃炉・汚染水対策最高責

任者へ報告する。 

ただし，各プログラム部長及び各ＧＭが，別途定められた基準に従い，各項目の全部又は一部に

ついて十分な知識及び技能を有しているものと認めた者については，該当する教育について省略す

ることができる。 

（４）原子力人財育成センター所長は，具体的な保安教育の内容について，定められた頻度に基づき見

直しを行う。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（協力企業従業員への保安教育） 

第８０条 

各ＧＭは，安全確保設備等に関する作業を協力企業が行う場合，当該協力企業従業員の発電所入所時

に安全上必要な教育が「NH-30-1 保安教育マニュアル（福島第一廃炉推進カンパニー）」で定める実施

方針に基づいて実施されていることを確認する。なお，教育の実施状況を確認するため教育現場に適宜

立ち会う。 

ただし，各ＧＭが，別途定められた基準に従い，各項目の全部又は一部について十分な知識及び技能

を有しているものと認めた者については，該当する教育について省略することができる。 

 

２．各ＧＭは，安全確保設備等に関する作業のうち管理対象区域内における業務を協力企業が行う場合，

当該協力企業従業員に対し，安全上必要な教育が「NH-30-1 保安教育マニュアル（福島第一廃炉推進

カンパニー）」で定める実施方針に基づいて実施されていることを確認する。なお，各ＧＭは，教育の

実施状況を確認するため，教育現場に適宜立ち会う。 

ただし，各ＧＭが，別途定められた基準に従い，各項目の全部又は一部について十分な知識及び技

能を有しているものと認めた者については，該当する教育について省略することができる。 

 

３．運営設備ＧＭは，放射性廃棄物処理設備に関する業務の補助を協力企業が行う場合，毎年度，当該

業務に従事する従業員に対し，「NH-30-1 保安教育マニュアル（福島第一廃炉推進カンパニー）」で定

める実施方針のうち，「放射性廃棄物処理設備の業務に関わる者」に準じる保安教育実施計画を定め

ていることを確認し，その内容を原子炉主任技術者及び所長の確認を得て廃炉・汚染水対策最高責任

者の承認を得る。 

４．運営設備ＧＭは，第３項の保安教育実施計画に基づき保安教育が実施されていることを確認し，そ

の実施結果を年度毎に所長及び廃炉・汚染水対策最高責任者に報告する。なお，教育の実施状況を確

認するため教育現場に適宜立ち会う。 

ただし，運営設備ＧＭが，別途定められた基準に従い，各項目の全部又は一部について十分な知識

及び技能を有しているものと認めた者については，該当する教育について省略することができる。 

５．燃料管理ＧＭは，燃料取扱いに関する業務の補助を協力企業が行う場合，毎年度，当該業務に従事

する従業員に対し，「NH-30-1 保安教育マニュアル（福島第一廃炉推進カンパニー）」で定める実施方

針のうち，「燃料取扱いの業務に関わる者」に準じる保安教育実施計画を定めていることを確認し，

その内容を原子炉主任技術者及び所長の確認を得て廃炉・汚染水対策最高責任者の承認を得る。 

 

６．燃料管理ＧＭは，第５項の保安教育実施計画に基づき保安教育が実施されていることを確認し，

その実施結果を年度毎に所長及び廃炉・汚染水対策最高責任者に報告する。なお，教育の実施状況

を確認するため教育現場に適宜立ち会う。 

ただし，燃料管理ＧＭが，別途定められた基準に従い，各項目の全部又は一部について十分な知識

及び技能を有しているものと認めた者については，該当する教育について省略することができる。 

 

 

（協力企業従業員への保安教育） 

第８０条 

各プログラム部長及び各ＧＭは，安全確保設備等に関する作業を協力企業が行う場合，当該協力企業

従業員の発電所入所時に安全上必要な教育が「NH-30-1 保安教育マニュアル（福島第一廃炉推進カンパ

ニー）」で定める実施方針に基づいて実施されていることを確認する。なお，教育の実施状況を確認す

るため教育現場に適宜立ち会う。 

ただし，各プログラム部長及び各ＧＭが，別途定められた基準に従い，各項目の全部又は一部につい

て十分な知識及び技能を有しているものと認めた者については，該当する教育について省略することが

できる。 

２．各プログラム部長及び各ＧＭは，安全確保設備等に関する作業のうち管理対象区域内における業務

を協力企業が行う場合，当該協力企業従業員に対し，安全上必要な教育が「NH-30-1 保安教育マニュ

アル（福島第一廃炉推進カンパニー）」で定める実施方針に基づいて実施されていることを確認する。

なお，各プログラム部長及び各ＧＭは，教育の実施状況を確認するため，教育現場に適宜立ち会う。 

ただし，各プログラム部長及び各ＧＭが，別途定められた基準に従い，各項目の全部又は一部につ

いて十分な知識及び技能を有しているものと認めた者については，該当する教育について省略するこ

とができる。 

３．運用支援ＧＭは，放射性廃棄物処理設備に関する業務の補助を協力企業が行う場合，毎年度，当該

業務に従事する従業員に対し，「NH-30-1 保安教育マニュアル（福島第一廃炉推進カンパニー）」で定

める実施方針のうち，「放射性廃棄物処理設備の業務に関わる者」に準じる保安教育実施計画を定め

ていることを確認し，その内容を原子炉主任技術者及び所長の確認を得て廃炉・汚染水対策最高責任

者の承認を得る。 

４．運用支援ＧＭは，第３項の保安教育実施計画に基づき保安教育が実施されていることを確認し，そ

の実施結果を年度毎に所長及び廃炉・汚染水対策最高責任者に報告する。なお，教育の実施状況を確

認するため教育現場に適宜立ち会う。 

ただし，運用支援ＧＭが，別途定められた基準に従い，各項目の全部又は一部について十分な知識

及び技能を有しているものと認めた者については，該当する教育について省略することができる。 

５．プール燃料取り出しプログラム部長は，燃料取扱いに関する業務の補助を協力企業が行う場合，毎

年度，当該業務に従事する従業員に対し，「NH-30-1 保安教育マニュアル（福島第一廃炉推進カンパ

ニー）」で定める実施方針のうち，「燃料取扱いの業務に関わる者」に準じる保安教育実施計画を定め

ていることを確認し，その内容を原子炉主任技術者及び所長の確認を得て廃炉・汚染水対策最高責任

者の承認を得る。 

６．プール燃料取り出しプログラム部長は，第５項の保安教育実施計画に基づき保安教育が実施され

ていることを確認し，その実施結果を年度毎に所長及び廃炉・汚染水対策最高責任者に報告する。

なお，教育の実施状況を確認するため教育現場に適宜立ち会う。 

ただし，プール燃料取り出しプログラム部長が，別途定められた基準に従い，各項目の全部又は一

部について十分な知識及び技能を有しているものと認めた者については，該当する教育について省略

することができる。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（報告） 

第８２条 

各ＧＭ，１～４号設備運転管理部長又は水処理運転管理部長は，次のいずれかに該当する場合又は

該当するおそれがあると判断した場合は，直ちに所長及び原子炉主任技術者に報告する。 

（１）運転上の制限を満足していないと判断した場合（第３１条） 

（２）気体廃棄物について放出管理の目標値を超えて放出した場合（第４２条） 

（３）外部放射線に係る線量当量率等に異常が認められた場合（第６０条） 

（４）福島第一炉規則第18条第2号，第3号，第5号から第8号，第10号から第12号，第14号，第15号及

び第17号に定める報告事象が生じた場合 

２．所長は，前項に基づく報告を受けた場合，社長に報告する。 

３．第１項又は第２項に基づく報告が，不在で遂行できない場合及び夜間休祭日の報告方法は，「DA-

51-11 トラブル等の報告マニュアル」による。 

４．第１項（１）に該当する場合は，「DA-51-11 トラブル等の報告マニュアル」に基づき，直ちに原子

力規制委員会に報告する。 

 

 

（報告） 

第８２条 

各プログラム部長，運用部長又は各ＧＭは，次のいずれかに該当する場合又は該当するおそれがあ

ると判断した場合は，直ちに所長及び原子炉主任技術者に報告する。 

（１）運転上の制限を満足していないと判断した場合（第３１条） 

（２）気体廃棄物について放出管理の目標値を超えて放出した場合（第４２条） 

（３）外部放射線に係る線量当量率等に異常が認められた場合（第６０条） 

（４）福島第一炉規則第18条第2号，第3号，第5号から第8号，第10号から第12号，第14号，第15号及

び第17号に定める報告事象が生じた場合 

２．所長は，前項に基づく報告を受けた場合，社長に報告する。 

３．第１項又は第２項に基づく報告が，不在で遂行できない場合及び夜間休祭日の報告方法は，「QI-

51-11 トラブル等の報告マニュアル」による。 

４．第１項（１）に該当する場合は，「QI-51-11 トラブル等の報告マニュアル」に基づき，直ちに原子

力規制委員会に報告する。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

附  則 
 

 

 

 

 

 

附則（令和２年２月１３日 原規規発第 2002134号） 

（施行期日） 

第１条 

この規定は，令和２年２月２１日から施行する。 

２．第５条，第３８条，第３９条及び第４２条の２の表４２の２－１における増設焼却炉建屋排気筒か

ら放出される放射性気体廃棄物の管理については，増設雑固体廃棄物焼却設備の運用を開始した時点

から適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

３．第５７条の図５７，添付１（管理区域図）の全体図における周辺監視区域境界及び添付２（管理対

象区域図）の全体図における周辺監視区域境界については，増設雑固体廃棄物焼却設備の設置に伴う

周辺監視区域柵の設置工事が終了した時点から適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

４．添付１（管理区域図）の全体図における増設焼却炉建屋及び増設焼却炉建屋の管理区域図面並びに

添付２（管理対象区域図）の全体図における増設焼却炉建屋及び増設焼却炉建屋の管理対象区域図面

の変更は，それぞれの区域の区域区分の変更をもって適用することとし，それまでの間は従前の例に

よる。 

 

附則（平成３１年１月２８日 原規規発第 1901285号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第５条及び第４２条の２については，油処理装置の運用を開始した時点から適用することとし，

それまでの間は従前の例による。 

 

附則（平成２９年３月７日 原規規発第 1703071号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第３条，第５条及び第４２条の２については，放射性物質分析・研究施設第１棟の運用を開始した

時点から適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（平成２８年１２月２７日 原規規発第 1612276号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第４０条の２における水位の監視については，水位計の設置が完了した貯留設備から順次適用する。 

 

附則（平成２５年８月１４日 原規福発第 1308142号） 

（施行期日） 

 第１条 

２．第１７条第３項及び第５項の１号炉及び２号炉の復水貯蔵タンク水については，各号炉の復水貯蔵

タンクの運用開始時点からそれぞれ適用する。 

 

 

附  則 
 

附則（                    ） 

（施行期日） 

第１条 

この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から９０日以内に施行する。 

 

附則（令和２年２月１３日 原規規発第 2002134号） 

（施行期日） 

第１条 

この規定は，令和２年２月２１日から施行する。 

２．第５条，第３８条，第３９条及び第４２条の２の表４２の２－１における増設焼却炉建屋排気筒か

ら放出される放射性気体廃棄物の管理については，増設雑固体廃棄物焼却設備の運用を開始した時点

から適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

３．第５７条の図５７，添付１（管理区域図）の全体図における周辺監視区域境界及び添付２（管理対

象区域図）の全体図における周辺監視区域境界については，増設雑固体廃棄物焼却設備の設置に伴う

周辺監視区域柵の設置工事が終了した時点から適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

４．添付１（管理区域図）の全体図における増設焼却炉建屋及び増設焼却炉建屋の管理区域図面並びに

添付２（管理対象区域図）の全体図における増設焼却炉建屋及び増設焼却炉建屋の管理対象区域図面

の変更は，それぞれの区域の区域区分の変更をもって適用することとし，それまでの間は従前の例に

よる。 

 

附則（平成３１年１月２８日 原規規発第 1901285号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第５条及び第４２条の２については，油処理装置の運用を開始した時点から適用することとし，

それまでの間は従前の例による。 

 

附則（平成２９年３月７日 原規規発第 1703071号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第３条，第５条及び第４２条の２については，放射性物質分析・研究施設第１棟の運用を開始した

時点から適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（平成２８年１２月２７日 原規規発第 1612276号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第４０条の２における水位の監視については，水位計の設置が完了した貯留設備から順次適用する。 

 

附則（平成２５年８月１４日 原規福発第 1308142号） 

（施行期日） 

 第１条 

２．第１７条第３項及び第４項の１号炉及び２号炉の復水貯蔵タンク水については，各号炉の復水貯蔵

タンクの運用開始時点からそれぞれ適用する。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（品質保証計画） 

第３条 

第２条に係る保安活動のための品質保証活動を実施するにあたり，以下のとおり品質保証計画を定める。 

 

（中略） 

 

4. 品質マネジメントシステム 

4.1 一般要求事項 

(1) 第４条（保安に関する組織）に定める組織（以下「組織」という。）は，本品質保証計画に従って，

品質マネジメントシステムを確立し，文書化し，実施し，かつ，維持する。また，その品質マネジメ

ントシステムの有効性を継続的に改善する。 

 

（中略） 

 

4.2 文書化に関する要求事項 

4.2.1 一般 

 品質マネジメントシステムの文書として以下の事項を含める。また，これらの文書体系を図２に，各

マニュアルと各条文の関連を c)及び d)の表に示す。なお，記録は適正に作成する。 

 

（中略） 

 

d) 組織内のプロセスの効果的な計画，運用及び管理を確実に実施するために，必要と決定した記録

を含む文書 

   ①以下の文書 

第3条の 

関連条項 

原子力品質 

保証規程の 

関連条項 

名  称 
文書

番号 
管理箇所 

第3条以外の 

関連条文 

5.4.1，

8.2.3, 

8.4，8.5.1 

5.4.1，

8.2.3, 

8.4，8.5.1 

セルフアセスメント実施

基本マニュアル（福島第

一廃炉推進カンパニー） 

NI-37 
原子力安全・統

括部 
第 10条 

5.5.4 5.5.4 保安管理基本マニュアル DA-24 
プロジェクト計

画部 
第 6条～第 9条の 3 

5.6，8.5.1 5.6，8.5.1 
マネジメントレビュー実

施基本マニュアル 
DB-18 廃炉推進室 － 

6.2 6.2 

教育及び訓練基本マニュ

アル（福島第一廃炉推進

カンパニー） 

NH-30 
原子力人財育成

センター 
第 118条～第 120条 

6.3，6.4, 

7.1，

7.2.1, 

7.5，7.6 

6.3，6.4, 

7.1，

7.2.1, 

7.5，7.6 

運転管理基本マニュアル DA-51 
プロジェクト計

画部 

第7条，第11条の2，第12条～

第78条，第84条，第87条， 

第94条，第95条，第120条，

第121条 

燃料管理基本マニュアル DA-52 
プロジェクト計

画部 

第19条～第23条，第25条～ 

第27条，第55条，第56条， 

第69条，第72条，第79条～ 

第86条，第103条，第104条，

第120条 

放射性廃棄物管理基本マ

ニュアル 
DA-54 

プロジェクト計

画部 
第87条～第90条，第120条 

 

 

（品質保証計画） 

第３条 

第２条に係る保安活動のための品質保証活動を実施するにあたり，以下のとおり品質保証計画を定める。 

 

（中略） 

 

4. 品質マネジメントシステム 

4.1 一般要求事項 

(1) 第４条（保安に関する組織）に定める組織（以下「組織」という。）は，本品質保証計画に従って，

品質マネジメントシステムを確立し，文書化し，実施し，かつ，維持する。また，その品質マネジメ

ントシステムの有効性を継続的に改善する。 

 

（中略） 

 

4.2 文書化に関する要求事項 

4.2.1 一般 

 品質マネジメントシステムの文書として以下の事項を含める。また，これらの文書体系を図２に，各

マニュアルと各条文の関連を c)及び d)の表に示す。なお，記録は適正に作成する。 

 

（中略） 

 

d) 組織内のプロセスの効果的な計画，運用及び管理を確実に実施するために，必要と決定した記録

を含む文書 

   ①以下の文書 

第3条の 

関連条項 

原子力品質 

保証規程の 

関連条項 

名  称 
文書

番号 
管理箇所 

第3条以外の 

関連条文 

5.4.1，

8.2.3, 

8.4，8.5.1 

5.4.1，

8.2.3, 

8.4，8.5.1 

セルフアセスメント実施

基本マニュアル（福島第

一廃炉推進カンパニー） 

NI-37 
原子力安全・統

括部 
第 10条 

5.5.4 5.5.4 保安管理基本マニュアル DG-24 
廃炉安全・品質

室 
第 6条～第 9条の 3 

5.6，8.5.1 5.6，8.5.1 
マネジメントレビュー実

施基本マニュアル 
QA-18 業務統括室 － 

6.2 6.2 

教育及び訓練基本マニュ

アル（福島第一廃炉推進

カンパニー） 

NH-30 
原子力人財育成

センター 
第 118条～第 120条 

6.3，6.4, 

7.1，

7.2.1, 

7.5，7.6 

6.3，6.4, 

7.1，

7.2.1, 

7.5，7.6 

運転管理基本マニュアル QI-51 
建設・運用・保守

センター 

第7条，第11条の2，第12条～

第78条，第84条，第87条， 

第94条，第95条，第120条，

第121条 

燃料管理基本マニュアル QD-52 

プール燃料取り

出しプログラム

部 

第19条～第23条，第25条～ 

第27条，第55条，第56条， 

第69条，第72条，第79条～ 

第86条，第103条，第104条，

第120条 

放射性廃棄物管理基本マ

ニュアル 
QJ-54 

防災・放射線セ

ンター 
第87条～第90条，第120条 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

第3条の 

関連条項 

原子力品質 

保証規程の 

関連条項 

名  称 
文書

番号 
管理箇所 

第3条以外の 

関連条文 

6.3，6.4, 

7.1，

7.2.1, 

7.5，7.6 

6.3，6.4, 

7.1，

7.2.1, 

7.5，7.6 

保守管理基本マニュアル DA-55 
プロジェクト計

画部 

第90条，第102条，第107条，

第120条 

6.2.2，

6.4，7.1，

7.2.1，7.5 

6.2.2，

6.4，7.1，

7.2.1，7.5 

放射線管理基本マニュア

ル 
DA-53 

プロジェクト計

画部 

第92条～第99条，第100条～

第106条，第120条 

7.1,7.2.1,

7.5 

7.1,7.2.1,

7.5 

法令等の遵守及び安全文

化の醸成に係る活動基本

マニュアル（福島第一廃

炉推進カンパニー） 

NI-

Z09-

80 

原子力安全・統

括部 
第2条の2,第2条の3 

6.3，6.4, 

7.1，

7.2.1, 

7.5，7.6 

6.3，6.4, 

7.1，

7.2.1, 

7.5，7.6 

原子力災害対策基本マニ

ュアル（福島第一廃炉推

進カンパニー） 

NM-79 
原子力運営管理

部 
第108条～第117条 

7.2.3, 

8.2.1 

7.2.3, 

8.2.1 

外部コミュニケーション

基本マニュアル 
DA-21 

プロジェクト計

画部 
－ 

7.3 7.3 設計管理基本マニュアル DA-16 
プロジェクト計

画部 
－ 

7.4 7.4 

調達管理基本マニュアル DE-14 
廃炉工事設計セ

ンター 
－ 

原子燃料調達基本マニュ

アル 
DA-15 

プロジェクト計

画部 
－ 

8.2.4 8.2.4 
検査及び試験基本マニュ

アル 
DA-13 

プロジェクト計

画部 

第 19条，第 22条，第 24条，

第 27条，第 30条，第 32条，

第 39条，第 41条～第 44条，

第 47条，第 49条～第 54条，

第 57条，第 60条，第 63条，

第 81 条，第 84 条，第 107

条,第 107条の 3,第 120条 

8.2.4 8.2.4 運転管理基本マニュアル DA-51 
プロジェクト計

画部 

第 21条，第 24条，第 27条，

第 39条，第 41条，第 51条

～第 54 条，第 58 条，第 60

条，第 61 条，第 67 条，第

84条，第 120条 

②発電所品質保証計画書 

③要領，要項，手引等の手順書 

④部門作成文書 

⑤外部文書 

⑥上記①②③④⑤で規定する記録 

 

（中略） 

 

 

第3条の 

関連条項 

原子力品質 

保証規程の 

関連条項 

名  称 
文書

番号 
管理箇所 

第3条以外の 

関連条文 

6.3，6.4, 

7.1，

7.2.1, 

7.5，7.6 

6.3，6.4, 

7.1，

7.2.1, 

7.5，7.6 

保守管理基本マニュアル QI-55 
建設・運用・保守

センター 

第90条，第102条，第107条，

第120条 

6.2.2，

6.4，7.1，

7.2.1，7.5 

6.2.2，

6.4，7.1，

7.2.1，7.5 

放射線管理基本マニュア

ル 
QJ-53 

防災・放射線セ

ンター 

第92条～第99条，第100条～

第106条，第120条 

7.1,7.2.1,

7.5 

7.1,7.2.1,

7.5 

法令等の遵守及び安全文

化の醸成に係る活動基本

マニュアル（福島第一廃

炉推進カンパニー） 

NI-

Z09-

80 

原子力安全・統

括部 
第2条の2,第2条の3 

6.3，6.4, 

7.1，

7.2.1, 

7.5，7.6 

6.3，6.4, 

7.1，

7.2.1, 

7.5，7.6 

原子力災害対策基本マニ

ュアル（福島第一廃炉推

進カンパニー） 

NM-79 
原子力運営管理

部 
第108条～第117条 

7.2.3, 

8.2.1 

7.2.3, 

8.2.1 

外部コミュニケーション

基本マニュアル 
DF-21 

プロジェクトマ

ネジメント室 
－ 

7.3 7.3 設計管理基本マニュアル QH-16 
計画・設計セン

ター 
－ 

7.4 7.4 

調達管理基本マニュアル QH-14 
計画・設計セン

ター 
－ 

原子燃料調達基本マニュ

アル 
QD-15 

プール燃料取り

出しプログラム

部 

－ 

8.2.4 8.2.4 
検査及び試験基本マニュ

アル 
DG-13 

廃炉安全・品質

室 

第 19条，第 22条，第 24条，

第 27条，第 30条，第 32条，

第 39条，第 41条～第 44条，

第 47条，第 49条～第 54条，

第 57条，第 60条，第 63条，

第 81 条，第 84 条，第 107

条,第 107条の 3,第 120条 

8.2.4 8.2.4 運転管理基本マニュアル QI-51 
建設・運用・保守

センター 

第 21条，第 24条，第 27条，

第 39条，第 41条，第 51条

～第 54 条，第 58 条，第 60

条，第 61 条，第 67 条，第

84条，第 120条 

②発電所品質保証計画書 

③要領，要項，手引等の手順書 

④部門作成文書 

⑤外部文書 

⑥上記①②③④⑤で規定する記録 

 

（中略） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

5. 経営者の責任 

5.1 経営者のコミットメント 

社長は，品質マネジメントシステムの構築及び実施，並びにその有効性を継続的に改善することに

対するコミットメントの証拠を，次の事項によって示す。 

 

（中略） 

 

5.6 マネジメントレビュー 

5.6.1 一般 

(1) 社長は，組織の品質マネジメントシステムが，引き続き，適切，妥当かつ有効であることを確実に

するために，「DB-18 マネジメントレビュー実施基本マニュアル」に基づき，品質マネジメントシス

テムをレビューする。なお，必要に応じて随時実施する。 

(2) このレビューでは，品質マネジメントシステムの改善の機会の評価，並びに品質方針及び品質目標

を含む品質マネジメントシステムの変更の必要性の評価も行う。 

(3) マネジメントレビューの結果の記録を維持する（4.2.4参照）。 

 

（中略） 

 

6. 資源の運用管理 

6.1 資源の提供 

 組織は，人的資源，特定原子力施設，作業環境を含め，原子力安全に必要な資源を提供する。 

 

（中略） 

 

6.3 特定原子力施設 

 組織は，原子力安全の達成のために必要な特定原子力施設を「DA-55 保守管理基本マニュアル」に基

づき明確にし，維持管理する。また，原子力安全の達成のために必要な特定原子力施設を維持するため

のインフラストラクチャーを関連するマニュアル等にて明確にし，維持する。 

 

（中略） 

 

7. 業務の計画及び実施 

7.1 業務の計画 

(1) 組織は，保安活動に必要な業務のプロセスを計画し，運転管理，燃料管理，放射性廃棄物管理，放

射線管理，保守管理，緊急時の措置，関係法令の遵守及び安全文化醸成活動の各基本マニュアル（こ

れらには廃止措置のプロセスを含む。）に定める。また，各基本マニュアルに基づき，業務に必要な

プロセスを計画し，構築する。 

 

（中略） 

 

7.2.3 外部とのコミュニケーション 

 組織は，原子力安全に関して外部とのコミュニケーションを図るための効果的な方法を「DA-21 外部

コミュニケーション基本マニュアル」にて明確にし，実施する。 

 

7.3 設計・開発 

 組織は，特定原子力施設を対象として，「DA-16 設計管理基本マニュアル」に基づき設計・開発の

管理を実施する。 

 

（中略） 

 

 

 

5. 経営者の責任 

5.1 経営者のコミットメント 

社長は，品質マネジメントシステムの構築及び実施，並びにその有効性を継続的に改善することに

対するコミットメントの証拠を，次の事項によって示す。 

 

（中略） 

 

5.6 マネジメントレビュー 

5.6.1 一般 

(1) 社長は，組織の品質マネジメントシステムが，引き続き，適切，妥当かつ有効であることを確実に

するために，「QA-18 マネジメントレビュー実施基本マニュアル」に基づき，品質マネジメントシス

テムをレビューする。なお，必要に応じて随時実施する。 

(2) このレビューでは，品質マネジメントシステムの改善の機会の評価，並びに品質方針及び品質目標

を含む品質マネジメントシステムの変更の必要性の評価も行う。 

(3) マネジメントレビューの結果の記録を維持する（4.2.4参照）。 

 

（中略） 

 

6. 資源の運用管理 

6.1 資源の提供 

 組織は，人的資源，特定原子力施設，作業環境を含め，原子力安全に必要な資源を提供する。 

 

（中略） 

 

6.3 特定原子力施設 

 組織は，原子力安全の達成のために必要な特定原子力施設を「QI-55 保守管理基本マニュアル」に基

づき明確にし，維持管理する。また，原子力安全の達成のために必要な特定原子力施設を維持するため

のインフラストラクチャーを関連するマニュアル等にて明確にし，維持する。 

 

（中略） 

 

7. 業務の計画及び実施 

7.1 業務の計画 

(1) 組織は，保安活動に必要な業務のプロセスを計画し，運転管理，燃料管理，放射性廃棄物管理，放

射線管理，保守管理，緊急時の措置，関係法令の遵守及び安全文化醸成活動の各基本マニュアル（こ

れらには廃止措置のプロセスを含む。）に定める。また，各基本マニュアルに基づき，業務に必要な

プロセスを計画し，構築する。 

 

（中略） 

 

7.2.3 外部とのコミュニケーション 

 組織は，原子力安全に関して外部とのコミュニケーションを図るための効果的な方法を「DF-21 外部

コミュニケーション基本マニュアル」にて明確にし，実施する。 

 

7.3 設計・開発 

 組織は，特定原子力施設を対象として，「QH-16 設計管理基本マニュアル」に基づき設計・開発の

管理を実施する。 

 

（中略） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

7.4 調達 

組織は，「DE-14 調達管理基本マニュアル」及び「DA-15 原子燃料調達基本マニュアル」に基づき調

達を実施する。 

 

（中略） 

 

7.6 監視機器及び測定機器の管理 

(1) 業務・特定原子力施設に対する要求事項への適合性を実証するために，組織は，実施すべき監視及

び測定並びに，そのために必要な監視機器及び測定機器を関連するマニュアル等に定める。 

(2) 組織は，監視及び測定の要求事項との整合性を確保できる方法で監視及び測定が実施できることを

確実にするプロセスを確立し，関連するマニュアル等に定める。 

(3) 測定値の正当性が保証されなければならない場合には，測定機器に関し，「DA-55 保守管理基本マ

ニュアル」に基づき，次の事項を満たす。 

 

（中略） 

 

8. 評価及び改善 

8.1 一般 

(1) 組織は，次の事項のために必要となる監視，測定，分析及び改善のプロセスを計画し，実施する。 

 

（中略） 

 

8.2 監視及び測定 

8.2.1 原子力安全の達成 

  組織は，品質マネジメントシステムの成果を含む実施状況の測定の一つとして，原子力安全を達成し

ているかどうかに関して外部がどのように受けとめているかについての情報を監視する。この情報の入

手及び使用の方法を「DA-21 外部コミュニケーション基本マニュアル」に定める。 

 

（中略） 

 

8.2.4 検査及び試験 

(1) 組織は，特定原子力施設の要求事項が満たされていることを検証するために，「DA-13 検査及び試

験基本マニュアル」及び「DA-51 運転管理基本マニュアル」に基づき，特定原子力施設を検査及び試

験する。検査及び試験は，業務の計画（7.1 参照）に従って，適切な段階で実施する。検査及び試験

の合否判定基準への適合の証拠を維持する（4.2.4参照）。 

 

（中略） 

 

8.3 不適合管理 

(1) 組織は，業務・特定原子力施設に対する要求事項に適合しない状況が放置されることを防ぐために，

それらを識別し，管理することを確実にする。 

 

（中略） 

 

(6) 組織は，原子炉施設の保安の向上を図る観点から，｢DA-51-11 トラブル等の報告マニュアル｣に定

める公開基準に従い，不適合の内容をニューシアへ登録することにより，情報の公開を行う。 

 

（省略） 

 

 

7.4 調達 

組織は，「QH-14 調達管理基本マニュアル」及び「QD-15 原子燃料調達基本マニュアル」に基づき調

達を実施する。 

 

（中略） 

 

7.6 監視機器及び測定機器の管理 

(1) 業務・特定原子力施設に対する要求事項への適合性を実証するために，組織は，実施すべき監視及

び測定並びに，そのために必要な監視機器及び測定機器を関連するマニュアル等に定める。 

(2) 組織は，監視及び測定の要求事項との整合性を確保できる方法で監視及び測定が実施できることを

確実にするプロセスを確立し，関連するマニュアル等に定める。 

(3) 測定値の正当性が保証されなければならない場合には，測定機器に関し，「QI-55 保守管理基本マ

ニュアル」に基づき，次の事項を満たす。 

 

（中略） 

 

8. 評価及び改善 

8.1 一般 

(1) 組織は，次の事項のために必要となる監視，測定，分析及び改善のプロセスを計画し，実施する。 

 

（中略） 

 

8.2 監視及び測定 

8.2.1 原子力安全の達成 

  組織は，品質マネジメントシステムの成果を含む実施状況の測定の一つとして，原子力安全を達成し

ているかどうかに関して外部がどのように受けとめているかについての情報を監視する。この情報の入

手及び使用の方法を「DF-21 外部コミュニケーション基本マニュアル」に定める。 

 

（中略） 

 

8.2.4 検査及び試験 

(1) 組織は，特定原子力施設の要求事項が満たされていることを検証するために，「DG-13 検査及び試

験基本マニュアル」及び「QI-51 運転管理基本マニュアル」に基づき，特定原子力施設を検査及び試

験する。検査及び試験は，業務の計画（7.1 参照）に従って，適切な段階で実施する。検査及び試験

の合否判定基準への適合の証拠を維持する（4.2.4参照）。 

 

（中略） 

 

8.3 不適合管理 

(1) 組織は，業務・特定原子力施設に対する要求事項に適合しない状況が放置されることを防ぐために，

それらを識別し，管理することを確実にする。 

 

（中略） 

 

(6) 組織は，原子炉施設の保安の向上を図る観点から，｢QI-51-11 トラブル等の報告マニュアル｣に定

める公開基準に従い，不適合の内容をニューシアへ登録することにより，情報の公開を行う。 

 

（省略） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（保安に関する組織） 

第４条  

 発電所の保安に関する組織は，図４のとおりとする。 

 

図４ 

 

 

（保安に関する組織） 

第４条  

 発電所の保安に関する組織は，図４のとおりとする。 

 

図４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編に伴う変更 

 

【本社】 

福島第一廃止措置 

保安委員会 

管理責任者 

（内部監査室長） 
 

 

管理責任者 

（廃炉・汚染水対策 

最高責任者） 

 社長 福島第一※１ 

原子力監査グループ 

 

 ※１：発電所に常駐 
 

※→ 

内部監査室 

 

 

 

福島第一廃炉推進

カンパニー 

 

 

 

 

廃炉推進室 

 

プロジェクト計画部 

 

廃炉工事設計センター 

 

廃炉資材調達センター 

 

※※ → 

 

原子力・立地本部 

原子力安全・統括部 

 

原子力・立地本部 

原子力運営管理部 

 

原子力・立地本部 

原子力人財育成センター※２ 

 ※２：福島第二原子力発電所に常駐 

【本社】 

福島第一廃止措置 

保安委員会 

管理責任者 

（内部監査室長） 
 

 

管理責任者 

（廃炉・汚染水対策 

最高責任者） 

 社長 福島第一※１ 

原子力監査グループ 

 

 ※１：発電所に常駐 
 

※→ 

内部監査室 

 

 

 

福島第一廃炉推進

カンパニー 

 

 

 

 

プロジェクトマネジメント室 

 

廃炉安全・品質室 

 

廃炉資材調達センター 

 

※※ → 

 

 

 

原子力・立地本部 

原子力安全・統括部 

 

原子力・立地本部 

原子力運営管理部 

 

原子力・立地本部 

原子力人財育成センター※２ 

 ※２：福島第二原子力発電所に常駐 

安全・リスク管理Ｇ 

品質向上Ｇ 

基盤整備Ｇ 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編に伴う変更 

 

↓ 

※※※ 

電気主任技術者※４ 

【福島第一原子力発電所】 

原子力発電 

保安運営委員会 

廃炉管理部 

 

 

 

総務部 

 

 

技術・ 

品質安全部 

 

 

 

防災安全部 

工事基盤整備グループ 

保全計画グループ 

ＩＣＴ推進グループ 

 

労務人事グループ 

資材契約グループ 

 

技術グループ 

安全管理グループ 

改善推進グループ 

品質保証グループ 

 

原子力防災グループ 

防災安全グループ 

防護管理グループ 

※ → 原子炉主任技術者※４ 

※※→ 所 長 

※３：原子炉主任技術者及び電気主任技術者を総称して 

「主任技術者」という。 

業務統括室 

 

 

 

汚染水対策プログラム部 

 

 

プール燃料取り出しプログラム部 

 

 

燃料デブリ取り出しプログラム部 

 

 

廃棄物対策プログラム部 

 

 

敷地全般管理・対応プログラム部 

 

 

計画・設計センター 

↓ 

※※※ 

電気主任技術者※３ 

【福島第一原子力発電所】 

原子力発電 

保安運営委員会 

※ → 原子炉主任技術者※３ 

※※→ 所 長 
資材グループ 

労務人事グループ 

ＩＣＴ推進グループ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機械技術グループ 

地下水対策技術グループ 

処理・貯留設備技術グループ 

電気技術グループ 

配電・電路グループ 

計装技術グループ 

通信システムグループ 

土木基盤技術グループ 

土木水対策技術グループ 

建築保守技術グループ 

建築建設技術グループ 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
組織改編に伴う変更 

 

↓ 

※※※ 

↓ 

※※※※ 

保安総括グループ 

放射線安全グループ 

保健安全グループ 

作業環境改善グループ 

放射線管理グループ 

 

環境モニタリンググループ 

環境管理グループ 

分析評価グループ 

固体廃棄物管理グループ 

廃棄物計画グループ 

 

当直 

運営総括グループ 

運営設備グループ 

作業管理グループ 

 

原子炉冷却グループ 

使用済燃料プール冷却グループ 

燃料調査グループ 

燃料設備グループ※３ 

燃料管理グループ※３ 

 

電気設備保守グループ 

設備電源グループ 

所内電源グループ 

配電・電路グループ 

冷却・監視設備計装グループ 

水処理・滞留水計装グループ 

通信システムグループ※３ 

 

廃棄物設備グループ※３ 

電気機器グループ※３ 

計装設備グループ※３ 

放射線防護部 

 

 

 

 

 

環境化学部 

 

 

 

 

 

１～４号設備 

運転管理部 

 

 

 

燃料対策・ 

冷却設備部 

 

 

 

 

電気・ 

通信基盤部 

 

 

 

 

 

 

５・６号／ 

共通設備 

保全部 

 

ユニット所長 

（放射線・環境統括） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ユニット所長 

（廃炉設備統括） 

↓ 

※※※ 

１～４号当直 

５・６号当直 

水処理当直 

運用支援グループ 

水処理計画グループ 

作業管理グループ 

 

保全計画グループ 

１～６号機械設備グループ 

共用機械設備グループ 

地下水対策設備グループ 

処理設備グループ 

貯留設備グループ 

 

電気設備保守グループ 

電気設備建設グループ 

燃料計装設備グループ 

水処理計装設備グループ 

 

土木基盤設備グループ 

土木水対策設備グループ 

 

建築設備保守グループ 

建築設備建設グループ 

 

保安総括グループ 

放射線防護グループ 

放出・環境モニタリンググループ 

分析評価グループ 

固体廃棄物グループ 

 

労働安全・防火グループ 

原子力防災グループ 

防護管理グループ 

運用部 

 

 

 

 

 

 

機械部 

 

 

 

 

 

 

電気・計装部 

 

 

 

 

土木部 

 

 

建築部 

 

 

放射線・環境部 

 

 

 

 

 

防災安全部 

建設・運用・保守センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災・放射線センター 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

（削除） 

 

組織改編に伴う変更 

 

※３：それぞれ１グループで１～６号炉を所管する。 

 

※４：原子炉主任技術者及び電気主任技術者を総称して 

「主任技術者」という。 

 ↓ 

※※※※ 

当直 

運営グループ 

作業管理グループ 

 

機械グループ 

廃棄物設備グループ※３ 

電気機器グループ※３ 

計装設備グループ※３ 

 

燃料設備グループ※３ 

燃料管理グループ※３ 

 

通信システムグループ※３ 

 

 

当直 

水処理運営グループ 

水処理計画グループ 

水処理作業管理グループ 

 

地下水対策グループ 

処理設備グループ 

貯留設備グループ 

 

土木保全・総括グループ 

廃棄物基盤グループ 

港湾土木グループ 

トレンチ対策グループ 

地下水調査グループ 

貯留設備土木グループ 

 

建築保全・総括グループ 

１号機建築グループ 

２号機建築グループ 

３号機建築グループ 

建築水対策グループ 

建築廃棄物対策グループ 

建築総合工事グループ 

５・６号／ 

共通設備 

運転管理部 

 

５・６号／ 

共通設備 

保全部 

 

 

燃料対策・ 

冷却設備部 

 

電気・ 

通信基盤部 

 

水処理 

運転管理部 

 

 

 

水処理設備部 

 

 

 

土木部 

 

 

 

 

 

 

建築部 

ユニット所長 

（５・６号／ 

 共通設備統括） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ユニット所長 

（水処理設備統括） 

 

 

 

 

 

 

 

ユニット所長 

（土木建築設備統括） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（保安に関する職務） 

第５条 

保安に関する職務のうち，本社組織の職務は次のとおり。 

（１）社長は，トップマネジメントとして，管理責任者を指揮し，品質マネジメントシステムの構築，

実施，維持，改善に関して，保安活動を統轄するとともに，関係法令及び保安規定の遵守の意識

を定着させるための活動並びに安全文化の醸成活動を統轄する。また，保安に関する組織（原子

炉主任技術者を含む。）から適宜報告を求め，｢DA-51-11 トラブル等の報告マニュアル｣に基づ

き，原子力安全を最優先し必要な指示を行う。 

（２）内部監査室長は，管理責任者として，品質保証活動に関わる監査を統括管理する。また，関係法

令及び保安規定の遵守の意識を定着させるための活動並びに安全文化の醸成活動を統括する（内

部監査室に限る。）。 

（３）福島第一原子力監査グループは，品質保証活動の監査を行う。 

（４）廃炉・汚染水対策最高責任者は，管理責任者として，廃炉推進室，プロジェクト計画部，廃炉工

事設計センター，廃炉資材調達センター，原子力安全・統括部，原子力運営管理部，原子力人財

育成センターの長及び所長を指導監督し，廃炉・汚染水処理業務を統括する。また，関係法令及

び保安規定の遵守の意識を定着させるための活動並びに安全文化の醸成活動を統括する（内部監

査室を除く。）。 

（５）廃炉推進室は，管理責任者を補佐し，福島第一廃炉推進カンパニーにおける要員の計画，管理に

関する業務を行う。 

 

（６）プロジェクト計画部は，福島第一原子力発電所の中長期対策の計画策定，総括管理及び技術検討

に関する業務並びに実施計画の策定及び見直しに関する業務を行う。 

（７）廃炉工事設計センターは，廃炉・汚染水処理に関わる設備の設計管理に関する業務（プロジェク

ト計画部所管業務を除く。）を行う。 

 

 

 

 

 

 

（８）廃炉資材調達センターは，調達先の評価・選定に関する業務を行う。 

（９）原子力安全・統括部は，福島第一廃炉推進カンパニーにおける安全・品質の管理に関する業務を

行う。 

（10）原子力運営管理部は，福島第一原子力発電所の運転に関する業務（プロジェクト計画部所管業務

を除く。）を行う。 

（11）原子力人財育成センターは，保安教育及びその他必要な教育の総括に関する業務を行う。 

２．保安に関する職務のうち，発電所組織の職務は次のとおり。 

（１）所長は，廃炉・汚染水対策最高責任者を補佐し，発電所における保安に関する業務を統括し，そ

の際には主任技術者の意見を尊重する。 

（２）工事基盤整備グループは，安全確保設備等（「安全確保設備等」の定義は第 11条による。以下，

本条において同じ。）のうち，廃炉プロジェクトの工程・レイアウト管理に関する業務を行う。 

 

 

（３）保全計画グループは，安全確保設備等並びに５号炉及び６号炉に係る原子炉施設の設備診断（振

動・赤外線等），点検結果の評価及び原子炉施設の保守の総括に関する業務を行う。 

（４）ＩＣＴ推進グループは，情報システム設備の保守管理に関する業務を行う。 

（５）労務人事グループは，要員の計画・管理に関する業務を行う。 

（６）資材契約グループは，調達に関する業務を行う。 

 

 

（保安に関する職務） 

第５条 

保安に関する職務のうち，本社組織の職務は次のとおり。 

（１）社長は，トップマネジメントとして，管理責任者を指揮し，品質マネジメントシステムの構築，

実施，維持，改善に関して，保安活動を統轄するとともに，関係法令及び保安規定の遵守の意識

を定着させるための活動並びに安全文化の醸成活動を統轄する。また，保安に関する組織（原子

炉主任技術者を含む。）から適宜報告を求め，｢QI-51-11 トラブル等の報告マニュアル｣に基づ

き，原子力安全を最優先し必要な指示を行う。 

（２）内部監査室長は，管理責任者として，品質保証活動に関わる監査を統括管理する。また，関係法

令及び保安規定の遵守の意識を定着させるための活動並びに安全文化の醸成活動を統括する（内

部監査室に限る。）。 

（３）福島第一原子力監査グループは，品質保証活動の監査を行う。 

（４）廃炉・汚染水対策最高責任者は，管理責任者として，プロジェクトマネジメント室，廃炉安全・

品質室，廃炉資材調達センター，原子力安全・統括部，原子力運営管理部，原子力人財育成セン

ターの長及び所長を指導監督し，廃炉・汚染水処理業務を統括する。また，関係法令及び保安規

定の遵守の意識を定着させるための活動並びに安全文化の醸成活動を統括する（内部監査室を除

く。）。 

（５）プロジェクトマネジメント室は，福島第一廃炉推進カンパニーにおける廃炉全体の中長期的な工

程，人的資源の計画，実施計画の策定及び管理並びに各プロジェクトの進捗状況の監視・評価及

び人的資源の再配分に関する業務を行う。 

 

 

 

 

（６）安全・リスク管理グループは，保安管理及び原子力安全の総括（安全評価，リスク管理を含む。）

に関する業務を行う。 

（７）品質向上グループは，不適合管理及び改善活動全般（設計・開発の変更管理，調達を含む。）に関

する業務を行う。 

（８）基盤整備グループは，品質保証体系の総括，品質管理のための基盤の整備及び原子力保安検査に

関する業務を行う。 

（９）廃炉資材調達センターは，調達先の評価・選定に関する業務を行う。 

（10）原子力安全・統括部は，福島第一廃炉推進カンパニーにおける安全・品質の管理に関する業務を

行う。 

（11）原子力運営管理部は，福島第一原子力発電所の運転に関する業務（プロジェクトマネジメント室

所管業務を除く。）を行う。 

（12）原子力人財育成センターは，保安教育及びその他必要な教育の総括に関する業務を行う。 

２．保安に関する職務のうち，発電所組織の職務は次のとおり。 

（１）所長は，廃炉・汚染水対策最高責任者を補佐し，発電所における保安に関する業務を統括し，そ

の際には主任技術者の意見を尊重する。 

 

 

（２）資材グループは，調達に関する業務を行う。 

（３）労務人事グループは，要員の計画・管理に関する業務を行う。 

 

 

（４）ＩＣＴ推進グループは，情報システム設備の保守管理に関する業務を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編に伴う変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（７）技術グループは，安全確保設備等並びに５号炉及び６号炉に係る原子炉施設の運転に関する業務

（当直長（１～４号設備運転管理部及び５・６号／共通設備運転管理部）以外の各ＧＭが運用す

る業務を除く。）の支援及び情報連絡並びに原子力技術の総括に関する業務を行う。 

（８）安全管理グループは，保安管理及び原子炉安全の総括（安全評価を含む。）に関する業務を行う。 

（９）改善推進グループは，不適合管理及び改善活動全般に関する業務を行う。 

（10）品質保証グループは，品質保証体系の総括，品質の管理及び原子力保安検査に関する業務を行う。 

（11）原子力防災グループは，原子力防災の総括及び緊急時対応の訓練計画・実施に関する業務を行う。 

（12）防災安全グループは，防災安全の総括及び初期消火活動のための体制の整備に関する業務並びに

安全確保設備等の運用に関する業務を行う。 

（13）防護管理グループは，周辺監視区域及び保全区域の管理に関する業務並びに安全確保設備等の運

用に関する業務を行う。 

（14）保安総括グループは，安全確保設備等のうち，放射線管理の総括，放射線防護に係る装備品の管

理及び計測器の管理（環境モニタリンググループ，分析評価グループ，計装設備グループ及び冷

却・監視設備計装グループが所管する業務を除く。）に関する業務を行う。 

（15）放射線安全グループは，安全確保設備等のうち，出入管理及び放射線防護教育に関する業務を行

う。 

（16）保健安全グループは，安全確保設備等のうち，個人線量管理，管理区域入域許可等の管理及び放

射線従事者登録に関する業務を行う。 

（17）作業環境改善グループは，安全確保設備等のうち，構内施設（免震重要棟など）の放射線測定及

び構内除染推進に関する業務を行う。 

（18）放射線管理グループは，安全確保設備等の放射線管理に関する業務（作業環境改善グループ所管

業務を除く。）を行う。 

（19）環境モニタリンググループは，安全確保設備等のうち，環境化学，環境モニタリング及び廃棄物

管理の総括，発電所内外の陸域・沖合海域のモニタリング（環境管理グループ所管業務を除く。）

並びにモニタリングに関する設備の管理に関する業務を行う。 

（20）環境管理グループは，安全確保設備等のうち，液体廃棄物等の排水管理，１～４号炉等からの気

体廃棄物の放出測定管理及び５・６号炉からの放射性気体廃棄物の放出管理並びに発電所内外の

海域（港湾内，沿岸）のモニタリングに関する業務を行う。 

（21）分析評価グループは，安全確保設備等のうち，分析施設の運用管理，放射能・化学分析機器の管

理，１～６号炉使用済燃料プール及び使用済燃料共用プールの水質管理並びに分析・データ評価

に関する業務を行う。 

（22）固体廃棄物管理グループは，安全確保設備等のうち，作業で発生した放射性固体廃棄物の管理及

び固体廃棄物貯蔵庫管理に関する業務を行う。 

（23）廃棄物計画グループは，安全確保設備等のうち，放射性固体廃棄物貯蔵庫，瓦礫類の一時保管施

設及び減容施設に関する技術検討並びに当該廃棄物関連施設における廃棄物の処理計画及び運

用方法の検討に関する業務を行う。また，放射性物質分析・研究施設第１棟及び大型機器除染設

備の運用管理に関する業務を行う。 

（24）当直（１～４号設備運転管理部）は，安全確保設備等の運転，監視及び巡視点検に関する業務（当

直長（１～４号設備運転管理部）以外の各ＧＭが運用する業務並びに運営設備グループ及び作業

管理グループ（１～４号設備運転管理部）所管業務を除く。）を行う。 

（25）運営総括グループは，安全確保設備等の運営の総括及び手順書マニュアルに関する業務（当直長

（１～４号設備運転管理部）以外の各ＧＭが運用する業務を除く。）を行う。 

（26）運営設備グループは，安全確保設備等の管理用消耗品の管理，委託・工事管理及び設備管理に関

する業務（当直長（１～４号設備運転管理部）以外の各ＧＭが運用する業務を除く。）を行う。 

（27）作業管理グループ（１～４号設備運転管理部）は，安全確保設備等の運転に関する業務（当直長

（１～４号設備運転管理部）以外の各ＧＭが運用する業務を除く。）のうち，保守作業の管理に関

する業務（当直所管業務を除く。）を行う。 

（28）原子炉冷却グループは，安全確保設備等のうち，原子炉注水設備（廃棄物設備グループ所管業務

を除く。），ほう酸水注入設備及び原子炉格納容器内窒素封入設備の保守管理並びに水貯蔵タンク

の水質管理並びに原子炉冷却用消防車の運用及び保守管理に関する業務を行う。 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編に伴う変更 

 

80



福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第２編） 

11 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（29）使用済燃料プール冷却グループは，安全確保設備等のうち，原子炉格納容器ガス管理設備及び使

用済燃料プール冷却設備の保守管理並びに使用済燃料プールの水質管理並びに使用済燃料プー

ル用消防車及びコンクリートポンプ車の運用及び保守管理に関する業務を行う。 

（30）燃料調査グループは，安全確保設備等のうち，原子炉格納容器の内部調査，原子炉格納容器の補

修，他グループに属さない遠隔無人化装置の管理運営，建屋内除染・空気浄化等被ばく低減策の

実施及び構内除染計画の取り纏めに関する業務を行う。 

（31）燃料設備グループは，原子炉建屋カバー・コンテナの機械設備関係の工事に関する業務を行う。 

（32）燃料管理グループは，１～６号炉使用済燃料プール，使用済燃料共用プール及び使用済燃料乾式

キャスク仮保管設備における燃料の管理（当直所管業務を除く。）並びに使用済燃料共用プール

設備の復旧及び使用済燃料共用プール用消防車の運用及び保守管理に関する業務並びに安全確

保設備等の運用に関する業務を行う。 

（33）電気設備保守グループは，安全確保設備等のうち，電気設備（電気機器グループ所管業務を除く。）

及び免震重要棟電気設備室内の電気設備の保守管理並びに電源車の運用及び保守管理並びに電

気設備の設備計画に関する業務を行う。 

（34）設備電源グループは，安全確保設備等のうち，設備電源の新設及び増設工事に関する業務を行う。 

（35）所内電源グループは，安全確保設備等のうち，所内電源設備及び開閉所の新設及び増設工事に関

する業務を行う。 

（36）配電・電路グループは，安全確保設備等のうち，構内配電線設備の新設，増設及び保守管理並び

に電路設置に関する業務を行う。 

（37）冷却・監視設備計装グループは，安全確保設備等のうち，冷却設備及び集中遠隔監視等に係る計

装設備に関する業務を行う。 

（38）水処理・滞留水計装グループは，安全確保設備等のうち，水処理設備等に係る計装設備に関する

業務を行う。 

（39）通信システムグループは，通信設備の保守管理に関する業務を行う。 

（40）当直（５・６号／共通設備運転管理部）は，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設の運転に関する

業務（運営グループ及び作業管理グループ（５・６号／共通設備運転管理部）所管業務を除く。）

及び燃料取扱いに関する業務を行う。 

（41）運営グループは，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設の運用管理に関する業務（当直所管業務を

除く。）並びに安全確保設備等のうち，雑固体廃棄物焼却設備及び増設雑固体廃棄物焼却設備の

運用管理に関する業務を行う。 

（42）作業管理グループ（５・６号／共通設備運転管理部）は，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設の

運転に関する業務のうち保守作業の管理に関する業務（当直所管業務を除く。）を行う。 

（43）機械グループは，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設のうち機械設備に係る保守管理並びに５・

６号炉冷却用及び使用済燃料プール用消防車の運用及び保守管理に関する業務を行う。 

（44）廃棄物設備グループは，５号炉及び６号炉の廃棄物処理設備並びに廃棄物集中処理建屋内設備及

びサイトバンカの機械設備に係る保守管理に関する業務並びに安全確保設備等のうち，使用済燃

料共用プール設備，雑固体廃棄物焼却設備，増設雑固体廃棄物焼却設備及び原子炉注水設備（ろ

過水タンク及び純水タンク）に係る機械設備の保守管理に関する業務を行う。 

（45）電気機器グループは，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設並びに廃棄物処理設備，廃棄物集中処

理建屋内設備及びサイトバンカのうち，電気設備に係る保守管理に関する業務並びに安全確保設

備等のうち使用済燃料共用プール設備，雑固体廃棄物焼却設備及び増設雑固体廃棄物焼却設備に

係る電気設備の保守管理に関する業務を行う。 

（46）計装設備グループは，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設並びに廃棄物処理設備，廃棄物集中処

理建屋内設備及びサイトバンカのうち，計装設備に係る保守管理に関する業務並びに安全確保設

備等のうち使用済燃料共用プール設備，雑固体廃棄物焼却設備及び増設雑固体廃棄物焼却設備に

係る計装設備の保守管理に関する業務を行う。 

（47）当直（水処理運転管理部）は，安全確保設備等のうち，汚染水処理設備等（汚染水処理設備，貯

留設備及び関連設備），サブドレン他水処理施設（土木設備を除く。）及び陸側遮水壁の運転，監

視及び巡視点検に関する業務を行う。 

（48）水処理運営グループは，水処理運営の総括及び手順書マニュアルに関する業務を行う。 

 

 

（削除） 
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（49）水処理計画グループは，安全確保設備等のうち，汚染水及び滞留水の移送，処理及び貯留の計画

に関する業務を行う。 

（50）水処理作業管理グループは，安全確保設備等の運転に関する業務（当直長（水処理運転管理部）

が運用する業務）のうち，保守作業の管理に関する業務（当直所管業務を除く。）を行う。  

（51）地下水対策グループは，安全確保設備等のうち，滞留水移送装置及び陸側遮水壁（機械設備）の

保守管理並びにサブドレン他水処理施設（土木・建築設備を除く。）の設置及び保守管理並びに油

処理装置の設置，運転管理及び保守管理に関する業務を行う。 

（52）処理設備グループは，安全確保設備等のうち，汚染水処理過程で発生する廃棄物の貯蔵及び廃棄

物貯蔵施設の建設並びに汚染水処理設備の保守管理に関する業務を行う。 

（53）貯留設備グループは，安全確保設備等のうち，汚染水処理設備等の貯留設備の建設及び保守管理

に関する業務を行う。 

（54）土木保全・総括グループは，構内共通土木設備及び５・６号炉（土木設備）の保守管理並びに廃

炉に関わる土木関連業務を行う。 

（55）廃棄物基盤グループは，安全確保設備等のうち，廃棄物処分関連設備の設置及び保守管理並びに

造成工事，構内除染作業に関する業務を行う。 

（56）港湾土木グループは，安全確保設備等のうち，海側汚染拡大防止対策及び５・６号炉海側設備に

関わる土木工事に関する業務を行う。 

（57）トレンチ対策グループは，安全確保設備等のうち，トレンチの閉塞工事及び陸側汚染拡大防止対

策に関する業務を行う。 

（58）地下水調査グループは，地下水等モニタリング及び評価並びに安全確保設備等のうち，地下水流

入抑制設備の設置及び保守管理に関する業務並びに地下水ドレン集水設備（土木設備）の設置，

運転管理及び保守管理並びにサブドレン集水設備（土木設備）の設置及び保守管理並びに陸側遮

水壁（土木設備）の保守管理に関する業務を行う。 

（59）貯留設備土木グループは，安全確保設備等のうち，タンク（土木設備）の設置，運用及び保守管

理並びに地下貯水槽の保守管理に関する業務を行う。 

（60）建築保全・総括グループは，安全確保設備等のうち，１～３号炉を除く建屋・建築設備の点検・

保守管理に関する業務を行う。 

（61）１号機建築グループは，安全確保設備等のうち，１号炉原子炉建屋カバー・コンテナの建築関係

の工事に関する業務を行う。 

（62）２号機建築グループは，安全確保設備等のうち，２号炉原子炉建屋カバー・コンテナの建築関係

の工事に関する業務を行う。 

（63）３号機建築グループは，安全確保設備等のうち，３号炉及び４号炉原子炉建屋カバー・コンテナ

の建築関係の工事に関する業務並びに建屋内瓦礫運搬に関する業務を行う。 

（64）建築水対策グループは，安全確保設備等のうち，サブドレン集水設備（土木設備を除く。）の設置

及び保守管理に関する業務並びに建屋地下水対策及び建屋津波対策に関する業務を行う。 

（65）建築廃棄物対策グループは，安全確保設備等のうち，廃棄物処理保管関連建屋工事及び保守管理

に関する業務を行う。 

（66）建築総合工事グループは，安全確保設備等のうち，他のグループに属さない建屋の建設及び既存

建屋の復旧・整備工事に関する業務を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）汚染水対策プログラム部は，１～４号炉に係る安全確保設備等（「安全確保設備等」の定義は第

11 条による。）のうち，汚染水処理設備等，滞留水を貯留している建屋，多核種除去設備等，サ

ブドレン他水処理施設，雨水処理設備等及び油処理装置のプロジェクトの計画及び管理に関する

業務を行う。 

（６）プール燃料取り出しプログラム部は，１～４号炉に係る安全確保設備等のうち，使用済燃料プー

ル設備及び使用済燃料プールからの燃料取り出し設備，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設のう

ち，５・６号機燃料取扱系及び燃料貯蔵設備，その他安全確保設備等のうち，使用済燃料乾式キ

ャスク仮保管設備並びに使用済燃料共用プール設備のプロジェクトの計画及び管理並びにこれ

らに係る燃料管理に関する業務を行う。また，１～４号炉に係る安全確保設備等のうち，使用済

燃料プール設備（使用済燃料プール），使用済燃料プールからの燃料取り出し設備，その他安全確

保設備等のうち，使用済燃料乾式キャスク仮保管設備の機械設備並びに建築設備の設計，建設・

設置及び保守管理に関する業務を行う。 
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（なし） 

 

（７）燃料デブリ取り出しプログラム部は，１～４号炉に係る安全確保設備等のうち，燃料デブリ取り

出しに関する設備，原子炉圧力容器・格納容器注水設備，原子炉圧力容器・格納容器ほう酸水注

入設備，原子炉格納容器内窒素封入設備及び原子炉格納容器ガス管理設備に係る設備のプロジェ

クトの計画及び管理並びにこれらに係る機械設備の設計，建設・設置及び保守管理に関する業務

（共用機械設備ＧＭが所管する業務を除く。）を行う。 

（８）廃棄物対策プログラム部は，その他安全確保設備等のうち，放射性固体廃棄物等の管理施設及び

関連施設並びに放射性物質分析・研究施設第１棟のプロジェクトの計画及び管理に関する業務を

行う。 

（９）敷地全般管理・対応プログラム部は，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設，屋外エリアのプロジ

ェクトの計画及び管理に関する業務（各プログラム部長が所管する業務を除く。）を行う。 

（10）機械技術グループは，機械設備の設計に関する業務（機械技術ＧＭ以外の各プログラム部長及び

各ＧＭが所管する業務を除く。）を行う。 

（11）地下水対策技術グループは，１～４号炉に係る安全確保設備等のうち，汚染水処理設備等（滞留

水移送装置），滞留水を貯留する建屋（陸側遮水壁），サブドレン他水処理施設及び油処理装置に

係る機械設備の設計に関する業務を行う。 

（12）処理・貯留設備技術グループは，１～４号炉に係る安全確保設備等のうち，汚染水処理設備等（滞

留水移送装置を除く。），多核種除去設備等及び雨水処理設備等に係る機械設備の設計に関する業

務を行う。 

（13）電気技術グループは，電気設備の設計に関する業務（配電・電路ＧＭが所管する業務を除く。）を

行う。 

（14）配電・電路グループは，構内配電線設備の設計，建設・設置及び保守管理に関する業務を行う。 

（15）計装技術グループは，計装設備の設計に関する業務を行う。 

（16）通信システムグループは，通信設備の設計，建設・設置及び保守管理に関する業務を行う。 

（17）土木基盤技術グループは，土木設備の設計に関する業務（土木水対策技術ＧＭが所管する業務を

除く。）を行う。 

（18）土木水対策技術グループは，１～４号炉に係る安全確保設備等のうち，汚染水処理設備等，滞留

水を貯留する建屋，サブドレン他水処理施設，雨水処理設備等及び原子炉圧力容器・格納容器注

水設備（処理水バッファタンク），その他安全確保設備等のうち，放射性固体廃棄物等の管理施設

及び関連施設（サイトバンカ及び廃棄物集中処理建屋）に係る土木設備の設計に関する業務を行

う。 

（19）建築保守技術グループは，既設建築設備に係る設計に関する業務を行う。 

（20）建築建設技術グループは，新設建築設備に係る設計に関する業務を行う。 

（21）１～４号当直は，１～４号炉に係る安全確保設備等，その他安全確保設備等のうち，使用済燃料

共用プール設備の運転管理に関する業務（１～４号当直長以外の各プログラム部長及び各ＧＭが

所管する業務を除く。）を行う。 

（22）５・６号当直は，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設，その他安全確保設備等のうち，放射性固

体廃棄物等の管理施設及び関連施設の運転管理に関する業務（５・６号当直長以外の各プログラ

ム部長及び各ＧＭが所管する業務を除く。）を行う。 

（23）水処理当直は，１～４号炉に係る安全確保設備等のうち，汚染水処理設備等，滞留水を貯留する

建屋，多核種除去設備等及びサブドレン他水処理施設（地下水ドレン集水設備を除く。）の運転管

理（運用支援ＧＭ，作業管理ＧＭ及び水処理計画ＧＭが所管する業務を除く。）に関する業務を行

う。 

（24）運用支援グループは，１～４号炉に係る安全確保設備等，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設，

その他安全確保設備等のうち，使用済燃料共用プール設備，放射性固体廃棄物等の管理施設及び

関連施設（雑固体廃棄物焼却設備及び増設雑固体廃棄物焼却設備を除く。）の運転管理のうち，マ

ニュアル・手順書及び設備管理に関する業務を行う。また，１～４号炉に係る安全確保設備等の

うち，原子炉圧力容器・格納容器注水設備（ろ過水タンク，純水タンク及び原水地下タンク），そ

の他安全確保設備等のうち，放射性固体廃棄物等の管理施設及び関連施設（雑固体廃棄物焼却設

備及び増設雑固体廃棄物焼却設備）並びに大型機器除染設備の運用に関する業務を行う。 
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（なし） 

 

（25）水処理計画グループは，１～４号炉に係る安全確保設備等の運転管理のうち，汚染水及び滞留水

の移送，処理及び貯留の運転計画に関する業務を行う。 

（26）作業管理グループは，１～４号炉に係る安全確保設備等，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設，

その他安全確保設備等のうち，使用済燃料共用プール設備，放射性固体廃棄物等の管理施設及び

関連施設並びに大型機器除染設備の保守作業管理に関する業務を行う。 

（27）保全計画グループは，保守の総括に関する業務を行う。 

（28）１～６号機械設備グループは，１～４号炉に係る安全確保設備等，５号炉及び６号炉に係る原子

炉施設に係る機械設備の建設・設置及び保守管理，水貯蔵タンク及び使用済燃料プールの水質管

理に関する業務（１～６号機械設備ＧＭ以外の各プログラム部長及び各ＧＭが所管する業務を除

く。）を行う。また，１～４号炉に係る安全確保設備等のうち，原子炉圧力容器・格納容器注水設

備（消防車），使用済燃料プール設備（消防車及びコンクリートポンプ車），５号炉及び６号炉に

係る原子炉施設のうち，５・６号炉冷却用並びに使用済燃料プール用消防車の運用及び保守管理

に関する業務を行う。 

（29）共用機械設備グループは，その他安全確保設備等の機械設備の建設・設置及び保守管理に関する

業務（共用機械設備ＧＭ以外の各プログラム部長及び各ＧＭが所管する業務を除く。）を行う。ま

た，１～４号炉に係る安全確保設備等のうち，原子炉圧力容器・格納容器注水設備（ろ過水タン

ク，純水タンク及び原水地下タンク）に係る機械設備の保守管理に関する業務を行う。 

（30）地下水対策設備グループは，１～４号炉に係る安全確保設備等のうち，汚染水処理設備等（滞留

水移送装置）に係る機械設備の保守管理，滞留水を貯留する建屋（陸側遮水壁），サブドレン他水

処理施設に係る機械設備の建設・設置及び保守管理並びに油処理装置に係る機械設備の建設・設

置，運転管理及び保守管理に関する業務（運用支援ＧＭ，作業管理ＧＭ，水処理計画ＧＭが所管

する業務を除く。）を行う。 

（31）処理設備グループは，１～４号炉に係る安全確保設備等のうち，汚染水処理設備等及び多核種除

去設備等に係る機械設備の建設・設置及び保守管理に関する業務（地下水対策設備ＧＭ，貯留設

備ＧＭが所管する業務を除く。）を行う。 

（32）貯留設備グループは，１～４号炉に係る安全確保設備等のうち，汚染水処理設備等（貯留設備）

の土木設備の保守管理，汚染水処理設備等（貯留設備の付帯設備）並びに雨水処理設備等の建設・

設置及び保守管理に関する業務を行う。 

（33）電気設備保守グループは，電気設備の保守管理並びに電源車の運用及び保守管理に関する業務（配

電・電路ＧＭ及び建築設備保守ＧＭが所管する業務を除く。）を行う。 

（34）電気設備建設グループは，電気設備の建設・設置に関する業務（配電・電路ＧＭが所管する業務

を除く。）を行う。 

（35）燃料計装設備グループは，計装設備の建設・設置及び保守管理に関する業務（燃料計装設備ＧＭ

以外の各プログラム部長及び各ＧＭが所管する業務を除く。）を行う。 

（36）水処理計装設備グループは，１～４号炉に係る安全確保設備等のうち，汚染水処理設備等，滞留

水を貯留する建屋，多核種除去設備等，サブドレン他水処理施設，油処理装置，５号炉及び６号

炉に係る原子炉施設のうち，５・６号炉仮設設備（滞留水貯留設備），その他安全確保設備等のう

ち，放射性固体廃棄物等の管理施設及び関連施設，放射性物質分析・研究施設第１棟並びに大型

機器除染設備に係る計装設備の建設・設置及び保守管理に関する業務を行う。 

（37）土木基盤設備グループは，土木設備の建設・設置及び保守管理に関する業務（土木水対策設備Ｇ

Ｍが所管する業務を除く。）を行う。 

（38）土木水対策設備グループは，１～４号炉に係る安全確保設備等のうち，汚染水処理設備等（貯留

設備を除く。），滞留水を貯留する建屋及びサブドレン他水処理施設，雨水処理設備等及び原子炉

圧力容器・格納容器注水設備（処理水バッファタンク），その他安全確保設備等のうち，放射性固

体廃棄物等の管理施設及び関連施設（サイトバンカ及び廃棄物集中処理建屋）に係る土木設備の

建設・設置及び保守管理に関する業務を行う。また，１～４号炉に係る安全確保設備等のうち，

汚染水処理設備等（貯留設備）に係る土木設備の建設・設置及びサブドレン他水処理施設（地下

水ドレン集水設備）の運転管理に関する業務を行う。 

（39）建築設備保守グループは，建築設備の保守管理に関する業務（建築設備保守ＧＭ以外の各プログ

ラム部長及び各ＧＭが所管する業務を除く。）を行う。また，その他安全確保設備等のうち，大型

機器除染設備に係る電気設備の保守管理に関する業務を行う。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．各職位は次のとおり，当該業務にあたる。 

 

 

 

 

（１）本社各部長（廃炉推進室長，廃炉工事設計センター所長，廃炉資材調達センター所長及び原子力

人財育成センター所長を含む。）は，廃炉・汚染水対策最高責任者を補佐し，第４条の定めのとお

り，当該部が所管するグループの業務を統括管理する。 

（２）ユニット所長（放射線・環境統括）は，所長を補佐し，第４条の定めのとおり，所管する各部の

業務を統括管理する。 

（３）ユニット所長（廃炉設備統括）は，所長を補佐し，第４条の定めのとおり，所管する各部の業務

を統括管理する。 

（４）ユニット所長（５・６号／共通設備統括）は，所長を補佐し，第４条の定めのとおり，所管する

各部の業務を統括管理する。 

（５）ユニット所長（水処理設備統括）は，所長を補佐し，第４条の定めのとおり，所管する各部の業

務を統括管理する。 

（６）ユニット所長（土木建築設備統括）は，所長を補佐し，第４条の定めのとおり，所管する各部の

業務を統括管理する。 

（７）発電所各部長は，第４条の定めのとおり，当該部が所管するグループの業務を統括管理する。 

（８）発電所各グループマネージャー（以下「各ＧＭ」といい，当直長を含む。）は，グループ員（当直

員を含む。）を指示・指導し，所管する業務を遂行するとともに，所管業務に基づき緊急時の措

置，保安教育ならびに記録及び報告を行う。 

（９）グループ員（当直員を含む。）は，ＧＭの指示・指導に従い，業務を遂行する。 

 

 

（40）建築設備建設グループは，建築設備の建設・設置に関する業務（建築設備建設ＧＭ以外の各プロ

グラム部長及び各ＧＭが所管する業務を除く。）を行う。 

（41）保安総括グループは，放射線管理のうち，放射線防護に係る装備品の管理，計測器の管理，放射

線防護教育，管理区域入域許可等の管理及び放射線従事者登録に関する業務（保安総括ＧＭ以外

の各プログラム部長及び各ＧＭが所管する業務を除く。）を行う。 

（42）放射線防護グループは，放射線管理のうち，出入管理，個人線量管理及び構内施設（免震重要棟

など）の放射線測定に関する業務を行う。 

（43）放出・環境モニタリンググループは，放射線管理のうち，発電所内外の陸域・海域の環境モニタ

リング，放射性廃棄物管理のうち，液体廃棄物等の排水管理，１～４号炉等からの気体廃棄物の

放出測定管理及び５・６号炉からの放射性気体廃棄物の放出管理に関する業務を行う。 

（44）分析評価グループは，分析施設の運用，放射能・化学分析機器の管理並びに放射性物質分析・研

究施設第１棟の運用及び保守管理，分析・データ評価に関する業務を行う。 

（45）固体廃棄物グループは，その他安全確保設備等のうち，放射性固体廃棄物等の管理施設及び関連

施設における放射性廃棄物の管理に関する業務を行う。 

（46）労働安全・防火グループは，防災安全の総括並びに初期消火活動のための設備の運用及び体制の

整備に関する業務を行う。 

（47）原子力防災グループは，原子力防災の総括及び緊急時対応の訓練計画・実施に関する業務を行う。 

（48）防護管理グループは，周辺監視区域並びに保全区域の管理及び設備の運用に関する業務を行う。 

 

３．各職位は次のとおり，当該業務にあたる。 

（１）プロジェクトマネジメント室長及び廃炉安全・品質室長は，廃炉・汚染水対策最高責任者を補佐

し，廃炉・汚染水対策最高責任者が各組織を指導監督するための報告及び助言を行うとともに，

発電所組織が業務を行うための支援及び助言を行う。また，第４条の定めのとおり，当該室が所

管するグループの業務を統括管理する。 

（２）本社各部長（廃炉資材調達センター所長及び原子力人財育成センター所長を含む。）は，廃炉・汚

染水対策最高責任者を補佐し，第４条の定めのとおり，当該部が所管するグループの業務を統括

管理する。 

（３）業務統括室長は，所長を補佐し，第４条の定めのとおり，所管するグループの業務を統括管理す

る。 

（４）各プログラム部長は，所長を補佐し，所管するグループの業務を統括管理する。 

 

（５）計画・設計センター所長は，所長を補佐し，第４条の定めのとおり，所管するグループの業務を

統括管理する。 

（６）建設・運用・保守センター所長は，所長を補佐し，第４条の定めのとおり，所管する各部の業務

を統括管理する。 

（７）防災・放射線センター所長は，所長を補佐し，第４条の定めのとおり，所管する各部の業務を統

括管理する。 

（８）発電所各部長は，第４条の定めのとおり，当該部が所管するグループの業務を統括管理する。 

（９）本社廃炉安全・品質室各グループマネージャー及び発電所各グループマネージャー（以下「各Ｇ

Ｍ」といい，当直長を含む。）は，グループ員（当直員を含む。）を指示・指導し，所管する業務

を遂行するとともに，所管業務に基づき緊急時の措置，保安教育ならびに記録及び報告を行う。 

（10）グループ員（当直員を含む。）は，ＧＭの指示・指導に従い，業務を遂行する。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（福島第一廃止措置保安委員会）  

第６条 

 本社に福島第一廃止措置保安委員会（以下「保安委員会」という。）を設置する。 

２．保安委員会は，原子炉施設の保安に関する次の事項を審議し，確認する。ただし，あらかじめ保安

委員会にて定めた事項は，原子力発電保安運営委員会にて審議し，確認する。 

（１）実施計画「Ⅱ 特定原子力施設の設計，設備」本文に記載の基本設計の変更 

（２）実施計画「Ⅲ 特定原子力施設の保安」の第１編及び第２編の変更 

（３）保安教育に関する事項 

（４）その他保安委員会で定めた審議事項 

３．廃炉・汚染水対策最高責任者を委員長とする。 

４．保安委員会は，委員長，廃炉推進室長，プロジェクト計画部長，廃炉工事設計センター所長，原子

力安全・統括部長,原子力運営管理部長,原子炉主任技術者に加え，ＧＭ以上の職位の者から委員長が

指名した者で構成する。 

５．委員長は，保安上重要な審議結果について，定期的に社長に報告する。 

 

 

 

 

（福島第一廃止措置保安委員会）  

第６条 

 本社に福島第一廃止措置保安委員会（以下「保安委員会」という。）を設置する。 

２．保安委員会は，原子炉施設の保安に関する次の事項を審議し，確認する。ただし，あらかじめ保安

委員会にて定めた事項は，原子力発電保安運営委員会にて審議し，確認する。 

（１）実施計画「Ⅱ 特定原子力施設の設計，設備」本文に記載の基本設計の変更 

（２）実施計画「Ⅲ 特定原子力施設の保安」の第１編及び第２編の変更 

（３）保安教育に関する事項 

（４）その他保安委員会で定めた審議事項 

３．廃炉・汚染水対策最高責任者を委員長とする。 

４．保安委員会は，委員長，プロジェクトマネジメント室長，廃炉安全・品質室長，原子力安全・統括

部長,原子力運営管理部長,原子炉主任技術者に加え，ＧＭ以上の職位の者から委員長が指名した者で

構成する。 

５．委員長は，保安上重要な審議結果について，定期的に社長に報告する。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（原子力発電保安運営委員会） 

第７条  

発電所に原子力発電保安運営委員会（以下「運営委員会」という。）を設置する。 

２．運営委員会は，発電所における原子炉施設の保安運営に関する次の事項を審議し，確認する。ただ

し，あらかじめ運営委員会にて定めた軽微な事項は，審議事項に該当しない。 

（１）保安管理体制に関する事項 

（２）原子炉施設の定期的な評価に関する事項 

（３）運転管理に関する事項 

（４）燃料管理に関する事項 

（５）放射性廃棄物管理に関する事項 

（６）放射線管理に関する事項 

（７）保守管理に関する事項 

（８）原子炉施設の改造に関する事項 

（９）緊急時における運転操作に関する事項 

（10）事故・故障の水平展開の実施状況に関する事項 

３．所長を委員長とする。 

４．運営委員会は，委員長，技術・品質安全部長，原子炉主任技術者，電気主任技術者に加え，ＧＭ以

上の職位の者から委員長が指名した者で構成する。 

 

 

 

（原子力発電保安運営委員会） 

第７条  

発電所に原子力発電保安運営委員会（以下「運営委員会」という。）を設置する。 

２．運営委員会は，発電所における原子炉施設の保安運営に関する次の事項を審議し，確認する。ただ

し，あらかじめ運営委員会にて定めた軽微な事項は，審議事項に該当しない。 

（１）保安管理体制に関する事項 

（２）原子炉施設の定期的な評価に関する事項 

（３）運転管理に関する事項 

（４）燃料管理に関する事項 

（５）放射性廃棄物管理に関する事項 

（６）放射線管理に関する事項 

（７）保守管理に関する事項 

（８）原子炉施設の改造に関する事項 

（９）緊急時における運転操作に関する事項 

（10）事故・故障の水平展開の実施状況に関する事項 

３．所長を委員長とする。 

４．運営委員会は，委員長，廃炉安全・品質室長，計画・設計センター所長，原子炉主任技術者，電気

主任技術者に加え，ＧＭ以上の職位の者から委員長が指名した者で構成する。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（原子炉主任技術者の選任） 

第８条 

廃炉・汚染水対策最高責任者は，原子炉主任技術者及び代行者を，原子炉主任技術者免状を有する者で

あって，次の業務に通算して３年以上従事した経験を有する者の中から選任する。 

（１）原子炉施設の工事又は保守管理に関する業務 

（２）原子炉の運転に関する業務 

（３）原子炉施設の設計に係る安全性の解析及び評価に関する業務 

（４）原子炉に使用する燃料体の設計又は管理に関する業務 

２．原子炉主任技術者は原子炉毎に選任する。 

３．原子炉主任技術者及び代行者は特別管理職とする。 

４．１号炉から６号炉の原子炉主任技術者のうち少なくとも１名は部長以上に相当する者とし，第９条に

定める職務を専任する。  

５．第４項以外の原子炉主任技術者については，副所長又は技術・品質安全部，放射線防護部，環境化学

部若しくは防災安全部の職務を兼務できる。 

６．第５項の原子炉主任技術者については，自らの担当している号炉について原子炉主任技術者の職務

と副所長又は技術・品質安全部，放射線防護部，環境化学部若しくは防災安全部の職務が重複する場

合には，原子炉主任技術者としての職務を優先し，副所長又は技術・品質安全部，放射線防護部，環

境化学部若しくは防災安全部の職務については，上位職の者が実施する。 

７．原子炉主任技術者が職務を遂行できない場合は，代行者と交代する。ただし，職務を遂行できない

期間が長期にわたる場合は，第１項から第５項に基づき，改めて原子炉主任技術者を選任する。 

 

 

 

 

（原子炉主任技術者の選任） 

第８条 

廃炉・汚染水対策最高責任者は，原子炉主任技術者及び代行者を，原子炉主任技術者免状を有する者で

あって，次の業務に通算して３年以上従事した経験を有する者の中から選任する。 

（１）原子炉施設の工事又は保守管理に関する業務 

（２）原子炉の運転に関する業務 

（３）原子炉施設の設計に係る安全性の解析及び評価に関する業務 

（４）原子炉に使用する燃料体の設計又は管理に関する業務 

２．原子炉主任技術者は原子炉毎に選任する。 

３．原子炉主任技術者及び代行者は特別管理職とする。 

４．１号炉から６号炉の原子炉主任技術者のうち少なくとも１名は部長以上に相当する者とし，第９条に

定める職務を専任する。  

５．第４項以外の原子炉主任技術者については，副所長，放射線・環境部又は防災安全部の職務を兼務で

きる。 

６．第５項の原子炉主任技術者については，自らの担当している号炉について原子炉主任技術者の職務

と副所長，放射線・環境部又は防災安全部の職務が重複する場合には，原子炉主任技術者としての職

務を優先し，副所長，放射線・環境部又は防災安全部の職務については，上位職の者が実施する。 

 

７．原子炉主任技術者が職務を遂行できない場合は，代行者と交代する。ただし，職務を遂行できない

期間が長期にわたる場合は，第１項から第５項に基づき，改めて原子炉主任技術者を選任する。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（原子炉主任技術者の職務等） 

第９条 

原子炉主任技術者は，原子炉施設の運転に関し保安の監督を誠実に行うことを任務とし，「DA-24-1 

原子炉主任技術者職務運用マニュアル」に基づき，次の職務を遂行する。 

（１）原子炉施設の運転に関し保安上必要な場合は，運転に従事する者へ指示する。 

（２）表９－１に定める事項のうち，第１１８条及び第１１９条については，廃炉・汚染水対策最高責

任者の承認に先立ち確認し，その他の事項については，所長の承認に先立ち確認する。 

（３）表９－２に定める各職位からの報告内容等を確認する。 

（４）表９－３に定める記録の内容を確認する。 

（５）第１２１条第１項の報告を受けた場合は，自らの責任で確認した正確な情報に基づき，社長に直

接報告する。 

（６）保安の監督状況について，定期的に及び必要に応じて社長に直接報告する。 

（７）保安委員会及び運営委員会に少なくとも１名が必ず出席する。 

（８）その他，原子炉施設の運転に関する保安の監督に必要な職務を行う。  

２．原子炉施設の運転に従事する者は，原子炉主任技術者がその保安のためにする指示に従う。 

 

表９－１ 

条  文 内  容 

第３７条（原子炉冷却材温度及び原子

炉冷却材温度変化率） 
原子炉冷却材温度制限値 

第７８条（異常収束後の措置） 原子炉の再起動 

第８２条（燃料取替実施計画） 燃料取替実施計画 

第９２条（管理対象区域の設定及び

解除） 

第５項に定める建物等の内部における一時的な

管理対象区域の設定及び解除 

第７項に定める管理対象区域の設定及び解除 

第９２条の２（管理区域の設定及び

解除） 

第５項に定める一時的な管理区域の設定及び解

除 

第７項に定める管理区域の設定及び解除 

第１１８条（所員への保安教育） 所員の保安教育実施計画 

第１１９条（協力企業従業員への保

安教育） 
協力企業従業員の保安教育実施計画 

 

（省略） 

 

（原子炉主任技術者の職務等） 

第９条 

原子炉主任技術者は，原子炉施設の運転に関し保安の監督を誠実に行うことを任務とし，「DG-24-1 

原子炉主任技術者職務運用マニュアル」に基づき，次の職務を遂行する。 

（１）原子炉施設の運転に関し保安上必要な場合は，運転に従事する者へ指示する。 

（２）表９－１に定める事項のうち，第１１８条及び第１１９条については，廃炉・汚染水対策最高責

任者の承認に先立ち確認し，その他の事項については，所長の承認に先立ち確認する。 

（３）表９－２に定める各職位からの報告内容等を確認する。 

（４）表９－３に定める記録の内容を確認する。 

（５）第１２１条第１項の報告を受けた場合は，自らの責任で確認した正確な情報に基づき，社長に直

接報告する。 

（６）保安の監督状況について，定期的に及び必要に応じて社長に直接報告する。 

（７）保安委員会及び運営委員会に少なくとも１名が必ず出席する。 

（８）その他，原子炉施設の運転に関する保安の監督に必要な職務を行う。  

２．原子炉施設の運転に従事する者は，原子炉主任技術者がその保安のためにする指示に従う。 

 

表９－１ 

条  文 内  容 

第３７条（原子炉冷却材温度及び原子

炉冷却材温度変化率） 
原子炉冷却材温度制限値 

第７８条（異常収束後の措置） 原子炉の再起動 

第８２条（燃料取替実施計画） 燃料取替実施計画 

第９２条（管理対象区域の設定及び

解除） 

第５項に定める建物等の内部における一時的な

管理対象区域の設定及び解除 

第７項に定める管理対象区域の設定及び解除 

第９２条の２（管理区域の設定及び

解除） 

第５項に定める一時的な管理区域の設定及び解

除 

第７項に定める管理区域の設定及び解除 

第１１８条（所員への保安教育） 所員の保安教育実施計画 

第１１９条（協力企業従業員への保

安教育） 
協力企業従業員の保安教育実施計画 

 

（省略） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（原子炉施設の定期的な評価） 

第１０条 

機械ＧＭは，各号炉毎及び１０年を超えない期間毎に，実施手順及び実施体制を定め，これに基づき，

各ＧＭは，以下の事項を実施する。 

（１）保安活動の実施の状況の評価 

（２）保安活動への最新の技術的知見の反映状況の評価 

２．組織は，第１項の評価の結果，原子炉施設の保安のために有効な追加措置が抽出された場合には，

その結果を踏まえて，保安活動の計画，実施，評価及び改善並びに品質マネジメントシステムの改善

を継続して行う。 

 

 

 

（原子炉施設の定期的な評価） 

第１０条 

１～６号機械設備ＧＭは，各号炉毎及び１０年を超えない期間毎に，実施手順及び実施体制を定め，

これに基づき，各プログラム部長及び各ＧＭは，以下の事項を実施する。 

（１）保安活動の実施の状況の評価 

（２）保安活動への最新の技術的知見の反映状況の評価 

２．組織は，第１項の評価の結果，原子炉施設の保安のために有効な追加措置が抽出された場合には，

その結果を踏まえて，保安活動の計画，実施，評価及び改善並びに品質マネジメントシステムの改善

を継続して行う。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（構成及び定義） 

第 11条 

本章における原子炉の状態の定義は，表 11のとおりとする。 

２．第３節（第 72条～第 75条を除く。）における条文の基本的な構成は次のとおりとする。 

（１）第１項：運転上の制限 

（２）第２項：運転上の制限を満足していることを確認するために行う事項 

（３）第３項：運転上の制限を満足していないと判断した場合※１に要求される措置 

 

※１：運転上の制限を満足していないと判断した場合とは，次のいずれかをいう。 

（１）第２項の確認を行ったところ，運転上の制限を満足していないと各ＧＭが判断した場合 

 

（２）第２項の確認を行うことができなかった場合 

（３）第２項にかかわらず運転上の制限を満足していないと各ＧＭが判断した場合 

 

 

表 11※２ 

原子炉の状態 運転 起動 高温停止 冷温停止 燃料交換 

原子炉モード 

スイッチの位置 
運転 起動 

燃料取替 

又は 

停止 

燃料取替 

又は 

停止 

燃料取替 

又は 

停止 

原子炉圧力容器 

締付ボルトの状態 

全ボルト 

締付 

全ボルト 

締付 

全ボルト 

締付 

全ボルト 

締付 

１本以上ボ

ルトが緩め

られている 

原子炉冷却材温度  

 

 

 

100℃ 

以上 

100℃ 

未満 
 

※２：第 69条，第 70条及び第 71条の適用時は当該条文による。 

 

（省略） 

 

 

（構成及び定義） 

第 11条 

本章における原子炉の状態の定義は，表 11のとおりとする。 

２．第３節（第 72条～第 75条を除く。）における条文の基本的な構成は次のとおりとする。 

（１）第１項：運転上の制限 

（２）第２項：運転上の制限を満足していることを確認するために行う事項 

（３）第３項：運転上の制限を満足していないと判断した場合※１に要求される措置 

 

※１：運転上の制限を満足していないと判断した場合とは，次のいずれかをいう。 

（１）第２項の確認を行ったところ，運転上の制限を満足していないと各プログラム部長及び各Ｇ

Ｍが判断した場合 

（２）第２項の確認を行うことができなかった場合 

（３）第２項にかかわらず運転上の制限を満足していないと各プログラム部長及び各ＧＭが判断し

た場合 

 

表 11※２ 

原子炉の状態 運転 起動 高温停止 冷温停止 燃料交換 

原子炉モード 

スイッチの位置 
運転 起動 

燃料取替 

又は 

停止 

燃料取替 

又は 

停止 

燃料取替 

又は 

停止 

原子炉圧力容器 

締付ボルトの状態 

全ボルト 

締付 

全ボルト 

締付 

全ボルト 

締付 

全ボルト 

締付 

１本以上ボ

ルトが緩め

られている 

原子炉冷却材温度  

 

 

 

100℃ 

以上 

100℃ 

未満 
 

※２：第 69条，第 70条及び第 71条の適用時は当該条文による。 

 

（省略） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（原子炉の運転員の確保） 

第 12条 

５・６号／共通設備運転管理部長は，原子炉の運転に必要な知識を有する者を確保する。なお，原子

炉の運転に必要な知識を有する者とは，原子炉の運転に関する実務の研修を受けた者をいう。 

２．５・６号／共通設備運転管理部長は，原子炉の運転にあたって前項で定める者の中から，１班あた

り表 12－１に定める人数の者をそろえ，５班以上編成した上で２交替勤務を行わせる。なお，特別な

事情がある場合を除き，運転員は連続して 24 時間を超える勤務を行ってはならない。また，表 12－

１に定める人数のうち，１名は当直長とし，運転責任者として原子力規制委員会が定める基準に適合

した者の中から選任された者とする。 

３．５・６号／共通設備運転管理部長は，表 12－１に定める人数のうち，表 12－２に定める人数の者

を主機操作員以上の職位にある運転員の中から常時中央制御室に確保する。なお，表 12－２に定める

人数のうち，原子炉の状態が運転，起動及び高温停止の場合においては，１名は当直長又は当直副長

とする。 

 

 表 12－１ 

         中央制御室名 

 

原子炉の状態 

５／６号炉 

運転，起動，高温停止の場合※１ ５名以上 

冷温停止，燃料交換の場合※２ ３名以上 

 表 12－２ 

         中央制御室名 

 

原子炉の状態 

５／６号炉 

運転，起動，高温停止の場合※１ ３名以上 

冷温停止，燃料交換の場合※２ ２名以上 

 

 ※１：原子炉１基以上が該当する場合 

 ※２：原子炉が２基とも該当する場合 

 

 

（原子炉の運転員の確保） 

第 12条 

運用部長は，原子炉の運転に必要な知識を有する者を確保する。なお，原子炉の運転に必要な知識を

有する者とは，原子炉の運転に関する実務の研修を受けた者をいう。 

２．運用部長は，原子炉の運転にあたって前項で定める者の中から，１班あたり表 12－１に定める人数

の者をそろえ，５班以上編成した上で２交替勤務を行わせる。なお，特別な事情がある場合を除き，

運転員は連続して 24 時間を超える勤務を行ってはならない。また，表 12－１に定める人数のうち，

１名は当直長とし，運転責任者として原子力規制委員会が定める基準に適合した者の中から選任され

た者とする。 

３．運用部長は，表 12－１に定める人数のうち，表 12－２に定める人数の者を主機操作員以上の職位

にある運転員の中から常時中央制御室に確保する。なお，表 12－２に定める人数のうち，原子炉の状

態が運転，起動及び高温停止の場合においては，１名は当直長又は当直副長とする。 

 

 

 表 12－１ 

         中央制御室名 

 

原子炉の状態 

５／６号炉 

運転，起動，高温停止の場合※１ ５名以上 

冷温停止，燃料交換の場合※２ ３名以上 

 表 12－２ 

         中央制御室名 

 

原子炉の状態 

５／６号炉 

運転，起動，高温停止の場合※１ ３名以上 

冷温停止，燃料交換の場合※２ ２名以上 

 

 ※１：原子炉１基以上が該当する場合 

 ※２：原子炉が２基とも該当する場合 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（巡視点検） 

第 13条 

当直長は，毎日１回以上，原子炉施設（原子炉格納容器（以下「格納容器」という。）内部及び第９４

条の２第１項で定める区域を除く）を巡視し，次の施設及び設備のうち，第１０７条に基づく特別な保

全計画に定められ，復旧が終了したものについて点検を行う。ただし，水没箇所等の巡視困難な箇所を

除く。 

（１）原子炉冷却系統施設 

（２）制御材駆動設備 

（３）電源，給排水及び排気施設 

２．当直長は，「DA-51-6 状態管理マニュアル」に基づき，格納容器内部の関連パラメータの監視及び

第９４条の２第１項で定める区域の巡視を行う。 

 

 

（巡視点検） 

第 13条 

当直長は，毎日１回以上，原子炉施設（原子炉格納容器（以下「格納容器」という。）内部及び第９４

条の２第１項で定める区域を除く）を巡視し，次の施設及び設備のうち，第１０７条に基づく特別な保

全計画に定められ，復旧が終了したものについて点検を行う。ただし，水没箇所等の巡視困難な箇所を

除く。 

（１）原子炉冷却系統施設 

（２）制御材駆動設備 

（３）電源，給排水及び排気施設 

２．当直長は，「QI-51-6 状態管理マニュアル」に基づき，格納容器内部の関連パラメータの監視及び第

９４条の２第１項で定める区域の巡視を行う。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（マニュアルの作成） 

第 14条 

運営ＧＭは，次の各号に掲げる当直長又は運営ＧＭが実施する原子炉施設の運転管理に関する事項の

マニュアルを作成し，制定・改定にあたっては，第７条第２項に基づき運営委員会の確認を得る。 

（１）原子炉の起動及び停止操作に関する事項 

（２）巡視点検に関する事項 

（３）異常時の操作に関する事項 

（４）警報発生時の措置に関する事項 

（５）原子炉施設の各設備の運転操作に関する事項 

（６）定例試験に関する事項 

 

 

 

 

（マニュアルの作成） 

第 14条 

運用支援ＧＭは，次の各号に掲げる当直長又は運用支援ＧＭが実施する原子炉施設の運転管理に関す

る事項のマニュアルを作成し，制定・改定にあたっては，第７条第２項に基づき運営委員会の確認を得

る。 

（１）原子炉の起動及び停止操作に関する事項 

（２）巡視点検に関する事項 

（３）異常時の操作に関する事項 

（４）警報発生時の措置に関する事項 

（５）原子炉施設の各設備の運転操作に関する事項 

（６）定例試験に関する事項 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（地震・火災等発生時の対応） 

第 17条 

各ＧＭは，地震・火災が発生した場合は次の措置を講じるとともに，その結果を所長及び原子炉主任

技術者に報告する。 

（１）震度５弱以上の地震が観測※１された場合は，地震終了後原子炉施設の損傷の有無を確認する。 

（２）原子炉施設に火災が発生した場合は，早期消火及び延焼の防止に努め，鎮火後原子炉施設の損傷

の有無を確認する。 

２．初期消火活動のための体制の整備として，次の措置を講じる。 

（１）防災安全ＧＭは，発電所から消防機関へ通報するため，専用回線を使用した通報設備を免震重要

棟緊急時対策所及び新事務本館緊急時対策室に設置する※２｡ 

（２）防災安全ＧＭは，初期消火活動を行う要員として，１０名以上を常駐させるとともに，この要員

に対する火災発生時の通報連絡体制を定める。 

（３）防災安全ＧＭは，初期消火活動を行うため，表１７に示す化学消防自動車及び泡消火薬剤を配備

する。また，初期消火活動に必要なその他資機材を定め，配備する。 

（４）当直長は，第１３条に定める巡視により，火災発生の有無を確認する。 

（５）各ＧＭは，震度５弱以上の地震が観測※１された場合は，地震終了後発電所内※３の火災発生の有無

を確認するとともに，その結果を所長及び原子炉主任技術者に報告する。 

（６）防災安全ＧＭは，前各号に定める初期消火活動のための体制について，総合的な訓練及び初期消

火活動の結果を１年に１回以上評価するとともに，評価結果に基づき，より適切な体制となるよ

う必要な見直しを行う。 

 

表１７ 

設備 数量 

化学消防自動車※４ １台※５ 

泡消火薬剤 

(化学消防自動車保有分を含む) 

１５００リットル以上 

 

３．当直長は，山火事，台風，津波等の影響により，原子炉施設に重大な影響を及ぼす可能性があると

判断した場合は,５・６号／共通設備運転管理部長に報告する。５・６号／共通設備運転管理部長は，

所長，原子炉主任技術者及び各ＧＭに連絡するとともに，必要に応じて原子炉停止等の措置について

協議する。 

 

※１：観測された震度は発電所周辺のあらかじめ定めた測候所等の震度をいう。 

※２：専用回線，通報設備が点検又は故障により使用不能となった場合を除く。ただし，点検後又は修

復後は遅滞なく復旧させる。 

※３：重要度分類指針におけるクラス１，２，３の機能を有する構築物，系統及び機器とする。 

※４：４００リットル毎分の泡放射を同時に２口行うことが可能な能力を有すること。 

※５：化学消防自動車が，点検又は故障の場合には，※４に示す能力を有する水槽付消防ポンプ自動車

等をもって代用することができる。 

 

 

 

 

（地震・火災等発生時の対応） 

第 17条 

各プログラム部長及び各ＧＭは，地震・火災が発生した場合は次の措置を講じるとともに，その結果

を所長及び原子炉主任技術者に報告する。 

（１）震度５弱以上の地震が観測※１された場合は，地震終了後原子炉施設の損傷の有無を確認する。 

（２）原子炉施設に火災が発生した場合は，早期消火及び延焼の防止に努め，鎮火後原子炉施設の損傷

の有無を確認する。 

２．初期消火活動のための体制の整備として，次の措置を講じる。 

（１）労働安全・防火ＧＭは，発電所から消防機関へ通報するため，専用回線を使用した通報設備を免

震重要棟緊急時対策所及び新事務本館緊急時対策室に設置する※２｡ 

（２）労働安全・防火ＧＭは，初期消火活動を行う要員として，１０名以上を常駐させるとともに，こ

の要員に対する火災発生時の通報連絡体制を定める。 

（３）労働安全・防火ＧＭは，初期消火活動を行うため，表１７に示す化学消防自動車及び泡消火薬剤

を配備する。また，初期消火活動に必要なその他資機材を定め，配備する。 

（４）当直長は，第１３条に定める巡視により，火災発生の有無を確認する。 

（５）各プログラム部長及び各ＧＭは，震度５弱以上の地震が観測※１された場合は，地震終了後発電所

内※３の火災発生の有無を確認するとともに，その結果を所長及び原子炉主任技術者に報告する。 

（６）労働安全・防火ＧＭは，前各号に定める初期消火活動のための体制について，総合的な訓練及び

初期消火活動の結果を１年に１回以上評価するとともに，評価結果に基づき，より適切な体制とな

るよう必要な見直しを行う。 

 

表１７ 

設備 数量 

化学消防自動車※４ １台※５ 

泡消火薬剤 

(化学消防自動車保有分を含む) 

１５００リットル以上 

 

３．当直長は，山火事，台風，津波等の影響により，原子炉施設に重大な影響を及ぼす可能性があると

判断した場合は,運用部長に報告する。運用部長は，所長，原子炉主任技術者及び各プログラム部長

及び各ＧＭに連絡するとともに，必要に応じて原子炉停止等の措置について協議する。 

 

 

※１：観測された震度は発電所周辺のあらかじめ定めた測候所等の震度をいう。 

※２：専用回線，通報設備が点検又は故障により使用不能となった場合を除く。ただし，点検後又は修

復後は遅滞なく復旧させる。 

※３：重要度分類指針におけるクラス１，２，３の機能を有する構築物，系統及び機器とする。 

※４：４００リットル毎分の泡放射を同時に２口行うことが可能な能力を有すること。 

※５：化学消防自動車が，点検又は故障の場合には，※４に示す能力を有する水槽付消防ポンプ自動車

等をもって代用することができる。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（停止余裕） 

第 19条 

原子炉の状態が運転，起動，高温停止，冷温停止及び燃料交換において，停止余裕は，表 19－１で定

める事項を運転上の制限とする。 

 

２．停止余裕が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施する。燃料

取替終了後，次号に定める停止余裕の検査を行うまでは制御棒の引き抜きを行ってはならない。 

（１）燃料管理ＧＭは，燃料取替終了後，停止余裕の検査を 0.38％Δｋ/ｋ※１の反応度補正をした状態

で実施し，その結果を当直長に通知する。 

 

３．当直長は，停止余裕が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表 19－２の

措置を講じる。 

 

 ※１：制御棒及び燃料の製作公差並びに計算誤差を考慮した値。 

 

 表 19－１ 

項  目 運転上の制限 

停止余裕 
挿入可能な制御棒のうち最大反応度価値の制御棒１本が挿入されな

い場合でも，原子炉を常に冷温で臨界未満にできること 

 

（省略） 

 

 

（停止余裕） 

第 19条 

原子炉の状態が運転，起動，高温停止，冷温停止及び燃料交換において，停止余裕は，表 19－１で定

める事項を運転上の制限とする。 

 

２．停止余裕が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施する。燃料

取替終了後，次号に定める停止余裕の検査を行うまでは制御棒の引き抜きを行ってはならない。 

（１）プール燃料取り出しプログラム部長は，燃料取替終了後，停止余裕の検査を 0.38％Δｋ/ｋ※１の

反応度補正をした状態で実施し，その結果を当直長に通知する。 

 

３．当直長は，停止余裕が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表 19－２の

措置を講じる。 

 

 ※１：制御棒及び燃料の製作公差並びに計算誤差を考慮した値。 

 

 表 19－１ 

項  目 運転上の制限 

停止余裕 
挿入可能な制御棒のうち最大反応度価値の制御棒１本が挿入されな

い場合でも，原子炉を常に冷温で臨界未満にできること 

 

（省略） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（反応度監視） 

第 20条 

原子炉の状態が運転において，反応度の予測値と監視値の差※１は，表 20－１で定める事項を運転上

の制限とする。 

 

２．反応度の予測値と監視値の差が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次

の各号を実施する。 

（１）燃料管理ＧＭは，燃料取替後の原子炉起動操作※２終了から３日間以内に１回反応度の予測値と監

視値の差を評価する。 

（２）燃料管理ＧＭは，原子炉の状態が運転において，燃焼度の増分が 1,000ＭＷｄ/ｔに１回反応度の

予測値と監視値の差を評価する。 

 

３．燃料管理ＧＭが，反応度の予測値と監視値の差が第１項で定める運転上の制限を満足していないと

判断した場合，燃料管理ＧＭ及び当直長は，表 20－２の措置を講じる。 

 

 

 ※１：反応度の予測値と監視値の差を評価する手段としては，制御棒密度の予測値と監視値の差を用

いる。このとき，制御棒密度には 24ポジション以上に引き抜かれている制御棒は含まない。 

 ※２：原子炉起動操作とは，原子炉起動に関係する制御棒操作及び出力変化を伴う炉心流量操作のこ

とをいう。 

 

 表 20－１ 

項  目 運転上の制限 

反応度の予測値と監視値の差 ±１％Δｋ/ｋ以内 

 

 表 20－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A. 燃料管理ＧＭが，反応度の予測

値と監視値の差が運転上の制限

を満足していないと判断した場

合 

A1. 燃料管理ＧＭは，反応度差を生じた

原因の調査及び対応措置を行い，運転

継続を許容できるか判断し，その結果

を当直長に通知する。 

３日間 

B.条件Ａで要求される措置を完了

時間内に達成できない場合 

又は 

燃料管理ＧＭが運転継続を許容

できないと判断した場合 

B1.当直長は，高温停止にする。 24時間 

 

 

（反応度監視） 

第 20条 

原子炉の状態が運転において，反応度の予測値と監視値の差※１は，表 20－１で定める事項を運転上

の制限とする。 

 

２．反応度の予測値と監視値の差が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次

の各号を実施する。 

（１）プール燃料取り出しプログラム部長は，燃料取替後の原子炉起動操作※２終了から３日間以内に１

回反応度の予測値と監視値の差を評価する。 

（２）プール燃料取り出しプログラム部長は，原子炉の状態が運転において，燃焼度の増分が 1,000Ｍ

Ｗｄ/ｔに１回反応度の予測値と監視値の差を評価する。 

 

３．プール燃料取り出しプログラム部長が，反応度の予測値と監視値の差が第１項で定める運転上の制

限を満足していないと判断した場合，プール燃料取り出しプログラム部長及び当直長は，表 20－２の

措置を講じる。 

 

 ※１：反応度の予測値と監視値の差を評価する手段としては，制御棒密度の予測値と監視値の差を用

いる。このとき，制御棒密度には 24ポジション以上に引き抜かれている制御棒は含まない。 

 ※２：原子炉起動操作とは，原子炉起動に関係する制御棒操作及び出力変化を伴う炉心流量操作のこ

とをいう。 

 

 表 20－１ 

項  目 運転上の制限 

反応度の予測値と監視値の差 ±１％Δｋ/ｋ以内 

 

 表 20－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.プール燃料取り出しプログラム

部長が，反応度の予測値と監視

値の差が運転上の制限を満足し

ていないと判断した場合 

A1. プール燃料取り出しプログラム部長

は，反応度差を生じた原因の調査及び

対応措置を行い，運転継続を許容でき

るか判断し，その結果を当直長に通知

する。 

３日間 

B.条件Ａで要求される措置を完了

時間内に達成できない場合 

又は 

プール燃料取り出しプログラム

部長が運転継続を許容できない

と判断した場合 

B1.当直長は，高温停止にする。 24時間 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（制御棒の動作確認） 

第 21条 

原子炉の状態が運転及び起動において，制御棒は表 21－１で定める事項を運転上の制限とする。ただ

し，全挿入位置の制御棒及び引抜制御棒１本だけが動作不能※１の場合を除く。 

 

２．制御棒が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号を実施する。 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転及び起動において，全制御棒の位置を 24時間に１回確認する。 

（２）当直長は，原子炉の状態が運転及び起動において，１ノッチの挿入・引抜が可能であることを１

ヶ月に１回確認する。ただし，全挿入位置の制御棒，動作不能となった制御棒及びスタックした制

御棒を除く。また，他の条文で制御棒の操作を禁止された場合も除く。 

（３）当直長は，原子炉の状態が運転及び起動において，制御棒を全引抜位置にする毎に，制御棒と制

御棒駆動機構が結合していることを確認する。 

 

３．当直長は，制御棒が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，当該制御棒が

スタック又は動作不能かを速やかに判断し，表 21－２－１又は表 21－２－２の措置を講じる。 

 

（中略） 

 

表 21－２－１（制御棒がスタックした場合） 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.引抜制御棒が１本スタッ

クした場合 

 

A1.当該制御棒駆動機構を除外する。 

及び 

A2.燃料管理ＧＭは停止余裕を評価し，その結果

を当直長に通知する。 

 

及び 

A3.当該制御棒以外の引抜制御棒に対して１ノ

ッチの挿入・引抜が可能であることを確認す

る。 

２時間 

 

３日間 

 

 

24時間 

B.引抜制御棒が２本以上ス

タックした場合 

B1.当該制御棒駆動機構を除外する。 

及び 

B2.高温停止にする。 

２時間 

 

24時間 

C.条件Ａで要求される措置

を完了時間内に達成でき

ない場合 

C1.高温停止にする。 24時間 

 

（省略） 

 

 

（制御棒の動作確認） 

第 21条 

原子炉の状態が運転及び起動において，制御棒は表 21－１で定める事項を運転上の制限とする。ただ

し，全挿入位置の制御棒及び引抜制御棒１本だけが動作不能※１の場合を除く。 

 

２．制御棒が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号を実施する。 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転及び起動において，全制御棒の位置を 24時間に１回確認する。 

（２）当直長は，原子炉の状態が運転及び起動において，１ノッチの挿入・引抜が可能であることを１

ヶ月に１回確認する。ただし，全挿入位置の制御棒，動作不能となった制御棒及びスタックした制

御棒を除く。また，他の条文で制御棒の操作を禁止された場合も除く。 

（３）当直長は，原子炉の状態が運転及び起動において，制御棒を全引抜位置にする毎に，制御棒と制

御棒駆動機構が結合していることを確認する。 

 

３．当直長は，制御棒が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，当該制御棒が

スタック又は動作不能かを速やかに判断し，表 21－２－１又は表 21－２－２の措置を講じる。 

 

（中略） 

 

表 21－２－１（制御棒がスタックした場合） 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.引抜制御棒が１本スタッ

クした場合 

 

A1.当該制御棒駆動機構を除外する。 

及び 

A2.プール燃料取り出しプログラム部長は停止

余裕を評価し，その結果を当直長に通知す

る。 

及び 

A3.当該制御棒以外の引抜制御棒に対して１ノ

ッチの挿入・引抜が可能であることを確認す

る。 

２時間 

 

３日間 

 

 

24時間 

B.引抜制御棒が２本以上ス

タックした場合 

B1.当該制御棒駆動機構を除外する。 

及び 

B2.高温停止にする。 

２時間 

 

24時間 

C.条件Ａで要求される措置

を完了時間内に達成でき

ない場合 

C1.高温停止にする。 24時間 

 

（省略） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（制御棒のスクラム機能） 

第 22条 

原子炉の状態が運転及び起動において，制御棒のスクラム機能は，表 22－１で定める事項を運転上の

制限とする。ただし，制御棒駆動機構を除外した制御棒を除く。 

 

２．制御棒のスクラム機能が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号

を実施する。 

（１）燃料管理ＧＭは，定検停止時に制御棒駆動水圧系の検査で，スクラム時間が表 22－２に定める値

であることを確認し，その結果を当直長に通知する。 

（２）当直長は，原子炉の状態が運転及び起動において，制御棒駆動機構を除外した制御棒を除き，制

御棒スクラムアキュムレータの圧力が表 22－２に定める値であることを１週間に１回確認する。

また，当直長は，必要に応じて制御棒スクラムアキュムレータの充填を行う。 

（３）当直長は，原子炉の状態が運転及び起動において，制御棒駆動機構を除外した制御棒が発生した

場合は，他の制御棒のスクラム時間の平均値が表 22－２に定める値であることを管理的手段によ

り確認する。 

 

３．当直長は，制御棒のスクラム機能が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，

表 22－３の措置を講じる。 

 

 表 22－１ 

項  目 運転上の制限 

制御棒のスクラム機能 動作可能であること 

 

 表 22－２ 

項  目 判 定 値 

 
全制御棒のスクラム時間の平均値 

（90％挿入） 
3.5秒以下 

 制御棒スクラムアキュムレータの圧力 6.5ＭＰａ[gage]以上 

 

 表 22－３ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.制御棒スクラムアキュムレ

ータ１基の圧力が表 22－２

を満足しない場合 

A1.当該制御棒スクラムアキュムレータの

圧力を表 22－２に定める値に復旧する。 

又は 

A2.当該制御棒を全挿入する。 

８時間 

 

 

８時間 

B.制御棒スクラムアキュムレ

ータ２基以上の圧力が表 22

－２を満足しない場合 

B1.当該制御棒スクラムアキュムレータの

圧力を表 22－２に定める値に復旧する。 

又は 

B2.当該制御棒を全挿入する。 

１時間 

 

 

１時間 

C.条件Ａ又はＢで要求される

措置を完了時間内に達成で

きない場合 

C1.当該制御棒がスタックしたとみなす。 １時間 

 

 

（制御棒のスクラム機能） 

第 22条 

原子炉の状態が運転及び起動において，制御棒のスクラム機能は，表 22－１で定める事項を運転上の

制限とする。ただし，制御棒駆動機構を除外した制御棒を除く。 

 

２．制御棒のスクラム機能が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号

を実施する。 

（１）プール燃料取り出しプログラム部長は，定検停止時に制御棒駆動水圧系の検査で，スクラム時間

が表 22－２に定める値であることを確認し，その結果を当直長に通知する。 

（２）当直長は，原子炉の状態が運転及び起動において，制御棒駆動機構を除外した制御棒を除き，制

御棒スクラムアキュムレータの圧力が表 22－２に定める値であることを１週間に１回確認する。

また，当直長は，必要に応じて制御棒スクラムアキュムレータの充填を行う。 

（３）当直長は，原子炉の状態が運転及び起動において，制御棒駆動機構を除外した制御棒が発生した

場合は，他の制御棒のスクラム時間の平均値が表 22－２に定める値であることを管理的手段によ

り確認する。 

 

３．当直長は，制御棒のスクラム機能が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，

表 22－３の措置を講じる。 

 

 表 22－１ 

項  目 運転上の制限 

制御棒のスクラム機能 動作可能であること 

 

 表 22－２ 

項  目 判 定 値 

 
全制御棒のスクラム時間の平均値 

（90％挿入） 
3.5秒以下 

 制御棒スクラムアキュムレータの圧力 6.5ＭＰａ[gage]以上 

 

 表 22－３ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.制御棒スクラムアキュムレ

ータ１基の圧力が表 22－２

を満足しない場合 

A1.当該制御棒スクラムアキュムレータの

圧力を表 22－２に定める値に復旧する。 

又は 

A2.当該制御棒を全挿入する。 

８時間 

 

 

８時間 

B.制御棒スクラムアキュムレ

ータ２基以上の圧力が表 22

－２を満足しない場合 

B1.当該制御棒スクラムアキュムレータの

圧力を表 22－２に定める値に復旧する。 

又は 

B2.当該制御棒を全挿入する。 

１時間 

 

 

１時間 

C.条件Ａ又はＢで要求される

措置を完了時間内に達成で

きない場合 

C1.当該制御棒がスタックしたとみなす。 １時間 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（制御棒の操作） 

第 23条 

原子炉の状態が運転及び起動において，かつ原子炉熱出力 10％相当以下の場合，制御棒の操作は，表

23－１で定める事項を運転上の制限とする。 

 

２．制御棒の操作が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号を実施す

る。 

（１）燃料管理ＧＭは，原子炉の状態が運転及び起動において，かつ原子炉熱出力 10％相当以下の場合

における制御棒操作に先立ち，制御棒操作手順を作成し，原子炉主任技術者の確認を得て当直長に

通知する。 

（２）当直長は，原子炉の状態が運転及び起動において，かつ原子炉熱出力 10％相当以下の場合，制御

棒価値ミニマイザを使用して，制御棒の操作を行う。なお，制御棒価値ミニマイザが使用不可能な

場合は，制御棒操作手順に従って操作されていることを確認するため，制御棒の操作を行う運転員

の他に少なくとも１名の運転員を配置して，制御棒の操作を行う。さらに，制御棒の操作の都度，制

御棒操作手順に定める位置に適合させるように制御棒の操作を行うが，制御棒操作手順に定める位

置にないことを確認した場合は，速やかに当該制御棒を制御棒操作手順に定める位置に適合させる。 

 

３．当直長は，制御棒の操作が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表 23－

２の措置を講じる。 

 

 表 23－１ 

項  目 運転上の制限 

制御棒の操作 あらかじめ定められた制御棒操作手順に従って実施すること 

 

 表 23－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.１本以上８本以下の制御棒を

制御棒操作手順で定めた位置

に適合させることができない

場合 

A1.制御棒を制御棒操作手順で定めた位

置に適合させる。※１ 

８時間 

B.条件Ａで要求される措置を完

了時間内に達成できない場合 

B1.当該制御棒を全挿入する。 

及び 

B2.当該制御棒駆動機構を除外する。 

３時間 

 

４時間 

C.条件Ｂで要求される措置を完

了時間内に達成できない場合 

C1.高温停止にする。 24時間 

D.９本以上の制御棒を制御棒操

作手順で定めた位置に適合さ

せることができない場合 

D1.制御棒を制御棒操作手順で定めた位

置に適合させる。※２ 

１時間 

E.条件Ｄで要求される措置を完

了時間内に達成できない場合 

E1.原子炉をスクラムさせる。 速やかに 

 

 ※１：制御棒操作手順で定めた位置に適合させる操作にあたっては，制御棒操作手順で定めた位置に

適合させるための操作を除いて，制御棒の引き抜きを行ってはならない。 

 ※２：制御棒操作手順で定めた位置に適合させる操作にあたっては，制御棒操作手順で定めた位置に

適合させるための操作を含めて，制御棒の引き抜きを行ってはならない。 

 

 

（制御棒の操作） 

第 23条 

原子炉の状態が運転及び起動において，かつ原子炉熱出力 10％相当以下の場合，制御棒の操作は，表

23－１で定める事項を運転上の制限とする。 

 

２．制御棒の操作が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号を実施す

る。 

（１）プール燃料取り出しプログラム部長は，原子炉の状態が運転及び起動において，かつ原子炉熱出

力 10％相当以下の場合における制御棒操作に先立ち，制御棒操作手順を作成し，原子炉主任技術者

の確認を得て当直長に通知する。 

（２）当直長は，原子炉の状態が運転及び起動において，かつ原子炉熱出力 10％相当以下の場合，制御

棒価値ミニマイザを使用して，制御棒の操作を行う。なお，制御棒価値ミニマイザが使用不可能な

場合は，制御棒操作手順に従って操作されていることを確認するため，制御棒の操作を行う運転員

の他に少なくとも１名の運転員を配置して，制御棒の操作を行う。さらに，制御棒の操作の都度，制

御棒操作手順に定める位置に適合させるように制御棒の操作を行うが，制御棒操作手順に定める位

置にないことを確認した場合は，速やかに当該制御棒を制御棒操作手順に定める位置に適合させる。 

 

３．当直長は，制御棒の操作が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表 23－

２の措置を講じる。 

 

 表 23－１ 

項  目 運転上の制限 

制御棒の操作 あらかじめ定められた制御棒操作手順に従って実施すること 

 

 表 23－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.１本以上８本以下の制御棒を

制御棒操作手順で定めた位置

に適合させることができない

場合 

A1.制御棒を制御棒操作手順で定めた位

置に適合させる。※１ 

８時間 

B.条件Ａで要求される措置を完

了時間内に達成できない場合 

B1.当該制御棒を全挿入する。 

及び 

B2.当該制御棒駆動機構を除外する。 

３時間 

 

４時間 

C.条件Ｂで要求される措置を完

了時間内に達成できない場合 

C1.高温停止にする。 24時間 

D.９本以上の制御棒を制御棒操

作手順で定めた位置に適合さ

せることができない場合 

D1.制御棒を制御棒操作手順で定めた位

置に適合させる。※２ 

１時間 

E.条件Ｄで要求される措置を完

了時間内に達成できない場合 

E1.原子炉をスクラムさせる。 速やかに 

 

 ※１：制御棒操作手順で定めた位置に適合させる操作にあたっては，制御棒操作手順で定めた位置に

適合させるための操作を除いて，制御棒の引き抜きを行ってはならない。 

 ※２：制御棒操作手順で定めた位置に適合させる操作にあたっては，制御棒操作手順で定めた位置に

適合させるための操作を含めて，制御棒の引き抜きを行ってはならない。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（ほう酸水注入系） 

第 24条 

原子炉の状態が運転及び起動において，ほう酸水注入系は，表 24－１で定める事項を運転上の制限と

する。 

 

２．ほう酸水注入系が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号を実施

する。 

（１）技術ＧＭは，定検停止時に，ほう酸水注入系の機能を確認し，その結果を当直長に通知する。 

（２）当直長は，定検停止後の原子炉起動前にほう酸水注入系の主要な手動弁と電動弁※１（６号炉のみ）

が原子炉の状態に応じた開閉状態であることを確認する。 

（３）分析評価ＧＭは，原子炉の状態が運転及び起動において，ほう酸水濃度を１ヶ月に１回測定し，

その結果を当直長に通知する。 

（４）当直長は，原子炉の状態が運転及び起動において，ほう酸水貯蔵タンクの水位及び温度が図 24－

１，２の範囲内にあることを毎日１回確認する。 

（５）当直長は，原子炉の状態が運転及び起動において，ほう酸水注入ポンプの吐出圧力が表 24－２に

定める値であることを１ヶ月に１回確認する。また，ポンプの運転確認後，ポンプの運転確認に際

し使用した弁が待機状態にあることを確認する。 

 

３．当直長は，ほう酸水注入系が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表 24

－３の措置を講じる。 

 

 ※１：主要な手動弁と電動弁とは，主要配管上の手動弁及び電動弁（６号炉のみ）並びにこれらの配

管に接続する配管上の手動弁のうち一次弁をいう。ここでいう主要配管とは，ほう酸水注入系

に期待されている機能を達成するためのほう酸水貯蔵タンクからほう酸水注入ポンプまでの

吸込配管及びほう酸水注入ポンプから原子炉圧力容器までの注入配管をいう。 

 

 表 24－１ 

項  目 運転上の制限 

ほう酸水注入系 

（１）１系列※２が動作可能であること 

（２）原子炉を冷温停止にするのに必要なほう酸

水の量が確保されていること 

※２：１系列とは，ポンプ１台及び必要な弁並びに主要配管をいう。 

 

表 24－２ 

項  目 

(ほう酸水注入ポンプ吐出圧力) 
判 定 値 

５号炉 9.14ＭＰａ[gage]以上 

６号炉 8.43ＭＰａ[gage]以上 

 

表 24－３ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.ほう酸水貯蔵タンクの水位及び温

度が図 24－１，図 24－２の範囲内

にない場合 

A1.ほう酸水貯蔵タンクの水位及び

温度を図 24－１，図 24－２の範

囲内に復旧する。 

３日間 

B.ほう酸水注入系が動作不能の場合 B1.ほう酸水注入系を復旧する。 ８時間 

C.条件Ａ又はＢで要求される措置を

完了時間内に達成できない場合 

C1.高温停止にする。 24時間 

 

（省略） 

 

（ほう酸水注入系） 

第 24条 

原子炉の状態が運転及び起動において，ほう酸水注入系は，表 24－１で定める事項を運転上の制限と

する。 

 

２．ほう酸水注入系が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号を実施

する。 

（１）品質向上ＧＭは，定検停止時に，ほう酸水注入系の機能を確認し，その結果を当直長に通知する。 

（２）当直長は，定検停止後の原子炉起動前にほう酸水注入系の主要な手動弁と電動弁※１（６号炉のみ）

が原子炉の状態に応じた開閉状態であることを確認する。 

（３）分析評価ＧＭは，原子炉の状態が運転及び起動において，ほう酸水濃度を１ヶ月に１回測定し，

その結果を当直長に通知する。 

（４）当直長は，原子炉の状態が運転及び起動において，ほう酸水貯蔵タンクの水位及び温度が図 24－

１，２の範囲内にあることを毎日１回確認する。 

（５）当直長は，原子炉の状態が運転及び起動において，ほう酸水注入ポンプの吐出圧力が表 24－２に

定める値であることを１ヶ月に１回確認する。また，ポンプの運転確認後，ポンプの運転確認に際

し使用した弁が待機状態にあることを確認する。 

 

３．当直長は，ほう酸水注入系が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表 24

－３の措置を講じる。 

 

 ※１：主要な手動弁と電動弁とは，主要配管上の手動弁及び電動弁（６号炉のみ）並びにこれらの配

管に接続する配管上の手動弁のうち一次弁をいう。ここでいう主要配管とは，ほう酸水注入系

に期待されている機能を達成するためのほう酸水貯蔵タンクからほう酸水注入ポンプまでの

吸込配管及びほう酸水注入ポンプから原子炉圧力容器までの注入配管をいう。 

 

 表 24－１ 

項  目 運転上の制限 

ほう酸水注入系 

（１）１系列※２が動作可能であること 

（２）原子炉を冷温停止にするのに必要なほう酸

水の量が確保されていること 

※２：１系列とは，ポンプ１台及び必要な弁並びに主要配管をいう。 

 

表 24－２ 

項  目 

(ほう酸水注入ポンプ吐出圧力) 
判 定 値 

５号炉 9.14ＭＰａ[gage]以上 

６号炉 8.43ＭＰａ[gage]以上 

 

表 24－３ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.ほう酸水貯蔵タンクの水位及び温

度が図 24－１，図 24－２の範囲内

にない場合 

A1.ほう酸水貯蔵タンクの水位及び

温度を図 24－１，図 24－２の範

囲内に復旧する。 

３日間 

B.ほう酸水注入系が動作不能の場合 B1.ほう酸水注入系を復旧する。 ８時間 

C.条件Ａ又はＢで要求される措置を

完了時間内に達成できない場合 

C1.高温停止にする。 24時間 

 

（省略） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（原子炉熱出力及び炉心流量） 

第 26条 

原子炉熱出力が 30％以上において，原子炉熱出力及び炉心流量は，表 26－１で定める事項を運転上

の制限とする。 

 

２．原子炉熱出力及び炉心流量が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の

各号を実施する。 

（１）当直長は，原子炉熱出力 30％以上において，原子炉熱出力及び炉心流量が図２６に定める運転範

囲にあることを 24時間に１回確認する。 

（２）燃料管理ＧＭは，定格熱出力一定運転にあたり，原子炉熱出力について運転管理目標を定め，当

直長に通知する。当直長は，定格熱出力一定運転において，原子炉熱出力の瞬時値※１及び１時間平

均値※２が原子炉熱出力１００％以下であることを１時間に１回確認する。 

 

３．当直長は，原子炉熱出力及び炉心流量が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した

場合，表 26－２の措置を講じる。 

 

 表 26－１ 

項 目 運転上の制限 

原子炉熱出力 

及び炉心流量 

図 26に定める運転範囲にあること 

 

 表 26－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.運転上の制限を満足していな

いと判断した場合 

A1.運転範囲内に復旧する措置※３を開始

する。 

速やかに 

 

 ※１：瞬時値とは，計算機により算出される１分値をいう。ただし，計算機により確認ができない場合は，

平均出力領域モニタで確認する値をいう。瞬時値は原子炉熱出力のゆらぎを考慮し，原子炉熱出力

１００％に対して１％未満の超過の場合は，運転上の制限を満足していないとはみなさない。 

 ※２：１時間平均値とは，計算機により算出される当該１時間の瞬時値の平均値をいう。ただし，計算機に

より確認ができない場合は，平均出力領域モニタで確認する値をいう。 

 ※３：原子炉熱出力を 30％未満にすることを含む。 

 

（省略） 

 

（原子炉熱出力及び炉心流量） 

第 26条 

原子炉熱出力が 30％以上において，原子炉熱出力及び炉心流量は，表 26－１で定める事項を運転上

の制限とする。 

 

２．原子炉熱出力及び炉心流量が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の

各号を実施する。 

（１）当直長は，原子炉熱出力 30％以上において，原子炉熱出力及び炉心流量が図２６に定める運転範

囲にあることを 24時間に１回確認する。 

（２）プール燃料取り出しプログラム部長は，定格熱出力一定運転にあたり，原子炉熱出力について運

転管理目標を定め，当直長に通知する。当直長は，定格熱出力一定運転において，原子炉熱出力の

瞬時値※１及び１時間平均値※２が原子炉熱出力１００％以下であることを１時間に１回確認する。 

 

３．当直長は，原子炉熱出力及び炉心流量が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した

場合，表 26－２の措置を講じる。 

 

 表 26－１ 

項 目 運転上の制限 

原子炉熱出力 

及び炉心流量 

図 26に定める運転範囲にあること 

 

 表 26－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.運転上の制限を満足していな

いと判断した場合 

A1.運転範囲内に復旧する措置※３を開始

する。 

速やかに 

 

 ※１：瞬時値とは，計算機により算出される１分値をいう。ただし，計算機により確認ができない場合は，

平均出力領域モニタで確認する値をいう。瞬時値は原子炉熱出力のゆらぎを考慮し，原子炉熱出力

１００％に対して１％未満の超過の場合は，運転上の制限を満足していないとはみなさない。 

 ※２：１時間平均値とは，計算機により算出される当該１時間の瞬時値の平均値をいう。ただし，計算機に

より確認ができない場合は，平均出力領域モニタで確認する値をいう。 

 ※３：原子炉熱出力を 30％未満にすることを含む。 

 

（省略） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（計測及び制御設備） 

第 27条 

原子炉の状態に応じて，次の計測及び制御設備※１は，表 27－１で定める事項を運転上の制限とする。 

 

（中略） 

 

２．計測及び制御設備が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認する為，次号を実施する。 

（１）各ＧＭは，原子炉の状態に応じて表 27－２の各項目を実施し，その結果を当直長に通知する。な

お，各ＧＭは前項で定める計測及び制御設備に関係する事象を発見した場合には，誤動作※２又は誤

不動作※３等の観点から，運転上の制限を満足するかどうかを判断する。 

 

３．当直長は，計測及び制御設備が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表

27－３の措置を講じる。なお，同時に複数の要素の動作不能が発生した場合には，個々の要素に対し

て表 27－３の措置を講じる。 

 

表 27－１ 

項  目 運転上の制限 

計測及び制御設備 

動作可能※４であること 

 

なお，適用される原子炉の状態及び動作可能であるべきチャン

ネル数については，表 27－３にて定める。 

※１：適用範囲は，センサから論理回路の出力段までとし，アクチュエータは含まない。また，トリップ系の

定義の例は次のとおり。 

 

（中略） 

 

（計測及び制御設備） 

第 27条 

原子炉の状態に応じて，次の計測及び制御設備※１は，表 27－１で定める事項を運転上の制限とする。 

 

（中略） 

 

２．計測及び制御設備が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認する為，次号を実施する。 

（１）各ＧＭは，原子炉の状態に応じて表 27－２の各項目を実施し，その結果を当直長に通知する。な

お，各ＧＭは前項で定める計測及び制御設備に関係する事象を発見した場合には，誤動作※２又は誤

不動作※３等の観点から，運転上の制限を満足するかどうかを判断する。 

 

３．当直長は，計測及び制御設備が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表

27－３の措置を講じる。なお，同時に複数の要素の動作不能が発生した場合には，個々の要素に対し

て表 27－３の措置を講じる。 

 

表 27－１ 

項  目 運転上の制限 

計測及び制御設備 

動作可能※４であること 

 

なお，適用される原子炉の状態及び動作可能であるべきチャン

ネル数については，表 27－３にて定める。 

※１：適用範囲は，センサから論理回路の出力段までとし，アクチュエータは含まない。また，トリップ系の

定義の例は次のとおり。 

 

（中略） 

 

（変更なし） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

表 27－２ 

１．原子炉保護系計装 

[５号炉] 

表 27－２－１ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．起動領域モニタ 

 ａ．原子炉周期 

（ペリオド）短 

原子炉周期 10 秒

以上（中間領域） 

当直長は，原子炉の状態が起動，高温停止
※１，冷温停止※１及び燃料交換※１において，

動作不能でないことを指示により確認す

る。※２ 

毎日１回 

当直長は，原子炉の状態が起動から運転へ

入る時，起動領域モニタと出力領域モニタ

のオーバラップを確認する。 

原子炉起動時 

計装設備ＧＭは，チャンネル校正※３（検出

器を除く）を実施し，技術ＧＭは，論理回

路機能検査※4を実施する。 

定検停止時 

 ｂ．中性子束高 最終レンジフル

スケールの

120/125％以下 

当直長は，原子炉の状態が起動，高温停止
※１，冷温停止※１及び燃料交換※１において，

動作不能でないことを指示により確認す

る。 

毎日１回 

当直長は，原子炉の状態が起動から運転へ

入る時，起動領域モニタと出力領域モニタ

のオーバラップを確認する。 

原子炉起動時 

計装設備ＧＭは，チャンネル校正（検出器

を除く）を実施し，技術ＧＭは，論理回路

機能検査を実施する。 

定検停止時 

 ｃ．機器動作不能 － 技術ＧＭは，論理回路機能検査を実施す

る。 

定検停止時 

２．出力領域モニタ 

 ａ．中性子束高 

 

120％以下 

 

当直長は，原子炉の状態が運転において，

動作不能でないことを指示により確認す

る。 

毎日１回 

当直長は，原子炉の状態が運転において，

出力領域モニタのゲインを確認し，必要に

応じて，計装設備ＧＭは，校正を実施する。 

１週間に１回 

計装設備ＧＭは，動作可能な局部出力領域

モニタの校正を実施する。 

燃焼度の増分が 

1,000ＭＷｄ／

ｔに１回 

計装設備ＧＭは，チャンネル校正（検出器

を除く）を実施し，技術ＧＭは，論理回路

機能検査を実施する。 

定検停止時 

 

 

表 27－２ 

１．原子炉保護系計装 

[５号炉] 

表 27－２－１ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．起動領域モニタ 

 ａ．原子炉周期 

（ペリオド）短 

原子炉周期 10 秒

以上（中間領域） 

当直長は，原子炉の状態が起動，高温停止
※１，冷温停止※１及び燃料交換※１において，

動作不能でないことを指示により確認す

る。※２ 

毎日１回 

当直長は，原子炉の状態が起動から運転へ

入る時，起動領域モニタと出力領域モニタ

のオーバラップを確認する。 

原子炉起動時 

燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正※３

（検出器を除く）を実施し，品質向上ＧＭ

は，論理回路機能検査※4を実施する。 

定検停止時 

 ｂ．中性子束高 最終レンジフル

スケールの

120/125％以下 

当直長は，原子炉の状態が起動，高温停止
※１，冷温停止※１及び燃料交換※１において，

動作不能でないことを指示により確認す

る。 

毎日１回 

当直長は，原子炉の状態が起動から運転へ

入る時，起動領域モニタと出力領域モニタ

のオーバラップを確認する。 

原子炉起動時 

燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正（検

出器を除く）を実施し，品質向上ＧＭは，

論理回路機能検査を実施する。 

定検停止時 

 ｃ．機器動作不能 － 品質向上ＧＭは，論理回路機能検査を実施

する。 

定検停止時 

２．出力領域モニタ 

 ａ．中性子束高 

 

120％以下 

 

当直長は，原子炉の状態が運転において，

動作不能でないことを指示により確認す

る。 

毎日１回 

当直長は，原子炉の状態が運転において，

出力領域モニタのゲインを確認し，必要に

応じて，燃料計装設備ＧＭは，校正を実施

する。 

１週間に１回 

燃料計装設備ＧＭは，動作可能な局部出力

領域モニタの校正を実施する。 

燃焼度の増分が 

1,000ＭＷｄ／

ｔに１回 

燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正（検

出器を除く）を実施し，品質向上ＧＭは，

論理回路機能検査を実施する。 

定検停止時 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

 ｂ．中性子束低 2％以上 

（原子炉モード

スイッチが「運

転」の時） 

当直長は，原子炉の状態が運転において，

動作不能でないことを指示により確認す

る。 

毎日１回 

当直長は，原子炉の状態が運転において，

出力領域モニタのゲインを確認し，必要に

応じて，計装設備ＧＭは，校正を実施する。 

１週間に１回 

計装設備ＧＭは，動作可能な局部出力領域

モニタの校正を実施する。 

燃焼度の増分が 

1,000ＭＷｄ／

ｔに１回 

計装設備ＧＭは，チャンネル校正（検出器

を除く）を実施し，技術ＧＭは，論理回路

機能検査を実施する。 

定検停止時 

 ｃ．機器動作不能 － 技術ＧＭは，論理回路機能検査を実施す

る。 

定検停止時 

３．原子炉圧力高 7.27ＭＰａ

[gage]以下 

当直長は，原子炉の状態が運転及び起動に

おいて，動作不能でないことを指示により

確認する。 

毎日１回 

計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実施

し，技術ＧＭは，論理回路機能検査を実施

する。 

定検停止時 

４．原子炉水位低 

（レベル３） 

1,340ｃｍ以上 

（圧力容器零レ

ベルより） 

当直長は，原子炉の状態が運転及び起動に

おいて，動作不能でないことを指示により

確認する。 

毎日１回 

計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実施

し，技術ＧＭは，論理回路機能検査を実施

する。 

定検停止時 

５．主蒸気隔離弁閉 全開状態より 

10％閉以下 

計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実施

し，技術ＧＭは，論理回路機能検査を実施

する。 

定検停止時 

６．格納容器圧力高 13.7ｋＰａ

[gage]以下 

当直長は，原子炉の状態が運転及び起動に

おいて，動作不能でないことを指示により

確認する。 

毎日１回 

計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実施

し，技術ＧＭは，論理回路機能検査を実施

する。 

定検停止時 

７．スクラム・ディス

チャージボリュー

ム水位高 

68ｌ以下 

（スクラム排出

容器１個あたり） 

計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実施

し，技術ＧＭは，論理回路機能検査を実施

する。 

定検停止時 

８．タービン主蒸気

止め弁閉 

全開状態より 

10％閉以下※5 

当直長は，原子炉熱出力 30％相当以上でバ

イパス状態でないことを確認する。 

起動時 

計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実施

し，技術ＧＭは，論理回路機能検査を実施

する。 

定検停止時 

 

 

 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

 ｂ．中性子束低 2％以上 

（原子炉モード

スイッチが「運

転」の時） 

当直長は，原子炉の状態が運転において，

動作不能でないことを指示により確認す

る。 

毎日１回 

当直長は，原子炉の状態が運転において，

出力領域モニタのゲインを確認し，必要に

応じて，燃料計装設備ＧＭは，校正を実施

する。 

１週間に１回 

燃料計装設備ＧＭは，動作可能な局部出力

領域モニタの校正を実施する。 

燃焼度の増分が 

1,000ＭＷｄ／

ｔに１回 

燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正（検

出器を除く）を実施し，品質向上ＧＭは，

論理回路機能検査を実施する。 

定検停止時 

 ｃ．機器動作不能 － 品質向上ＧＭは，論理回路機能検査を実施

する。 

定検停止時 

３．原子炉圧力高 7.27ＭＰａ

[gage]以下 

当直長は，原子炉の状態が運転及び起動に

おいて，動作不能でないことを指示により

確認する。 

毎日１回 

燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実

施し，品質向上ＧＭは，論理回路機能検査

を実施する。 

定検停止時 

４．原子炉水位低 

（レベル３） 

1,340ｃｍ以上 

（圧力容器零レ

ベルより） 

当直長は，原子炉の状態が運転及び起動に

おいて，動作不能でないことを指示により

確認する。 

毎日１回 

燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実

施し，品質向上ＧＭは，論理回路機能検査

を実施する。 

定検停止時 

５．主蒸気隔離弁閉 全開状態より 

10％閉以下 

燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実

施し，品質向上ＧＭは，論理回路機能検査

を実施する。 

定検停止時 

６．格納容器圧力高 13.7ｋＰａ

[gage]以下 

当直長は，原子炉の状態が運転及び起動に

おいて，動作不能でないことを指示により

確認する。 

毎日１回 

燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実

施し，品質向上ＧＭは，論理回路機能検査

を実施する。 

定検停止時 

７．スクラム・ディス

チャージボリュー

ム水位高 

68ｌ以下 

（スクラム排出

容器１個あたり） 

燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実

施し，品質向上ＧＭは，論理回路機能検査

を実施する。 

定検停止時 

８．タービン主蒸気

止め弁閉 

全開状態より 

10％閉以下※5 

当直長は，原子炉熱出力30％相当以上でバ

イパス状態でないことを確認する。 

起動時 

燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実

施し，品質向上ＧＭは，論理回路機能検査

を実施する。 

定検停止時 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

[５号炉] 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

９．タービン蒸気加

減弁急速閉 

 ａ．油圧 

 ｂ．電磁弁励磁位

置 

油圧※5 

5.50ＭＰａ

[gage]以上 

励磁位置※5 

当直長は，原子炉熱出力 30％相当以上でバ

イパス状態でないことを確認する。 

起動時 

計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実施

し，技術ＧＭは，論理回路機能検査を実施

する。 

定検停止時 

10．主蒸気管放射能

高 

10×（通常運転時

のバックグラン

ド）以下 

当直長は，原子炉の状態が運転及び起動に

おいて，動作不能でないことを指示により

確認する。 

毎日１回 

計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実施

し，技術ＧＭは，論理回路機能検査を実施

する。 

定検停止時 

11．復水器真空度低 23.4ｋＰａ[abs]

以下 

当直長は，原子炉の状態が運転において，

動作不能でないことを指示により確認す

る。 

毎日１回 

計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実施

し，技術ＧＭは，論理回路機能検査を実施

する。 

定検停止時 

12．地震加速度大 

 ａ．原子炉建屋地

下１階床水平 

 ｂ．原子炉建屋地

下１階床鉛直 

地下 1階床水平 

135 Ｇａｌ以下 

地下 1階床鉛直 

100 Ｇａｌ以下 

計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実施

し，技術ＧＭは，論理回路機能検査を実施

する。 

定検停止時 

13．原子炉モードス

イッチ「停止」位

置 

－ 技術ＧＭは，論理回路機能検査を実施す

る｡ 

定検停止時 

14．スクラム回路 

 

－ 当直長は，原子炉の状態が運転及び起動に

おいて，自動スクラム論理回路が動作可能

であることを確認する。 

１ヶ月に１回 

技術ＧＭは，手動スクラム論理回路機能検

査を実施する｡ 

定検停止時 

※１：１体以上の燃料が装荷されているセルの制御棒が全挿入かつ除外されている場合又は全燃料が取

り出されている場合を除く。 

※２：「動作不能でないことを指示により確認する」とは，当該チャンネルの指示値に異常な変動がな

いことを確認すること，また可能であれば他のチャンネルの指示値と有意な差異がないことを確

認することをいう。なお，トリップ状態にあるチャンネルについては，該当しない。以下，本条

において同じ。 

※３：本条におけるチャンネル校正とは，センサにあらかじめ定めた信号を与えた時，許容範囲内で出

力信号を発生又は指示値を示すよう調整することをいう。 

※４：本条における論理回路機能検査とは，センサからの出力信号にて，論理回路の出力段に信号が発

生することにより，その機能の健全性を確認することをいう。なお，確認は部分的な確認を積み

重ねることにより，適用範囲を確認したとみなすことができる。 

※５：タービン入口蒸気第１段圧力が約 1.27ＭＰａ[gage]（原子炉熱出力の約 30％相当）以上で運転

している時。以下，本条［５号炉］において同じ。 

 

 

 

[５号炉] 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

９．タービン蒸気加

減弁急速閉 

 ａ．油圧 

 ｂ．電磁弁励磁位

置 

油圧※5 

5.50ＭＰａ

[gage]以上 

励磁位置※5 

当直長は，原子炉熱出力 30％相当以上で

バイパス状態でないことを確認する。 

起動時 

燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実

施し，品質向上ＧＭは，論理回路機能検査

を実施する。 

定検停止時 

10．主蒸気管放射能

高 

10×（通常運転時

のバックグラン

ド）以下 

当直長は，原子炉の状態が運転及び起動に

おいて，動作不能でないことを指示により

確認する。 

毎日１回 

燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実

施し，品質向上ＧＭは，論理回路機能検査

を実施する。 

定検停止時 

11．復水器真空度低 23.4ｋＰａ[abs]

以下 

当直長は，原子炉の状態が運転において，

動作不能でないことを指示により確認す

る。 

毎日１回 

燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実

施し，品質向上ＧＭは，論理回路機能検査

を実施する。 

定検停止時 

12．地震加速度大 

 ａ．原子炉建屋地

下１階床水平 

 ｂ．原子炉建屋地

下１階床鉛直 

地下 1階床水平 

135 Ｇａｌ以下 

地下 1階床鉛直 

100 Ｇａｌ以下 

燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実

施し，品質向上ＧＭは，論理回路機能検査

を実施する。 

定検停止時 

13．原子炉モードス

イッチ「停止」位置 

－ 品質向上ＧＭは，論理回路機能検査を実施

する｡ 

定検停止時 

14．スクラム回路 

 

－ 当直長は，原子炉の状態が運転及び起動に

おいて，自動スクラム論理回路が動作可能

であることを確認する。 

１ヶ月に１回 

品質向上ＧＭは，手動スクラム論理回路機

能検査を実施する｡ 

定検停止時 

※１：１体以上の燃料が装荷されているセルの制御棒が全挿入かつ除外されている場合又は全燃料が取

り出されている場合を除く。 

※２：「動作不能でないことを指示により確認する」とは，当該チャンネルの指示値に異常な変動がな

いことを確認すること，また可能であれば他のチャンネルの指示値と有意な差異がないことを確

認することをいう。なお，トリップ状態にあるチャンネルについては，該当しない。以下，本条

において同じ。 

※３：本条におけるチャンネル校正とは，センサにあらかじめ定めた信号を与えた時，許容範囲内で出

力信号を発生又は指示値を示すよう調整することをいう。 

※４：本条における論理回路機能検査とは，センサからの出力信号にて，論理回路の出力段に信号が発

生することにより，その機能の健全性を確認することをいう。なお，確認は部分的な確認を積み

重ねることにより，適用範囲を確認したとみなすことができる。 

※５：タービン入口蒸気第１段圧力が約 1.27ＭＰａ[gage]（原子炉熱出力の約 30％相当）以上で運転

している時。以下，本条［５号炉］において同じ。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

[６号炉] 

表 27－２－１ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．起動領域モニタ 

 ａ．原子炉周期 

（ペリオド）短 

原子炉周期10秒

以上（中間領域） 

当直長は，原子炉の状態が起動，高温停止
※１，冷温停止※１及び燃料交換※１において，

動作不能でないことを指示により確認す

る。※２ 

毎日１回 

当直長は，原子炉の状態が起動から運転へ

入る時，起動領域モニタと出力領域モニタ

のオーバラップを確認する。 

原子炉起動時 

計装設備ＧＭは，チャンネル校正※３（検出

器を除く）を実施し，技術ＧＭは，論理回

路機能検査※４を実施する。 

定検停止時 

 ｂ．機器動作不能 － 技術ＧＭは，論理回路機能検査を実施す

る。 

定検停止時 

２．出力領域モニタ 

 ａ．中性子束高 

  (a)中性子束 

15％以下 

（原子炉モード

スイッチが「燃

料取替」，「起動」

の時） 

当直長は，原子炉の状態が起動において，

動作不能でないことを指示により確認す

る。 

毎日１回 

当直長は，原子炉の状態が起動から運転へ

入る時，起動領域モニタと出力領域モニタ

のオーバラップを確認する。 

原子炉起動時 

計装設備ＧＭは，チャンネル校正（検出器

を除く）を実施し，技術ＧＭは，論理回路

機能検査を実施する。 

定検停止時 

120％以下 

（原子炉モード

スイッチが「運

転」の時） 

当直長は，原子炉の状態が運転において，

動作不能でないことを指示により確認す

る。 

毎日１回 

当直長は，原子炉の状態が運転において，

出力領域モニタのゲインを確認し，必要に

応じて，計装設備ＧＭは，校正を実施する。 

１週間に１回 

計装設備ＧＭは，動作可能な局部出力領域

モニタの校正を実施する。 

燃焼度の増分

が 1,000ＭＷｄ

／ｔに１回 

計装設備ＧＭは，チャンネル校正（検出器

を除く）を実施し，技術ＧＭは，論理回路

機能検査を実施する。 

定検停止時 

 

 

[６号炉] 

表 27－２－１ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．起動領域モニタ 

 ａ．原子炉周期 

（ペリオド）短 

原子炉周期10秒

以上（中間領域） 

当直長は，原子炉の状態が起動，高温停止
※１，冷温停止※１及び燃料交換※１において，

動作不能でないことを指示により確認す

る。※２ 

毎日１回 

当直長は，原子炉の状態が起動から運転へ

入る時，起動領域モニタと出力領域モニタ

のオーバラップを確認する。 

原子炉起動時 

燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正※３

（検出器を除く）を実施し，品質向上ＧＭ

は，論理回路機能検査※４を実施する。 

定検停止時 

 ｂ．機器動作不能 － 品質向上ＧＭは，論理回路機能検査を実施

する。 

定検停止時 

２．出力領域モニタ 

 ａ．中性子束高 

  (a)中性子束 

15％以下 

（原子炉モード

スイッチが「燃

料取替」，「起動」

の時） 

当直長は，原子炉の状態が起動において，

動作不能でないことを指示により確認す

る。 

毎日１回 

当直長は，原子炉の状態が起動から運転へ

入る時，起動領域モニタと出力領域モニタ

のオーバラップを確認する。 

原子炉起動時 

燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正（検

出器を除く）を実施し，品質向上ＧＭは，

論理回路機能検査を実施する。 

定検停止時 

120％以下 

（原子炉モード

スイッチが「運

転」の時） 

当直長は，原子炉の状態が運転において，

動作不能でないことを指示により確認す

る。 

毎日１回 

当直長は，原子炉の状態が運転において，

出力領域モニタのゲインを確認し，必要に

応じて，燃料計装設備ＧＭは，校正を実施

する。 

１週間に１回 

燃料計装設備ＧＭは，動作可能な局部出力

領域モニタの校正を実施する。 

燃焼度の増分

が 1,000ＭＷｄ

／ｔに１回 

燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正（検

出器を除く）を実施し，品質向上ＧＭは，

論理回路機能検査を実施する。 

定検停止時 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

[６号炉] 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

  (b)熱流束相当 自動可変設定以

下 

（図27に示す設

定値以下） 

当直長は，原子炉の状態が運転において，

出力領域モニタのゲインを確認し，必要に

応じて，計装設備ＧＭは，校正を実施する。 

１週間に１回 

計装設備ＧＭは，動作可能な局部出力領域

モニタの校正を実施する。 

燃焼度の増分

が 1,000ＭＷｄ

／ｔに１回 

計装設備ＧＭは，チャンネル校正（検出器

を除く）を実施し，技術ＧＭは，論理回路

機能検査を実施する｡ 

定検停止時 

計装設備ＧＭは，フローユニットのチャン

ネル校正を実施する。 

定検停止時 

 ｂ．機器動作不能 － 技術ＧＭは，論理回路機能検査を実施す

る。 

定検停止時 

３．原子炉圧力高 7.21ＭＰａ 

[gage]以下 

当直長は，原子炉の状態が運転及び起動に

おいて，動作不能でないことを指示により

確認する。 

毎日１回 

計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実施

し，技術ＧＭは，論理回路機能検査を実施

する。 

定検停止時 

４．原子炉水位低 

(レベル３） 

1,372ｃｍ以上 

（圧力容器零レ

ベルより） 

当直長は，原子炉の状態が運転及び起動に

おいて，動作不能でないことを指示により

確認する。 

毎日１回 

計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実施

し，技術ＧＭは，論理回路機能検査を実施

する。 

定検停止時 

５．主蒸気隔離弁閉 全開状態より 

10％閉以下 

計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実施

し，技術ＧＭは，論理回路機能検査を実施

する。 

定検停止時 

６．格納容器圧力高 13.7ｋＰａ 

[gage]以下 

当直長は，原子炉の状態が運転及び起動に

おいて，動作不能でないことを指示により

確認する。 

毎日１回 

計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実施

し，技術ＧＭは，論理回路機能検査を実施

する。 

定検停止時 

７．スクラム・ディス

チャージボリュー

ム水位高 

94.5ｌ以下 

（スクラム排出

容器１個あた

り） 

計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実施

し，技術ＧＭは，論理回路機能検査を実施

する。 

定検停止時 

８．タービン主蒸気止

め弁閉 

全開状態より 

10％閉以下※５ 

 

当直長は，原子炉熱出力 30％相当以上でバ

イパス状態でないことを確認する。 

起動時 

計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実施

し，技術ＧＭは，論理回路機能検査を実施

する。 

定検停止時 

 

 

[６号炉] 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

  (b)熱流束相当 自動可変設定以

下 

（図27に示す設

定値以下） 

当直長は，原子炉の状態が運転において，

出力領域モニタのゲインを確認し，必要に

応じて，燃料計装設備ＧＭは，校正を実施

する。 

１週間に１回 

燃料計装設備ＧＭは，動作可能な局部出力

領域モニタの校正を実施する。 

燃焼度の増分

が 1,000ＭＷｄ

／ｔに１回 

燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正（検

出器を除く）を実施し，品質向上ＧＭは，

論理回路機能検査を実施する｡ 

定検停止時 

燃料計装設備ＧＭは，フローユニットのチ

ャンネル校正を実施する。 

定検停止時 

 ｂ．機器動作不能 － 品質向上ＧＭは，論理回路機能検査を実施

する。 

定検停止時 

３．原子炉圧力高 7.21ＭＰａ 

[gage]以下 

当直長は，原子炉の状態が運転及び起動に

おいて，動作不能でないことを指示により

確認する。 

毎日１回 

燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実

施し，品質向上ＧＭは，論理回路機能検査

を実施する。 

定検停止時 

４．原子炉水位低 

(レベル３） 

1,372ｃｍ以上 

（圧力容器零レ

ベルより） 

当直長は，原子炉の状態が運転及び起動に

おいて，動作不能でないことを指示により

確認する。 

毎日１回 

燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実

施し，品質向上ＧＭは，論理回路機能検査

を実施する。 

定検停止時 

５．主蒸気隔離弁閉 全開状態より 

10％閉以下 

燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実

施し，品質向上ＧＭは，論理回路機能検査

を実施する。 

定検停止時 

６．格納容器圧力高 13.7ｋＰａ 

[gage]以下 

当直長は，原子炉の状態が運転及び起動に

おいて，動作不能でないことを指示により

確認する。 

毎日１回 

燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実

施し，品質向上ＧＭは，論理回路機能検査

を実施する。 

定検停止時 

７．スクラム・ディス

チャージボリュー

ム水位高 

94.5ｌ以下 

（スクラム排出

容器１個あた

り） 

燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実

施し，品質向上ＧＭは，論理回路機能検査

を実施する。 

定検停止時 

８．タービン主蒸気止

め弁閉 

全開状態より 

10％閉以下※５ 

 

当直長は，原子炉熱出力 30％相当以上でバ

イパス状態でないことを確認する。 

起動時 

燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実

施し，品質向上ＧＭは，論理回路機能検査

を実施する。 

定検停止時 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

[６号炉] 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

９．タービン蒸気加減

弁急速閉 

ａ．油圧 

ｂ．電磁弁励磁位

置 

油圧※５ 

4.14ＭＰａ

[gage]以上 

励磁位置※５ 

当直長は，原子炉熱出力30％相当以上でバ

イパス状態でないことを確認する。 

起動時 

計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実施

し，技術ＧＭは，論理回路機能検査を実施

する。 

定検停止時 

10．主蒸気管放射能高 10×（通常運転

時のバックグラ

ンド）以下 

当直長は，原子炉の状態が運転及び起動に

おいて，動作不能でないことを指示により

確認する。 

毎日１回 

計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実施

し，技術ＧＭは，論理回路機能検査を実施

する。 

定検停止時 

11．地震加速度大 

 ａ．原子炉建屋地下

２階床水平 

 ｂ．原子炉建屋地下

２階床鉛直 

地下２階床水平 

135 Ｇａｌ以下 

地下２階床鉛直 

100 Ｇａｌ以下 

計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実施

し，技術ＧＭは，論理回路機能検査を実施

する。 

定検停止時 

12．原子炉モードスイ

ッチ「停止」位置 

－ 技術ＧＭは，論理回路機能検査を実施す

る｡ 

定検停止時 

13．スクラム回路 － 当直長は，原子炉の状態が運転及び起動に

おいて，自動スクラム論理回路が動作可能

であることを確認する。 

１ヶ月に１回 

技術ＧＭは，手動スクラム論理回路機能検

査を実施する｡ 

定検停止時 

※１：１体以上の燃料が装荷されているセルの制御棒が全挿入かつ除外されている場合又は全燃料が取り出さ

れている場合を除く。 

※２：「動作不能でないことを指示により確認する」とは，当該チャンネルの指示値に異常な変動がないことを

確認すること，また可能であれば他のチャンネルの指示値と有意な差異がないことを確認するこ

とをいう。なお，トリップ状態にあるチャンネルについては，該当しない。以下，本条において

同じ。 

※３：本条におけるチャンネル校正とは，センサにあらかじめ定めた信号を与えた時，許容範囲内で出

力信号を発生又は指示値を示すよう調整することをいう。 

※４：本条における論理回路機能検査とは，センサからの出力信号にて，論理回路の出力段に信号が発生する

ことにより，その機能の健全性を確認することをいう。なお，確認は部分的な確認を積み重ねる

ことにより，適用範囲を確認したとみなすことができる。 

※５：タービン入口蒸気第１段圧力が約 1.27ＭＰａ[gage]（原子炉熱出力の約 30％相当）以上で運転

している時。以下，本条［６号炉］において同じ。 

 

 

[６号炉] 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

９．タービン蒸気加減

弁急速閉 

ａ．油圧 

ｂ．電磁弁励磁位

置 

油圧※５ 

4.14ＭＰａ

[gage]以上 

励磁位置※５ 

当直長は，原子炉熱出力30％相当以上でバ

イパス状態でないことを確認する。 

起動時 

燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実

施し，品質向上ＧＭは，論理回路機能検査

を実施する。 

定検停止時 

10．主蒸気管放射能高 10×（通常運転

時のバックグラ

ンド）以下 

当直長は，原子炉の状態が運転及び起動に

おいて，動作不能でないことを指示により

確認する。 

毎日１回 

燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実

施し，品質向上ＧＭは，論理回路機能検査

を実施する。 

定検停止時 

11．地震加速度大 

 ａ．原子炉建屋地下

２階床水平 

 ｂ．原子炉建屋地下

２階床鉛直 

地下２階床水平 

135 Ｇａｌ以下 

地下２階床鉛直 

100 Ｇａｌ以下 

燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実

施し，品質向上ＧＭは，論理回路機能検査

を実施する。 

定検停止時 

12．原子炉モードスイ

ッチ「停止」位置 

－ 品質向上ＧＭは，論理回路機能検査を実施

する｡ 

定検停止時 

13．スクラム回路 － 当直長は，原子炉の状態が運転及び起動に

おいて，自動スクラム論理回路が動作可能

であることを確認する。 

１ヶ月に１回 

品質向上ＧＭは，手動スクラム論理回路機

能検査を実施する｡ 

定検停止時 

※１：１体以上の燃料が装荷されているセルの制御棒が全挿入かつ除外されている場合又は全燃料が取り出さ

れている場合を除く。 

※２：「動作不能でないことを指示により確認する」とは，当該チャンネルの指示値に異常な変動がないことを

確認すること，また可能であれば他のチャンネルの指示値と有意な差異がないことを確認するこ

とをいう。なお，トリップ状態にあるチャンネルについては，該当しない。以下，本条において

同じ。 

※３：本条におけるチャンネル校正とは，センサにあらかじめ定めた信号を与えた時，許容範囲内で出

力信号を発生又は指示値を示すよう調整することをいう。 

※４：本条における論理回路機能検査とは，センサからの出力信号にて，論理回路の出力段に信号が発生する

ことにより，その機能の健全性を確認することをいう。なお，確認は部分的な確認を積み重ねる

ことにより，適用範囲を確認したとみなすことができる。 

※５：タービン入口蒸気第１段圧力が約 1.27ＭＰａ[gage]（原子炉熱出力の約 30％相当）以上で運転

している時。以下，本条［６号炉］において同じ。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

２．起動領域モニタ計装 

[５号炉] 

表 27－２－２ 

要  素 項  目 頻  度 

１．起動領域モニタ 

 

当直長は，計数率が３ｓ－１以上であ

ることの確認を行う。 

原子炉の状態が起動※１，高温停止，冷

温停止及び燃料交換※２の場合毎日１

回，炉心変更中※２の場合 12時間に１回 

当直長は，原子炉の状態が起動※１，

高温停止，冷温停止及び燃料交換※２

において，動作不能でないことを指

示により確認する。 

毎日１回 

計装設備ＧＭは，チャンネル校正（検

出器を除く）を実施する｡ 

定検停止時 

※１：中性子源領域である場合。 

※２：起動領域モニタ周りの燃料が４体未満の場合を除く。 

 

[６号炉] 

表 27－２－２ 

要  素 項  目 頻  度 

１．起動領域モニタ 

 

当直長は，計数率が３ｃｐｓ以上で

あることの確認を行う。 

原子炉の状態が起動※１，高温停止，冷

温停止及び燃料交換※２の場合毎日１

回，炉心変更中※２の場合 12時間に１回 

当直長は，原子炉の状態が起動※１，

高温停止，冷温停止及び燃料交換※２

において，動作不能でないことを指

示により確認する。 

毎日１回 

計装設備ＧＭは，チャンネル校正（検

出器を除く）を実施する｡ 

定検停止時 

※１：中性子源領域である場合。 

※２：起動領域モニタ周りの燃料が４体未満の場合を除く。 

 

 

２．起動領域モニタ計装 

[５号炉] 

表 27－２－２ 

要  素 項  目 頻  度 

１．起動領域モニタ 

 

当直長は，計数率が３ｓ－１以上であ

ることの確認を行う。 

原子炉の状態が起動※１，高温停止，冷

温停止及び燃料交換※２の場合毎日１

回，炉心変更中※２の場合 12時間に１回 

当直長は，原子炉の状態が起動※１，

高温停止，冷温停止及び燃料交換※２

において，動作不能でないことを指

示により確認する。 

毎日１回 

燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校

正（検出器を除く）を実施する｡ 

定検停止時 

※１：中性子源領域である場合。 

※２：起動領域モニタ周りの燃料が４体未満の場合を除く。 

 

[６号炉] 

表 27－２－２ 

要  素 項  目 頻  度 

１．起動領域モニタ 

 

当直長は，計数率が３ｃｐｓ以上で

あることの確認を行う。 

原子炉の状態が起動※１，高温停止，冷

温停止及び燃料交換※２の場合毎日１

回，炉心変更中※２の場合 12時間に１回 

当直長は，原子炉の状態が起動※１，

高温停止，冷温停止及び燃料交換※２

において，動作不能でないことを指

示により確認する。 

毎日１回 

燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校

正（検出器を除く）を実施する｡ 

定検停止時 

※１：中性子源領域である場合。 

※２：起動領域モニタ周りの燃料が４体未満の場合を除く。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

３．非常用炉心冷却系計装 

[５号炉] 

（１）炉心スプレイ系計装 

表 27－２－３－１ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．原子炉水位異

常低(レベル１) 

940ｃｍ以上 

（圧力容器零レベ

ルより） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動及び高温停止において，動作

不能でないことを指示により確認

する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル校正

を実施し，技術ＧＭは，論理回路機

能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
２．格納容器圧力

高 

13.7ｋＰａ[gage] 

以下 

３．原子炉圧力低

（注入可） 

3.11ＭＰａ[gage]※

１ 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動及び高温停止において，動作

不能でないことを指示により確認

する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル校正

を実施し，技術ＧＭは，論理回路機

能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 

※１：動作値が，設定値に対して計器の許容誤差の範囲内であれば，運転上の制限を満足していないと

はみなさない。 

 

（２）低圧注水系計装 

表 27－２－３－２ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．原子炉水位異

常低（レベル

１） 

940ｃｍ以上 

（圧力容器零レベ

ルより） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動及び高温停止において，動作

不能でないことを指示により確認

する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル校正

を実施し，技術ＧＭは，論理回路機

能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 

 

２．格納容器圧力

高 

13.7ｋＰａ[gage] 

以下 

３．原子炉圧力低

（注入可） 

3.11ＭＰａ[gage]※

１ 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動及び高温停止において，動作

不能でないことを指示により確認

する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル校正

を実施し，技術ＧＭは，論理回路機

能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 

※１：動作値が，設定値に対して計器の許容誤差の範囲内であれば，運転上の制限を満足していないと

はみなさない。 

 

 

 

３．非常用炉心冷却系計装 

[５号炉] 

（１）炉心スプレイ系計装 

表 27－２－３－１ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．原子炉水位異

常低(レベル１) 

940ｃｍ以上 

（圧力容器零レベ

ルより） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動及び高温停止において，動作

不能でないことを指示により確認

する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャンネル

校正を実施し，品質向上ＧＭは，論

理回路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
２．格納容器圧力

高 

13.7ｋＰａ[gage] 

以下 

３．原子炉圧力低

（注入可） 

3.11ＭＰａ[gage]※

１ 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動及び高温停止において，動作

不能でないことを指示により確認

する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャンネル

校正を実施し，品質向上ＧＭは，論

理回路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 

※１：動作値が，設定値に対して計器の許容誤差の範囲内であれば，運転上の制限を満足していないと

はみなさない。 

 

（２）低圧注水系計装 

表 27－２－３－２ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．原子炉水位異

常低（レベル

１） 

940ｃｍ以上 

（圧力容器零レベ

ルより） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動及び高温停止において，動作

不能でないことを指示により確認

する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャンネル

校正を実施し，品質向上ＧＭは，論

理回路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 

 

２．格納容器圧力

高 

13.7ｋＰａ[gage] 

以下 

３．原子炉圧力低

（注入可） 

3.11ＭＰａ[gage]※

１ 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動及び高温停止において，動作

不能でないことを指示により確認

する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャンネル

校正を実施し，品質向上ＧＭは，論

理回路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 

※１：動作値が，設定値に対して計器の許容誤差の範囲内であれば，運転上の制限を満足していないと

はみなさない。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

[５号炉] 

（３）高圧注水系計装 

表 27－２－３－３ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．原子炉水位異

常低（レベル

２） 

1,189ｃｍ以上 

（圧力容器零レベ

ルより） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動※１及び高温停止※１において，

動作不能でないことを指示により

確認する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル校正

を実施し，技術ＧＭは，論理回路機

能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
２．格納容器圧力

高 

13.7ｋＰａ[gage] 

以下 

※１：原子炉圧力が，1.04ＭＰａ[gage]以上の時。 

 

（４）自動減圧系計装 

表 27－２－３－４ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．原子炉水位異

常低（レベル１） 

940ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動※１及び高温停止※１において，

動作不能でないことを指示により

確認する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル校

正を実施し，技術ＧＭは，論理回

路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
２．格納容器圧力

高 

13.7ｋＰａ[gage] 

以下 

３．自動減圧系始

動タイマ 

120秒以下 電気機器ＧＭは，チャンネル校正を実

施し，技術ＧＭは，論理回路機能検査

を実施する。 

定検停止時 

４．炉心スプレイ

系ポンプ吐出圧力

高 

689ｋＰａ[gage]※２ （１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動※１及び高温停止※１において，

動作不能でないことを指示により

確認する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル校

正を実施し，技術ＧＭは，論理回

路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
５．残留熱除去系

ポンプ吐出圧力高 

343ｋＰａ[gage]※２ 

※１：原子炉圧力が，0.78ＭＰａ[gage]以上の時。 

※２：動作値が，設定値に対して計器の許容誤差の範囲内であれば，運転上の制限を満足していないと

はみなさない。 

 

 

 

[５号炉] 

（３）高圧注水系計装 

表 27－２－３－３ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．原子炉水位異

常低（レベル

２） 

1,189ｃｍ以上 

（圧力容器零レベ

ルより） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動※１及び高温停止※１において，

動作不能でないことを指示により

確認する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャンネル

校正を実施し，品質向上ＧＭは，論

理回路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
２．格納容器圧力

高 

13.7ｋＰａ[gage] 

以下 

※１：原子炉圧力が，1.04ＭＰａ[gage]以上の時。 

 

（４）自動減圧系計装 

表 27－２－３－４ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．原子炉水位異

常低（レベル１） 

940ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動※１及び高温停止※１において，

動作不能でないことを指示により

確認する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャンネ

ル校正を実施し，品質向上ＧＭは，

論理回路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
２．格納容器圧力

高 

13.7ｋＰａ[gage] 

以下 

３．自動減圧系始

動タイマ 

120秒以下 電気設備保守ＧＭは，チャンネル校正

を実施し，品質向上ＧＭは，論理回路

機能検査を実施する。 

定検停止時 

４．炉心スプレイ

系ポンプ吐出圧力

高 

689ｋＰａ[gage]※２ （１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動※１及び高温停止※１において，

動作不能でないことを指示により

確認する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャンネ

ル校正を実施し，品質向上ＧＭは，

論理回路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
５．残留熱除去系

ポンプ吐出圧力高 

343ｋＰａ[gage]※２ 

※１：原子炉圧力が，0.78ＭＰａ[gage]以上の時。 

※２：動作値が，設定値に対して計器の許容誤差の範囲内であれば，運転上の制限を満足していないと

はみなさない。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

[６号炉] 

（１）低圧炉心スプレイ系計装 

表 27－２－３－１ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．原子炉水位異

常低（レベル

１） 

961ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動及び高温停止において，動作

不能でないことを指示により確

認する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル校

正を実施し，技術ＧＭは，論理回

路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
２．格納容器圧力

高 

13.7ｋＰａ[gage] 

以下 

３．注入弁両側差

圧低（注入可） 

4.91ＭＰａ※１ （１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動及び高温停止において，動作

不能でないことを指示により確

認する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル校

正を実施し，技術ＧＭは，論理回

路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 

※１：動作値が，設定値に対して計器の許容誤差の範囲内であれば，運転上の制限を満足していないと

はみなさない。 

 

 

 
（２）低圧注水系計装 

表 27－２－３－２ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．原子炉水位異

常低（レベル

１） 

961ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動及び高温停止において，動作

不能でないことを指示により確

認する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル校

正を実施し，技術ＧＭは，論理回

路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 

 

２．格納容器圧力

高 

13.7ｋＰａ[gage] 

以下 

３．注入弁両側差

圧低（注入可） 

4.81ＭＰａ※１ （１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動及び高温停止において，動作

不能でないことを指示により確

認する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル校

正を実施し，技術ＧＭは，論理回

路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 

※１：動作値が，設定値に対して計器の許容誤差の範囲内であれば，運転上の制限を満足していないと

はみなさない。 

 

 

[６号炉] 

（１）低圧炉心スプレイ系計装 

表 27－２－３－１ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．原子炉水位異

常低（レベル

１） 

961ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動及び高温停止において，動作

不能でないことを指示により確

認する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャンネ

ル校正を実施し，品質向上ＧＭ

は，論理回路機能検査を実施す

る。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
２．格納容器圧力

高 

13.7ｋＰａ[gage] 

以下 

３．注入弁両側差

圧低（注入可） 

4.91ＭＰａ※１ （１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動及び高温停止において，動作

不能でないことを指示により確

認する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャンネ

ル校正を実施し，品質向上ＧＭ

は，論理回路機能検査を実施す

る。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 

※１：動作値が，設定値に対して計器の許容誤差の範囲内であれば，運転上の制限を満足していないと

はみなさない。 

 

（２）低圧注水系計装 

表 27－２－３－２ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．原子炉水位異

常低（レベル

１） 

961ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動及び高温停止において，動作

不能でないことを指示により確

認する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャンネ

ル校正を実施し，品質向上ＧＭ

は，論理回路機能検査を実施す

る。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 

 

２．格納容器圧力

高 

13.7ｋＰａ[gage] 

以下 

３．注入弁両側差

圧低（注入可） 

4.81ＭＰａ※１ （１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動及び高温停止において，動作

不能でないことを指示により確

認する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャンネ

ル校正を実施し，品質向上ＧＭ

は，論理回路機能検査を実施す

る。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 

※１：動作値が，設定値に対して計器の許容誤差の範囲内であれば，運転上の制限を満足していないと

はみなさない。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

[６号炉] 

（３）高圧炉心スプレイ系計装 

表 27－２－３－３ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．原子炉水位異

常低（レベル

２） 

1,243ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動及び高温停止において，動作

不能でないことを指示により確

認する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル校

正を実施し，技術ＧＭは，論理回

路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
２．格納容器圧力

高 

13.7ｋＰａ[gage]  

以下 

 

 

（４）自動減圧系計装 

表 27－２－３－４ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．原子炉水位異

常低（レベル

１） 

961ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動※１及び高温停止※１において，

動作不能でないことを指示によ

り確認する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル校

正を実施し，技術ＧＭは，論理回

路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
２．格納容器圧力

高 

13.7ｋＰａ[gage] 

以下 

３．自動減圧系始

動タイマ 

120秒以下 電気機器ＧＭは，チャンネル校正を実

施し，技術ＧＭは，論理回路機能検査

を実施する。 

定検停止時 

４．低圧炉心スプ

レイ系ポンプ吐

出圧力高 

1.03ＭＰａ[gage]※２ （１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動※１及び高温停止※１において，

動作不能でないことを指示によ

り確認する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル校

正を実施し，技術ＧＭは，論理回

路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
５．残留熱除去系

ポンプ吐出圧力

高 

0.490ＭＰａ[gage]※

２ 

※１：原子炉圧力が，0.84ＭＰａ[gage]以上の時。 

※２：動作値が，設定値に対して計器の許容誤差の範囲内であれば，運転上の制限を満足していないと

はみなさない。 

 

 

 

[６号炉] 

（３）高圧炉心スプレイ系計装 

表 27－２－３－３ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．原子炉水位異

常低（レベル

２） 

1,243ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動及び高温停止において，動作

不能でないことを指示により確

認する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャンネ

ル校正を実施し，品質向上ＧＭ

は，論理回路機能検査を実施す

る。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
２．格納容器圧力

高 

13.7ｋＰａ[gage]  

以下 

 

（４）自動減圧系計装 

表 27－２－３－４ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．原子炉水位異

常低（レベル

１） 

961ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動※１及び高温停止※１において，

動作不能でないことを指示によ

り確認する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャンネ

ル校正を実施し，品質向上ＧＭ

は，論理回路機能検査を実施す

る。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
２．格納容器圧力

高 

13.7ｋＰａ[gage] 

以下 

３．自動減圧系始

動タイマ 

120秒以下 電気設備保守ＧＭは，チャンネル校正

を実施し，品質向上ＧＭは，論理回路

機能検査を実施する。 

定検停止時 

４．低圧炉心スプ

レイ系ポンプ吐

出圧力高 

1.03ＭＰａ[gage]※２ （１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動※１及び高温停止※１において，

動作不能でないことを指示によ

り確認する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャンネ

ル校正を実施し，品質向上ＧＭ

は，論理回路機能検査を実施す

る。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
５．残留熱除去系

ポンプ吐出圧力

高 

0.490ＭＰａ[gage]※

２ 

※１：原子炉圧力が，0.84ＭＰａ[gage]以上の時。 

※２：動作値が，設定値に対して計器の許容誤差の範囲内であれば，運転上の制限を満足していないと

はみなさない。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

４．格納容器隔離系計装 

[５号炉] 

（１）主蒸気隔離弁計装 

表 27－２－４－１ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．原子炉水位異常低

（レベル２） 

1,189ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動及び高温停止※１において，

動作不能でないことを指示によ

り確認する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル校

正を実施し，技術ＧＭは，論理回

路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
２．主蒸気管放射能高 10×（通常運転時のバ

ックグランド）以下 

３．主蒸気管流量大 定 格 蒸 気 流 量 の

140％以下 

４．主蒸気管トンネル

温度高 

93℃以下 

５．主蒸気管圧力低 5.86ＭＰａ[gage]  

以上 

※１：主蒸気管圧力低については，起動及び高温停止を除く。 

 

（２）格納容器隔離系計装 

表 27－２－４－２ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．主蒸気管ドレン系 

 ａ．原子炉水位異常

低（レベル２） 

1,189ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動及び高温停止※１において，

動作不能でないことを指示によ

り確認する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル校

正を実施し，技術ＧＭは，論理回

路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
 ｂ．主蒸気管放射能

高 

10×（通常運転時の

バックグランド）以

下 

 ｃ．主蒸気管流量大 定格蒸気流量の

140％以下 

 ｄ．主蒸気管トンネ

ル温度高 

93℃以下 

 ｅ．主蒸気管圧力低 5.86ＭＰａ[gage] 

以上 

２．炉水サンプル系 

 ａ．原子炉水位異常

低（レベル２） 

1,189ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動及び高温停止※１において，

動作不能でないことを指示によ

り確認する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル校

正を実施し，技術ＧＭは，論理回

路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
 ｂ．主蒸気管放射能

高 

10×（通常運転時の

バックグランド）以

下 

 ｃ．主蒸気管流量大 定格蒸気流量の

140％以下 

 ｄ．主蒸気管トンネ

ル温度高 

93℃以下 

 ｅ．主蒸気管圧力低 5.86ＭＰａ[gage]  

以上 

※１：主蒸気管圧力低については，起動及び高温停止を除く。 

 

 

４．格納容器隔離系計装 

[５号炉] 

（１）主蒸気隔離弁計装 

表 27－２－４－１ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．原子炉水位異常低

（レベル２） 

1,189ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動及び高温停止※１において，

動作不能でないことを指示によ

り確認する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャンネ

ル校正を実施し，品質向上ＧＭ

は，論理回路機能検査を実施す

る。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
２．主蒸気管放射能高 10×（通常運転時のバ

ックグランド）以下 

３．主蒸気管流量大 定 格 蒸 気 流 量 の

140％以下 

４．主蒸気管トンネル

温度高 

93℃以下 

５．主蒸気管圧力低 5.86ＭＰａ[gage]  

以上 

※１：主蒸気管圧力低については，起動及び高温停止を除く。 

 

（２）格納容器隔離系計装 

表 27－２－４－２ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．主蒸気管ドレン系 

 ａ．原子炉水位異常

低（レベル２） 

1,189ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動及び高温停止※１において，

動作不能でないことを指示によ

り確認する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャンネ

ル校正を実施し，品質向上ＧＭ

は，論理回路機能検査を実施す

る。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
 ｂ．主蒸気管放射能

高 

10×（通常運転時の

バックグランド）以

下 

 ｃ．主蒸気管流量大 定格蒸気流量の

140％以下 

 ｄ．主蒸気管トンネ

ル温度高 

93℃以下 

 ｅ．主蒸気管圧力低 5.86ＭＰａ[gage] 

以上 

２．炉水サンプル系 

 ａ．原子炉水位異常

低（レベル２） 

1,189ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動及び高温停止※１において，

動作不能でないことを指示によ

り確認する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャンネ

ル校正を実施し，品質向上ＧＭ

は，論理回路機能検査を実施す

る。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
 ｂ．主蒸気管放射能

高 

10×（通常運転時の

バックグランド）以

下 

 ｃ．主蒸気管流量大 定格蒸気流量の

140％以下 

 ｄ．主蒸気管トンネ

ル温度高 

93℃以下 

 ｅ．主蒸気管圧力低 5.86ＭＰａ[gage]  

以上 

※１：主蒸気管圧力低については，起動及び高温停止を除く。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

[５号炉] 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

３．原子炉冷却材浄化系 

 ａ．原子炉水位低 

（レベル３） 

1,340ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動及び高温停止において，動作

不能でないことを指示により確

認する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル校

正を実施し，技術ＧＭは，論理回

路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 

４．不活性ガス系 

 ａ．原子炉水位低 

（レベル３） 

1,340ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動及び高温停止において，動作

不能でないことを指示により確

認する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル校

正を実施し，技術ＧＭは，論理回

路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
 ｂ．格納容器圧力高 13.7ｋＰａ[gage] 

以下 

 ｃ．原子炉建屋放射

能高 

10×（通常運転時の

バックグランド）以

下 

５．残留熱除去系 

 ａ．原子炉水位低 

（レベル３） 

1,340ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動及び高温停止において，動作

不能でないことを指示により確

認する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル校

正を実施し，技術ＧＭは，論理回

路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
 ｂ．格納容器圧力高 13.7ｋＰａ[gage] 

以下 

６．廃棄物処理系  

 ａ．原子炉水位低 

（レベル３） 

1,340ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動及び高温停止において，動作

不能でないことを指示により確

認する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル校

正を実施し，技術ＧＭは，論理回

路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
 ｂ．格納容器圧力高 13.7ｋＰａ[gage] 

以下 

 

 

[５号炉] 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

３．原子炉冷却材浄化系 

 ａ．原子炉水位低 

（レベル３） 

1,340ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動及び高温停止において，動作

不能でないことを指示により確

認する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャンネ

ル校正を実施し，品質向上ＧＭ

は，論理回路機能検査を実施す

る。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 

４．不活性ガス系 

 ａ．原子炉水位低 

（レベル３） 

1,340ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動及び高温停止において，動作

不能でないことを指示により確

認する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャンネ

ル校正を実施し，品質向上ＧＭ

は，論理回路機能検査を実施す

る。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
 ｂ．格納容器圧力高 13.7ｋＰａ[gage] 

以下 

 ｃ．原子炉建屋放射

能高 

10×（通常運転時の

バックグランド）以

下 

５．残留熱除去系 

 ａ．原子炉水位低 

（レベル３） 

1,340ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動及び高温停止において，動作

不能でないことを指示により確

認する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャンネ

ル校正を実施し，品質向上ＧＭ

は，論理回路機能検査を実施す

る。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
 ｂ．格納容器圧力高 13.7ｋＰａ[gage] 

以下 

６．廃棄物処理系  

 ａ．原子炉水位低 

（レベル３） 

1,340ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動及び高温停止において，動作

不能でないことを指示により確

認する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャンネ

ル校正を実施し，品質向上ＧＭ

は，論理回路機能検査を実施す

る。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
 ｂ．格納容器圧力高 13.7ｋＰａ[gage] 

以下 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

[５号炉] 

（３）原子炉建屋隔離系計装  

表 27－２－４－３ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．原子炉水位低 

（レベル３） 

1,340ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動及び高温停止において，動作

不能でないことを指示により確

認する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル校

正を実施し，技術ＧＭは，論理回

路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 

 

 

２．格納容器圧力高 13.7ｋＰａ[gage] 

以下 

３．原子炉建屋放射能

高 

10×（通常運転時の

バックグランド）以

下 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動，高温停止及び炉心変更時※

１又は原子炉建屋内で照射された

燃料に係る作業時に動作不能で

ないことを指示により確認する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル校

正を実施し，技術ＧＭは，論理回

路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

 

定検停止時 

※１：停止余裕確認後の制御棒１本の挿入・引抜を除く。 

 

 

 
[６号炉] 

（１）主蒸気隔離弁計装 

表 27－２－４－１ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．原子炉水位異常低 

（レベル２） 

1,243ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動及び高温停止※１において，

動作不能でないことを指示によ

り確認する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル校

正を実施し，技術ＧＭは，論理回

路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
２．主蒸気管放射能高 10×（通常運転時のバ

ックグランド）以下 

３．主蒸気管流量大 定 格 蒸 気 流 量 の

140％以下 

４．主蒸気管トンネル

温度高 

93℃以下 

５．主蒸気管圧力低 5.86ＭＰａ[gage]  

以上 

６．復水器真空度低 72.5ｋＰａ[abs]以下 

※１：主蒸気管圧力低については，起動及び高温停止を除く。 

 

 

[５号炉] 

（３）原子炉建屋隔離系計装  

表 27－２－４－３ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．原子炉水位低 

（レベル３） 

1,340ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動及び高温停止において，動作

不能でないことを指示により確

認する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャンネ

ル校正を実施し，品質向上ＧＭ

は，論理回路機能検査を実施す

る。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 

 

 

２．格納容器圧力高 13.7ｋＰａ[gage] 

以下 

３．原子炉建屋放射能

高 

10×（通常運転時の

バックグランド）以

下 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動，高温停止及び炉心変更時※

１又は原子炉建屋内で照射された

燃料に係る作業時に動作不能で

ないことを指示により確認する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャンネ

ル校正を実施し，品質向上ＧＭ

は，論理回路機能検査を実施す

る。 

毎日１回 

 

 

 

 

定検停止時 

※１：停止余裕確認後の制御棒１本の挿入・引抜を除く。 

 

[６号炉] 

（１）主蒸気隔離弁計装 

表 27－２－４－１ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．原子炉水位異常低 

（レベル２） 

1,243ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動及び高温停止※１において，

動作不能でないことを指示によ

り確認する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャンネ

ル校正を実施し，品質向上ＧＭ

は，論理回路機能検査を実施す

る。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
２．主蒸気管放射能高 10×（通常運転時のバ

ックグランド）以下 

３．主蒸気管流量大 定 格 蒸 気 流 量 の

140％以下 

４．主蒸気管トンネル

温度高 

93℃以下 

５．主蒸気管圧力低 5.86ＭＰａ[gage]  

以上 

６．復水器真空度低 72.5ｋＰａ[abs]以下 

※１：主蒸気管圧力低については，起動及び高温停止を除く。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

[６号炉] 

（２）格納容器隔離系計装 

表 27－２－４－２ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．主蒸気管ドレン系 

 ａ．原子炉水位異常低 

（レベル２） 

1,243ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運

転，起動及び高温停止※１にお

いて，動作不能でないことを

指示により確認する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル

校正を実施し，技術ＧＭは，論

理回路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
 ｂ．主蒸気管放射能高 10×（通常運転時のバ

ックグランド）以下 

 ｃ．主蒸気管流量大 定格蒸気流量の140％

以下 

 ｄ．主蒸気管トンネル

温度高 

93℃以下 

 ｅ．主蒸気管圧力低 5.86ＭＰａ[gage] 

以上 

 ｆ．復水器真空度低 72.5ｋＰａ[abs] 

以下 

２．炉水サンプル系 

 ａ．原子炉水位異常低 

  （レベル２） 

1,243ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運

転，起動及び高温停止※１にお

いて，動作不能でないことを

指示により確認する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル

校正を実施し，技術ＧＭは，論

理回路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
 ｂ．主蒸気管放射能高 10×（通常運転時の

バックグランド）以

下 

 ｃ．主蒸気管流量大 定格蒸気流量の

140％以下 

 ｄ．主蒸気管トンネル

温度高 

93℃以下 

 ｅ．主蒸気管圧力低 5.86ＭＰａ[gage] 

以上 

 ｆ．復水器真空度低 72.5ｋＰａ[abs]以下 

３．原子炉冷却材浄化系 

 ａ．原子炉水位低 

（レベル３） 

1,372ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運

転，起動及び高温停止におい

て，動作不能でないことを指

示により確認する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル

校正を実施し，技術ＧＭは，論

理回路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 

 

 

[６号炉] 

（２）格納容器隔離系計装 

表 27－２－４－２ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．主蒸気管ドレン系 

 ａ．原子炉水位異常低 

（レベル２） 

1,243ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運

転，起動及び高温停止※１にお

いて，動作不能でないことを

指示により確認する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャン

ネル校正を実施し，品質向上

ＧＭは，論理回路機能検査を

実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
 ｂ．主蒸気管放射能高 10×（通常運転時のバ

ックグランド）以下 

 ｃ．主蒸気管流量大 定格蒸気流量の140％

以下 

 ｄ．主蒸気管トンネル

温度高 

93℃以下 

 ｅ．主蒸気管圧力低 5.86ＭＰａ[gage] 

以上 

 ｆ．復水器真空度低 72.5ｋＰａ[abs] 

以下 

２．炉水サンプル系 

 ａ．原子炉水位異常低 

  （レベル２） 

1,243ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運

転，起動及び高温停止※１にお

いて，動作不能でないことを

指示により確認する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャン

ネル校正を実施し，品質向上

ＧＭは，論理回路機能検査を

実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
 ｂ．主蒸気管放射能高 10×（通常運転時の

バックグランド）以

下 

 ｃ．主蒸気管流量大 定格蒸気流量の

140％以下 

 ｄ．主蒸気管トンネル

温度高 

93℃以下 

 ｅ．主蒸気管圧力低 5.86ＭＰａ[gage] 

以上 

 ｆ．復水器真空度低 72.5ｋＰａ[abs]以下 

３．原子炉冷却材浄化系 

 ａ．原子炉水位低 

（レベル３） 

1,372ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運

転，起動及び高温停止におい

て，動作不能でないことを指

示により確認する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャン

ネル校正を実施し，品質向上

ＧＭは，論理回路機能検査を

実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

[６号炉] 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

４．不活性ガス系 

 ａ．原子炉水位低 

（レベル３） 

1,372ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運

転，起動及び高温停止におい

て，動作不能でないことを指

示により確認する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル

校正を実施し，技術ＧＭは，論

理回路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
 ｂ．格納容器圧力高 13.7ｋＰａ[gage] 

以下 

 ｃ．原子炉建屋放射能

高 

（原子炉建屋換気系

排気口プレナム） 

10×（通常運転時のバ

ックグランド）以下 

 ｄ．原子炉建屋放射能

高 

（燃料取替エリアダ

クト）※２ 

10×（通常運転時のバ

ックグランド）以下 

５．残留熱除去系 

 ａ．原子炉水位低 

（レベル３） 

1,372ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運

転，起動及び高温停止におい

て，動作不能でないことを指

示により確認する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル

校正を実施し，技術ＧＭは，論

理回路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
 ｂ．格納容器圧力高 13.7ｋＰａ[gage] 

以下 

６．廃棄物処理系 

 ａ．原子炉水位低 

（レベル３） 

1,372ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運

転，起動及び高温停止におい

て，動作不能でないことを指

示により確認する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル

校正を実施し，技術ＧＭは，論

理回路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時  ｂ．格納容器圧力高 13.7ｋＰａ[gage] 

以下 

※１：主蒸気管圧力低については，起動及び高温停止を除く。 

※２：高線量当量率物品の移動時を除く。 

 

 

[６号炉] 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

４．不活性ガス系 

 ａ．原子炉水位低 

（レベル３） 

1,372ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運

転，起動及び高温停止におい

て，動作不能でないことを指

示により確認する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャン

ネル校正を実施し，品質向上

ＧＭは，論理回路機能検査を

実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
 ｂ．格納容器圧力高 13.7ｋＰａ[gage] 

以下 

 ｃ．原子炉建屋放射能

高 

（原子炉建屋換気系

排気口プレナム） 

10×（通常運転時のバ

ックグランド）以下 

 ｄ．原子炉建屋放射能

高 

（燃料取替エリアダ

クト）※２ 

10×（通常運転時のバ

ックグランド）以下 

５．残留熱除去系 

 ａ．原子炉水位低 

（レベル３） 

1,372ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運

転，起動及び高温停止におい

て，動作不能でないことを指

示により確認する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャン

ネル校正を実施し，品質向上

ＧＭは，論理回路機能検査を

実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
 ｂ．格納容器圧力高 13.7ｋＰａ[gage] 

以下 

６．廃棄物処理系 

 ａ．原子炉水位低 

（レベル３） 

1,372ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運

転，起動及び高温停止におい

て，動作不能でないことを指

示により確認する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャン

ネル校正を実施し，品質向上

ＧＭは，論理回路機能検査を

実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時  ｂ．格納容器圧力高 13.7ｋＰａ[gage] 

以下 

※１：主蒸気管圧力低については，起動及び高温停止を除く。 

※２：高線量当量率物品の移動時を除く。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

[６号炉] 

（３）原子炉建屋隔離系計装  

表 27－２－４－３ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．原子炉水位低 

（レベル３） 

1,372ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運

転，起動及び高温停止におい

て，動作不能でないことを指

示により確認する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル

校正を実施し，技術ＧＭは，論

理回路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
２．格納容器圧力高 13.7ｋＰａ[gage] 

以下 

３．原子炉建屋放射能高 

(原子炉建屋換気系排

気口プレナム) 

10×（通常運転時のバ

ックグランド）以下 

（１）当直長は，原子炉の状態が運

転，起動，高温停止及び炉心変

更時※１又は原子炉建屋内で照

射された燃料に係る作業時に

動作不能でないことを指示に

より確認する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル

校正を実施し，技術ＧＭは，論

理回路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

 

 

定検停止時 

４．原子炉建屋放射能高 

（燃料取替エリアダク

ト）※２ 

10×（通常運転時のバ

ックグランド）以下 

※１：停止余裕確認後の制御棒１本の挿入・引抜を除く。 

※２：高線量当量率物品の移動時を除く。 

 

 

[６号炉] 

（３）原子炉建屋隔離系計装  

表 27－２－４－３ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．原子炉水位低 

（レベル３） 

1,372ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運

転，起動及び高温停止におい

て，動作不能でないことを指

示により確認する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャン

ネル校正を実施し，品質向上

ＧＭは，論理回路機能検査を

実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 
２．格納容器圧力高 13.7ｋＰａ[gage] 

以下 

３．原子炉建屋放射能高 

(原子炉建屋換気系排

気口プレナム) 

10×（通常運転時のバ

ックグランド）以下 

（１）当直長は，原子炉の状態が運

転，起動，高温停止及び炉心変

更時※１又は原子炉建屋内で照

射された燃料に係る作業時に

動作不能でないことを指示に

より確認する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャン

ネル校正を実施し，品質向上

ＧＭは，論理回路機能検査を

実施する。 

毎日１回 

 

 

 

 

 

定検停止時 

４．原子炉建屋放射能高 

（燃料取替エリアダク

ト）※２ 

10×（通常運転時のバ

ックグランド）以下 

※１：停止余裕確認後の制御棒１本の挿入・引抜を除く。 

※２：高線量当量率物品の移動時を除く。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

５．その他の計装 

[５号炉] 

（１）非常用ディーゼル発電機計装 

表 27－２－５－１ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．非常用交流高圧

電源母線低電圧 

－ （１）当直長は，原子炉の状態が運転，起

動及び高温停止において，動作不能で

ないことを指示により確認する。ただ

し，非常用交流高圧電源母線低電圧を

除く。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル校正を

実施する。ただし，非常用交流高圧電

源母線低電圧を除く。 

（３）技術ＧＭは，論理回路機能検査を実

施する。 

毎日１回 

 

 

 

 

定検停止時 

 

 

定検停止時 

 

２．原子炉水位異常

低（レベル１） 

 

940ｃｍ以上 

（圧力容器零レベ

ルより） 

３．格納容器圧力高  13.7ｋＰａ[gage] 

以下 

 

 

（２）原子炉隔離時冷却系計装 

表 27－２－５－２ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．原子炉水位異常

低（レベル２） 

1,189ｃｍ以上 

（圧力容器零レベ

ルより） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，起

動※１及び高温停止※１において，動作

不能でないことを指示により確認す

る。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル校正を

実施し，技術ＧＭは，論理回路機能検

査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 

※１：原子炉圧力が 1.04ＭＰａ[gage]以上の時。 

 

（３）原子炉再循環ポンプトリップ計装 

表 27－２－５－３ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．タービン主蒸

気止め弁閉 

全開状態より 10％

閉以下※１ 

計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実施

し，技術ＧＭは，論理回路機能検査を実施

する。 

定検停止時 

２．タービン蒸気加

減弁急速閉 

 ａ．油圧 

 ｂ．電磁弁励磁位

置 

油圧※１ 

5.50ＭＰａ[gage] 

以上 

励磁位置※１ 

計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実施

し，技術ＧＭは，論理回路機能検査を実施

する。 

定検停止時 

※１：タービン入口蒸気第１段圧力が約 1.27ＭＰａ[gage]（原子炉熱出力の約 30％相当）以上で運転している

時。 

 

 

 

５．その他の計装 

[５号炉] 

（１）非常用ディーゼル発電機計装 

表 27－２－５－１ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．非常用交流高圧

電源母線低電圧 

－ （１）当直長は，原子炉の状態が運転，起

動及び高温停止において，動作不能で

ないことを指示により確認する。ただ

し，非常用交流高圧電源母線低電圧を

除く。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校

正を実施する。ただし，非常用交流高

圧電源母線低電圧を除く。 

（３）品質向上ＧＭは，論理回路機能検査

を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

 

定検停止時 

 

 

 

定検停止時 

 

２．原子炉水位異常

低（レベル１） 

 

940ｃｍ以上 

（圧力容器零レベ

ルより） 

３．格納容器圧力高  13.7ｋＰａ[gage] 

以下 

 

（２）原子炉隔離時冷却系計装 

表 27－２－５－２ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．原子炉水位異常

低（レベル２） 

1,189ｃｍ以上 

（圧力容器零レベ

ルより） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，起

動※１及び高温停止※１において，動作

不能でないことを指示により確認す

る。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校

正を実施し，品質向上ＧＭは，論理回

路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 

※１：原子炉圧力が 1.04ＭＰａ[gage]以上の時。 

 

（３）原子炉再循環ポンプトリップ計装 

表 27－２－５－３ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．タービン主蒸

気止め弁閉 

全開状態より 10％

閉以下※１ 

燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実

施し，品質向上ＧＭは，論理回路機能検査

を実施する。 

定検停止時 

２．タービン蒸気加

減弁急速閉 

 ａ．油圧 

 ｂ．電磁弁励磁位

置 

油圧※１ 

5.50ＭＰａ[gage] 

以上 

励磁位置※１ 

燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実

施し，品質向上ＧＭは，論理回路機能検査

を実施する。 

定検停止時 

※１：タービン入口蒸気第１段圧力が約 1.27ＭＰａ[gage]（原子炉熱出力の約 30％相当）以上で運転している

時。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

[５号炉] 

（４）制御棒引抜監視装置計装 

表 27－２－５－４ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．制御棒引抜阻

止 

 ａ．中性子束高 

105％以下 

（再循環流量 Wd

（％）に対し，

（0.62Wd＋52）％の

式により設定す

る。） 

（１）当直長は，原子炉熱出力 30％相当以

上でバイパス状態でないことを確認

する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル校正及

び論理回路機能検査を実施する。 

起動時 

 

 

定検停止時 

 ｂ．機器動作不

能 

－ 計装設備ＧＭは，論理回路機能検査を実施

する。 

定検停止時 

 ｃ．中性子束低 ５％※１ 計装設備ＧＭは，チャンネル校正及び論理

回路機能検査を実施する。 

定検停止時 

※１：動作値が，設定値に対して計器の許容誤差の範囲内であれば，運転上の制限を満足していないと

はみなさない。 

 

（５）タービン駆動給水ポンプ・主タービン高水位トリップ計装 

表 27－２－５－５ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．原子炉水位高

（レベル８） 

1,461ｃｍ以下 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉熱出力 30％相当以

上において，動作不能でないことを指

示により確認する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル校正及

び論理回路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

定検停止時 

 

（６）中央制御室非常用換気空調系計装 

表 27－２－５－６ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．原子炉建屋放

射能高 

 

 

10×（通常運転時の

バックグランド）以

下 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，起

動，高温停止及び炉心変更時※１又は

原子炉建屋内で照射された燃料に係

る作業時に動作不能でないことを指

示により確認する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル校正を

実施し，技術ＧＭは，論理回路機能検

査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

 

定検停止時 

※１：停止余裕確認後の制御棒１本の挿入・引抜を除く。 

 

 

 

 

 

[５号炉] 

（４）制御棒引抜監視装置計装 

表 27－２－５－４ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．制御棒引抜阻

止 

 ａ．中性子束高 

105％以下 

（再循環流量 Wd

（％）に対し，

（0.62Wd＋52）％の

式により設定す

る。） 

（１）当直長は，原子炉熱出力 30％相当以

上でバイパス状態でないことを確認

する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校

正及び論理回路機能検査を実施する。 

起動時 

 

 

定検停止時 

 ｂ．機器動作不

能 

－ 燃料計装設備ＧＭは，論理回路機能検査を

実施する。 

定検停止時 

 ｃ．中性子束低 ５％※１ 燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正及び

論理回路機能検査を実施する。 

定検停止時 

※１：動作値が，設定値に対して計器の許容誤差の範囲内であれば，運転上の制限を満足していないと

はみなさない。 

 

（５）タービン駆動給水ポンプ・主タービン高水位トリップ計装 

表 27－２－５－５ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．原子炉水位高

（レベル８） 

1,461ｃｍ以下 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉熱出力 30％相当以

上において，動作不能でないことを指

示により確認する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校

正及び論理回路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

定検停止時 

 

（６）中央制御室非常用換気空調系計装 

表 27－２－５－６ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．原子炉建屋放

射能高 

 

 

10×（通常運転時の

バックグランド）以

下 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，起

動，高温停止及び炉心変更時※１又は

原子炉建屋内で照射された燃料に係

る作業時に動作不能でないことを指

示により確認する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校

正を実施し，品質向上ＧＭは，論理回

路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

 

定検停止時 

※１：停止余裕確認後の制御棒１本の挿入・引抜を除く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編に伴う変更 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

[５号炉] 

（７）事故時計装 

表 27－２－５－７ 

要  素 項  目 頻  度 

１．原子炉圧力 

２．原子炉水位 

（広帯域） 

３．原子炉水位 

（燃料域） 

４．格納容器圧力 

５．格納容器雰囲気線量当量率 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転及び起動

において，動作不能でないことを指示によ

り確認する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実施

する。 

毎日１回 

 

 

定検停止時 

 

[６号炉] 

（１）非常用ディーゼル発電機計装 

表 27－２－５－１ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．非常用ディーゼル

発電機計装 

 ａ．非常用交流高圧

電源母線低電圧 

－ （１）当直長は，原子炉の状態が運

転，起動及び高温停止において，

動作不能でないことを指示により

確認する。ただし，非常用交流高

圧電源母線低電圧を除く。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル校

正を実施する。ただし，非常用交

流高圧電源母線低電圧を除く。 

（３）技術ＧＭは，論理回路機能検査

を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

 

定検停止時 

 

 

定検停止時 

 ｂ．原子炉水位異常

低 

（レベル１） 

961ｃｍ以上 

（圧力容器零レベ

ルより） 

 ｃ．格納容器圧力高   13.7kPa[gage] 

以下 

２．高圧炉心スプレイ

系ディーゼル発電機

計装 

 ａ．非常用交流 

高圧電源母線低電

圧 

－ （１）当直長は，原子炉の状態が運

転，起動及び高温停止において，

動作不能でないことを指示により

確認する。ただし，非常用交流高

圧電源母線低電圧を除く。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル校

正を実施する。ただし，非常用交

流高圧電源母線低電圧を除く。 

（３）技術ＧＭは，論理回路機能検査

を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

 

定検停止時 

 

 

定検停止時 

 ｂ．原子炉水位異常

低（レベル２） 

1,243ｃｍ以上 

（圧力容器零レベ

ルより） 

 ｃ．格納容器圧力高 13.7kPa[gage] 

以下 

 

 

 

 

 

[５号炉] 

（７）事故時計装 

表 27－２－５－７ 

要  素 項  目 頻  度 

１．原子炉圧力 

２．原子炉水位 

（広帯域） 

３．原子炉水位 

（燃料域） 

４．格納容器圧力 

５．格納容器雰囲気線量当量率 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転及び起動

において，動作不能でないことを指示によ

り確認する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正を

実施する。 

毎日１回 

 

 

定検停止時 

 

[６号炉] 

（１）非常用ディーゼル発電機計装 

表 27－２－５－１ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．非常用ディーゼル

発電機計装 

 ａ．非常用交流高圧

電源母線低電圧 

－ （１）当直長は，原子炉の状態が運

転，起動及び高温停止において，

動作不能でないことを指示により

確認する。ただし，非常用交流高

圧電源母線低電圧を除く。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャンネ

ル校正を実施する。ただし，非常

用交流高圧電源母線低電圧を除

く。 

（３）品質向上ＧＭは，論理回路機能

検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

 

定検停止時 

 

 

 

定検停止時 

 ｂ．原子炉水位異常

低 

（レベル１） 

961ｃｍ以上 

（圧力容器零レベ

ルより） 

 ｃ．格納容器圧力高   13.7kPa[gage] 

以下 

２．高圧炉心スプレイ

系ディーゼル発電機

計装 

 ａ．非常用交流 

高圧電源母線低電

圧 

－ （１）当直長は，原子炉の状態が運

転，起動及び高温停止において，

動作不能でないことを指示により

確認する。ただし，非常用交流高

圧電源母線低電圧を除く。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャンネ

ル校正を実施する。ただし，非常

用交流高圧電源母線低電圧を除

く。 

（３）品質向上ＧＭは，論理回路機能

検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

 

定検停止時 

 

 

 

定検停止時 

 ｂ．原子炉水位異常

低（レベル２） 

1,243ｃｍ以上 

（圧力容器零レベ

ルより） 

 ｃ．格納容器圧力高 13.7kPa[gage] 

以下 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

[６号炉] 

（２）原子炉隔離時冷却系計装 

表 27－２－５－２ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．原子炉水位異常

低（レベル２） 

1,243ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，起

動※１及び高温停止※１において，動作

不能でないことを指示により確認す

る。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル校正

を実施し，技術ＧＭは，論理回路機

能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 

※１：原子炉圧力が 1.04ＭＰａ[gage]以上の時。 

 

（３）原子炉再循環ポンプトリップ計装 

表 27－２－５－３ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．タービン主蒸気

止め弁閉 

全開状態より 10％

閉以下※１ 

計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実施

し，技術ＧＭは，論理回路機能検査を実施

する。 

定検停止時 

２．タービン蒸気加

減弁急速閉 

 ａ．油圧 

 ｂ．電磁弁励磁位

置 

油圧※１ 

4.14ＭＰａ[gage] 

以上 

励磁位置※１ 

計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実施

し，技術ＧＭは，論理回路機能検査を実施

する。 

定検停止時 

※１：タービン入口蒸気第１段圧力が，約 1.27ＭＰａ[gage]（原子炉熱出力の約 30％相当）以上で運転し

ている時。 

 

（４）制御棒引抜監視装置計装 

表 27－２－５－４ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．制御棒引抜阻止 

 ａ．中性子束高 

105％以下 

（再循環流量 Wd

（ ％ ） に 対 し ，

（0.62Wd＋52）％の

式により設定する。） 

（１）当直長は，原子炉熱出力 30％相当

以上でバイパス状態でないことを確

認する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル校正

及び論理回路機能検査を実施する。 

起動時 

 

 

定検停止時 

 

 ｂ．機器動作不能 － 計装設備ＧＭは，論理回路機能検査を実

施する。 

定検停止時 

 ｃ．中性子束低 ５％※１ 計装設備ＧＭは，チャンネル校正及び論

理回路機能検査を実施する。 

定検停止時 

※１：動作値が，設定値に対して計器の許容誤差の範囲内であれば，運転上の制限を満足していないと

はみなさない。 

 

 

 

 

[６号炉] 

（２）原子炉隔離時冷却系計装 

表 27－２－５－２ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．原子炉水位異常

低（レベル２） 

1,243ｃｍ以上 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，起

動※１及び高温停止※１において，動作

不能でないことを指示により確認す

る。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャンネル

校正を実施し，品質向上ＧＭは，論

理回路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

定検停止時 

※１：原子炉圧力が 1.04ＭＰａ[gage]以上の時。 

 

（３）原子炉再循環ポンプトリップ計装 

表 27－２－５－３ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．タービン主蒸気

止め弁閉 

全開状態より 10％

閉以下※１ 

燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正を

実施し，品質向上ＧＭは，論理回路機能検

査を実施する。 

定検停止時 

２．タービン蒸気加

減弁急速閉 

 ａ．油圧 

 ｂ．電磁弁励磁位

置 

油圧※１ 

4.14ＭＰａ[gage] 

以上 

励磁位置※１ 

燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正を

実施し，品質向上ＧＭは，論理回路機能検

査を実施する。 

定検停止時 

※１：タービン入口蒸気第１段圧力が，約 1.27ＭＰａ[gage]（原子炉熱出力の約 30％相当）以上で運転し

ている時。 

 

（４）制御棒引抜監視装置計装 

表 27－２－５－４ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．制御棒引抜阻止 

 ａ．中性子束高 

105％以下 

（再循環流量 Wd

（ ％ ） に 対 し ，

（0.62Wd＋52）％の

式により設定する。） 

（１）当直長は，原子炉熱出力 30％相当

以上でバイパス状態でないことを確

認する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャンネル

校正及び論理回路機能検査を実施す

る。 

起動時 

 

 

定検停止時 

 

 ｂ．機器動作不能 － 燃料計装設備ＧＭは，論理回路機能検査

を実施する。 

定検停止時 

 ｃ．中性子束低 ５％※１ 燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正及

び論理回路機能検査を実施する。 

定検停止時 

※１：動作値が，設定値に対して計器の許容誤差の範囲内であれば，運転上の制限を満足していないと

はみなさない。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

[６号炉] 

（５）タービン駆動給水ポンプ・主タービン高水位トリップ計装 

表 27－２－５－５ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．原子炉水位高 

（レベル８） 

1,480ｃｍ以下 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉熱出力 30％相当

以上において，動作不能でないこと

を指示により確認する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル校正

及び論理回路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

定検停止時 

 

 

（６）中央制御室外原子炉停止装置計装 

表 27－２－５－６ 

要  素 項    目 頻   度 

１．原子炉圧力 計装設備ＧＭは，チャンネル校正及び制御回路切替

スイッチの機能検査を実施する。 

定検停止時 

２．原子炉隔離時冷却系流量 計装設備ＧＭは，チャンネル校正及び制御回路切替

スイッチの機能検査を実施する。 

定検停止時 

３．原子炉隔離時冷却系制御 計装設備ＧＭは，チャンネル校正及び制御回路切替

スイッチの機能検査を実施する。 

定検停止時 

 当直長は，原子炉隔離時冷却系の流量制御について

は，中央制御室外原子炉停止装置からの原子炉隔離

時冷却系ポンプ手動起動により確認を行う。 

定検停止後の 

原子炉起動時 

４．残留熱除去系流量 計装設備ＧＭは，チャンネル校正及び制御回路切替

スイッチの機能検査を実施する。 

定検停止時 

 

 

（７）中央制御室非常用換気空調系計装 

表 27－２－５－７ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．原子炉建屋放射

能高（原子炉建屋

換気系排気口プ

レナム） 

 

２．原子炉建屋放射

能高（燃料取替エ

リアダクト）※２ 

10×（通常運転時の

バックグランド）以

下 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動，高温停止及び炉心変更時※１又

は原子炉建屋内で照射された燃料

に係る作業時に動作不能でないこ

とを指示により確認する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル校正

を実施し，技術ＧＭは，論理回路機

能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

 

定検停止時 

※１：停止余裕確認後の制御棒１本の挿入・引抜を除く。 

※２：高線量当量率物品の移動時を除く。 

 

 

 

[６号炉] 

（５）タービン駆動給水ポンプ・主タービン高水位トリップ計装 

表 27－２－５－５ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．原子炉水位高 

（レベル８） 

1,480ｃｍ以下 

（圧力容器零レベル

より） 

（１）当直長は，原子炉熱出力 30％相当

以上において，動作不能でないこと

を指示により確認する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャンネル

校正及び論理回路機能検査を実施す

る。 

毎日１回 

 

 

定検停止時 

 

（６）中央制御室外原子炉停止装置計装 

表 27－２－５－６ 

要  素 項    目 頻   度 

１．原子炉圧力 燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正及び制御回路

切替スイッチの機能検査を実施する。 

定検停止時 

２．原子炉隔離時冷却系流量 燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正及び制御回路

切替スイッチの機能検査を実施する。 

定検停止時 

３．原子炉隔離時冷却系制御 燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正及び制御回路

切替スイッチの機能検査を実施する。 

定検停止時 

 当直長は，原子炉隔離時冷却系の流量制御について

は，中央制御室外原子炉停止装置からの原子炉隔離

時冷却系ポンプ手動起動により確認を行う。 

定検停止後の 

原子炉起動時 

４．残留熱除去系流量 燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正及び制御回路

切替スイッチの機能検査を実施する。 

定検停止時 

 

 

（７）中央制御室非常用換気空調系計装 

表 27－２－５－７ 

要  素 設定値 項  目 頻  度 

１．原子炉建屋放射

能高（原子炉建屋

換気系排気口プ

レナム） 

 

２．原子炉建屋放射

能高（燃料取替エ

リアダクト）※２ 

10×（通常運転時の

バックグランド）以

下 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，

起動，高温停止及び炉心変更時※１又

は原子炉建屋内で照射された燃料

に係る作業時に動作不能でないこ

とを指示により確認する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャンネル

校正を実施し，品質向上ＧＭは，論

理回路機能検査を実施する。 

毎日１回 

 

 

 

 

定検停止時 

※１：停止余裕確認後の制御棒１本の挿入・引抜を除く。 

※２：高線量当量率物品の移動時を除く。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

[６号炉] 

（８）事故時計装 

表 27－２－５－８ 

要  素 項  目 頻  度 

１．原子炉圧力 

２．原子炉水位 

（広帯域） 

３．原子炉水位 

（燃料域） 

４．格納容器圧力 

５．格納容器雰囲気線量当量率 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転及び起動

において，動作不能でないことを指示によ

り確認する。 

（２）計装設備ＧＭは，チャンネル校正を実施

する。 

毎日１回 

 

 

定検停止時 

 

（省略） 

 

 

 

[６号炉] 

（８）事故時計装 

表 27－２－５－８ 

要  素 項  目 頻  度 

１．原子炉圧力 

２．原子炉水位 

（広帯域） 

３．原子炉水位 

（燃料域） 

４．格納容器圧力 

５．格納容器雰囲気線量当量率 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転及び起動

において，動作不能でないことを指示によ

り確認する。 

（２）燃料計装設備ＧＭは，チャンネル校正を

実施する。 

毎日１回 

 

 

定検停止時 

 

（省略） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（主蒸気逃がし安全弁） 

第 30条 

原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，主蒸気逃がし安全弁は，表 30－１で定める事項を

運転上の制限とする。ただし，主蒸気逃がし安全弁排気管の温度上昇は主蒸気逃がし安全弁の動作不能

とはみなさない。 

 

２．主蒸気逃がし安全弁が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号を

実施する。 

（１）機械ＧＭは，定検停止時に，主蒸気逃がし安全弁の安全弁機能の設定値が表 30－２に定める値で

あることを確認し，その結果を当直長に通知する。※１ 

（２）計装設備ＧＭは，定検停止時に，主蒸気逃がし安全弁の逃がし弁機能の設定値が表 30－２に定め

る値であることを確認し，その結果を当直長に通知する。 

 

３．当直長は，主蒸気逃がし安全弁が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，

表 30－３の措置を講じる。 

 

※１：主蒸気逃がし安全弁の取替を実施する場合は，定期検査前に本検査を行うことができる。 

 

 表 30－１ 

項  目 運転上の制限 

主蒸気逃がし安全弁 動作可能であること 

 

（省略） 

 

 

 

 

（主蒸気逃がし安全弁） 

第 30条 

原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，主蒸気逃がし安全弁は，表 30－１で定める事項を

運転上の制限とする。ただし，主蒸気逃がし安全弁排気管の温度上昇は主蒸気逃がし安全弁の動作不能

とはみなさない。 

 

２．主蒸気逃がし安全弁が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号を

実施する。 

（１）１～６号機械設備ＧＭは，定検停止時に，主蒸気逃がし安全弁の安全弁機能の設定値が表 30－２

に定める値であることを確認し，その結果を当直長に通知する。※１ 

（２）燃料計装設備ＧＭは，定検停止時に，主蒸気逃がし安全弁の逃がし弁機能の設定値が表 30－２に

定める値であることを確認し，その結果を当直長に通知する。 

 

３．当直長は，主蒸気逃がし安全弁が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，

表 30－３の措置を講じる。 

 

※１：主蒸気逃がし安全弁の取替を実施する場合は，定期検査前に本検査を行うことができる。 

 

 表 30－１ 

項  目 運転上の制限 

主蒸気逃がし安全弁 動作可能であること 

 

（省略） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（格納容器内の原子炉冷却材漏えい率） 

第 31条 

原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，格納容器内の原子炉冷却材漏えい率は，表 31－１

で定める事項を運転上の制限とする。 

 

２．格納容器内の原子炉冷却材漏えい率が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するた

め，次の各号を実施する。 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，格納容器内の原子炉冷却材漏えい

率を 24時間に１回確認する。 

（２）当直長は，原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，原子炉冷却材の漏えいではないこ

とが確認されている漏えいが発生した場合には，原子炉冷却材の漏えいがないことを格納容器冷却

器ドレン流量計で 24 時間に１回及び格納容器内雰囲気微粒子モニタ又は雰囲気ガス監視装置で毎

日１回確認する。ただし，原子炉冷却材の漏えいと判断される有意な変化があった場合には，格納

容器床排水サンプ出口流量計によって測定される漏えい率の全量を不明確な箇所からの漏えい率

とみなす。 

（３）計装設備ＧＭは，必要に応じて，格納容器床排水サンプ出口流量計及び格納容器機器排水サンプ

出口流量計の点検を行う。 

 

３．当直長は，格納容器内の原子炉冷却材漏えい率が第１項で定める運転上の制限を満足していないと

判断した場合，表 31－２の措置を講じる。また，格納容器床排水サンプ出口流量計又は格納容器機器

排水サンプ出口流量計の故障のために第２項で定める確認が実施できないと判断した場合は，表 31

－３の措置を講じる。 

 

表 31－１ 

項  目 運転上の制限 

格納容器内の原子炉冷却材

漏えい率 

（１）格納容器床排水サンプ出口流量計によって測定され

る漏えい率のうち，原子炉冷却材の漏えいではないこ

とが確認されていない漏えい率（以下「不明確な箇所

からの漏えい率」という。）が 0.23ｍ３/ｈ以下である

こと。 

（２）格納容器床排水サンプ出口流量計と格納容器機器排

水サンプ出口流量計によって測定される漏えい率の

合計（以下「総漏えい率」という。）が 5.93ｍ３/ｈ（１

日平均）以下であること。 

 

（省略） 

 

 

 

 

（格納容器内の原子炉冷却材漏えい率） 

第 31条 

原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，格納容器内の原子炉冷却材漏えい率は，表 31－１

で定める事項を運転上の制限とする。 

 

２．格納容器内の原子炉冷却材漏えい率が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するた

め，次の各号を実施する。 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，格納容器内の原子炉冷却材漏えい

率を 24時間に１回確認する。 

（２）当直長は，原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，原子炉冷却材の漏えいではないこ

とが確認されている漏えいが発生した場合には，原子炉冷却材の漏えいがないことを格納容器冷却

器ドレン流量計で 24 時間に１回及び格納容器内雰囲気微粒子モニタ又は雰囲気ガス監視装置で毎

日１回確認する。ただし，原子炉冷却材の漏えいと判断される有意な変化があった場合には，格納

容器床排水サンプ出口流量計によって測定される漏えい率の全量を不明確な箇所からの漏えい率

とみなす。 

（３）燃料計装設備ＧＭは，必要に応じて，格納容器床排水サンプ出口流量計及び格納容器機器排水サ

ンプ出口流量計の点検を行う。 

 

３．当直長は，格納容器内の原子炉冷却材漏えい率が第１項で定める運転上の制限を満足していないと

判断した場合，表 31－２の措置を講じる。また，格納容器床排水サンプ出口流量計又は格納容器機器

排水サンプ出口流量計の故障のために第２項で定める確認が実施できないと判断した場合は，表 31

－３の措置を講じる。 

 

表 31－１ 

項  目 運転上の制限 

格納容器内の原子炉冷却材

漏えい率 

（１）格納容器床排水サンプ出口流量計によって測定され

る漏えい率のうち，原子炉冷却材の漏えいではないこ

とが確認されていない漏えい率（以下「不明確な箇所

からの漏えい率」という。）が 0.23ｍ３/ｈ以下である

こと。 

（２）格納容器床排水サンプ出口流量計と格納容器機器排

水サンプ出口流量計によって測定される漏えい率の

合計（以下「総漏えい率」という。）が 5.93ｍ３/ｈ（１

日平均）以下であること。 

 

（省略） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（非常用炉心冷却系及び原子炉隔離時冷却系の系統圧力監視） 

第 32条 

原子炉圧力が定格圧力到達後から冷温停止に移行するまでの期間において，非常用炉心冷却系及び原

子炉隔離時冷却系の系統圧力は，表 32－１で定める事項を運転上の制限とする。ただし，非常用炉心冷

却系又は原子炉隔離時冷却系に関する確認時及び確認後４時間以内を除く。 

 

２．非常用炉心冷却系及び原子炉隔離時冷却系の系統圧力が前項で定める運転上の制限を満足している

ことを確認するため，次の各号を実施する。 

（１）機械ＧＭは，定検停止時に，供用中の漏えい又は水圧検査を実施し，その結果を当直長に通知す

る。 

（２）当直長は，原子炉圧力が定格圧力到達後から冷温停止に移行するまでの期間において，非常用炉

心冷却系及び原子炉隔離時冷却系の系統圧力に有意な変動がないことを１ヶ月に１回確認する。 

 

３．当直長は，非常用炉心冷却系又は原子炉隔離時冷却系の系統圧力が第１項で定める運転上の制限を

満足していないと判断した場合，表 32－２の措置を講じる。 

 

表 32－１ 

項  目 運転上の制限 

非常用炉心冷却系及び原子炉隔離時

冷却系の系統圧力 

原子炉冷却材の漏えいにより過圧されていないこと 

 

表 32－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.運転上の制限を満足してい

ないと判断した場合 

A1.当該系統内への原子炉冷却材の漏えいを

停止させる措置を講じる。なお，講じた措

置に応じて当該系統を動作不能とみなす。 

４時間 

B.条件Ａで要求される措置を

完了時間内に達成できない

場合 

B1.高温停止にする。 

及び 

B2.冷温停止にする。 

24時間 

 

36時間 
 

 

（非常用炉心冷却系及び原子炉隔離時冷却系の系統圧力監視） 

第 32条 

原子炉圧力が定格圧力到達後から冷温停止に移行するまでの期間において，非常用炉心冷却系及び原

子炉隔離時冷却系の系統圧力は，表 32－１で定める事項を運転上の制限とする。ただし，非常用炉心冷

却系又は原子炉隔離時冷却系に関する確認時及び確認後４時間以内を除く。 

 

２．非常用炉心冷却系及び原子炉隔離時冷却系の系統圧力が前項で定める運転上の制限を満足している

ことを確認するため，次の各号を実施する。 

（１）１～６号機械設備ＧＭは，定検停止時に，供用中の漏えい又は水圧検査を実施し，その結果を当

直長に通知する。 

（２）当直長は，原子炉圧力が定格圧力到達後から冷温停止に移行するまでの期間において，非常用炉

心冷却系及び原子炉隔離時冷却系の系統圧力に有意な変動がないことを１ヶ月に１回確認する。 

 

３．当直長は，非常用炉心冷却系又は原子炉隔離時冷却系の系統圧力が第１項で定める運転上の制限を

満足していないと判断した場合，表 32－２の措置を講じる。 

 

表 32－１ 

項  目 運転上の制限 

非常用炉心冷却系及び原子炉隔離時

冷却系の系統圧力 

原子炉冷却材の漏えいにより過圧されていないこと 

 

表 32－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.運転上の制限を満足してい

ないと判断した場合 

A1.当該系統内への原子炉冷却材の漏えいを

停止させる措置を講じる。なお，講じた措

置に応じて当該系統を動作不能とみなす。 

４時間 

B.条件Ａで要求される措置を

完了時間内に達成できない

場合 

B1.高温停止にする。 

及び 

B2.冷温停止にする。 

24時間 

 

36時間 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（原子炉停止時冷却系その２） 

第 35条 

原子炉の状態が冷温停止において，原子炉停止時冷却系は，表 35－１で定める事項を運転上の制限と

する。ただし，次の（１）又は（２）の場合は除く。 

（１）原子炉停止時冷却系起動準備時 

（２）原子炉の昇温を伴う検査時※１ 

 

２．原子炉停止時冷却系が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の（１）

又は（２）を実施する。 

（１）当直長は，原子炉の状態が冷温停止において，原子炉停止時冷却系１系列が運転中であることを

12時間に１回確認する。また，原子炉で発生する崩壊熱が原子炉停止時冷却系以外の手段で除去で

きると判断するまで，さらに１系列の原子炉停止時冷却系が動作可能であることを毎日１回管理的

手段により確認する。 

（２）各ＧＭは，原子炉停止時冷却系の運転がすべて停止した場合，停止期間中の原子炉冷却材温度を

評価し，当直長に通知する。当直長は，100℃未満であることを 12時間に１回確認する。 

 

３．当直長は，原子炉停止時冷却系が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，

表 35－２の措置を講じる。 

 

表 35－１ 

項  目 運転上の制限 

原子炉停止時冷却系 

（１）１系列が運転中であること及び原子炉で発生する崩壊熱が原子

炉停止時冷却系以外の手段で除去できると判断するまで※２，さら

に１系列の原子炉停止時冷却系が動作可能であること 

又は 

（２）原子炉停止時冷却系が停止した場合においても，原子炉冷却材

温度を 100℃未満に保つことができること 

 

表 35－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.運転上の制限を満足

していないと判断し

た場合 

A1.原子炉水位を有効燃料頂部以上に維持で

きる手段が確保されていることを確認す

る。 

速やかに 

その後毎日１回 

※１：原子炉の昇温を伴う検査時とは，原子炉冷却材の昇温開始から降温開始までの期間をいう。 

※２：安全管理ＧＭはあらかじめその期間を評価し，原子炉主任技術者の確認を得て，当直長に通知

する。 

 

 

（原子炉停止時冷却系その２） 

第 35条 

原子炉の状態が冷温停止において，原子炉停止時冷却系は，表 35－１で定める事項を運転上の制限と

する。ただし，次の（１）又は（２）の場合は除く。 

（１）原子炉停止時冷却系起動準備時 

（２）原子炉の昇温を伴う検査時※１ 

 

２．原子炉停止時冷却系が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の（１）

又は（２）を実施する。 

（１）当直長は，原子炉の状態が冷温停止において，原子炉停止時冷却系１系列が運転中であることを

12時間に１回確認する。また，原子炉で発生する崩壊熱が原子炉停止時冷却系以外の手段で除去で

きると判断するまで，さらに１系列の原子炉停止時冷却系が動作可能であることを毎日１回管理的

手段により確認する。 

（２）各ＧＭは，原子炉停止時冷却系の運転がすべて停止した場合，停止期間中の原子炉冷却材温度を

評価し，当直長に通知する。当直長は，100℃未満であることを 12時間に１回確認する。 

 

３．当直長は，原子炉停止時冷却系が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，

表 35－２の措置を講じる。 

 

表 35－１ 

項  目 運転上の制限 

原子炉停止時冷却系 

（１）１系列が運転中であること及び原子炉で発生する崩壊熱が原子

炉停止時冷却系以外の手段で除去できると判断するまで※２，さら

に１系列の原子炉停止時冷却系が動作可能であること 

又は 

（２）原子炉停止時冷却系が停止した場合においても，原子炉冷却材

温度を 100℃未満に保つことができること 

 

表 35－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.運転上の制限を満足

していないと判断し

た場合 

A1.原子炉水位を有効燃料頂部以上に維持で

きる手段が確保されていることを確認す

る。 

速やかに 

その後毎日１回 

※１：原子炉の昇温を伴う検査時とは，原子炉冷却材の昇温開始から降温開始までの期間をいう。 

※２：安全・リスク管理ＧＭはあらかじめその期間を評価し，原子炉主任技術者の確認を得て，当直

長に通知する。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（原子炉冷却材温度及び原子炉冷却材温度変化率） 

第 37条 

原子炉冷却材温度及び原子炉冷却材温度変化率は，表 37－１で定める事項を運転上の制限とする。 

 

２．原子炉冷却材温度及び原子炉冷却材温度変化率が前項で定める運転上の制限を満足していることを

確認するため，次の各号を実施する。停止中の原子炉再循環ポンプ入口温度と原子炉冷却材温度の差

が 28℃以内及び原子炉圧力に対する原子炉水飽和温度※１と原子炉圧力容器ドレンライン温度の差が

80℃以内でなければ原子炉再循環ポンプを起動してはならない。 

（１）技術ＧＭは，原子炉圧力容器鋼材監視試験片の評価結果により，原子炉圧力容器のぜい性遷移温

度の推移を確認し，その結果に基づき，原子炉圧力容器の関連温度を求めて原子炉圧力容器非延性

破壊防止のための原子炉冷却材温度制限値を定め，原子炉主任技術者の確認を得たのち，所長の承

認を得て当直長に通知する。 

（２）当直長は，次の事項を確認する。 

①原子炉冷却材圧力バウンダリに対する供用中の漏えい又は水圧検査を実施する場合は，原子炉冷

却材温度が（１）に定める値以上であることを１時間に１回確認する。 

②原子炉の状態が起動，高温停止及び冷温停止（65℃以上）において，原子炉冷却材温度変化率が，

55℃/ｈ以下であることを１時間に１回確認する。ここで原子炉冷却材温度変化率とは，原子炉

冷却材温度の１時間毎の差分をいう。 

 

３．当直長は，原子炉冷却材温度又は原子炉冷却材温度変化率が第１項で定める運転上の制限を満足し

ていないと判断した場合，表 37－２の措置を講じる。 

 

※１：供用中の漏えい又は水圧検査時は，原子炉圧力容器温度とする。 

 

表 37－１ 

項  目 運転上の制限 

原子炉冷却材温度 
原子炉圧力容器の非延性破壊防止及び熱疲労低減の

ために必要な値以上で運用されていること 

原子炉冷却材温度変化率 55℃/ｈ以下 

 

表 37－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.供用中の漏えい又は水圧検査におい

て，原子炉冷却材温度が制限値を満

足していないと判断した場合 

A1.加圧を停止する。 

及び 

A2.温度を上昇する又は圧力を低下

する操作を開始する。 

速やかに 

 

速やかに 

B.原子炉の状態が起動，高温停止及び

冷温停止（65℃以上）において，原

子炉冷却材温度変化率が制限値を満

足していないと判断した場合  

B1.原子炉冷却材温度変化率を制限

値以内に復旧する。 

１時間 

 

 

C.条件Ｂで要求される措置を完了時間

内に達成できない場合 

C1.高温停止にする。 

及び 

C2.冷温停止にする。 

24時間 

 

36時間 
 

 

（原子炉冷却材温度及び原子炉冷却材温度変化率） 

第 37条 

原子炉冷却材温度及び原子炉冷却材温度変化率は，表 37－１で定める事項を運転上の制限とする。 

 

２．原子炉冷却材温度及び原子炉冷却材温度変化率が前項で定める運転上の制限を満足していることを

確認するため，次の各号を実施する。停止中の原子炉再循環ポンプ入口温度と原子炉冷却材温度の差

が 28℃以内及び原子炉圧力に対する原子炉水飽和温度※１と原子炉圧力容器ドレンライン温度の差が

80℃以内でなければ原子炉再循環ポンプを起動してはならない。 

（１）品質向上ＧＭは，原子炉圧力容器鋼材監視試験片の評価結果により，原子炉圧力容器のぜい性遷

移温度の推移を確認し，その結果に基づき，原子炉圧力容器の関連温度を求めて原子炉圧力容器非

延性破壊防止のための原子炉冷却材温度制限値を定め，原子炉主任技術者の確認を得たのち，所長

の承認を得て当直長に通知する。 

（２）当直長は，次の事項を確認する。 

①原子炉冷却材圧力バウンダリに対する供用中の漏えい又は水圧検査を実施する場合は，原子炉冷

却材温度が（１）に定める値以上であることを１時間に１回確認する。 

②原子炉の状態が起動，高温停止及び冷温停止（65℃以上）において，原子炉冷却材温度変化率が，

55℃/ｈ以下であることを１時間に１回確認する。ここで原子炉冷却材温度変化率とは，原子炉

冷却材温度の１時間毎の差分をいう。 

 

３．当直長は，原子炉冷却材温度又は原子炉冷却材温度変化率が第１項で定める運転上の制限を満足し

ていないと判断した場合，表 37－２の措置を講じる。 

 

※１：供用中の漏えい又は水圧検査時は，原子炉圧力容器温度とする。 

 

表 37－１ 

項  目 運転上の制限 

原子炉冷却材温度 
原子炉圧力容器の非延性破壊防止及び熱疲労低減の

ために必要な値以上で運用されていること 

原子炉冷却材温度変化率 55℃/ｈ以下 

 

表 37－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.供用中の漏えい又は水圧検査におい

て，原子炉冷却材温度が制限値を満

足していないと判断した場合 

A1.加圧を停止する。 

及び 

A2.温度を上昇する又は圧力を低下

する操作を開始する。 

速やかに 

 

速やかに 

B.原子炉の状態が起動，高温停止及び

冷温停止（65℃以上）において，原

子炉冷却材温度変化率が制限値を満

足していないと判断した場合  

B1.原子炉冷却材温度変化率を制限

値以内に復旧する。 

１時間 

 

 

C.条件Ｂで要求される措置を完了時間

内に達成できない場合 

C1.高温停止にする。 

及び 

C2.冷温停止にする。 

24時間 

 

36時間 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（非常用炉心冷却系その１） 

第 39条 

原子炉の状態が運転，起動及び高温停止（自動減圧系については，原子炉圧力が５号炉は 0.78ＭＰａ

[gage]以上，６号炉は 0.84ＭＰａ[gage]以上，高圧注水系については，原子炉圧力が５号炉は 1.04Ｍ

Ｐａ[gage]以上）において，非常用炉心冷却系は表 39－１で定める事項を運転上の制限とする。ただ

し，原子炉停止時冷却系起動準備及び原子炉停止時冷却系の運転中は，当該低圧注水系（格納容器スプ

レイ系）の動作不能とはみなさない。 

 

２．非常用炉心冷却系が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号を実

施する。 

（１）技術ＧＭは，定検停止時に，炉心スプレイ系（６号炉は低圧炉心スプレイ系），低圧注水系及び

高圧炉心スプレイ系（６号炉）が模擬信号で作動すること並びに格納容器スプレイ系が手動で作動

することを確認し，その結果を当直長に通知する。さらに，定検停止後の原子炉起動から定期検査

終了までの期間において，高圧注水系（５号炉）が模擬信号で作動することを確認し，その結果を

当直長に通知する。 

（２）技術ＧＭは，定検停止時に，自動減圧系が模擬信号で作動することを確認し，その結果を当直長に通

知する。 

（３）当直長は，定検停止後の原子炉起動前に表 39－２（６号炉 項目７）に定める事項並びに炉心ス

プレイ系（６号炉は低圧炉心スプレイ系），低圧注水系（格納容器スプレイ系），高圧注水系（５号

炉）及び高圧炉心スプレイ系（６号炉）の主要な手動弁と電動弁が原子炉の状態に応じた開閉状態

であること及び主要配管が満水であることを確認する※１。 

（４）当直長は，原子炉の状態が運転，起動及び高温停止（自動減圧系については，原子炉圧力が５号

炉は 0.78ＭＰａ[gage]以上，６号炉は 0.84ＭＰａ[gage]以上，高圧注水系については，原子炉圧

力が５号炉は 1.04ＭＰａ[gage]以上）において，表 39－２（６号炉 項目７を除く）に定める事

項を確認する。 

 

３．当直長は，非常用炉心冷却系が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表

39－３－１又は表 39－３－２の措置を講じる。 

 

※１：主要配管とは，当該系統に期待されている機能を達成するための水源（サプレッションプー

ル又は復水貯蔵タンク）からポンプまでの吸込配管とポンプから原子炉圧力容器（格納容器

スプレイヘッダ）までの注入配管（格納容器スプレイ配管）並びにタービン駆動用蒸気配管

及び排気配管（高圧注水系のみ）を指し，小口径配管を含まない。また，主要な手動弁と電

動弁とは，主要配管上の手動弁及び電動弁並びに主要配管の満水を維持するために必要な一

次弁をいう。なお，主要配管（格納容器スプレイ配管を除く）の満水は，当該主要配管の圧

力低の警報が継続的に発生していないことで確認する。 

 

（省略） 

 

 

 

（非常用炉心冷却系その１） 

第 39条 

原子炉の状態が運転，起動及び高温停止（自動減圧系については，原子炉圧力が５号炉は 0.78ＭＰａ

[gage]以上，６号炉は 0.84ＭＰａ[gage]以上，高圧注水系については，原子炉圧力が５号炉は 1.04Ｍ

Ｐａ[gage]以上）において，非常用炉心冷却系は表 39－１で定める事項を運転上の制限とする。ただ

し，原子炉停止時冷却系起動準備及び原子炉停止時冷却系の運転中は，当該低圧注水系（格納容器スプ

レイ系）の動作不能とはみなさない。 

 

２．非常用炉心冷却系が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号を実

施する。 

（１）品質向上ＧＭは，定検停止時に，炉心スプレイ系（６号炉は低圧炉心スプレイ系），低圧注水系

及び高圧炉心スプレイ系（６号炉）が模擬信号で作動すること並びに格納容器スプレイ系が手動で

作動することを確認し，その結果を当直長に通知する。さらに，定検停止後の原子炉起動から定期

検査終了までの期間において，高圧注水系（５号炉）が模擬信号で作動することを確認し，その結

果を当直長に通知する。 

（２）品質向上ＧＭは，定検停止時に，自動減圧系が模擬信号で作動することを確認し，その結果を当直長

に通知する。 

（３）当直長は，定検停止後の原子炉起動前に表 39－２（６号炉 項目７）に定める事項並びに炉心ス

プレイ系（６号炉は低圧炉心スプレイ系），低圧注水系（格納容器スプレイ系），高圧注水系（５号

炉）及び高圧炉心スプレイ系（６号炉）の主要な手動弁と電動弁が原子炉の状態に応じた開閉状態

であること及び主要配管が満水であることを確認する※１。 

（４）当直長は，原子炉の状態が運転，起動及び高温停止（自動減圧系については，原子炉圧力が５号

炉は 0.78ＭＰａ[gage]以上，６号炉は 0.84ＭＰａ[gage]以上，高圧注水系については，原子炉圧

力が５号炉は 1.04ＭＰａ[gage]以上）において，表 39－２（６号炉 項目７を除く）に定める事

項を確認する。 

 

３．当直長は，非常用炉心冷却系が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表

39－３－１又は表 39－３－２の措置を講じる。 

 

※１：主要配管とは，当該系統に期待されている機能を達成するための水源（サプレッションプー

ル又は復水貯蔵タンク）からポンプまでの吸込配管とポンプから原子炉圧力容器（格納容器

スプレイヘッダ）までの注入配管（格納容器スプレイ配管）並びにタービン駆動用蒸気配管

及び排気配管（高圧注水系のみ）を指し，小口径配管を含まない。また，主要な手動弁と電

動弁とは，主要配管上の手動弁及び電動弁並びに主要配管の満水を維持するために必要な一

次弁をいう。なお，主要配管（格納容器スプレイ配管を除く）の満水は，当該主要配管の圧

力低の警報が継続的に発生していないことで確認する。 

 

（省略） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（原子炉隔離時冷却系） 

第 41条 

原子炉の状態が運転，起動及び高温停止（原子炉圧力が 1.04ＭＰａ[gage] 以上）において，原子炉隔

離時冷却系は表 41－１で定める事項を運転上の制限とする。 

 

２．原子炉隔離時冷却系が前項に定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号を

実施する。 

（１）技術ＧＭは，定検停止後の原子炉起動から定期検査終了までの期間において，原子炉隔離時冷却

系が模擬信号で作動することを確認し，その結果を当直長に通知する。 

（２）当直長は，定検停止後の原子炉起動前に原子炉隔離時冷却系の主要な手動弁と電動弁が原子炉の

状態に応じた開閉状態であること及び主要配管が満水であることを確認する※１。 

（３）当直長は，原子炉の状態が運転，起動及び高温停止（原子炉圧力が 1.04ＭＰａ[gage] 以上）に

おいて，表 41－２に定める事項を確認する。 

 

３．当直長は，原子炉隔離時冷却系が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，

表 41－３の措置を講じる。 

 

※１：主要配管とは，原子炉隔離時冷却系に期待されている機能を達成するための水源（サプレッシ

ョンプール又は復水貯蔵タンク）からポンプまでの吸込配管とポンプから原子炉圧力容器まで

の注入配管並びにタービン駆動用蒸気配管及び排気配管を指し，小口径配管を含まない。また，

主要な手動弁と電動弁とは，主要配管上の手動弁と電動弁及び主要配管の満水を維持するため

に必要な一次弁をいう。なお，主要配管であるポンプの吸込配管及び注入配管の満水は，当該

主要配管の圧力低の警報が継続的に発生していないことで確認する。 

 

表 41－１ 

項  目 運転上の制限 

原子炉隔離時冷却系 

（原子炉圧力が 1.04ＭＰａ[gage] 以上のとき） 
動作可能であること 

 

（省略） 

 

 

 

 

（原子炉隔離時冷却系） 

第 41条 

原子炉の状態が運転，起動及び高温停止（原子炉圧力が 1.04ＭＰａ[gage] 以上）において，原子炉隔

離時冷却系は表 41－１で定める事項を運転上の制限とする。 

 

２．原子炉隔離時冷却系が前項に定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号を

実施する。 

（１）品質向上ＧＭは，定検停止後の原子炉起動から定期検査終了までの期間において，原子炉隔離時

冷却系が模擬信号で作動することを確認し，その結果を当直長に通知する。 

（２）当直長は，定検停止後の原子炉起動前に原子炉隔離時冷却系の主要な手動弁と電動弁が原子炉の

状態に応じた開閉状態であること及び主要配管が満水であることを確認する※１。 

（３）当直長は，原子炉の状態が運転，起動及び高温停止（原子炉圧力が 1.04ＭＰａ[gage] 以上）にお

いて，表 41－２に定める事項を確認する。 

 

３．当直長は，原子炉隔離時冷却系が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，

表 41－３の措置を講じる。 

 

※１：主要配管とは，原子炉隔離時冷却系に期待されている機能を達成するための水源（サプレッシ

ョンプール又は復水貯蔵タンク）からポンプまでの吸込配管とポンプから原子炉圧力容器まで

の注入配管並びにタービン駆動用蒸気配管及び排気配管を指し，小口径配管を含まない。また，

主要な手動弁と電動弁とは，主要配管上の手動弁と電動弁及び主要配管の満水を維持するため

に必要な一次弁をいう。なお，主要配管であるポンプの吸込配管及び注入配管の満水は，当該

主要配管の圧力低の警報が継続的に発生していないことで確認する。 

 

表 41－１ 

項  目 運転上の制限 

原子炉隔離時冷却系 

（原子炉圧力が 1.04ＭＰａ[gage] 以上のとき） 
動作可能であること 

 

（省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編に伴う変更 

 

 

 

133



福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第２編） 

64 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（主蒸気隔離弁） 

第 42条 

原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，主蒸気隔離弁は，表 42－１で定める事項を運転

上の制限とする。 

 

２．主蒸気隔離弁が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号を実施

する。 

（１）技術ＧＭは，定検停止時に，主蒸気隔離弁が模擬信号により全閉すること及び全閉時間が表 42

－２に定める値であることを確認し，その結果を当直長に通知する。 

（２）機械ＧＭは，定検停止時に，主蒸気隔離弁の漏えい率が表 42－２に定める値であることを確認

し，その結果を当直長に通知する。 

 

３．当直長は，主蒸気隔離弁が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表 42

－３の措置を講じる。 

 

表 42－１ 

項  目 運転上の制限 

主蒸気隔離弁 動作可能であること 

 

表 42－２ 

項  目 判定値 

主蒸気隔離弁全閉時間 ３秒以上 4.5秒以下 

主蒸気隔離弁の漏えい率 
原子炉圧力容器蒸気相体積に対して 

10％／日／個以下 

 

表 42－３ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.主蒸気隔離弁が動作不能の場合 A1.動作不能な主蒸気隔離弁と同じ主蒸気

管上の主蒸気隔離弁を全閉する。 

８時間 

B.条件Ａで要求される措置を完了

時間内に達成できない場合 

B1.高温停止にする。 

及び 

B2.冷温停止にする。 

24時間 

 

36時間 
 

 

（主蒸気隔離弁） 

第 42条 

原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，主蒸気隔離弁は，表 42－１で定める事項を運転

上の制限とする。 

 

２．主蒸気隔離弁が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号を実施

する。 

（１）品質向上ＧＭは，定検停止時に，主蒸気隔離弁が模擬信号により全閉すること及び全閉時間が

表 42－２に定める値であることを確認し，その結果を当直長に通知する。 

（２）１～６号機械設備ＧＭは，定検停止時に，主蒸気隔離弁の漏えい率が表 42－２に定める値であ

ることを確認し，その結果を当直長に通知する。 

 

３．当直長は，主蒸気隔離弁が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表 42

－３の措置を講じる。 

 

表 42－１ 

項  目 運転上の制限 

主蒸気隔離弁 動作可能であること 

 

表 42－２ 

項  目 判定値 

主蒸気隔離弁全閉時間 ３秒以上 4.5秒以下 

主蒸気隔離弁の漏えい率 
原子炉圧力容器蒸気相体積に対して 

10％／日／個以下 

 

表 42－３ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.主蒸気隔離弁が動作不能の場合 A1.動作不能な主蒸気隔離弁と同じ主蒸気

管上の主蒸気隔離弁を全閉する。 

８時間 

B.条件Ａで要求される措置を完了

時間内に達成できない場合 

B1.高温停止にする。 

及び 

B2.冷温停止にする。 

24時間 

 

36時間 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（格納容器及び格納容器隔離弁） 

第 43条 

原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，格納容器及び格納容器隔離弁は，表 43－１で定め

る事項を運転上の制限とする。ただし，ドライウェル点検時は，速やかにエアロックを閉鎖できる措置

を講じた上でエアロック二重扉を開放したままとすることができるが，この場合は格納容器の機能喪失

とはみなさない。 

 

２．格納容器及び格納容器隔離弁が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，

次の各号を実施する。 

（１）技術ＧＭは，定検停止時に，格納容器漏えい率が表 43－２に定める値であることを確認し，その

結果を当直長に通知する。 

（２）技術ＧＭは，定検停止時に，表 43－３に定める格納容器隔離弁が模擬信号で全閉することを確認

し，その結果を当直長に通知する。 

（３）当直長は，定検停止後の原子炉起動前に格納容器バウンダリとなっている格納容器隔離弁が原子

炉の状態に応じた開閉状態であることを確認する。 

 

３．当直長は，格納容器又は格納容器隔離弁が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断

した場合，表 43－４の措置を講じる。なお，同時に複数の動作不能な格納容器隔離弁が発生した場

合には，個々の弁に対して表 43－４の措置を講じる。 

 

表 43－１ 

項  目 運転上の制限 

格納容器 機能が健全であること 

格納容器隔離弁 動作可能であること 

 

表 43－２ 

項  目 判定値 

格納容器の漏えい率 
0.5％／日以下 

（常温，空気，設計圧力において） 

 

（省略） 

 

 

 

 

（格納容器及び格納容器隔離弁） 

第 43条 

原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，格納容器及び格納容器隔離弁は，表 43－１で定め

る事項を運転上の制限とする。ただし，ドライウェル点検時は，速やかにエアロックを閉鎖できる措置

を講じた上でエアロック二重扉を開放したままとすることができるが，この場合は格納容器の機能喪失

とはみなさない。 

 

２．格納容器及び格納容器隔離弁が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，

次の各号を実施する。 

（１）品質向上ＧＭは，定検停止時に，格納容器漏えい率が表 43－２に定める値であることを確認し，

その結果を当直長に通知する。 

（２）品質向上ＧＭは，定検停止時に，表 43－３に定める格納容器隔離弁が模擬信号で全閉することを

確認し，その結果を当直長に通知する。 

（３）当直長は，定検停止後の原子炉起動前に格納容器バウンダリとなっている格納容器隔離弁が原子

炉の状態に応じた開閉状態であることを確認する。 

 

３．当直長は，格納容器又は格納容器隔離弁が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断

した場合，表 43－４の措置を講じる。なお，同時に複数の動作不能な格納容器隔離弁が発生した場

合には，個々の弁に対して表 43－４の措置を講じる。 

 

表 43－１ 

項  目 運転上の制限 

格納容器 機能が健全であること 

格納容器隔離弁 動作可能であること 

 

表 43－２ 

項  目 判定値 

格納容器の漏えい率 
0.5％／日以下 

（常温，空気，設計圧力において） 

 

（省略） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（サプレッション・チェンバからドライウェルへの真空破壊弁） 

第 44条 

原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，サプレッション・チェンバからドライウェルへの

真空破壊弁は，表 44－１で定める事項を運転上の制限とする。ただし，真空破壊弁１弁が全開不能の場

合を除く。 

 

２．サプレッション・チェンバからドライウェルへの真空破壊弁が前項で定める運転上の制限を満足している

ことを確認するため，次号を実施する。 

（１）機械ＧＭは，定検停止時に，サプレッション・チェンバからドライウェルへの真空破壊弁が全開

及び全閉することを確認し，その結果を当直長に通知する。 

 

３．当直長は，サプレッション・チェンバからドライウェルへの真空破壊弁が第１項で定める運転上の

制限を満足していないと判断した場合，表 44－２の措置を講じる。 

 

表 44－１ 

項  目 運転上の制限 

サプレッション・チェンバからドラ

イウェルへの真空破壊弁 

動作可能であること 

 

表 44－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.真空破壊弁２弁以上が全開不

能の場合 

A1.真空破壊弁を全開可能な状態に復旧する。 ３日間 

B.真空破壊弁１弁以上が全閉不

能の場合 

B1.開状態の真空破壊弁を全閉する。 ２時間 

C.条件Ａ又はＢで要求される措

置を完了時間内に達成できな

い場合 

C1.高温停止にする。 

及び 

C2.冷温停止にする。 

24時間 

 

36時間 

 

 

 

（サプレッション・チェンバからドライウェルへの真空破壊弁） 

第 44条 

原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，サプレッション・チェンバからドライウェルへの

真空破壊弁は，表 44－１で定める事項を運転上の制限とする。ただし，真空破壊弁１弁が全開不能の場

合を除く。 

 

２．サプレッション・チェンバからドライウェルへの真空破壊弁が前項で定める運転上の制限を満足している

ことを確認するため，次号を実施する。 

（１）１～６号機械設備ＧＭは，定検停止時に，サプレッション・チェンバからドライウェルへの真空

破壊弁が全開及び全閉することを確認し，その結果を当直長に通知する。 

 

３．当直長は，サプレッション・チェンバからドライウェルへの真空破壊弁が第１項で定める運転上の

制限を満足していないと判断した場合，表 44－２の措置を講じる。 

 

表 44－１ 

項  目 運転上の制限 

サプレッション・チェンバからドラ

イウェルへの真空破壊弁 

動作可能であること 

 

表 44－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.真空破壊弁２弁以上が全開不

能の場合 

A1.真空破壊弁を全開可能な状態に復旧する。 ３日間 

B.真空破壊弁１弁以上が全閉不

能の場合 

B1.開状態の真空破壊弁を全閉する。 ２時間 

C.条件Ａ又はＢで要求される措

置を完了時間内に達成できな

い場合 

C1.高温停止にする。 

及び 

C2.冷温停止にする。 

24時間 

 

36時間 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（可燃性ガス濃度制御系） 

第 47条 

原子炉の状態が運転及び起動において，可燃性ガス濃度制御系は，表 47－１で定める事項を運転上の

制限とする。 

 

２．可燃性ガス濃度制御系が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実

施する。 

（１）技術ＧＭは，定検停止時に，可燃性ガス濃度制御系の機能を確認し，その結果を当直長に通知す

る。 

（２）当直長は，原子炉の状態が運転及び起動において，可燃性ガス濃度制御系ブロアが起動すること

及び可燃性ガス濃度制御系隔離弁が開することを１ヶ月に１回確認する。 

 

３．当直長は，可燃性ガス濃度制御系が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，

表 47－２の措置を講じる。 

 

表 47－１ 

項  目 運転上の制限 

可燃性ガス濃度制御系 ２系列※１が動作可能であること 

 

表 47－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.可燃性ガス濃度制御系１系列が動

作不能の場合 

A1.当該系列を動作可能な状態に復旧す

る。 

及び 

A2.他の１系列が動作可能であることを

確認する。 

30日間 

 

 

速やかに 

B.可燃性ガス濃度制御系２系列が動

作不能の場合 

B1.少なくとも１系列を動作可能な状態

に復旧する。 

速やかに 

C.条件Ａ又はＢで要求される措置を

完了時間内に達成できない場合 

C1.高温停止にする。 24時間 

※１：１系列とはブロア１台，再結合器１基（６号炉はブロア２台，再結合器２基）及び必要な弁

並びに配管をいう。 

 

 

 

（可燃性ガス濃度制御系） 

第 47条 

原子炉の状態が運転及び起動において，可燃性ガス濃度制御系は，表 47－１で定める事項を運転上の

制限とする。 

 

２．可燃性ガス濃度制御系が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実

施する。 

（１）品質向上ＧＭは，定検停止時に，可燃性ガス濃度制御系の機能を確認し，その結果を当直長に通

知する。 

（２）当直長は，原子炉の状態が運転及び起動において，可燃性ガス濃度制御系ブロアが起動すること

及び可燃性ガス濃度制御系隔離弁が開することを１ヶ月に１回確認する。 

 

３．当直長は，可燃性ガス濃度制御系が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，

表 47－２の措置を講じる。 

 

表 47－１ 

項  目 運転上の制限 

可燃性ガス濃度制御系 ２系列※１が動作可能であること 

 

表 47－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.可燃性ガス濃度制御系１系列が動

作不能の場合 

A1.当該系列を動作可能な状態に復旧す

る。 

及び 

A2.他の１系列が動作可能であることを

確認する。 

30日間 

 

 

速やかに 

B.可燃性ガス濃度制御系２系列が動

作不能の場合 

B1.少なくとも１系列を動作可能な状態

に復旧する。 

速やかに 

C.条件Ａ又はＢで要求される措置を

完了時間内に達成できない場合 

C1.高温停止にする。 24時間 

※１：１系列とはブロア１台，再結合器１基（６号炉はブロア２台，再結合器２基）及び必要な弁

並びに配管をいう。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（原子炉建屋） 

第 49条 

原子炉の状態が運転，起動，高温停止及び炉心変更時※１又は原子炉建屋内で照射された燃料に係る作

業時において，原子炉建屋は，表 49－１で定める事項を運転上の制限とする。 

 

２．原子炉建屋が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号を実施する。 

（１）技術ＧＭは，定検停止時に，原子炉建屋を負圧に保ち得ることを確認し，その結果を当直長に通

知する。 

（２）当直長は，原子炉の状態が運転，起動，高温停止及び炉心変更時※１又は原子炉建屋内で照射され

た燃料に係る作業時において，原子炉建屋を負圧に保つために原子炉建屋大物機器搬入口及び原子

炉建屋の二重扉の各々において，少なくとも１つが閉鎖状態にあることを１ヶ月に１回確認する。 

 

３．当直長は，原子炉建屋が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表 49－２

の措置を講じる。 

 

表 49－１ 

項  目 運転上の制限 

原子炉建屋 機能が健全であること 

 

表 49－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.原子炉の状態が運転，起動及び高温

停止において，運転上の制限を満足

していないと判断した場合 

A1.原子炉建屋を負圧に保つための必

要な措置を講じる。 

４時間 

B.条件Ａで要求される措置を完了時間

内で達成できない場合 

B1.高温停止にする。 

及び 

B2.冷温停止にする。 

24時間 

 

36時間 

C.炉心変更時又は原子炉建屋内で照射

された燃料に係る作業時において，

運転上の制限を満足していないと判

断した場合 

C1.炉心変更を中止する。 

及び 

C2.原子炉建屋内で照射された燃料に

係る作業を中止する。 

速やかに 

 

速やかに 

 ※１：停止余裕確認後の制御棒１本の挿入・引抜を除く。 

 

 

 

（原子炉建屋） 

第 49条 

原子炉の状態が運転，起動，高温停止及び炉心変更時※１又は原子炉建屋内で照射された燃料に係る作

業時において，原子炉建屋は，表 49－１で定める事項を運転上の制限とする。 

 

２．原子炉建屋が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号を実施する。 

（１）品質向上ＧＭは，定検停止時に，原子炉建屋を負圧に保ち得ることを確認し，その結果を当直長

に通知する。 

（２）当直長は，原子炉の状態が運転，起動，高温停止及び炉心変更時※１又は原子炉建屋内で照射され

た燃料に係る作業時において，原子炉建屋を負圧に保つために原子炉建屋大物機器搬入口及び原子

炉建屋の二重扉の各々において，少なくとも１つが閉鎖状態にあることを１ヶ月に１回確認する。 

 

３．当直長は，原子炉建屋が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表 49－２

の措置を講じる。 

 

表 49－１ 

項  目 運転上の制限 

原子炉建屋 機能が健全であること 

 

表 49－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.原子炉の状態が運転，起動及び高温

停止において，運転上の制限を満足

していないと判断した場合 

A1.原子炉建屋を負圧に保つための必

要な措置を講じる。 

４時間 

B.条件Ａで要求される措置を完了時間

内で達成できない場合 

B1.高温停止にする。 

及び 

B2.冷温停止にする。 

24時間 

 

36時間 

C.炉心変更時又は原子炉建屋内で照射

された燃料に係る作業時において，

運転上の制限を満足していないと判

断した場合 

C1.炉心変更を中止する。 

及び 

C2.原子炉建屋内で照射された燃料に

係る作業を中止する。 

速やかに 

 

速やかに 

 ※１：停止余裕確認後の制御棒１本の挿入・引抜を除く。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（原子炉建屋給排気隔離弁） 

第 50条 

原子炉の状態が運転，起動，高温停止及び炉心変更時※１又は原子炉建屋内で照射された燃料に係る作

業時において，原子炉建屋給排気隔離弁は，表 50－１で定める事項を運転上の制限とする。 

 

２．原子炉建屋給排気隔離弁が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を

実施する。 

（１）技術ＧＭは，定検停止時に，原子炉建屋給排気隔離弁が模擬信号で全閉することを確認し，その

結果を当直長に通知する。 

 

３．当直長は，原子炉建屋給排気隔離弁が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場

合，表 50－２の措置を講じる。 

 

表 50－１ 

項  目 運転上の制限 

原子炉建屋給排気隔離弁 動作可能であること 

 

表 50－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.全閉不能な原子炉建屋給排気隔離

弁１個を有するラインが１つ以上

ある場合（ただし，当該ラインが

隔離されている場合を除く） 

A1.全閉不能な隔離弁を有するライン

の動作可能な原子炉建屋給排気隔

離弁の動作確認を行い，全閉可能

であることを確認する。 

及び 

A2.全閉不能な原子炉建屋給排気隔離

弁を動作可能な状態に復旧する。 

速やかに 

 

 

 

 

10日間 

B.原子炉の状態が運転，起動及び高

温停止において，全閉不能な原子

炉建屋給排気隔離弁２個を有する

ラインが１つ以上ある場合 

又は 

原子炉の状態が運転，起動及び高

温停止において，条件Ａで要求さ

れる措置を完了時間内に達成でき

ない場合 

B1.高温停止にする。 

及び 

B2.冷温停止にする。 

24時間 

 

36時間 

C.炉心変更時又は原子炉建屋内で照

射された燃料に係る作業時におい

て，全閉不能な原子炉建屋給排気

隔離弁２個を有するラインが１つ

以上ある場合 

又は 

炉心変更時又は原子炉建屋内で照

射された燃料に係る作業時におい

て，条件Ａで要求される措置を完

了時間内に達成できない場合 

C1.炉心変更を中止する。 

及び 

C2.原子炉建屋内で照射された燃料に

係る作業を中止する。 

 

速やかに 

 

速やかに 

 ※１：停止余裕確認後の制御棒１本の挿入・引抜を除く。 
 

 

 

（原子炉建屋給排気隔離弁） 

第 50条 

原子炉の状態が運転，起動，高温停止及び炉心変更時※１又は原子炉建屋内で照射された燃料に係る作

業時において，原子炉建屋給排気隔離弁は，表 50－１で定める事項を運転上の制限とする。 

 

２．原子炉建屋給排気隔離弁が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を

実施する。 

（１）品質向上ＧＭは，定検停止時に，原子炉建屋給排気隔離弁が模擬信号で全閉することを確認し，

その結果を当直長に通知する。 

 

３．当直長は，原子炉建屋給排気隔離弁が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場

合，表 50－２の措置を講じる。 

 

表 50－１ 

項  目 運転上の制限 

原子炉建屋給排気隔離弁 動作可能であること 

 

表 50－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.全閉不能な原子炉建屋給排気隔離

弁１個を有するラインが１つ以上

ある場合（ただし，当該ラインが

隔離されている場合を除く） 

A1.全閉不能な隔離弁を有するライン

の動作可能な原子炉建屋給排気隔

離弁の動作確認を行い，全閉可能

であることを確認する。 

及び 

A2.全閉不能な原子炉建屋給排気隔離

弁を動作可能な状態に復旧する。 

速やかに 

 

 

 

 

10日間 

B.原子炉の状態が運転，起動及び高

温停止において，全閉不能な原子

炉建屋給排気隔離弁２個を有する

ラインが１つ以上ある場合 

又は 

原子炉の状態が運転，起動及び高

温停止において，条件Ａで要求さ

れる措置を完了時間内に達成でき

ない場合 

B1.高温停止にする。 

及び 

B2.冷温停止にする。 

24時間 

 

36時間 

C.炉心変更時又は原子炉建屋内で照

射された燃料に係る作業時におい

て，全閉不能な原子炉建屋給排気

隔離弁２個を有するラインが１つ

以上ある場合 

又は 

炉心変更時又は原子炉建屋内で照

射された燃料に係る作業時におい

て，条件Ａで要求される措置を完

了時間内に達成できない場合 

C1.炉心変更を中止する。 

及び 

C2.原子炉建屋内で照射された燃料に

係る作業を中止する。 

 

速やかに 

 

速やかに 

 ※１：停止余裕確認後の制御棒１本の挿入・引抜を除く。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（非常用ガス処理系） 

第 51条 

原子炉の状態が運転，起動，高温停止及び炉心変更時※１又は原子炉建屋内で照射された燃料に係る作

業時において，非常用ガス処理系は表 51－１で定める事項を運転上の制限とする。 

 

２．非常用ガス処理系が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号を実

施する。 

（１）技術ＧＭは，定検停止時に，非常用ガス処理系が模擬信号で作動することを確認し，その結果を

当直長に通知する。 

（２）分析評価ＧＭは，定検停止時に，非常用ガス処理系の総合除去効率が表 51－２に定める値である

ことを確認し，その結果を当直長に通知する。 

（３）当直長は，原子炉の状態が運転，起動，高温停止及び炉心変更時※１又は原子炉建屋内で照射され

た燃料に係る作業時において，非常用ガス処理系排風機が起動すること及び非常用ガス処理系隔離

弁が開することを１ヶ月に１回確認する。 

 

３．当直長は，非常用ガス処理系が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表

51－３の措置を講じる。 

 

 表 51－１ 

項  目 運転上の制限 

非常用ガス処理系 ２系列※２が動作可能であること 

 

 表 51－２ 

  １．５号炉 

項  目 判定値 

総合除去効率 97％以上 

 

  ２．６号炉 

項  目 判定値 

総合除去効率 99％以上 

 

※１：停止余裕確認後の制御棒１本の挿入・引抜を除く。 

※２：１系列とは，排風機１台，フィルタ１基及び必要なダンパ，ダクトをいう。 

 

（省略） 

 

 

 

 

（非常用ガス処理系） 

第 51条 

原子炉の状態が運転，起動，高温停止及び炉心変更時※１又は原子炉建屋内で照射された燃料に係る作

業時において，非常用ガス処理系は表 51－１で定める事項を運転上の制限とする。 

 

２．非常用ガス処理系が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号を実

施する。 

（１）品質向上ＧＭは，定検停止時に，非常用ガス処理系が模擬信号で作動することを確認し，その結

果を当直長に通知する。 

（２）分析評価ＧＭは，定検停止時に，非常用ガス処理系の総合除去効率が表 51－２に定める値である

ことを確認し，その結果を当直長に通知する。 

（３）当直長は，原子炉の状態が運転，起動，高温停止及び炉心変更時※１又は原子炉建屋内で照射され

た燃料に係る作業時において，非常用ガス処理系排風機が起動すること及び非常用ガス処理系隔離

弁が開することを１ヶ月に１回確認する。 

 

３．当直長は，非常用ガス処理系が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表

51－３の措置を講じる。 

 

 表 51－１ 

項  目 運転上の制限 

非常用ガス処理系 ２系列※２が動作可能であること 

 

 表 51－２ 

  １．５号炉 

項  目 判定値 

総合除去効率 97％以上 

 

  ２．６号炉 

項  目 判定値 

総合除去効率 99％以上 

 

※１：停止余裕確認後の制御棒１本の挿入・引抜を除く。 

※２：１系列とは，排風機１台，フィルタ１基及び必要なダンパ，ダクトをいう。 

 

（省略） 
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（非常用冷却海水系） 

第 52条 

原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，非常用冷却海水系※１は，表 52－１で定める事項

を運転上の制限とする。 

 

２．非常用冷却海水系が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号を実

施する。 

（１）技術ＧＭは，定検停止時に，非常用冷却海水系ポンプが模擬信号で作動することを確認し，その

結果を当直長に通知する。 

（２）当直長は，定検停止後の原子炉起動前に，非常用冷却海水系の主要な手動弁と電動弁の開閉状態

を確認する。※２ 

（３）当直長は，原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，表 52－２に定める事項を確認する。 

 

３．当直長は，非常用冷却海水系が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表

52－３の措置を講じる。ただし，この場合第 39条及び第 60条は適用しない。 

 

※１：非常用冷却海水系とは，残留熱除去海水系を示す。 

※２：非常用冷却海水系の主要な手動弁と電動弁とは，当該系統に期待されている機能を達成するた

めの非常用冷却海水系ポンプから放水路までの配管上の手動弁及び電動弁並びにこの配管に

接続する配管上の手動弁及び電動弁のうち当該系統の機能を維持するために必要な一次弁を

いう。 

 

表 52－１ 

項  目 運転上の制限 

非常用冷却海水系 ２系列※３が動作可能であること 

 

表 52－２ 

項  目 頻  度 

非常用冷却海水系ポンプが起動することを確認する。また，ポンプの

運転確認後，ポンプの運転確認に際し使用した弁が待機状態にあるこ

とを確認する。 

１ヶ月に１回 

※３：１系列とはポンプ２台及び必要な弁並びに主要配管をいう。 

 

表 52－３ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A. １系列が動作不能の場合 A1.当該系列を動作可能な状態に復旧す

る。 

及び 

A2. 他の１系列について，動作可能であ

ることを確認する。 

10日間 

 

 

速やかに 

B.条件Ａで要求される措置を完了時間

内に達成できない場合 

又は 

 ２系列が動作不能の場合 

又は 

 条件Ａにおいて，さらに異なる区分の

ディーゼル発電設備冷却系又は高圧

炉心スプレイ系ディーゼル発電設備

冷却海水系（６号炉）が動作不能の場

合 

B1.高温停止にする。 

及び 

B2.1. 冷温停止とする。 

又は 

B2.2. 原子炉水位を有効燃料頂部以上に

維持できる手段が確保されてい

ることを確認する。 

24時間 

 

36時間 

 

冷温停止

となる 

まで 

毎日１回 

 

 

（非常用冷却海水系） 

第 52条 

原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，非常用冷却海水系※１は，表 52－１で定める事項

を運転上の制限とする。 

 

２．非常用冷却海水系が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号を実

施する。 

（１）品質向上ＧＭは，定検停止時に，非常用冷却海水系ポンプが模擬信号で作動することを確認し，

その結果を当直長に通知する。 

（２）当直長は，定検停止後の原子炉起動前に，非常用冷却海水系の主要な手動弁と電動弁の開閉状態

を確認する。※２ 

（３）当直長は，原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，表 52－２に定める事項を確認する。 

 

３．当直長は，非常用冷却海水系が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表

52－３の措置を講じる。ただし，この場合第 39条及び第 60条は適用しない。 

 

※１：非常用冷却海水系とは，残留熱除去海水系を示す。 

※２：非常用冷却海水系の主要な手動弁と電動弁とは，当該系統に期待されている機能を達成するた

めの非常用冷却海水系ポンプから放水路までの配管上の手動弁及び電動弁並びにこの配管に

接続する配管上の手動弁及び電動弁のうち当該系統の機能を維持するために必要な一次弁を

いう。 

 

表 52－１ 

項  目 運転上の制限 

非常用冷却海水系 ２系列※３が動作可能であること 

 

表 52－２ 

項  目 頻  度 

非常用冷却海水系ポンプが起動することを確認する。また，ポンプの

運転確認後，ポンプの運転確認に際し使用した弁が待機状態にあるこ

とを確認する。 

１ヶ月に１回 

※３：１系列とはポンプ２台及び必要な弁並びに主要配管をいう。 

 

表 52－３ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A. １系列が動作不能の場合 A1.当該系列を動作可能な状態に復旧す

る。 

及び 

A2. 他の１系列について，動作可能であ

ることを確認する。 

10日間 

 

 

速やかに 

B.条件Ａで要求される措置を完了時間

内に達成できない場合 

又は 

 ２系列が動作不能の場合 

又は 

 条件Ａにおいて，さらに異なる区分の

ディーゼル発電設備冷却系又は高圧

炉心スプレイ系ディーゼル発電設備

冷却海水系（６号炉）が動作不能の場

合 

B1.高温停止にする。 

及び 

B2.1. 冷温停止とする。 

又は 

B2.2. 原子炉水位を有効燃料頂部以上に

維持できる手段が確保されてい

ることを確認する。 

24時間 

 

36時間 

 

冷温停止

となる 

まで 

毎日１回 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（非常用ディ－ゼル発電設備冷却系） 

第 53条 

原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，非常用ディーゼル発電設備冷却系※１は，表 53－

１で定める事項を運転上の制限とする。 

 

２．非常用ディーゼル発電設備冷却系が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するた

め，次の各号を実施する。 

（１）技術ＧＭは，定検停止時に，非常用ディ－ゼル発電設備冷却系ポンプが模擬信号で作動すること

を確認し，その結果を当直長に通知する。 

（２）当直長は，定検停止後の原子炉起動前に，非常用ディーゼル発電設備冷却系ポンプの主要な手動

弁の開閉状態を確認する※２。なお，非常用ディーゼル発電設備補機冷却系については，主要配管の

満水※３も確認する。 

（３）当直長は，原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，非常用ディーゼル発電設備冷却系

ポンプが起動することを１ヶ月に１回確認する。 

 

３．当直長は，非常用ディーゼル発電設備冷却系が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判

断した場合，表 53－２の措置を講じる。ただし，この場合第 39条及び第 60条は適用しない。なお，

非常用ディーゼル発電設備補機冷却系空気冷却器ファンが２台以上動作不能となった場合において，

冷水温度を 38℃付近に維持可能なときは，運転上の制限を逸脱していないものとする。 

 

 ※１：非常用ディーゼル発電設備冷却系とは，５号炉については，非常用ディーゼル発電設備冷却海

水系をいい，６号炉については，非常用ディーゼル発電設備冷却海水系１系列※４及び非常用デ

ィーゼル発電設備補機冷却系１系列※４をいう。 

 ※２：非常用ディーゼル発電設備冷却系の主要な手動弁とは，非常用ディーゼル発電設備冷却海水系

にあっては，当該系統に期待されている機能を達成するための非常用ディーゼル発電設備冷却海

水系ポンプから放水路までの配管上の手動弁並びにこの配管に接続する配管上の手動弁のうち

当該系統の機能を維持するために必要な一次弁をいい，非常用ディーゼル発電設備補機冷却系に

あっては，主要配管※３上の手動弁並びに主要配管に接続する配管上の手動弁のうち主要配管の

満水※３を維持するために必要な一次弁をいう。 

 ※３：非常用ディーゼル発電設備補機冷却系の主要配管とは，当該系統に期待されている機能を達成

するための非常用ディーゼル発電設備補機冷却系空気冷却器とポンプのループ配管を指し，小口

径配管を含まない。なお，主要配管の満水とは，当該系統のサージタンクレベル低の警報が継続

的に発生していないことで確認する。 

 

表53－１ 

  項  目 運転上の制限 

非常用ディーゼル発電設備冷却系 ２系列※４が動作可能であること 

 

 ※４：非常用ディーゼル発電設備冷却海水系１系列とは，海水ポンプ１台及び必要な弁並びに配管を

いい，非常用ディーゼル発電設備補機冷却系１系列とは，冷水ポンプ１台，空気冷却器ファン５

台及び必要な弁並びに主要配管をいう。 

 

（省略） 

 

 

 

（非常用ディ－ゼル発電設備冷却系） 

第 53条 

原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，非常用ディーゼル発電設備冷却系※１は，表 53－

１で定める事項を運転上の制限とする。 

 

２．非常用ディーゼル発電設備冷却系が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するた

め，次の各号を実施する。 

（１）品質向上ＧＭは，定検停止時に，非常用ディ－ゼル発電設備冷却系ポンプが模擬信号で作動する

ことを確認し，その結果を当直長に通知する。 

（２）当直長は，定検停止後の原子炉起動前に，非常用ディーゼル発電設備冷却系ポンプの主要な手動

弁の開閉状態を確認する※２。なお，非常用ディーゼル発電設備補機冷却系については，主要配管の

満水※３も確認する。 

（３）当直長は，原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，非常用ディーゼル発電設備冷却系

ポンプが起動することを１ヶ月に１回確認する。 

 

３．当直長は，非常用ディーゼル発電設備冷却系が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判

断した場合，表 53－２の措置を講じる。ただし，この場合第 39条及び第 60条は適用しない。なお，

非常用ディーゼル発電設備補機冷却系空気冷却器ファンが２台以上動作不能となった場合において，

冷水温度を 38℃付近に維持可能なときは，運転上の制限を逸脱していないものとする。 

 

 ※１：非常用ディーゼル発電設備冷却系とは，５号炉については，非常用ディーゼル発電設備冷却海

水系をいい，６号炉については，非常用ディーゼル発電設備冷却海水系１系列※４及び非常用デ

ィーゼル発電設備補機冷却系１系列※４をいう。 

 ※２：非常用ディーゼル発電設備冷却系の主要な手動弁とは，非常用ディーゼル発電設備冷却海水系

にあっては，当該系統に期待されている機能を達成するための非常用ディーゼル発電設備冷却海

水系ポンプから放水路までの配管上の手動弁並びにこの配管に接続する配管上の手動弁のうち

当該系統の機能を維持するために必要な一次弁をいい，非常用ディーゼル発電設備補機冷却系に

あっては，主要配管※３上の手動弁並びに主要配管に接続する配管上の手動弁のうち主要配管の

満水※３を維持するために必要な一次弁をいう。 

 ※３：非常用ディーゼル発電設備補機冷却系の主要配管とは，当該系統に期待されている機能を達成

するための非常用ディーゼル発電設備補機冷却系空気冷却器とポンプのループ配管を指し，小口

径配管を含まない。なお，主要配管の満水とは，当該系統のサージタンクレベル低の警報が継続

的に発生していないことで確認する。 

 

表53－１ 

  項  目 運転上の制限 

非常用ディーゼル発電設備冷却系 ２系列※４が動作可能であること 

 

 ※４：非常用ディーゼル発電設備冷却海水系１系列とは，海水ポンプ１台及び必要な弁並びに配管を

いい，非常用ディーゼル発電設備補機冷却系１系列とは，冷水ポンプ１台，空気冷却器ファン５

台及び必要な弁並びに主要配管をいう。 

 

（省略） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（高圧炉心スプレイ系ディ－ゼル発電設備冷却海水系） 

第 54条 

原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備冷却海水

系は，表 54－１で定める事項を運転上の制限とする。なお，本条文は６号炉のみ適用される。 

 

２．高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備冷却海水系が前項で定める運転上の制限を満足しているこ

とを確認するため，次の各号を実施する。 

（１）技術ＧＭは，定検停止時に，高圧炉心スプレイ系ディ－ゼル発電設備冷却海水系ポンプが模擬信

号で作動することを確認し，その結果を当直長に通知する。 

（２）当直長は，定検停止後の原子炉起動前に，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備冷却海水系の

主要な手動弁の開閉状態を確認する。※１ 

（３）当直長は，原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発

電設備冷却海水系ポンプが起動することを１ヶ月に１回確認する。 

 

３．当直長は，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備冷却海水系が第１項で定める運転上の制限を満

足していないと判断した場合，表 54－２の措置を講じる。ただし，この場合第 39条及び第 60条は適

用しない。 

 

 ※１：高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備冷却海水系の主要な手動弁とは，当該系統に期待され

ている機能を達成するための高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備冷却海水系ポンプから放

水路までの配管上の手動弁並びにこの配管に接続する配管上の手動弁のうち当該系統の機能を

維持するために必要な一次弁をいう。 

 

表54－１ 

項  目 運転上の制限 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備冷却海

水系 
１系列※２が動作可能であること 

 

表 54－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電

設備冷却海水系が動作不能の場合 

A1.当該系列を動作可能な状態に復

旧する。 

10日間 

B.条件Ａで要求される措置を完了時間

内に達成できない場合 

又は 

 条件Ａにおいてさらに非常用冷却海

水系又は非常用ディーゼル発電設備

冷却系が動作不能の場合 

B1.高温停止とする。 

及び 

B2.1.冷温停止とする。 

又は 

B2.2.原子炉水位を有効燃料頂部以

上に維持できる手段が確保さ

れていることを確認する。 

24時間 

 

36時間 

 

冷温停止

となる 

まで 

毎日１回 

 ※２：１系列とは，ポンプ１台及び主要な手動弁並びに配管をいう。 
 

 

（高圧炉心スプレイ系ディ－ゼル発電設備冷却海水系） 

第 54条 

原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備冷却海水

系は，表 54－１で定める事項を運転上の制限とする。なお，本条文は６号炉のみ適用される。 

 

２．高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備冷却海水系が前項で定める運転上の制限を満足しているこ

とを確認するため，次の各号を実施する。 

（１）品質向上ＧＭは，定検停止時に，高圧炉心スプレイ系ディ－ゼル発電設備冷却海水系ポンプが模

擬信号で作動することを確認し，その結果を当直長に通知する。 

（２）当直長は，定検停止後の原子炉起動前に，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備冷却海水系の

主要な手動弁の開閉状態を確認する。※１ 

（３）当直長は，原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発

電設備冷却海水系ポンプが起動することを１ヶ月に１回確認する。 

 

３．当直長は，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備冷却海水系が第１項で定める運転上の制限を満

足していないと判断した場合，表 54－２の措置を講じる。ただし，この場合第 39条及び第 60条は適

用しない。 

 

 ※１：高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備冷却海水系の主要な手動弁とは，当該系統に期待され

ている機能を達成するための高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備冷却海水系ポンプから放

水路までの配管上の手動弁並びにこの配管に接続する配管上の手動弁のうち当該系統の機能を

維持するために必要な一次弁をいう。 

 

表54－１ 

項  目 運転上の制限 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備冷却海

水系 
１系列※２が動作可能であること 

 

表 54－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電

設備冷却海水系が動作不能の場合 

A1.当該系列を動作可能な状態に復

旧する。 

10日間 

B.条件Ａで要求される措置を完了時間

内に達成できない場合 

又は 

 条件Ａにおいてさらに非常用冷却海

水系又は非常用ディーゼル発電設備

冷却系が動作不能の場合 

B1.高温停止とする。 

及び 

B2.1.冷温停止とする。 

又は 

B2.2.原子炉水位を有効燃料頂部以

上に維持できる手段が確保さ

れていることを確認する。 

24時間 

 

36時間 

 

冷温停止

となる 

まで 

毎日１回 

 ※２：１系列とは，ポンプ１台及び主要な手動弁並びに配管をいう。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（中央制御室非常用換気空調系） 

第 57条 

原子炉の状態が運転，起動，高温停止及び炉心変更時※１又は原子炉建屋内で照射された燃料に係る作

業時において，中央制御室非常用換気空調系は表 57－１で定める事項を運転上の制限とする。 

 

２．中央制御室非常用換気空調系が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次

の各号を実施する。 

（１）技術ＧＭは，定検停止時に，中央制御室非常用換気空調系が模擬信号で作動することを確認し，

その結果を当直長に通知する。 

（２）分析評価ＧＭは，定検停止時に，中央制御室非常用換気空調系の総合除去効率が表 57－２に定め

る値であることを確認し，その結果を当直長に通知する。 

 

３．当直長は，中央制御室非常用換気空調系が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断し

た場合，表 57－３の措置を講じる。 

 

※１：停止余裕確認後の制御棒１本の挿入・引抜を除く。 

 

表 57－１ 

項  目 運転上の制限 

中央制御室非常用換気空調系 中央制御室あたり２系列※２が動作可能であること 

 

表 57－２ 

項  目 判 定 値 

総合除去効率 30％以上 

 

表 57－３ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.中央制御室非常用換気空

調系１系列が動作不能の

場合 

A1.当該系列を動作可能な状態に復旧する。 

及び 

A2.他の１系列が動作可能であることを管

理的手段により確認する。 

30日間 

 

 

速やかに 

B.中央制御室非常用換気空

調系２系列が動作不能の

場合 

B1.少なくとも１系列を動作可能な状態に

復旧する。 

10日間 

C.原子炉の状態が運転，起動

及び高温停止において，条

件Ａ又はＢで要求される

措置を完了時間内に達成

できない場合 

C1.高温停止にする。 

及び 

C2.冷温停止にする。 

24時間 

 

36時間 

D.炉心変更時又は原子炉建

屋内で照射された燃料に

係る作業時において，条件

Ａ又はＢで要求される措

置を完了時間内に達成で

きない場合 

D1.炉心変更を中止する。 

及び 

D2.原子炉建屋内で照射された燃料に係る

作業を中止する。 

速やかに 

 

速やかに 

※２：２系列とはファン２台，フィルタ１基及び必要なダンパ，ダクトをいう。 
 

 

（中央制御室非常用換気空調系） 

第 57条 

原子炉の状態が運転，起動，高温停止及び炉心変更時※１又は原子炉建屋内で照射された燃料に係る作

業時において，中央制御室非常用換気空調系は表 57－１で定める事項を運転上の制限とする。 

 

２．中央制御室非常用換気空調系が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次

の各号を実施する。 

（１）品質向上ＧＭは，定検停止時に，中央制御室非常用換気空調系が模擬信号で作動することを確認

し，その結果を当直長に通知する。 

（２）分析評価ＧＭは，定検停止時に，中央制御室非常用換気空調系の総合除去効率が表 57－２に定め

る値であることを確認し，その結果を当直長に通知する。 

 

３．当直長は，中央制御室非常用換気空調系が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断し

た場合，表 57－３の措置を講じる。 

 

※１：停止余裕確認後の制御棒１本の挿入・引抜を除く。 

 

表 57－１ 

項  目 運転上の制限 

中央制御室非常用換気空調系 中央制御室あたり２系列※２が動作可能であること 

 

表 57－２ 

項  目 判 定 値 

総合除去効率 30％以上 

 

表 57－３ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.中央制御室非常用換気空

調系１系列が動作不能の

場合 

A1.当該系列を動作可能な状態に復旧する。 

及び 

A2.他の１系列が動作可能であることを管

理的手段により確認する。 

30日間 

 

 

速やかに 

B.中央制御室非常用換気空

調系２系列が動作不能の

場合 

B1.少なくとも１系列を動作可能な状態に

復旧する。 

10日間 

C.原子炉の状態が運転，起動

及び高温停止において，条

件Ａ又はＢで要求される

措置を完了時間内に達成

できない場合 

C1.高温停止にする。 

及び 

C2.冷温停止にする。 

24時間 

 

36時間 

D.炉心変更時又は原子炉建

屋内で照射された燃料に

係る作業時において，条件

Ａ又はＢで要求される措

置を完了時間内に達成で

きない場合 

D1.炉心変更を中止する。 

及び 

D2.原子炉建屋内で照射された燃料に係る

作業を中止する。 

速やかに 

 

速やかに 

※２：２系列とはファン２台，フィルタ１基及び必要なダンパ，ダクトをいう。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（非常用ディーゼル発電機その１） 

第 60条 

原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，非常用ディーゼル発電機は表 60－１で定める事

項を運転上の制限とする。 

 

２．非常用ディーゼル発電機が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各

号を実施する。 

（１）技術ＧＭは，定検停止時に，非常用ディーゼル発電機が模擬信号で作動することを確認し，その

結果を当直長に通知する。 

（２）当直長は，原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，次の事項を確認する。 

①非常用ディーゼル発電機を待機状態から始動し，無負荷運転時の電圧が 6,900±345Ｖ及び周波

数が 50±1Ｈｚであること並びに引き続き非常用交流高圧電源母線に並列して定格出力で運転

可能であることを１ヶ月に１回確認する。 

②Ａ系及びＢ系のデイタンクレベル及び高圧炉心スプレイ系デイタンクレベル（６号炉）が表 60

－２に定める値を満足していることを１ヶ月に１回確認する。ただし，非常用ディーゼル発電機

が運転中及び運転終了後２日間を除く。 

 

３．当直長は，非常用ディーゼル発電機が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場

合，表 60－３の措置を講じる。 

 

表 60－１ 

項  目 運転上の制限 

非常用ディーゼル発電機 ２台※１の非常用ディーゼル発電機（６号炉は３台※２の非

常用ディーゼル発電機）が動作可能であること 

 

表 60－２ 

項  目 ５号炉 

Ａ系 

５号炉 

Ｂ系 

６号炉 

Ａ系 

６号炉 

Ｂ系 

６号炉 

HPCS 

非常用ディーゼル発電

機デイタンクレベル 

3,430ｍｍ 

以上 

3,430ｍｍ 

以上 

2,829ｍｍ 

以上 

2,299ｍｍ 

以上 

1,598ｍｍ 

以上 

 

（省略） 

 

 

 

 

（非常用ディーゼル発電機その１） 

第 60条 

原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，非常用ディーゼル発電機は表 60－１で定める事

項を運転上の制限とする。 

 

２．非常用ディーゼル発電機が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各

号を実施する。 

（１）品質向上ＧＭは，定検停止時に，非常用ディーゼル発電機が模擬信号で作動することを確認し，

その結果を当直長に通知する。 

（２）当直長は，原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，次の事項を確認する。 

①非常用ディーゼル発電機を待機状態から始動し，無負荷運転時の電圧が 6,900±345Ｖ及び周波

数が 50±1Ｈｚであること並びに引き続き非常用交流高圧電源母線に並列して定格出力で運転

可能であることを１ヶ月に１回確認する。 

②Ａ系及びＢ系のデイタンクレベル及び高圧炉心スプレイ系デイタンクレベル（６号炉）が表 60

－２に定める値を満足していることを１ヶ月に１回確認する。ただし，非常用ディーゼル発電機

が運転中及び運転終了後２日間を除く。 

 

３．当直長は，非常用ディーゼル発電機が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場

合，表 60－３の措置を講じる。 

 

表 60－１ 

項  目 運転上の制限 

非常用ディーゼル発電機 ２台※１の非常用ディーゼル発電機（６号炉は３台※２の非

常用ディーゼル発電機）が動作可能であること 

 

表 60－２ 

項  目 ５号炉 

Ａ系 

５号炉 

Ｂ系 

６号炉 

Ａ系 

６号炉 

Ｂ系 

６号炉 

HPCS 

非常用ディーゼル発電

機デイタンクレベル 

3,430ｍｍ 

以上 

3,430ｍｍ 

以上 

2,829ｍｍ 

以上 

2,299ｍｍ 

以上 

1,598ｍｍ 

以上 

 

（省略） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（直流電源その１） 

第 63条 

原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，直流電源は表 63－１で定める事項を運転上の制

限とする。 

 

２．直流電源が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号を実施す

る。 

（１）技術ＧＭは，定検停止時に，直流電源（蓄電池及び充電器※１）の機能を確認し，その結果を当直

長に通知する。 

（２）当直長は，原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，２系列※２（６号炉は３系列※３）の

蓄電池及び充電器について，浮動充電時の蓄電池電圧が 126Ｖ以上であることを１週間に１回確認

する。 

 

３．当直長は，直流電源が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表 63－２

の措置を講じる。 

 

※１：充電器とは，充電器又は予備充電器のいずれかをいい，両方が機能喪失となって動作不能と

なる。以下，第 64条において同じ。 

※２：２系列とは，Ａ系及びＢ系をいう。 

※３：３系列とは，Ａ系，Ｂ系及び高圧炉心スプレイ系をいう。 

 

表 63－１ 

項  目 運転上の制限 

直流電源 ２系列※２（６号炉は３系列※３）が動作可能であること 

 

表63－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.直流電源１系列の蓄電

池又は充電器が動作不

能の場合 

A1.蓄電池又は充電器を動作可能な状態に復旧する。 

及び 

A2.残りの蓄電池及び充電器が動作可能であることを確

認する。 

10日間 

 

速やかに 

B.直流電源１系列の蓄電

池及び充電器が動作不

能の場合 

B1.直流電源母線の電源喪失とみなす。 速やかに 

C.条件Ａ又はＢで要求さ

れる措置を完了時間内

に達成できない場合 

C1.高温停止とする。 

及び 

C2.冷温停止とする。 

24時間 

 

36時間 

 

 

 

（直流電源その１） 

第 63条 

原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，直流電源は表 63－１で定める事項を運転上の制

限とする。 

 

２．直流電源が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号を実施す

る。 

（１）品質向上ＧＭは，定検停止時に，直流電源（蓄電池及び充電器※１）の機能を確認し，その結果を

当直長に通知する。 

（２）当直長は，原子炉の状態が運転，起動及び高温停止において，２系列※２（６号炉は３系列※３）の

蓄電池及び充電器について，浮動充電時の蓄電池電圧が 126Ｖ以上であることを１週間に１回確認

する。 

 

３．当直長は，直流電源が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表 63－２

の措置を講じる。 

 

※１：充電器とは，充電器又は予備充電器のいずれかをいい，両方が機能喪失となって動作不能と

なる。以下，第 64条において同じ。 

※２：２系列とは，Ａ系及びＢ系をいう。 

※３：３系列とは，Ａ系，Ｂ系及び高圧炉心スプレイ系をいう。 

 

表 63－１ 

項  目 運転上の制限 

直流電源 ２系列※２（６号炉は３系列※３）が動作可能であること 

 

表63－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.直流電源１系列の蓄電

池又は充電器が動作不

能の場合 

A1.蓄電池又は充電器を動作可能な状態に復旧する。 

及び 

A2.残りの蓄電池及び充電器が動作可能であることを確

認する。 

10日間 

 

速やかに 

B.直流電源１系列の蓄電

池及び充電器が動作不

能の場合 

B1.直流電源母線の電源喪失とみなす。 速やかに 

C.条件Ａ又はＢで要求さ

れる措置を完了時間内

に達成できない場合 

C1.高温停止とする。 

及び 

C2.冷温停止とする。 

24時間 

 

36時間 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（複数の制御棒引き抜きを伴う検査） 

第 69条 

原子炉の状態が高温停止，冷温停止及び燃料交換において，原子炉モードスイッチを起動位置にして

複数の制御棒を引き抜く検査を行う場合は，表 69－１で定める事項を運転上の制限とする。この時，他

の運転上の制限については，原子炉の状態が各々高温停止，冷温停止又は燃料交換であるものとみなし

て適用するものとし，原子炉の状態が起動であるとはみなさない。 

 

２．複数の制御棒引き抜きを伴う検査を実施する場合に，前項で定める運転上の制限を満足しているこ

とを確認するため，次の各号を実施する。 

（１）燃料管理ＧＭは，制御棒操作を行うにあたり，あらかじめ制御棒操作手順を作成し，原子炉主任

技術者の確認を得て当直長に通知する。 

（２）当直長は，原子炉の状態が高温停止，冷温停止及び燃料交換において，原子炉モードスイッチを

起動位置にして，制御棒価値ミニマイザの動作確認を行う場合又は制御棒操作手順に従って複数の

制御棒を引き抜く検査を行う場合は，表 69－２に定める事項を確認する。 

 

３．当直長は，複数の制御棒引き抜きを伴う検査を実施する場合に，第１項で定める運転上の制限を満

足していないと判断した場合，表 69－３の措置を講じる。 

 

表 69－１ 

項  目 運転上の制限 

複数の制御棒引き抜きを伴う検査 あらかじめ定められた制御棒操作手順にしたがっ

て実施すること 

 

（省略） 

 

 

 

 

（複数の制御棒引き抜きを伴う検査） 

第 69条 

原子炉の状態が高温停止，冷温停止及び燃料交換において，原子炉モードスイッチを起動位置にして

複数の制御棒を引き抜く検査を行う場合は，表 69－１で定める事項を運転上の制限とする。この時，他

の運転上の制限については，原子炉の状態が各々高温停止，冷温停止又は燃料交換であるものとみなし

て適用するものとし，原子炉の状態が起動であるとはみなさない。 

 

２．複数の制御棒引き抜きを伴う検査を実施する場合に，前項で定める運転上の制限を満足しているこ

とを確認するため，次の各号を実施する。 

（１）プール燃料取り出しプログラム部長は，制御棒操作を行うにあたり，あらかじめ制御棒操作手順

を作成し，原子炉主任技術者の確認を得て当直長に通知する。 

（２）当直長は，原子炉の状態が高温停止，冷温停止及び燃料交換において，原子炉モードスイッチを

起動位置にして，制御棒価値ミニマイザの動作確認を行う場合又は制御棒操作手順に従って複数の

制御棒を引き抜く検査を行う場合は，表 69－２に定める事項を確認する。 

 

３．当直長は，複数の制御棒引き抜きを伴う検査を実施する場合に，第１項で定める運転上の制限を満

足していないと判断した場合，表 69－３の措置を講じる。 

 

表 69－１ 

項  目 運転上の制限 

複数の制御棒引き抜きを伴う検査 あらかじめ定められた制御棒操作手順にしたがっ

て実施すること 

 

（省略） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（運転上の制限の確認） 

第 72条 

各ＧＭは，運転上の制限を第３節各条の第２項で定める事項※１で確認する。 

 

２．第３節各条の第２項で定められた頻度及び第３項の要求される措置に定められた当該措置の実施頻

度に関して，その確認の間隔は，表 72に定める範囲内で延長することができる※２。ただし，確認回

数の低減を目的として，恒常的に延長してはならない。なお，定められた頻度以上で実施することを

妨げるものではない。 

 

３．各ＧＭは，第３節各条の第２項で定める事項を行うことができなかった場合，運転上の制限を満足

していないと判断するが，この場合は判断した時点から第３節各条の第３項の要求される措置を開始

するのではなく，判断した時点から速やかに当該事項を実施し，運転上の制限を満足していることを

確認することができる。この結果，運転上の制限を満足していないと判断した場合は，この時点から

第３節各条の第３項の要求される措置を開始する。 

 

４．各ＧＭは，運転上の制限が適用される時点から，第３節各条の第２項で定める頻度（期間）以内に

最初の運転上の制限を確認するための事項を実施する。ただし，特別な定めがある場合を除く。なお，

第３節各条の第２項で定める頻度（期間）より，適用になった期間が短い場合は，当該事項を実施す

る必要はない。 

 

５．運転上の制限を確認するための事項を実施している期間は，当該運転上の制限を満足していないと

判断しなくてもよい。 

 

６．第３節各条の第２項で定める事項が実施され，かつその結果が運転上の制限を満足していれば，第

３節各条の第２項で定める事項が実施されていない期間は，運転上の制限が満足していないと判断し

ない。ただし，第 73条第２項で運転上の制限を満足していないと判断した場合を除く。 

 

※１：第 72条から第 75条を除く。以下，第 73条及び第 74条において同じ。 

※２：第２節で定められた頻度も適用される。 

 

表 72 

頻   度 
備  考 

保安規定で定める頻度 延長できる時間 

１時間に１回 15分 分単位の間隔で確認する。 

12時間に１回 ３時間 時間単位の間隔で確認する。 

24時間に１回 ６時間 同上 

毎日１回  所定の直の時間帯で確認する。 

１週間に１回 ２日 日単位の間隔で確認する。 

１ヶ月に１回 ７日 
同上 

なお，１ヶ月は 31日とする。 

1,000ＭＷｄ/ｔに１回 250ＭＷｄ/ｔ  
 

 

（運転上の制限の確認） 

第 72条 

各プログラム部長及び各ＧＭは，運転上の制限を第３節各条の第２項で定める事項※１で確認する。 

 

２．第３節各条の第２項で定められた頻度及び第３項の要求される措置に定められた当該措置の実施頻

度に関して，その確認の間隔は，表 72に定める範囲内で延長することができる※２。ただし，確認回

数の低減を目的として，恒常的に延長してはならない。なお，定められた頻度以上で実施することを

妨げるものではない。 

 

３．各プログラム部長及び各ＧＭは，第３節各条の第２項で定める事項を行うことができなかった場合，

運転上の制限を満足していないと判断するが，この場合は判断した時点から第３節各条の第３項の要

求される措置を開始するのではなく，判断した時点から速やかに当該事項を実施し，運転上の制限を

満足していることを確認することができる。この結果，運転上の制限を満足していないと判断した場

合は，この時点から第３節各条の第３項の要求される措置を開始する。 

 

４．各プログラム部長及び各ＧＭは，運転上の制限が適用される時点から，第３節各条の第２項で定め

る頻度（期間）以内に最初の運転上の制限を確認するための事項を実施する。ただし，特別な定めが

ある場合を除く。なお，第３節各条の第２項で定める頻度（期間）より，適用になった期間が短い場

合は，当該事項を実施する必要はない。 

 

５．運転上の制限を確認するための事項を実施している期間は，当該運転上の制限を満足していないと

判断しなくてもよい。 

 

６．第３節各条の第２項で定める事項が実施され，かつその結果が運転上の制限を満足していれば，第

３節各条の第２項で定める事項が実施されていない期間は，運転上の制限が満足していないと判断し

ない。ただし，第 73条第２項で運転上の制限を満足していないと判断した場合を除く。 

 

※１：第 72条から第 75条を除く。以下，第 73条及び第 74条において同じ。 

※２：第２節で定められた頻度も適用される。 

 

表 72 

頻   度 
備  考 

保安規定で定める頻度 延長できる時間 

１時間に１回 15分 分単位の間隔で確認する。 

12時間に１回 ３時間 時間単位の間隔で確認する。 

24時間に１回 ６時間 同上 

毎日１回  所定の直の時間帯で確認する。 

１週間に１回 ２日 日単位の間隔で確認する。 

１ヶ月に１回 ７日 
同上 

なお，１ヶ月は 31日とする。 

1,000ＭＷｄ/ｔに１回 250ＭＷｄ/ｔ  
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（運転上の制限を満足しない場合） 

第 73条 

運転上の制限を満足しない場合とは，各ＧＭが第３節で定める運転上の制限を満足していないと

判断した場合をいう。なお，各ＧＭは，この判断を速やかに行う。 

 

 

２．各ＧＭは，第３節各条の第２項で定める事項が実施されていない期間においても，運転上の制

限に関係する事象が発見された場合は，運転上の制限を満足しているかどうかの判断を速やかに

行う。 

 

３．各ＧＭは，ある運転上の制限を満足していないと判断した場合に，当該条文の要求される措置

に定めがある場合を除き，他の条文における運転上の制限を満足していないと判断しなくてもよ

い。 

 

４．各ＧＭは，運転上の制限を満足していないと判断した場合，５・６号／共通設備運転管理部長に

報告し，５・６号／共通設備運転管理部長は所長及び原子炉主任技術者に報告する。 

 

５．各ＧＭは，運転上の制限を満足していないと判断した時点（完了時間の起点）から要求される措

置を開始する。なお，運転上の制限を満足していないと判断した場合の要求される措置の運用方

法については，表 73の例に準拠する。 

 

６．各ＧＭは，当該運転上の制限を満足していると判断した場合は，５・６号／共通設備運転管理部

長に報告し，５・６号／共通設備運転管理部長は原子炉主任技術者に報告する。 

 

７．各ＧＭは，運転上の制限を満足していないと判断した時点の前の原子炉の状態への移行又は原

子炉熱出力の復帰にあたっては，原子炉主任技術者の確認を得る。 

 

８．各ＧＭは，次の各号を適用することができる。 

（１）運転上の制限を満足していないと判断している期間中は，要求される措置に定めがある場合

を除き，当該条文の第２項で定められた事項を実施しなくてもよい。ただし，当該条文の第２

項で定める頻度で実施しなかった事項については，運転上の制限を満足していると判断した後，

速やかに実施する。 

（２）運転上の制限を満足していると判断した場合は，それ以後要求される措置を実施しなくても

よい。 

（３）要求される措置を実施した場合，その内容が第３節各条の第２項で定める事項と同じである

場合は，当該事項を実施したとみなすことができる。 

（４）当該運転上の制限を満足していると判断するにあたり，その内容が当該条文の第２項で定め

る事項と同じである場合は，当該事項を実施したとみなすことができる。 

 

（省略） 

 

 

 

（運転上の制限を満足しない場合） 

第 73条 

運転上の制限を満足しない場合とは，各プログラム部長及び各ＧＭが第３節で定める運転上の制

限を満足していないと判断した場合をいう。なお，各プログラム部長及び各ＧＭは，この判断を速

やかに行う。 

 

２．各プログラム部長及び各ＧＭは，第３節各条の第２項で定める事項が実施されていない期間に

おいても，運転上の制限に関係する事象が発見された場合は，運転上の制限を満足しているかど

うかの判断を速やかに行う。 

 

３．各プログラム部長及び各ＧＭは，ある運転上の制限を満足していないと判断した場合に，当該

条文の要求される措置に定めがある場合を除き，他の条文における運転上の制限を満足していな

いと判断しなくてもよい。 

 

４．各プログラム部長及び各ＧＭは，運転上の制限を満足していないと判断した場合，運用部長に

報告し，運用部長は所長及び原子炉主任技術者に報告する。 

 

５．各プログラム部長及び各ＧＭは，運転上の制限を満足していないと判断した時点（完了時間の

起点）から要求される措置を開始する。なお，運転上の制限を満足していないと判断した場合の

要求される措置の運用方法については，表 73の例に準拠する。 

 

６．各プログラム部長及び各ＧＭは，当該運転上の制限を満足していると判断した場合は，運用部

長に報告し，運用部長は原子炉主任技術者に報告する。 

 

７．各プログラム部長及び各ＧＭは，運転上の制限を満足していないと判断した時点の前の原子炉

の状態への移行又は原子炉熱出力の復帰にあたっては，原子炉主任技術者の確認を得る。 

 

８．各プログラム部長及び各ＧＭは，次の各号を適用することができる。 

（１）運転上の制限を満足していないと判断している期間中は，要求される措置に定めがある場合

を除き，当該条文の第２項で定められた事項を実施しなくてもよい。ただし，当該条文の第２

項で定める頻度で実施しなかった事項については，運転上の制限を満足していると判断した後，

速やかに実施する。 

（２）運転上の制限を満足していると判断した場合は，それ以後要求される措置を実施しなくても

よい。 

（３）要求される措置を実施した場合，その内容が第３節各条の第２項で定める事項と同じである

場合は，当該事項を実施したとみなすことができる。 

（４）当該運転上の制限を満足していると判断するにあたり，その内容が当該条文の第２項で定め

る事項と同じである場合は，当該事項を実施したとみなすことができる。 

 

（省略） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（予防保全を目的とした保全作業を実施する場合） 

第 74条 

各ＧＭは，予防保全を目的とした保全作業を実施するため，計画的に運転上の制限外に移行する場合

は，当該運転上の制限を満足していないと判断した場合に要求される措置※１を要求される完了時間の

範囲内で実施する。 

 

２．各ＧＭは，予防保全を目的とした保全作業を実施するため，計画的に運転上の制限外に移行する場

合であって，当該運転上の制限を満足していないと判断した場合に要求される措置を要求される完了

時間の範囲を超えて保全作業を実施する場合は，あらかじめ必要な安全措置※１を定め，原子炉主任技

術者の確認を得て実施する。 

 

３．第１項及び第２項の実施については，第 73 条第１項の運転上の制限を満足しない場合とはみなさ

ない。 

 

４．各ＧＭは，第１項又は第２項に基づく保全作業を行う場合，関係ＧＭと協議し実施する。 

 

 

５．第１項及び第２項の実施にあたっては，運転上の制限外へ移行した時点を保全作業に対する完了時

間の起点とする。 

 

６．各ＧＭは，第１項を実施する場合，運転上の制限外に移行する前に，要求される措置※２を順次実施

し，すべて終了した時点から 24時間以内に運転上の制限外に移行する。 

 

７．各ＧＭは，第１項又は第２項を実施する場合，第 73条第３項及び第８項に準拠する。 

 

 

８．第１項及び第２項において，要求される措置又は安全措置を実施できなかった場合，各ＧＭは当該

運転上の制限を満足していないと判断する。 

 

９．各ＧＭは，第２項を実施し，当該運転上の制限外から復帰していると判断した場合は，５・６号／

共通設備運転管理部長に報告し，５・６号／共通設備運転管理部長は原子炉主任技術者に報告する。 

 

※１：第３節各条の第２項に基づく事項として同様の措置を実施している場合は，第１項においては要

求される措置，第２項においては必要な安全措置に代えることができる。 

※２：保全作業を実施する当該設備等に係る措置及び運転上の制限が適用されない状態へ移行する措置

を除く。また，複数回の実施要求があるものについては，２回目以降の実施については除く。 
 

 

（予防保全を目的とした保全作業を実施する場合） 

第 74条 

各プログラム部長及び各ＧＭは，予防保全を目的とした保全作業を実施するため，計画的に運転上の

制限外に移行する場合は，当該運転上の制限を満足していないと判断した場合に要求される措置※１を

要求される完了時間の範囲内で実施する。 

 

２．各プログラム部長及び各ＧＭは，予防保全を目的とした保全作業を実施するため，計画的に運転上

の制限外に移行する場合であって，当該運転上の制限を満足していないと判断した場合に要求される

措置を要求される完了時間の範囲を超えて保全作業を実施する場合は，あらかじめ必要な安全措置※

１を定め，原子炉主任技術者の確認を得て実施する。 

 

３．第１項及び第２項の実施については，第 73 条第１項の運転上の制限を満足しない場合とはみなさ

ない。 

 

４．各プログラム部長及び各ＧＭは，第１項又は第２項に基づく保全作業を行う場合，関係プログラム

部長及び関係ＧＭと協議し実施する。 

 

５．第１項及び第２項の実施にあたっては，運転上の制限外へ移行した時点を保全作業に対する完了時

間の起点とする。 

 

６．各プログラム部長及び各ＧＭは，第１項を実施する場合，運転上の制限外に移行する前に，要求さ

れる措置※２を順次実施し，すべて終了した時点から 24時間以内に運転上の制限外に移行する。 

 

７．各プログラム部長及び各ＧＭは，第１項又は第２項を実施する場合，第 73 条第３項及び第８項に

準拠する。 

 

８．第１項及び第２項において，要求される措置又は安全措置を実施できなかった場合，各プログラム

部長及び各ＧＭは当該運転上の制限を満足していないと判断する。 

 

９．各プログラム部長及び各ＧＭは，第２項を実施し，当該運転上の制限外から復帰していると判断し

た場合は，運用部長に報告し，運用部長は原子炉主任技術者に報告する。 

 

※１：第３節各条の第２項に基づく事項として同様の措置を実施している場合は，第１項においては要

求される措置，第２項においては必要な安全措置に代えることができる。 

※２：保全作業を実施する当該設備等に係る措置及び運転上の制限が適用されない状態へ移行する措置

を除く。また，複数回の実施要求があるものについては，２回目以降の実施については除く。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（運転上の制限に関する記録） 

第 75条 

当直長は，原子炉の状態を変更した場合は，引継日誌に変更した時刻及び原子炉の状態を記録する。 

 

２．当直長は，自ら運転上の制限を満足していないと判断した場合又は燃料管理ＧＭから運転上の制限

を満足していないと判断した連絡を受けた場合，次の各号を引継日誌に記録する。 

 

（１）運転上の制限を満足していないと判断した場合は，当該運転上の制限及び満足していないと判断した時

刻 

（２）要求される措置を実施した場合は，当該措置の実施結果（保全作業を含む） 

（３）運転上の制限を満足していると判断した場合は，満足していると判断した時刻 

 

３．当直長は，自ら第 74条第１項又は第２項で定める保全作業を実施した場合又は各ＧＭから第 74条

第１項又は第２項で定める保全作業を実施した連絡を受けた場合，次の各号を引継日誌に記録する。 

 

（１）第 74 条第１項又は第２項で定める保全作業を実施した場合は，適用除外とした運転上の制限，

その時刻及び保全作業の内容 

（２）要求される措置又は安全措置を実施した場合は，当該措置の実施結果 

（３）運転上の制限外から復帰した場合は，復帰した時刻 

 

 

 

 

（運転上の制限に関する記録） 

第 75条 

当直長は，原子炉の状態を変更した場合は，引継日誌に変更した時刻及び原子炉の状態を記録する。 

 

２．当直長は，自ら運転上の制限を満足していないと判断した場合又はプール燃料取り出しプログラム

部長から運転上の制限を満足していないと判断した連絡を受けた場合，次の各号を引継日誌に記録す

る。 

（１）運転上の制限を満足していないと判断した場合は，当該運転上の制限及び満足していないと判断した時

刻 

（２）要求される措置を実施した場合は，当該措置の実施結果（保全作業を含む） 

（３）運転上の制限を満足していると判断した場合は，満足していると判断した時刻 

 

３．当直長は，自ら第 74 条第１項又は第２項で定める保全作業を実施した場合又は各プログラム部長

及び各ＧＭから第 74条第１項又は第２項で定める保全作業を実施した連絡を受けた場合，次の各号を

引継日誌に記録する。 

（１）第 74 条第１項又は第２項で定める保全作業を実施した場合は，適用除外とした運転上の制限，

その時刻及び保全作業の内容 

（２）要求される措置又は安全措置を実施した場合は，当該措置の実施結果 

（３）運転上の制限外から復帰した場合は，復帰した時刻 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（異常発生時の基本的な対応） 

第 76条 

 当直長は，次の各号に示す場合，５・６号／共通設備運転管理部長に報告する。 

（１）原子炉の自動スクラム信号が発信した場合※１ 

（２）原子炉が自動スクラムすべき事態が発生したと判断される場合にもかかわらず自動スクラム信号

が発信しない場合 

（３）原子炉を手動スクラムした場合※１ 

 

２．当直長は，操作を行っていない制御棒が動作した場合，５・６号／共通設備運転管理部長に報告す

るとともに，速やかに当該制御棒を，当初の管理位置※２に適合させる又は全挿入するための措置を講

じる。ただし，炉心から全燃料が取り出されている場合を除く。なお，本節でいう操作を行っていな

い制御棒が動作した場合※３とは次に定めるものをいう。 

（１）挿入又は引抜きの操作を行っていない制御棒が当初の管理位置※２から他の位置※４に動作したと

き 

（２）全挿入位置にある制御棒であって挿入又は引抜きの操作を行っていない制御棒が全挿入位置を超

えて更に挿入される方向に動作したとき 

 

３．当直長は，放射性物質の原子炉施設外への漏えいがある場合又はそのおそれがあると判断した場合

には，５・６号／共通設備運転管理部長に報告するとともに，それを抑制するために，原子炉建屋の

隔離，気体廃棄物処理系の隔離等の必要な措置を講じる。 

 

４．５・６号／共通設備運転管理部長及び各ＧＭは，第１項，第２項又は第３項について次に示す必要

な措置を講じる。 

（１）５・６号／共通設備運転管理部長は，各ＧＭに異常の原因調査及び対応措置を指示するとともに，

異常が発生したことを所長及び原子炉主任技術者に報告する。 

（２）各ＧＭは，異常の原因調査及び対応措置を実施するとともに，異常の原因及び対応措置について

５・６号／共通設備運転管理部長に報告する。 

（３）５・６号／共通設備運転管理部長は，異常の原因及び対応措置を所長及び原子炉主任技術者に報

告するとともに，当直長に連絡する。 

（４）異常の原因が，第 78条第３項に該当する場合は，本項（１），（２）及び（３）を省略することが

できる。 

 

※１：予定された検査による場合，ハーフスクラムした場合又は自動スクラム信号発信前から制御棒が

全挿入している場合を除く。 

※２：「管理位置」とは，制御棒を管理するために一定の間隔に基づいて設定し，表示することとされて

いる制御棒の位置をいう。 

※３：制御棒の動作が，スクラム信号による動作である場合は除く。ただし，第２項（１）又は（２）

の動作後にスクラム信号が発生し，制御棒が動作した場合は，操作を行っていない制御棒が動作

した場合に該当する。 

※４：「他の位置」とは，当初の管理位置から１ノッチ以上離れた位置をいう。 

 

 

（異常発生時の基本的な対応） 

第 76条 

 当直長は，次の各号に示す場合，運用部長に報告する。 

（１）原子炉の自動スクラム信号が発信した場合※１ 

（２）原子炉が自動スクラムすべき事態が発生したと判断される場合にもかかわらず自動スクラム信号

が発信しない場合 

（３）原子炉を手動スクラムした場合※１ 

 

２．当直長は，操作を行っていない制御棒が動作した場合，運用部長に報告するとともに，速やかに当

該制御棒を，当初の管理位置※２に適合させる又は全挿入するための措置を講じる。ただし，炉心から

全燃料が取り出されている場合を除く。なお，本節でいう操作を行っていない制御棒が動作した場合
※３とは次に定めるものをいう。 

（１）挿入又は引抜きの操作を行っていない制御棒が当初の管理位置※２から他の位置※４に動作したと

き 

（２）全挿入位置にある制御棒であって挿入又は引抜きの操作を行っていない制御棒が全挿入位置を超

えて更に挿入される方向に動作したとき 

 

３．当直長は，放射性物質の原子炉施設外への漏えいがある場合又はそのおそれがあると判断した場合

には，運用部長に報告するとともに，それを抑制するために，原子炉建屋の隔離，気体廃棄物処理系

の隔離等の必要な措置を講じる。 

 

４．各プログラム部長，運用部長及び各ＧＭは，第１項，第２項又は第３項について次に示す必要な措

置を講じる。 

（１）運用部長は，各プログラム部長及び各ＧＭに異常の原因調査及び対応措置を指示するとともに，

異常が発生したことを所長及び原子炉主任技術者に報告する。 

（２）各プログラム部長及び各ＧＭは，異常の原因調査及び対応措置を実施するとともに，異常の原因

及び対応措置について運用部長に報告する。 

（３）運用部長は，異常の原因及び対応措置を所長及び原子炉主任技術者に報告するとともに，当直長

に連絡する。 

（４）異常の原因が，第 78条第３項に該当する場合は，本項（１），（２）及び（３）を省略することが

できる。 

 

※１：予定された検査による場合，ハーフスクラムした場合又は自動スクラム信号発信前から制御棒が

全挿入している場合を除く。 

※２：「管理位置」とは，制御棒を管理するために一定の間隔に基づいて設定し，表示することとされて

いる制御棒の位置をいう。 

※３：制御棒の動作が，スクラム信号による動作である場合は除く。ただし，第２項（１）又は（２）

の動作後にスクラム信号が発生し，制御棒が動作した場合は，操作を行っていない制御棒が動作

した場合に該当する。 

※４：「他の位置」とは，当初の管理位置から１ノッチ以上離れた位置をいう。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（新燃料の運搬） 

第７９条 

燃料管理ＧＭは，５号炉又は６号炉の新燃料を新燃料輸送容器から取り出す場合及び新燃料輸送容器

に収納する場合は，原子炉建屋クレーンを使用する。 

２．燃料管理ＧＭは，管理対象区域内において，５号炉又は６号炉の新燃料を運搬する場合は，次の事項を遵

守する。 

（１）車両への積付けは，運搬中に移動，転倒又は転落を防止する措置を講じること。 

（２）法令に定める危険物と混載しないこと。 

（３）新燃料が臨界に達しない措置を講じること。※１ 

（４）法令に適合する容器に封入すること。※１ 

（５）容器及び車両の適当な箇所に法令に定める標識を付けること。 

３．燃料管理ＧＭは，６号炉において，４号炉の新燃料を構内用輸送容器から取り出す場合及び構内用

輸送容器に収納する場合は，燃料取替機を使用する。 

４．燃料管理ＧＭは，５号炉又は６号炉の新燃料を発電所外に運搬する場合は，所長の承認を得る。 

 

５．実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則第８８条第４項を適用している間は，本条は適用と

ならない。 

 

※１：発電所構外より発電所構内に搬入される場合は，発送前確認をもって代えることができる。 

 

 

 

 

（新燃料の運搬） 

第７９条 

プール燃料取り出しプログラム部長は，５号炉又は６号炉の新燃料を新燃料輸送容器から取り出す場

合及び新燃料輸送容器に収納する場合は，原子炉建屋クレーンを使用する。 

２．プール燃料取り出しプログラム部長は，管理対象区域内において，５号炉又は６号炉の新燃料を運搬する

場合は，次の事項を遵守する。 

（１）車両への積付けは，運搬中に移動，転倒又は転落を防止する措置を講じること。 

（２）法令に定める危険物と混載しないこと。 

（３）新燃料が臨界に達しない措置を講じること。※１ 

（４）法令に適合する容器に封入すること。※１ 

（５）容器及び車両の適当な箇所に法令に定める標識を付けること。 

３．プール燃料取り出しプログラム部長は，６号炉において，４号炉の新燃料を構内用輸送容器から取

り出す場合及び構内用輸送容器に収納する場合は，燃料取替機を使用する。 

４．プール燃料取り出しプログラム部長は，５号炉又は６号炉の新燃料を発電所外に運搬する場合は，

所長の承認を得る。 

５．実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則第８８条第４項を適用している間は，本条は適用と

ならない。 

 

※１：発電所構外より発電所構内に搬入される場合は，発送前確認をもって代えることができる。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（新燃料の貯蔵） 

第８０条 

燃料管理ＧＭは，５号炉又は６号炉に新燃料を貯蔵する場合は，次の事項を遵守する。ただし，次項

の４号炉の新燃料を貯蔵する場合を除く。 

（１）新燃料貯蔵庫又は使用済燃料プール（以下「貯蔵施設」という。）に貯蔵すること。 

（２）貯蔵施設の目につきやすい場所に貯蔵上の注意事項を掲示すること。 

（３）原子炉建屋クレーン又は燃料取替機を使用すること。 

（４）貯蔵施設において新燃料が臨界に達しない措置を講じること。 

２．燃料管理ＧＭは，６号炉に４号炉の新燃料を貯蔵する場合は，次の事項を遵守する。 

 

（１）使用済燃料プールに貯蔵すること。 

（２）使用済燃料プールの目につきやすい場所に貯蔵上の注意事項を掲示すること。 

（３）燃料取替機を使用すること。 

（４）使用済燃料プールにおいて新燃料が臨界に達しない措置を講じること。 

 

 

 

（新燃料の貯蔵） 

第８０条 

プール燃料取り出しプログラム部長は，５号炉又は６号炉に新燃料を貯蔵する場合は，次の事項を遵

守する。ただし，次項の４号炉の新燃料を貯蔵する場合を除く。 

（１）新燃料貯蔵庫又は使用済燃料プール（以下「貯蔵施設」という。）に貯蔵すること。 

（２）貯蔵施設の目につきやすい場所に貯蔵上の注意事項を掲示すること。 

（３）原子炉建屋クレーン又は燃料取替機を使用すること。 

（４）貯蔵施設において新燃料が臨界に達しない措置を講じること。 

２．プール燃料取り出しプログラム部長は，６号炉に４号炉の新燃料を貯蔵する場合は，次の事項を遵

守する。 

（１）使用済燃料プールに貯蔵すること。 

（２）使用済燃料プールの目につきやすい場所に貯蔵上の注意事項を掲示すること。 

（３）燃料取替機を使用すること。 

（４）使用済燃料プールにおいて新燃料が臨界に達しない措置を講じること。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（燃料の検査） 

第８１条 

燃料管理ＧＭは，定期検査時に，装荷予定の照射された燃料のうちから燃料集合体外観検査を行う燃

料を選定し，健全性に異常のないことを確認する。 

２．燃料管理ＧＭは，定期検査を行うために原子炉を停止する場合の原子炉冷却材中のよう素１３１の増加量

の測定結果から，シッピング検査を行い，燃料の使用の可否を判断する。なお，漏えい又は漏えいの疑い有

りと判断した燃料については，あわせて燃料集合体外観検査を行う。 

３．燃料管理ＧＭは，第１項又は第２項の検査の結果，使用しないと判断した燃料のうち使用済燃料貯蔵ラッ

クに収納することが適切ではないと判断した燃料については，破損燃料容器に収納する等の措置を講じる。 

 

４．燃料管理ＧＭは，第１項又は第２項の検査を実施するために燃料を移動する場合は，燃料取替機を使用す

る。 

 

 

（燃料の検査） 

第８１条 

プール燃料取り出しプログラム部長は，定期検査時に，装荷予定の照射された燃料のうちから燃料集

合体外観検査を行う燃料を選定し，健全性に異常のないことを確認する。 

２．プール燃料取り出しプログラム部長は，定期検査を行うために原子炉を停止する場合の原子炉冷却材中の

よう素１３１の増加量の測定結果から，シッピング検査を行い，燃料の使用の可否を判断する。なお，漏え

い又は漏えいの疑い有りと判断した燃料については，あわせて燃料集合体外観検査を行う。 

３．プール燃料取り出しプログラム部長は，第１項又は第２項の検査の結果，使用しないと判断した燃料のう

ち使用済燃料貯蔵ラックに収納することが適切ではないと判断した燃料については，破損燃料容器に収納す

る等の措置を講じる。 

４．プール燃料取り出しプログラム部長は，第１項又は第２項の検査を実施するために燃料を移動する場合

は，燃料取替機を使用する。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（燃料取替実施計画） 

第８２条 

燃料管理ＧＭは，原子炉運転のための燃料配置を変更する場合は，燃料を装荷するまでに取替炉心の配置及

び体制を燃料取替実施計画に定め，原子炉主任技術者の確認を得て所長の承認を得る。 

２．燃料管理ＧＭは，第１項の燃料取替実施計画を定める前に，燃料を装荷した後の原子炉起動から次

回定期検査を開始するために原子炉を停止するまでの期間にわたり原子炉を運転できる取替炉心の

燃焼度を用いて，以下の項目について取替炉心の安全性評価を行い，その評価結果が制限値を満足し

ていることを確認する。 

（１）停止余裕 

（２）最小限界出力比 

（３）燃料棒最大線出力密度 

（４）燃料集合体最高燃焼度 

３．燃料を装荷した後に，第２項の期間を延長する場合には，あらかじめ燃料管理ＧＭは，その延長す

る期間も含め第２項に定める評価及び確認を行い，原子炉主任技術者の確認を得て所長に報告する。

ただし，延長後の期間にわたり原子炉を運転できる取替炉心の燃焼度が，第２項の評価に用いた取替

炉心の燃焼度を超えていない場合は除く。 

 

 

 

（燃料取替実施計画） 

第８２条 

プール燃料取り出しプログラム部長は，原子炉運転のための燃料配置を変更する場合は，燃料を装荷するま

でに取替炉心の配置及び体制を燃料取替実施計画に定め，原子炉主任技術者の確認を得て所長の承認を得る。 

２．プール燃料取り出しプログラム部長は，第１項の燃料取替実施計画を定める前に，燃料を装荷した

後の原子炉起動から次回定期検査を開始するために原子炉を停止するまでの期間にわたり原子炉を

運転できる取替炉心の燃焼度を用いて，以下の項目について取替炉心の安全性評価を行い，その評価

結果が制限値を満足していることを確認する。 

（１）停止余裕 

（２）最小限界出力比 

（３）燃料棒最大線出力密度 

（４）燃料集合体最高燃焼度 

３．燃料を装荷した後に，第２項の期間を延長する場合には，あらかじめプール燃料取り出しプログラ

ム部長は，その延長する期間も含め第２項に定める評価及び確認を行い，原子炉主任技術者の確認を

得て所長に報告する。ただし，延長後の期間にわたり原子炉を運転できる取替炉心の燃焼度が，第２

項の評価に用いた取替炉心の燃焼度を超えていない場合は除く。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（燃料移動手順） 

第８３条 

燃料管理ＧＭは，原子炉内及び原子炉と使用済燃料プール間の燃料移動を実施する場合は，あらかじ

め次の事項を満足する燃料移動手順を作成する。 

（１）制御棒を引き抜くセルについては，燃料をすべて取り出しておく。 

（２）燃料を装荷するセルについては，制御棒を全挿入しておく。 

（３）原子炉運転のための燃料配置に変更する場合は，燃料取替実施計画に定める配置とする。 

（４）（１）又は（２）を満足しないセルがある場合は，当該セルに隣接するセルの燃料をすべて取り

出す。 

 

 

（燃料移動手順） 

第８３条 

プール燃料取り出しプログラム部長は，原子炉内及び原子炉と使用済燃料プール間の燃料移動を実施す

る場合は，あらかじめ次の事項を満足する燃料移動手順を作成する。 

（１）制御棒を引き抜くセルについては，燃料をすべて取り出しておく。 

（２）燃料を装荷するセルについては，制御棒を全挿入しておく。 

（３）原子炉運転のための燃料配置に変更する場合は，燃料取替実施計画に定める配置とする。 

（４）（１）又は（２）を満足しないセルがある場合は，当該セルに隣接するセルの燃料をすべて取り

出す。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（使用済燃料の貯蔵） 

第８５条 

 燃料管理ＧＭは，５号炉又は６号炉の使用済燃料を貯蔵する場合は，次の事項を遵守する。 

 

（１）表８５に定める貯蔵可能な使用済燃料貯蔵施設の使用済燃料プール，使用済燃料共用プール又

は使用済燃料乾式キャスク仮保管設備に貯蔵すること。使用済燃料乾式キャスク仮保管設備に貯

蔵する場合には，使用済燃料乾式貯蔵容器又は使用済燃料輸送貯蔵兼用容器に収納されているこ

とを確認すること。 

（２）使用済燃料プールにおいては燃料取替機を使用し，使用済燃料共用プールにおいては燃料取扱

装置を使用すること。 

（３）使用済燃料プール及び使用済燃料共用プールにおいて燃料が臨界に達しない措置を講じるこ

と。 

（４）使用済燃料乾式キャスク仮保管設備において燃料が臨界に達しない措置が講じられていること

を確認すること。 

２．燃料管理ＧＭは，使用済燃料輸送貯蔵兼用容器に５号炉又は６号炉の使用済燃料を収納する場合は，次

の事項を遵守する。 

（１）福島第一炉規則第 15条第 2項第 2号に基づき，使用済燃料を選定すること。 

（２）使用済燃料について，貯蔵の終了まで密封し，健全性を維持するよう容器に封入すること。 

３．燃料管理ＧＭは，５号炉及び６号炉の使用済燃料プール，使用済燃料共用プール並びに使用済燃

料乾式キャスク仮保管設備の目につきやすい場所に貯蔵上の注意事項を掲示すること。 

 

４．１／２／３／４号炉の当直長は，使用済燃料乾式キャスク仮保管設備に貯蔵している使用済燃料

乾式貯蔵容器並びに使用済燃料輸送貯蔵兼用容器の密封性能及び除熱性能が保持されていることを

監視するとともに，その結果，異常が認められた場合には燃料管理ＧＭに連絡し，燃料管理ＧＭは

必要な措置を講じる。ただし，密封性能及び除熱性能の監視を行うための監視設備が設置されるま

での間は，燃料管理ＧＭは密封性能及び除熱性能が保持されていることを確認するとともに，その

結果，異常が認められた場合には必要な措置を講じる。 

 

 

（省略） 

 

 

 

（使用済燃料の貯蔵） 

第８５条 

 プール燃料取り出しプログラム部長は，５号炉又は６号炉の使用済燃料を貯蔵する場合は，次の事

項を遵守する。 

（１）表８５に定める貯蔵可能な使用済燃料貯蔵施設の使用済燃料プール，使用済燃料共用プール又

は使用済燃料乾式キャスク仮保管設備に貯蔵すること。使用済燃料乾式キャスク仮保管設備に貯

蔵する場合には，使用済燃料乾式貯蔵容器又は使用済燃料輸送貯蔵兼用容器に収納されているこ

とを確認すること。 

（２）使用済燃料プールにおいては燃料取替機を使用し，使用済燃料共用プールにおいては燃料取扱

装置を使用すること。 

（３）使用済燃料プール及び使用済燃料共用プールにおいて燃料が臨界に達しない措置を講じるこ

と。 

（４）使用済燃料乾式キャスク仮保管設備において燃料が臨界に達しない措置が講じられていること

を確認すること。 

２．プール燃料取り出しプログラム部長は，使用済燃料輸送貯蔵兼用容器に５号炉又は６号炉の使用済燃料

を収納する場合は，次の事項を遵守する。 

（１）福島第一炉規則第 15条第 2項第 2号に基づき，使用済燃料を選定すること。 

（２）使用済燃料について，貯蔵の終了まで密封し，健全性を維持するよう容器に封入すること。 

３．プール燃料取り出しプログラム部長は，５号炉及び６号炉の使用済燃料プール，使用済燃料共用

プール並びに使用済燃料乾式キャスク仮保管設備の目につきやすい場所に貯蔵上の注意事項を掲示

すること。 

４．１／２／３／４号炉の当直長は，使用済燃料乾式キャスク仮保管設備に貯蔵している使用済燃料

乾式貯蔵容器並びに使用済燃料輸送貯蔵兼用容器の密封性能及び除熱性能が保持されていることを

監視するとともに，その結果，異常が認められた場合にはプール燃料取り出しプログラム部長に連

絡し，プール燃料取り出しプログラム部長は必要な措置を講じる。ただし，密封性能及び除熱性能

の監視を行うための監視設備が設置されるまでの間は，プール燃料取り出しプログラム部長は密封

性能及び除熱性能が保持されていることを確認するとともに，その結果，異常が認められた場合に

は必要な措置を講じる。 

 

（省略） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（使用済燃料の運搬） 

第８６条 

燃料管理ＧＭは，発電所内において，５号炉又は６号炉から使用済燃料を運搬する場合は，次の事項を遵守

し，使用済燃料プールにおいて構内用輸送容器に収納する。 

（１）法令に適合する容器を使用すること。 

（２）燃料取替機を使用すること。 

（３）使用済燃料が臨界に達しない措置を講じること。 

（４）収納する使用済燃料のタイプ及び冷却期間が，容器の収納条件に適合していること。 

２．燃料管理ＧＭは，発電所内において，５号炉又は６号炉から使用済燃料を収納した構内用輸送容

器を運搬する場合は，次の事項を遵守する。 

（１）容器の車両への積付けは，運搬中に移動，転倒又は転落を防止する措置を講じること。 

（２）法令に定める危険物と混載しないこと。 

（３）運搬経路に標識を設けること等の方法により，関係者以外の者及び他の車両の立入りを制限す

るとともに，誘導車を配置すること。 

（４）車両を徐行させること。 

（５）核燃料物質の取扱いに関し，相当の知識及び経験を有する者を同行させ，保安のために必要な

監督を行わせること。 

（６）容器及び車両の適当な箇所に法令に定める標識を付けること。 

３．燃料管理ＧＭは，使用済燃料共用プールにおいて，５号炉又は６号炉の使用済燃料を収納した構

内用輸送容器から使用済燃料を取り出す場合及び構内用輸送容器へ使用済燃料を収納する場合，燃

料取扱装置を使用する。 

４．燃料管理ＧＭは，５号炉又は６号炉において，構内用輸送容器から使用済燃料を取り出す場合，

使用済燃料プールにおいては燃料取替機を使用する。 

５．燃料管理ＧＭは，発電所内において，使用済燃料共用プールから使用済燃料を運搬する場合は，

次の事項を遵守し，使用済燃料共用プールにおいて使用済燃料乾式貯蔵容器又は使用済燃料輸送貯

蔵兼用容器に収納する。 

（１）法令に適合する容器を使用すること。 

（２）燃料取扱装置を使用すること。 

（３）使用済燃料が臨界に達しない措置を講じること。 

（４）収納する使用済燃料のタイプ，冷却期間及び配置が，容器の収納条件に適合していること。 

６．燃料管理ＧＭは，発電所内において，使用済燃料を収納した使用済燃料乾式貯蔵容器又は使用済

燃料輸送貯蔵兼用容器を運搬する場合は，次の事項を遵守する。 

（１）容器の車両への積付けは，運搬中に移動，転倒又は転落を防止する措置を講じること。 

（２）法令に定める危険物と混載しないこと。 

（３）運搬経路に標識を設けること等の方法により，関係者以外の者及び他の車両の立入りを制限す

るとともに，誘導車を配置すること。 

（４）車両を徐行させること。 

（５）核燃料物質の取扱いに関し，相当の知識及び経験を有する者を同行させ，保安のために必要な

監督を行わせること。 

（６）容器及び車両の適当な箇所に法令に定める標識を付けること。 

７．燃料管理ＧＭは，使用済燃料共用プールにおいて，使用済燃料乾式貯蔵容器又は使用済燃料輸送

貯蔵兼用容器から使用済燃料を取り出す場合，燃料取扱装置を使用する。 

 

 

 

（使用済燃料の運搬） 

第８６条 

プール燃料取り出しプログラム部長は，発電所内において，５号炉又は６号炉から使用済燃料を運搬する場

合は，次の事項を遵守し，使用済燃料プールにおいて構内用輸送容器に収納する。 

（１）法令に適合する容器を使用すること。 

（２）燃料取替機を使用すること。 

（３）使用済燃料が臨界に達しない措置を講じること。 

（４）収納する使用済燃料のタイプ及び冷却期間が，容器の収納条件に適合していること。 

２．プール燃料取り出しプログラム部長は，発電所内において，５号炉又は６号炉から使用済燃料を

収納した構内用輸送容器を運搬する場合は，次の事項を遵守する。 

（１）容器の車両への積付けは，運搬中に移動，転倒又は転落を防止する措置を講じること。 

（２）法令に定める危険物と混載しないこと。 

（３）運搬経路に標識を設けること等の方法により，関係者以外の者及び他の車両の立入りを制限す

るとともに，誘導車を配置すること。 

（４）車両を徐行させること。 

（５）核燃料物質の取扱いに関し，相当の知識及び経験を有する者を同行させ，保安のために必要な

監督を行わせること。 

（６）容器及び車両の適当な箇所に法令に定める標識を付けること。 

３．プール燃料取り出しプログラム部長は，使用済燃料共用プールにおいて，５号炉又は６号炉の使

用済燃料を収納した構内用輸送容器から使用済燃料を取り出す場合及び構内用輸送容器へ使用済燃

料を収納する場合，燃料取扱装置を使用する。 

４．プール燃料取り出しプログラム部長は，５号炉又は６号炉において，構内用輸送容器から使用済

燃料を取り出す場合，使用済燃料プールにおいては燃料取替機を使用する。 

５．プール燃料取り出しプログラム部長は，発電所内において，使用済燃料共用プールから使用済燃

料を運搬する場合は，次の事項を遵守し，使用済燃料共用プールにおいて使用済燃料乾式貯蔵容器

又は使用済燃料輸送貯蔵兼用容器に収納する。 

（１）法令に適合する容器を使用すること。 

（２）燃料取扱装置を使用すること。 

（３）使用済燃料が臨界に達しない措置を講じること。 

（４）収納する使用済燃料のタイプ，冷却期間及び配置が，容器の収納条件に適合していること。 

６．プール燃料取り出しプログラム部長は，発電所内において，使用済燃料を収納した使用済燃料乾

式貯蔵容器又は使用済燃料輸送貯蔵兼用容器を運搬する場合は，次の事項を遵守する。 

（１）容器の車両への積付けは，運搬中に移動，転倒又は転落を防止する措置を講じること。 

（２）法令に定める危険物と混載しないこと。 

（３）運搬経路に標識を設けること等の方法により，関係者以外の者及び他の車両の立入りを制限す

るとともに，誘導車を配置すること。 

（４）車両を徐行させること。 

（５）核燃料物質の取扱いに関し，相当の知識及び経験を有する者を同行させ，保安のために必要な

監督を行わせること。 

（６）容器及び車両の適当な箇所に法令に定める標識を付けること。 

７．プール燃料取り出しプログラム部長は，使用済燃料共用プールにおいて，使用済燃料乾式貯蔵容

器又は使用済燃料輸送貯蔵兼用容器から使用済燃料を取り出す場合，燃料取扱装置を使用する。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（放射性固体廃棄物の管理） 

第８７条 

各ＧＭは，次に定める放射性固体廃棄物等の種類に応じて，それぞれ定められた処理を施した上で，

当該の廃棄施設等に貯蔵※1又は保管する。 

（１）原子炉内で照射された使用済制御棒，チャンネルボックス等は，燃料管理ＧＭが使用済燃料プー

ルに貯蔵，若しくはチャンネルボックス等については使用済燃料共用プールに貯蔵する。 

 

（２）５号炉及び６号炉で発生した使用済樹脂及びフィルタスラッジは，当直長が使用済樹脂貯蔵タン

ク等に貯蔵する。また，５号炉及び６号炉で発生した使用済樹脂を焼却する場合には，運営ＧＭが

雑固体廃棄物焼却設備及び増設雑固体廃棄物焼却設備で焼却し，焼却灰をドラム缶等の容器に封入

すること等により汚染の広がりを防止する措置を講じた上で，固体廃棄物管理ＧＭが固体廃棄物貯

蔵庫（以下「貯蔵庫」という。）に保管する。 

（３）その他の雑固体廃棄物は，各ＧＭがドラム缶等の容器に封入すること等により汚染の広がりを防

止する措置を講じ，固体廃棄物管理ＧＭが貯蔵庫に保管する。また，その他の雑固体廃棄物を焼却

する場合には，運営ＧＭが雑固体廃棄物焼却設備及び増設雑固体廃棄物焼却設備で焼却し，焼却灰

をドラム缶等の容器に封入すること等により汚染の広がりを防止する措置を講じた上で，固体廃棄

物管理ＧＭが貯蔵庫に保管する。 

２．各ＧＭは，放射性固体廃棄物を封入又は固型化したドラム缶等※２の容器には，放射性廃棄物を示す

標識を付け，かつ表１２０－１の放射性固体廃棄物に係る記録と照合できる整理番号をつける。 

 

３．各ＧＭは，次の事項を確認するとともに，その結果異常が認められた場合には必要な措置を講じる。 

 

（１）固体廃棄物管理ＧＭは，貯蔵庫における放射性固体廃棄物の保管状況を確認するために，１ヶ月

に１回貯蔵庫を巡視するとともに，事故前の保管量の推定値を元に保管物の出入りを確認する。 

（２）当直長は，使用済樹脂貯蔵タンク等における５号炉及び６号炉で発生した使用済樹脂及びフィル

タスラッジの貯蔵状況を監視し，３ヶ月に１回貯蔵量を確認する。 

（３）固体廃棄物管理ＧＭは，サイトバンカにおける原子炉内で照射された使用済制御棒，チャンネル

ボックス等について，事故前の保管量の推定値を元に保管物を確認する。また，燃料管理ＧＭは，

使用済燃料プールにおける原子炉内で照射された使用済制御棒，チャンネルボックス等について，

事故前の貯蔵量の推定値を元に貯蔵物の出入りを確認するとともに，使用済燃料共用プールについ

ては，原子炉内で照射されたチャンネルボックス等の貯蔵状況を確認するために，１ヶ月に１回使

用済燃料共用プールを巡視するとともに，３ヶ月に１回貯蔵量を確認する。 

４．固体廃棄物管理ＧＭは貯蔵庫及びサイトバンカの目につきやすい場所に管理上の注意事項を掲示す

る。 

５．各ＧＭは管理対象区域内において放射性固体廃棄物を運搬する場合は，次の事項を遵守する。 

 

（１）容器等の車両への積付けは，運搬中に移動，転倒又は転落を防止する措置を講じること。 

（２）法令に定める危険物と混載しないこと。 

 

※１：貯蔵とは，保管の前段階のもので，廃棄とは異なるものをいう。 

※２：ドラム缶等とは，ドラム缶に収納された放射性固体廃棄物，ドラム缶以外の容器に収納された放

射性固体廃棄物，開口部閉止措置を実施した大型廃棄物をいう。 

 

 

（放射性固体廃棄物の管理） 

第８７条 

各プログラム部長及び各ＧＭは，次に定める放射性固体廃棄物等の種類に応じて，それぞれ定められ

た処理を施した上で，当該の廃棄施設等に貯蔵※1又は保管する。 

（１）原子炉内で照射された使用済制御棒，チャンネルボックス等は，プール燃料取り出しプログラム

部長が使用済燃料プールに貯蔵，若しくはチャンネルボックス等については使用済燃料共用プール

に貯蔵する。 

（２）５号炉及び６号炉で発生した使用済樹脂及びフィルタスラッジは，当直長が使用済樹脂貯蔵タン

ク等に貯蔵する。また，５号炉及び６号炉で発生した使用済樹脂を焼却する場合には，運用支援Ｇ

Ｍが雑固体廃棄物焼却設備及び増設雑固体廃棄物焼却設備で焼却し，焼却灰をドラム缶等の容器に

封入すること等により汚染の広がりを防止する措置を講じた上で，固体廃棄物ＧＭが固体廃棄物貯

蔵庫（以下「貯蔵庫」という。）に保管する。 

（３）その他の雑固体廃棄物は，各プログラム部長及び各ＧＭがドラム缶等の容器に封入すること等に

より汚染の広がりを防止する措置を講じ，固体廃棄物ＧＭが貯蔵庫に保管する。また，その他の雑

固体廃棄物を焼却する場合には，運用支援ＧＭが雑固体廃棄物焼却設備及び増設雑固体廃棄物焼却

設備で焼却し，焼却灰をドラム缶等の容器に封入すること等により汚染の広がりを防止する措置を

講じた上で，固体廃棄物ＧＭが貯蔵庫に保管する。 

２．各プログラム部長及び各ＧＭは，放射性固体廃棄物を封入又は固型化したドラム缶等※２の容器に

は，放射性廃棄物を示す標識を付け，かつ表１２０－１の放射性固体廃棄物に係る記録と照合できる

整理番号をつける。 

３．各プログラム部長及び各ＧＭは，次の事項を確認するとともに，その結果異常が認められた場合に

は必要な措置を講じる。 

（１）固体廃棄物ＧＭは，貯蔵庫における放射性固体廃棄物の保管状況を確認するために，１ヶ月に１

回貯蔵庫を巡視するとともに，事故前の保管量の推定値を元に保管物の出入りを確認する。 

（２）当直長は，使用済樹脂貯蔵タンク等における５号炉及び６号炉で発生した使用済樹脂及びフィル

タスラッジの貯蔵状況を監視し，３ヶ月に１回貯蔵量を確認する。 

（３）固体廃棄物ＧＭは，サイトバンカにおける原子炉内で照射された使用済制御棒，チャンネルボッ

クス等について，事故前の保管量の推定値を元に保管物を確認する。また，プール燃料取り出しプ

ログラム部長は，使用済燃料プールにおける原子炉内で照射された使用済制御棒，チャンネルボッ

クス等について，事故前の貯蔵量の推定値を元に貯蔵物の出入りを確認するとともに，使用済燃料

共用プールについては，原子炉内で照射されたチャンネルボックス等の貯蔵状況を確認するため

に，１ヶ月に１回使用済燃料共用プールを巡視するとともに，３ヶ月に１回貯蔵量を確認する。 

４．固体廃棄物ＧＭは貯蔵庫及びサイトバンカの目につきやすい場所に管理上の注意事項を掲示する。 

 

５．各プログラム部長及び各ＧＭは管理対象区域内において放射性固体廃棄物を運搬する場合は，次の

事項を遵守する。 

（１）容器等の車両への積付けは，運搬中に移動，転倒又は転落を防止する措置を講じること。 

（２）法令に定める危険物と混載しないこと。 

 

※１：貯蔵とは，保管の前段階のもので，廃棄とは異なるものをいう。 

※２：ドラム缶等とは，ドラム缶に収納された放射性固体廃棄物，ドラム缶以外の容器に収納された放

射性固体廃棄物，開口部閉止措置を実施した大型廃棄物をいう。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（発電所の敷地内で発生した瓦礫等の管理） 

第８７条の２ 

発電所の敷地内で発生した瓦礫等※１について，固体廃棄物管理ＧＭは，固体廃棄物貯蔵庫（以下「貯

蔵庫」という。）及び発電所内の一時保管エリア（覆土式一時保管施設※２及び伐採木一時保管槽※３を含

む。）について，柵，ロープ等により区画を行い，人がみだりに立ち入りできない措置を講じる。また，

遮へいが効果的である場合は遮へいを行う。 

２．各ＧＭは，次に定める瓦礫等の種類に応じて，回収したものを一時保管エリアに運搬する。また，

切断等の減容処理や発電所敷地内での再利用をすることができる。なお，運営ＧＭが雑固体廃棄物焼

却設備及び増設雑固体廃棄物焼却設備で焼却する場合には，第８７条に定める措置を講じる。 

 

（１）発電所敷地内で発生した瓦礫類※４は，各ＧＭが，瓦礫類の線量率を測定し，その線量率に応じて，

固体廃棄物管理ＧＭがあらかじめ定めた線量率の目安値に応じて指定した貯蔵庫，覆土式一時保管

施設又は発電所内の屋外一時保管エリアに運搬し，遮へいや容器収納，シート養生等の措置を講じ

る。 

（２）発電所において発生した使用済保護衣等※５は，固体廃棄物管理ＧＭが，袋又は容器に収納して発

電所内の一時保管エリアに運搬する。なお，固体廃棄物管理ＧＭは圧縮等をすることができる。 

（３）伐採木は，各ＧＭが，発電所内の屋外一時保管エリアに運搬する。配置の際には積載制限，通気

性確保，伐採木一時保管槽への収納等の防火対策を講じる。 

３．固体廃棄物管理ＧＭは，次の事項を確認するとともに，その結果異常が認められた場合には必要な

措置を講じる。 

（１）貯蔵庫及び発電所内の一時保管エリア（覆土式一時保管施設及び伐採木一時保管槽を含む。）に

おける瓦礫類，使用済保護衣等，伐採木の一時保管状況を確認するために，１週間に１回一時保管

エリアを巡視するとともに，１ヶ月に１回一時保管量を確認する。 

（２）覆土式一時保管施設において，覆土完了後，槽内の溜まり水の有無を定期的に確認し，溜まり水

が確認された場合には回収する。 

（３）伐採木一時保管槽において，定期的に温度監視を実施する。 

（４）貯蔵庫及び発電所内の一時保管エリア（覆土式一時保管施設及び伐採木一時保管槽を含む。）に

おける瓦礫類，使用済保護衣等及び伐採木の一時保管エリアの空間線量率並びに空気中放射性物質

濃度を定期的に測定するとともに，線量率測定結果を表示する。 

※１：瓦礫等とは，瓦礫類，使用済保護衣等及び伐採木等の総称をいう。以下，本条において同じ。 

※２：覆土式一時保管施設とは，線量低減対策として覆土による遮へい機能を有する一時保管施設をい

う。以下，本条において同じ。 

※３：伐採木一時保管槽とは，防火対策や線量低減対策として覆土をする一時保管槽をいう。以下，本

条において同じ。 

※４：瓦礫類とは，発電所敷地内において，今回の地震，津波又は水素爆発により発生した瓦礫並びに

放射性物質によって汚染された資機材等の総称をいい，回収した土壌を含む。以下，本条におい

て同じ。 

※５：使用済保護衣等とは，使用済保護衣及び使用済保護具をいう。以下，本条において同じ。 

 

 

（発電所の敷地内で発生した瓦礫等の管理） 

第８７条の２ 

発電所の敷地内で発生した瓦礫等※１について，固体廃棄物ＧＭは，固体廃棄物貯蔵庫（以下「貯蔵庫」

という。）及び発電所内の一時保管エリア（覆土式一時保管施設※２及び伐採木一時保管槽※３を含む。）に

ついて，柵，ロープ等により区画を行い，人がみだりに立ち入りできない措置を講じる。また，遮へい

が効果的である場合は遮へいを行う。 

２．各プログラム部長及び各ＧＭは，次に定める瓦礫等の種類に応じて，回収したものを一時保管エリ

アに運搬する。また，切断等の減容処理や発電所敷地内での再利用をすることができる。なお，運用

支援ＧＭが雑固体廃棄物焼却設備及び増設雑固体廃棄物焼却設備で焼却する場合には，第８７条に定

める措置を講じる。 

（１）発電所敷地内で発生した瓦礫類※４は，各プログラム部長及び各ＧＭが，瓦礫類の線量率を測定し，

その線量率に応じて，固体廃棄物ＧＭがあらかじめ定めた線量率の目安値に応じて指定した貯蔵

庫，覆土式一時保管施設又は発電所内の屋外一時保管エリアに運搬し，遮へいや容器収納，シート

養生等の措置を講じる。 

（２）発電所において発生した使用済保護衣等※５は，固体廃棄物ＧＭが，袋又は容器に収納して発電所

内の一時保管エリアに運搬する。なお，固体廃棄物ＧＭは圧縮等をすることができる。 

（３）伐採木は，各プログラム部長及び各ＧＭが，発電所内の屋外一時保管エリアに運搬する。配置の

際には積載制限，通気性確保，伐採木一時保管槽への収納等の防火対策を講じる。 

３．固体廃棄物ＧＭは，次の事項を確認するとともに，その結果異常が認められた場合には必要な措置

を講じる。 

（１）貯蔵庫及び発電所内の一時保管エリア（覆土式一時保管施設及び伐採木一時保管槽を含む。）に

おける瓦礫類，使用済保護衣等，伐採木の一時保管状況を確認するために，１週間に１回一時保管

エリアを巡視するとともに，１ヶ月に１回一時保管量を確認する。 

（２）覆土式一時保管施設において，覆土完了後，槽内の溜まり水の有無を定期的に確認し，溜まり水

が確認された場合には回収する。 

（３）伐採木一時保管槽において，定期的に温度監視を実施する。 

（４）貯蔵庫及び発電所内の一時保管エリア（覆土式一時保管施設及び伐採木一時保管槽を含む。）に

おける瓦礫類，使用済保護衣等及び伐採木の一時保管エリアの空間線量率並びに空気中放射性物質

濃度を定期的に測定するとともに，線量率測定結果を表示する。 

※１：瓦礫等とは，瓦礫類，使用済保護衣等及び伐採木等の総称をいう。以下，本条において同じ。 

※２：覆土式一時保管施設とは，線量低減対策として覆土による遮へい機能を有する一時保管施設をい

う。以下，本条において同じ。 

※３：伐採木一時保管槽とは，防火対策や線量低減対策として覆土をする一時保管槽をいう。以下，本

条において同じ。 

※４：瓦礫類とは，発電所敷地内において，今回の地震，津波又は水素爆発により発生した瓦礫並びに

放射性物質によって汚染された資機材等の総称をいい，回収した土壌を含む。以下，本条におい

て同じ。 

※５：使用済保護衣等とは，使用済保護衣及び使用済保護具をいう。以下，本条において同じ。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（５・６号炉仮設設備（滞留水貯留設備）で発生した廃棄物の管理） 

第８７条の３ 

処理設備ＧＭは，表８７の３－１に定める放射性廃棄物を定められた貯蔵施設に貯蔵する。 

２．処理設備ＧＭは，表８７の３－１に定める貯蔵施設において次の事項を確認するとともに，その結

果異常が認められた場合には必要な措置を講じる。 

（１）放射性廃棄物の貯蔵状況を１週間に１回確認する。 

３．機械ＧＭは，５・６号炉仮設設備（滞留水貯留設備）浄化装置で使用したキレート樹脂及びゼオラ

イト並びに淡水化装置で使用した逆浸透膜及びフィルタ類を固体廃棄物貯蔵庫に貯蔵する際は，保管

容器に収納後，保管容器表面の線量率を測定する。 

４．固体廃棄物管理ＧＭは，表８７の３－２に定める貯蔵箇所において次の事項を確認するとともに，

その結果異常が認められた場合には必要な措置を講じる。 

（１）廃棄物の貯蔵状況を確認するために，１週間に１回貯蔵箇所を巡視するとともに，１ヶ月に１回

貯蔵量を確認する。 

（２）空間線量率及び空気中放射性物質濃度を定期的に測定するとともに，線量率測定結果を表示する。 

 

表８７の３－１ 

放射性廃棄物の種類 貯蔵施設 

５・６号炉仮設設備（滞留水貯留設備）浄化

ユニットで使用したセシウム／ストロンチ

ウム同時吸着材吸着塔 

使用済セシウム吸着塔一時保管施設 

 

表８７の３－２ 

廃棄物の種類 貯蔵箇所 

５・６号炉仮設設備（滞留水貯留設備）浄化

装置で使用したキレート樹脂及びゼオライ

ト 固体廃棄物貯蔵庫 

５・６号炉仮設設備（滞留水貯留設備）淡水

化装置で使用した逆浸透膜及びフィルタ類 
 

 

（５・６号炉仮設設備（滞留水貯留設備）で発生した廃棄物の管理） 

第８７条の３ 

処理設備ＧＭは，表８７の３－１に定める放射性廃棄物を定められた貯蔵施設に貯蔵する。 

２．処理設備ＧＭは，表８７の３－１に定める貯蔵施設において次の事項を確認するとともに，その結

果異常が認められた場合には必要な措置を講じる。 

（１）放射性廃棄物の貯蔵状況を１週間に１回確認する。 

３．１～６号機械設備ＧＭは，５・６号炉仮設設備（滞留水貯留設備）浄化装置で使用したキレート樹

脂及びゼオライト並びに淡水化装置で使用した逆浸透膜及びフィルタ類を固体廃棄物貯蔵庫に貯蔵

する際は，保管容器に収納後，保管容器表面の線量率を測定する。 

４．固体廃棄物ＧＭは，表８７の３－２に定める貯蔵箇所において次の事項を確認するとともに，その

結果異常が認められた場合には必要な措置を講じる。 

（１）廃棄物の貯蔵状況を確認するために，１週間に１回貯蔵箇所を巡視するとともに，１ヶ月に１回

貯蔵量を確認する。 

（２）空間線量率及び空気中放射性物質濃度を定期的に測定するとともに，線量率測定結果を表示する。 

 

表８７の３－１ 

放射性廃棄物の種類 貯蔵施設 

５・６号炉仮設設備（滞留水貯留設備）浄化

ユニットで使用したセシウム／ストロンチ

ウム同時吸着材吸着塔 

使用済セシウム吸着塔一時保管施設 

 

表８７の３－２ 

廃棄物の種類 貯蔵箇所 

５・６号炉仮設設備（滞留水貯留設備）浄化

装置で使用したキレート樹脂及びゼオライ

ト 固体廃棄物貯蔵庫 

５・６号炉仮設設備（滞留水貯留設備）淡水

化装置で使用した逆浸透膜及びフィルタ類 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（放射性液体廃棄物の管理） 

第８８条 

放射性液体廃棄物の海洋への放出は，関係省庁の了解なくしては行わないものとする。 

２．分析評価ＧＭは，表８８－１に定める項目について，同表に定める頻度で測定し，測定した結果を

環境管理ＧＭに通知する。また，環境管理ＧＭは，次の事項を管理するとともに，その結果を当直長

に通知する。 

（１）放射性液体廃棄物の放出による復水器冷却水放水口排水中の放射性物質濃度の３ヶ月平均値が，

法令に定める周辺監視区域外における水中の濃度限度を超えないこと。 

（２）５号炉及び６号炉で発生した放射性液体廃棄物について，復水器冷却水放水口排水中の放射性物

質（トリチウムを除く。）の放出量が，表８８－２に定める放出管理目標値を超えないように努め

ること。 

（３）５号炉及び６号炉で発生した放射性液体廃棄物について，復水器冷却水放水口排水中のトリチウ

ムの放出量が，表８８－３に定める放出管理の基準値を超えないように努めること。 

３．当直長は，放射性液体廃棄物を放出する場合は，排水モニタを監視し，復水器冷却水放水口より放

出する。 

 

表８８－１ 

分 類 測定項目 計測器種類 測定頻度 試料採取箇所 

放射性液体 

廃棄物 

放射性物質の濃度 

（主要ガンマ線 

放出核種） 

試料放射能 

測定装置 
放出の都度 

・収集タンク 

・サンプルタンク 

トリチウム濃度 
試料放射能 

測定装置 
１ヶ月に１回 

 

表８８－２ 

項 目 放出管理目標値 

放射性液体廃棄物 

（トリチウムを除く。） 
７．４×１０１０ Ｂｑ／年 

 

表８８－３ 

項 目 放出管理の基準値 

トリチウム ７．４×１０１２ Ｂｑ／年 
 

 

（放射性液体廃棄物の管理） 

第８８条 

放射性液体廃棄物の海洋への放出は，関係省庁の了解なくしては行わないものとする。 

２．分析評価ＧＭは，表８８－１に定める項目について，同表に定める頻度で測定し，測定した結果を

放出・環境モニタリングＧＭに通知する。また，放出・環境モニタリングＧＭは，次の事項を管理す

るとともに，その結果を当直長に通知する。 

（１）放射性液体廃棄物の放出による復水器冷却水放水口排水中の放射性物質濃度の３ヶ月平均値が，

法令に定める周辺監視区域外における水中の濃度限度を超えないこと。 

（２）５号炉及び６号炉で発生した放射性液体廃棄物について，復水器冷却水放水口排水中の放射性物

質（トリチウムを除く。）の放出量が，表８８－２に定める放出管理目標値を超えないように努める

こと。 

（３）５号炉及び６号炉で発生した放射性液体廃棄物について，復水器冷却水放水口排水中のトリチウ

ムの放出量が，表８８－３に定める放出管理の基準値を超えないように努めること。 

３．当直長は，放射性液体廃棄物を放出する場合は，排水モニタを監視し，復水器冷却水放水口より放

出する。 

 

表８８－１ 

分 類 測定項目 計測器種類 測定頻度 試料採取箇所 

放射性液体 

廃棄物 

放射性物質の濃度 

（主要ガンマ線 

放出核種） 

試料放射能 

測定装置 
放出の都度 

・収集タンク 

・サンプルタンク 

トリチウム濃度 
試料放射能 

測定装置 
１ヶ月に１回 

 

表８８－２ 

項 目 放出管理目標値 

放射性液体廃棄物 

（トリチウムを除く。） 
７．４×１０１０ Ｂｑ／年 

 

表８８－３ 

項 目 放出管理の基準値 

トリチウム ７．４×１０１２ Ｂｑ／年 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（放射性気体廃棄物の管理） 

第８９条 

分析評価ＧＭは，表８９－１に定める項目について，同表に定める頻度で測定し，測定した結果を環

境管理ＧＭに通知する。また，環境管理ＧＭは，次の事項を管理するとともに，その結果を当直長又は

運営ＧＭに通知する。 

（１）排気筒等からの放射性気体廃棄物の放出による周辺監視区域外の空気中の放射性物質濃度の３ヶ

月平均値が，法令に定める周辺監視区域外における空気中の濃度限度を超えないこと。 

（２）排気筒等からの放射性物質（希ガス，よう素１３１）の放出量が，表８９－２に定める放出管理

目標値を超えないように努めること。 

２．当直長又は運営ＧＭは，放射性気体廃棄物を放出する場合は，排気筒等より放出し，排気筒モニタ

を監視する。 

 

表８９－１ 

分  類 排気筒等 測定項目 計測器種類 測定頻度 
放出実施 

ＧＭ 

放射性 

気体廃棄物 

・５，６号炉

共用排気筒 

 

希ガス濃度 排気筒モニタ 

常時 

（建屋換気空調系

運転時） 

当直長 よう素 131濃度 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線 

放出核種） 

試料放射能 

測定装置 

１週間に１回 

（建屋換気空調系

運転時） 

・５号炉 

非常用ガス処

理系 

・６号炉 

非常用ガス処

理系 

希ガス濃度 排気筒モニタ 

常時 

（非常用ガス処理

系運転時） 

当直長 よう素 131濃度 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線 

放出核種） 

試料放射能 

測定装置 

１週間に１回 

（非常用ガス処理

系運転時） 

・焼却炉建屋

排気筒 

・増設焼却炉

建屋排気筒 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線

放出核種，全ベ

ータ放射能） 

試料放射能 

測定装置 

1週間に 1回 

（建屋換気空調系

運転時） 
運営ＧＭ 

ストロンチウム

９０濃度 

試料放射能 

測定装置 

３ヶ月に 1回 

（建屋換気空調系

運転時） 

 

表８９－２ 

項  目 放出管理目標値 

放射性気体廃棄物 

希ガス 

よう素 131 

 

２．８×１０１５ Ｂｑ／年 

１．４×１０１１ Ｂｑ／年 
 

 

（放射性気体廃棄物の管理） 

第８９条 

分析評価ＧＭは，表８９－１に定める項目について，同表に定める頻度で測定し，測定した結果を放

出・環境モニタリングＧＭに通知する。また，放出・環境モニタリングＧＭは，次の事項を管理すると

ともに，その結果を当直長又は運用支援ＧＭに通知する。 

（１）排気筒等からの放射性気体廃棄物の放出による周辺監視区域外の空気中の放射性物質濃度の３ヶ

月平均値が，法令に定める周辺監視区域外における空気中の濃度限度を超えないこと。 

（２）排気筒等からの放射性物質（希ガス，よう素１３１）の放出量が，表８９－２に定める放出管理

目標値を超えないように努めること。 

２．当直長又は運用支援ＧＭは，放射性気体廃棄物を放出する場合は，排気筒等より放出し，排気筒モ

ニタを監視する。 

 

表８９－１ 

分  類 排気筒等 測定項目 計測器種類 測定頻度 
放出実施 

ＧＭ 

放射性 

気体廃棄物 

・５，６号炉

共用排気筒 

 

希ガス濃度 排気筒モニタ 

常時 

（建屋換気空調系

運転時） 

当直長 よう素 131濃度 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線 

放出核種） 

試料放射能 

測定装置 

１週間に１回 

（建屋換気空調系

運転時） 

・５号炉 

非常用ガス処

理系 

・６号炉 

非常用ガス処

理系 

希ガス濃度 排気筒モニタ 

常時 

（非常用ガス処理

系運転時） 

当直長 よう素 131濃度 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線 

放出核種） 

試料放射能 

測定装置 

１週間に１回 

（非常用ガス処理

系運転時） 

・焼却炉建屋

排気筒 

・増設焼却炉

建屋排気筒 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線

放出核種，全ベ

ータ放射能） 

試料放射能 

測定装置 

1週間に 1回 

（建屋換気空調系

運転時） 運用支援

ＧＭ 

ストロンチウム

９０濃度 

試料放射能 

測定装置 

３ヶ月に 1回 

（建屋換気空調系

運転時） 

 

表８９－２ 

項  目 放出管理目標値 

放射性気体廃棄物 

希ガス 

よう素 131 

 

２．８×１０１５ Ｂｑ／年 

１．４×１０１１ Ｂｑ／年 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（放出管理用計測器の管理） 

第９０条 

各ＧＭは，表９０に定める放出管理用計測器について，同表に定める数量を確保する。ただし，故障

等により使用不能となった場合は，修理又は代替品を補充する。 

 

表９０ 

分 類 計測器種類 所管ＧＭ 数 量 

１.a.放射性液体廃棄物 

  放出監視用計測器 
排水モニタ 計装設備ＧＭ ２台※１ 

 b.放射性液体廃棄物 

    放出管理用計測器 
試料放射能測定装置 分析評価ＧＭ ２台 

２．放射性気体廃棄物 

    放出管理用計測器 

排気筒モニタ 計装設備ＧＭ ３台※２ 

試料放射能測定装置 分析評価ＧＭ １台※３ 

※１：５号炉及び６号炉の排水モニタの合計の台数（排水モニタが復旧していない場合には，未復旧の

排水モニタを除いた台数とする。） 

※２：５，６号炉共用排気筒モニタ，５号炉非常用ガス処理系排気筒モニタ及び６号炉非常用ガス処理

系排気筒モニタの合計の台数 

※３：放射性液体廃棄物放出管理用計測器と共用 

 

 

（放出管理用計測器の管理） 

第９０条 

各ＧＭは，表９０に定める放出管理用計測器について，同表に定める数量を確保する。ただし，故障

等により使用不能となった場合は，修理又は代替品を補充する。 

 

表９０ 

分 類 計測器種類 所管ＧＭ 数 量 

１.a.放射性液体廃棄物 

  放出監視用計測器 
排水モニタ 燃料計装設備ＧＭ ２台※１ 

 b.放射性液体廃棄物 

    放出管理用計測器 
試料放射能測定装置 分析評価ＧＭ ２台 

２．放射性気体廃棄物 

    放出管理用計測器 

排気筒モニタ 燃料計装設備ＧＭ ３台※２ 

試料放射能測定装置 分析評価ＧＭ １台※３ 

※１：５号炉及び６号炉の排水モニタの合計の台数（排水モニタが復旧していない場合には，未復旧の

排水モニタを除いた台数とする。） 

※２：５，６号炉共用排気筒モニタ，５号炉非常用ガス処理系排気筒モニタ及び６号炉非常用ガス処理

系排気筒モニタの合計の台数 

※３：放射性液体廃棄物放出管理用計測器と共用 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（管理対象区域の設定及び解除） 

第９２条 

管理対象区域は，添付２－１に示す区域とする。 

２．放射線管理ＧＭは，管理対象区域を柵等の区画物によって区画する他，標識を設けることによって

明らかに他の場所と区別する。ただし，管理対象区域境界と周辺監視区域境界が同一の場合であっ

て，周辺監視区域境界に第９８条の措置を講じる場合は，この限りでない。 

３．放射線管理ＧＭは，管理対象区域の解除を行う場合は，法令に定める管理区域に係る値を超えてい

ないことを確認する。 

４．放射線管理ＧＭは，添付２－１における建物等の内部の管理対象区域境界付近において，表９２に

示す作業を行う場合で，３ヶ月以内に限り管理対象区域を設定又は解除することができる。設定又は

解除にあたって，放射線管理ＧＭは目的，期間及び場所を明らかにするとともに，あらかじめ法令に

定める管理区域に係る条件を満足できることを確認する。なお，当該エリアを元に戻す場合について

も，放射線管理ＧＭはあらかじめ法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを確認する。 

５．放射線管理ＧＭは，第４項以外で，建物等の内部において一時的に管理対象区域を設定又は解除す

る場合は，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得て行うことができる。設定又は解除にあ

たって，放射線管理ＧＭは目的，期間及び場所を明らかにするとともに，あらかじめ法令に定める管

理区域に係る条件を満足できることを確認する。なお，当該エリアを元に戻す場合についても，放射

線管理ＧＭはあらかじめ法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを確認し，原子炉主任技

術者の確認を得て，所長の承認を得る。 

６．放射線管理ＧＭは，第５項にかかわらず，緊急を要する場合は管理対象区域を設定することができ

る。設定にあたって，放射線管理ＧＭは法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを確認す

る。 

７．放射線管理ＧＭは，第６項における管理対象区域を設定した場合は，設定後において，目的，期間

及び場所を明らかにし，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。なお，当該エリアを元

に戻す場合についても，あらかじめ法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを放射線管理

ＧＭが確認し，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。 

 

表９２ 

タンク点検等 

ポンプ点検等 

バルブ点検等 

配管点検等 

ケーブル点検等 

空調点検等 

計測器類点検等 

監視カメラ点検等 

扉・シャッター修理他作業 

清掃作業 

建物補修 

搬出入作業 

物品の仮置 
 

 

（管理対象区域の設定及び解除） 

第９２条 

管理対象区域は，添付２－１に示す区域とする。 

２．放射線防護ＧＭは，管理対象区域を柵等の区画物によって区画する他，標識を設けることによって

明らかに他の場所と区別する。ただし，管理対象区域境界と周辺監視区域境界が同一の場合であっ

て，周辺監視区域境界に第９８条の措置を講じる場合は，この限りでない。 

３．放射線防護ＧＭは，管理対象区域の解除を行う場合は，法令に定める管理区域に係る値を超えてい

ないことを確認する。 

４．放射線防護ＧＭは，添付２－１における建物等の内部の管理対象区域境界付近において，表９２に

示す作業を行う場合で，３ヶ月以内に限り管理対象区域を設定又は解除することができる。設定又は

解除にあたって，放射線防護ＧＭは目的，期間及び場所を明らかにするとともに，あらかじめ法令に

定める管理区域に係る条件を満足できることを確認する。なお，当該エリアを元に戻す場合について

も，放射線防護ＧＭはあらかじめ法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを確認する。 

５．放射線防護ＧＭは，第４項以外で，建物等の内部において一時的に管理対象区域を設定又は解除す

る場合は，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得て行うことができる。設定又は解除にあ

たって，放射線防護ＧＭは目的，期間及び場所を明らかにするとともに，あらかじめ法令に定める管

理区域に係る条件を満足できることを確認する。なお，当該エリアを元に戻す場合についても，放射

線防護ＧＭはあらかじめ法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを確認し，原子炉主任技

術者の確認を得て，所長の承認を得る。 

６．放射線防護ＧＭは，第５項にかかわらず，緊急を要する場合は管理対象区域を設定することができ

る。設定にあたって，放射線防護ＧＭは法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを確認す

る。 

７．放射線防護ＧＭは，第６項における管理対象区域を設定した場合は，設定後において，目的，期間

及び場所を明らかにし，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。なお，当該エリアを元

に戻す場合についても，あらかじめ法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを放射線防護

ＧＭが確認し，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。 

 

表９２ 

タンク点検等 

ポンプ点検等 

バルブ点検等 

配管点検等 

ケーブル点検等 

空調点検等 

計測器類点検等 

監視カメラ点検等 

扉・シャッター修理他作業 

清掃作業 

建物補修 

搬出入作業 

物品の仮置 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（管理区域の設定及び解除） 

第９２条の２ 

管理区域は，添付２に示す区域とする。 

２．放射線管理ＧＭは，管理区域を壁，柵等の区画物によって区画する他，標識を設けることによって

明らかに他の場所と区別する。ただし，壁，柵等の区画物が損壊により区画ができない場合であって，

管理対象区域境界に第９２条第２項の措置を講じる場合は，この限りでない。 

３．放射線管理ＧＭは，管理区域の解除を行う場合は，法令に定める管理区域に係る値を超えていない

ことを確認する。 

４．放射線管理ＧＭは，添付２における管理区域境界付近又は管理区域設定・解除予定エリアにおいて，

表９２の２に示す作業を行う場合で，３ヶ月以内に限り管理区域を設定又は解除することができる。

設定又は解除にあたって，放射線管理ＧＭは目的，期間及び場所を明らかにするとともに，あらかじ

め法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを確認する。なお，当該エリアを元に戻す場合

についても，放射線管理ＧＭはあらかじめ法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを確認

する。 

５．放射線管理ＧＭは，第４項以外で，一時的に管理区域を設定又は解除する場合は，原子炉主任技術

者の確認を得て，所長の承認を得て行うことができる。設定又は解除にあたって，放射線管理ＧＭは

目的，期間及び場所を明らかにするとともに，あらかじめ法令に定める管理区域に係る条件を満足で

きることを確認する。なお，当該エリアを元に戻す場合についても，放射線管理ＧＭはあらかじめ法

令に定める管理区域に係る条件を満足できることを確認し，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の

承認を得る。 

６．放射線管理ＧＭは，第５項にかかわらず，緊急を要する場合は管理区域を設定することができる。

設定にあたって，放射線管理ＧＭは法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを確認する。 

７．放射線管理ＧＭは，第６項における管理区域を設定した場合は，設定後において，目的，期間及び

場所を明らかにし，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。なお，当該エリアを元に戻

す場合についても，あらかじめ法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを放射線管理ＧＭ

が確認し，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。 

 

表９２の２ 

タンク点検等 

ポンプ点検等 

バルブ点検等 

配管点検等 

ケーブル点検等 

空調点検等 

計測器類点検等 

監視カメラ点検等 

扉・シャッター修理他作業 

清掃作業 

建物補修 

搬出入作業 

物品の仮置 
 

 

（管理区域の設定及び解除） 

第９２条の２ 

管理区域は，添付２に示す区域とする。 

２．放射線防護ＧＭは，管理区域を壁，柵等の区画物によって区画する他，標識を設けることによって

明らかに他の場所と区別する。ただし，壁，柵等の区画物が損壊により区画ができない場合であって，

管理対象区域境界に第９２条第２項の措置を講じる場合は，この限りでない。 

３．放射線防護ＧＭは，管理区域の解除を行う場合は，法令に定める管理区域に係る値を超えていない

ことを確認する。 

４．放射線防護ＧＭは，添付２における管理区域境界付近又は管理区域設定・解除予定エリアにおいて，

表９２の２に示す作業を行う場合で，３ヶ月以内に限り管理区域を設定又は解除することができる。

設定又は解除にあたって，放射線防護ＧＭは目的，期間及び場所を明らかにするとともに，あらかじ

め法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを確認する。なお，当該エリアを元に戻す場合

についても，放射線防護ＧＭはあらかじめ法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを確認

する。 

５．放射線防護ＧＭは，第４項以外で，一時的に管理区域を設定又は解除する場合は，原子炉主任技術

者の確認を得て，所長の承認を得て行うことができる。設定又は解除にあたって，放射線防護ＧＭは

目的，期間及び場所を明らかにするとともに，あらかじめ法令に定める管理区域に係る条件を満足で

きることを確認する。なお，当該エリアを元に戻す場合についても，放射線防護ＧＭはあらかじめ法

令に定める管理区域に係る条件を満足できることを確認し，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の

承認を得る。 

６．放射線防護ＧＭは，第５項にかかわらず，緊急を要する場合は管理区域を設定することができる。

設定にあたって，放射線防護ＧＭは法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを確認する。 

７．放射線防護ＧＭは，第６項における管理区域を設定した場合は，設定後において，目的，期間及び

場所を明らかにし，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。なお，当該エリアを元に戻

す場合についても，あらかじめ法令に定める管理区域に係る条件を満足できることを放射線防護ＧＭ

が確認し，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。 

 

表９２の２ 

タンク点検等 

ポンプ点検等 

バルブ点検等 

配管点検等 

ケーブル点検等 

空調点検等 

計測器類点検等 

監視カメラ点検等 

扉・シャッター修理他作業 

清掃作業 

建物補修 

搬出入作業 

物品の仮置 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（管理対象区域内における区域区分） 

第９３条 

放射線管理ＧＭは，管理対象区域を管理区域と管理区域を除く区域に区分する。 

２．管理区域と管理区域を除く区域は，添付２－１に示す区域とする。 

３．放射線管理ＧＭは，一時的に第１項に係る区域区分を変更する場合は，目的，期間及び場所を明ら

かにする。 

 

 

（管理対象区域内における区域区分） 

第９３条 

放射線防護ＧＭは，管理対象区域を管理区域と管理区域を除く区域に区分する。 

２．管理区域と管理区域を除く区域は，添付２－１に示す区域とする。 

３．放射線防護ＧＭは，一時的に第１項に係る区域区分を変更する場合は，目的，期間及び場所を明ら

かにする。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（管理対象区域のうち管理区域を除く区域内における区域区分） 

第９３条の２ 

 放射線管理ＧＭは，管理区域を除く管理対象区域を次のとおり区分することができる。 

（１）表面汚染密度及び空気中の放射性物質濃度が法令に定める管理区域に係る値を超えるおそれのな

い区域（以下「汚染のおそれのない管理対象区域」という。） 

（２）表面汚染密度又は空気中の放射性物質濃度が法令に定める管理区域に係る値を超える区域又は超

えるおそれのある区域 

２．汚染のおそれのない管理対象区域は，添付２－１に示す区域とする。 

３．放射線管理ＧＭは，一時的に第１項に係る区域区分を変更する場合は，目的，期間及び場所を明ら

かにするとともに，あらかじめ区域区分に係る条件を満足できることを確認する。なお，当該エリア

を元の区域区分に戻す場合についても，放射線管理ＧＭはあらかじめ区域区分に係る条件を満足でき

ることを確認する。 

４．放射線管理ＧＭは，汚染のおそれのない管理対象区域と第１項（２）で定める区域が隣接する場合

は，第１項（２）で定める区域への入口付近に注意事項を掲示する。 

５．放射線管理ＧＭ又は作業環境改善ＧＭは，汚染のおそれのない管理対象区域で表面汚染密度又は空

気中の放射性物質濃度が管理区域に係る値を超える場所を確認した場合は，直ちに当該箇所を区画，

第１項（２）に定める区分に変更する等の応急措置を講じるとともに，除染等の措置により管理区域

に係る値を超えていないことを確認する。 

 

 

 

（管理対象区域のうち管理区域を除く区域内における区域区分） 

第９３条の２ 

 放射線防護ＧＭは，管理区域を除く管理対象区域を次のとおり区分することができる。 

（１）表面汚染密度及び空気中の放射性物質濃度が法令に定める管理区域に係る値を超えるおそれのな

い区域（以下「汚染のおそれのない管理対象区域」という。） 

（２）表面汚染密度又は空気中の放射性物質濃度が法令に定める管理区域に係る値を超える区域又は超

えるおそれのある区域 

２．汚染のおそれのない管理対象区域は，添付２－１に示す区域とする。 

３．放射線防護ＧＭは，一時的に第１項に係る区域区分を変更する場合は，目的，期間及び場所を明ら

かにするとともに，あらかじめ区域区分に係る条件を満足できることを確認する。なお，当該エリア

を元の区域区分に戻す場合についても，放射線防護ＧＭはあらかじめ区域区分に係る条件を満足でき

ることを確認する。 

４．放射線防護ＧＭは，汚染のおそれのない管理対象区域と第１項（２）で定める区域が隣接する場合

は，第１項（２）で定める区域への入口付近に注意事項を掲示する。 

５．放射線防護ＧＭは，汚染のおそれのない管理対象区域で表面汚染密度又は空気中の放射性物質濃度

が管理区域に係る値を超える場所を確認した場合は，直ちに当該箇所を区画，第１項（２）に定める

区分に変更する等の応急措置を講じるとともに，除染等の措置により管理区域に係る値を超えていな

いことを確認する。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（管理区域内における区域区分） 

第９３条の３ 

 放射線管理ＧＭは，管理区域を次のとおり区分することができる。 

（１）表面汚染密度及び空気中の放射性物質濃度が法令に定める管理区域に係る値を超えるおそれのな

い区域（以下「汚染のおそれのない管理区域」という。） 

（２）表面汚染密度又は空気中の放射性物質濃度が法令に定める管理区域に係る値を超える区域又は超

えるおそれのある区域 

２．汚染のおそれのない管理区域は，添付２に示す区域とする。ただし，放射線レベルが高く，区域区

分に係る条件を満足できない場合は，第９３条の２第１項（１）又は第９３条の２第１項（２）の

区域とみなす。 

３．放射線管理ＧＭは，一時的に第１項に係る区域区分を変更する場合は，目的，期間及び場所を明ら

かにするとともに，あらかじめ区域区分に係る条件を満足できることを確認する。なお，当該エリア

を元の区域区分に戻す場合についても，放射線管理ＧＭはあらかじめ区域区分に係る条件を満足でき

ることを確認する。 

４．放射線管理ＧＭは，汚染のおそれのない管理区域と第１項（２）で定める区域が隣接する場合は，

第１項（２）で定める区域への入口付近に標識を設ける。 

 

 

 

 

（管理区域内における区域区分） 

第９３条の３ 

 放射線防護ＧＭは，管理区域を次のとおり区分することができる。 

（１）表面汚染密度及び空気中の放射性物質濃度が法令に定める管理区域に係る値を超えるおそれのな

い区域（以下「汚染のおそれのない管理区域」という。） 

（２）表面汚染密度又は空気中の放射性物質濃度が法令に定める管理区域に係る値を超える区域又は超

えるおそれのある区域 

２．汚染のおそれのない管理区域は，添付２に示す区域とする。ただし，放射線レベルが高く，区域区

分に係る条件を満足できない場合は，第９３条の２第１項（１）又は第９３条の２第１項（２）の

区域とみなす。 

３．放射線防護ＧＭは，一時的に第１項に係る区域区分を変更する場合は，目的，期間及び場所を明ら

かにするとともに，あらかじめ区域区分に係る条件を満足できることを確認する。なお，当該エリア

を元の区域区分に戻す場合についても，放射線防護ＧＭはあらかじめ区域区分に係る条件を満足でき

ることを確認する。 

４．放射線防護ＧＭは，汚染のおそれのない管理区域と第１項（２）で定める区域が隣接する場合は，

第１項（２）で定める区域への入口付近に標識を設ける。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（管理対象区域内における特別措置） 

第９４条 

管理対象区域内における特別措置が必要な区域は，次に示す区域とする。 

（１）放射線レベルが高い場所 

（２）放射線レベルが確認されていない場所 

（３）滞留水を貯留する場所 

２．各ＧＭは，第１項に定める各区域について，次の措置を講じる。 

（１）放射線管理ＧＭは，管理対象区域に立ち入る者が見やすい場所に，第１項（１）及び（２）に示

す場所を明確にしたサーベイマップを掲示して周知する他，作業者以外が立ち入る可能性及び措置

に伴う被ばくを考慮して必要な場合に限り第１項（１）の場所にロープ等による立入制限の措置を

講じる。 

（２）各ＧＭは，汚染の広がりを防止するため，第１項（３）の区域から退出する場合及び物品等を持

ち出す場合は，更衣及び持ち出す物の養生等の措置を講じる。 

３．各ＧＭは，管理対象区域内で作業を行う場合，作業による線量及び作業環境に応じた放射線防護上

の措置を立案するとともに，第１項の区域内で作業を行う場合は，放射線防護上の措置について放射

線管理ＧＭのレビューを受ける。 

 

 

（管理対象区域内における特別措置） 

第９４条 

管理対象区域内における特別措置が必要な区域は，次に示す区域とする。 

（１）放射線レベルが高い場所 

（２）放射線レベルが確認されていない場所 

（３）滞留水を貯留する場所 

２．各プログラム部長及び各ＧＭは，第１項に定める各区域について，次の措置を講じる。 

（１）放射線防護ＧＭは，管理対象区域に立ち入る者が見やすい場所に，第１項（１）及び（２）に示

す場所を明確にしたサーベイマップを掲示して周知する他，作業者以外が立ち入る可能性及び措置

に伴う被ばくを考慮して必要な場合に限り第１項（１）の場所にロープ等による立入制限の措置を

講じる。 

（２）各プログラム部長及び各ＧＭは，汚染の広がりを防止するため，第１項（３）の区域から退出す

る場合及び物品等を持ち出す場合は，更衣及び持ち出す物の養生等の措置を講じる。 

３．各プログラム部長及び各ＧＭは，管理対象区域内で作業を行う場合，作業による線量及び作業環境

に応じた放射線防護上の措置を立案するとともに，第１項の区域内で作業を行う場合は，放射線防護

上の措置について放射線防護ＧＭのレビューを受ける。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（管理区域内における特別措置） 

第９４条の２ 

放射線管理ＧＭは，管理区域のうち次の基準を超える場合又は超えるおそれがある場合は，標識を設

けて他の場所と区別する他，区画，施錠等の措置を講じる。ただし，放射線等の危険性が低い場合は，

この限りでない。 

（１）外部放射線に係る線量当量率が１時間につき１ミリシーベルト 

（２）空気中の放射性物質濃度又は床，壁，その他人の触れるおそれのある物の表面汚染密度が，法令

に定める管理区域に係る値の１０倍 

２．各ＧＭは，第１項の区域内で作業を行う場合，作業による線量及び作業環境に応じた放射線防護上

の措置を立案し，放射線管理ＧＭのレビューを受ける。ただし，巡視・点検その他定型化され，別に

所長の承認を得た業務を行うために立入る場合は，この限りでない。 

３．各ＧＭは，汚染の広がりを防止するため，第１項（２）の区域から退出する場合及び物品等を持ち

出す場合は，更衣及び持ち出す物の養生等の措置を講じる。 

４．放射線管理ＧＭは，床・壁等の損壊や放射線レベルが高い又は未確認であるため第１項の措置を講

じることができない場合，管理区域内における特別措置は第９４条に定める管理区域を除く区域にお

ける特別措置と同一とする。 

 

 

 

（管理区域内における特別措置） 

第９４条の２ 

放射線防護ＧＭは，管理区域のうち次の基準を超える場合又は超えるおそれがある場合は，標識を設

けて他の場所と区別する他，区画，施錠等の措置を講じる。ただし，放射線等の危険性が低い場合は，

この限りでない。 

（１）外部放射線に係る線量当量率が１時間につき１ミリシーベルト 

（２）空気中の放射性物質濃度又は床，壁，その他人の触れるおそれのある物の表面汚染密度が，法令

に定める管理区域に係る値の１０倍 

２．各プログラム部長及び各ＧＭは，第１項の区域内で作業を行う場合，作業による線量及び作業環境

に応じた放射線防護上の措置を立案し，放射線防護ＧＭのレビューを受ける。ただし，巡視・点検そ

の他定型化され，別に所長の承認を得た業務を行うために立入る場合は，この限りでない。 

３．各プログラム部長及び各ＧＭは，汚染の広がりを防止するため，第１項（２）の区域から退出する

場合及び物品等を持ち出す場合は，更衣及び持ち出す物の養生等の措置を講じる。 

４．放射線防護ＧＭは，床・壁等の損壊や放射線レベルが高い又は未確認であるため第１項の措置を講

じることができない場合，管理区域内における特別措置は第９４条に定める管理区域を除く区域にお

ける特別措置と同一とする。 

 

 

 

 

 

組織改編に伴う変更 

 

172



福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅲ章 第２編） 

103 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（管理対象区域への出入管理） 

第９５条 

 保健安全ＧＭは，管理対象区域へ立ち入る次の者に対して許可を与える。 

（１）放射線業務従事者：業務上管理対象区域に立入る者 

（２）一時立入者：放射線業務従事者以外の者であって，放射線業務従事者の随行により管理対象区域

に一時的に立入る者。 

２．放射線安全ＧＭは，第１項にて許可していない者について，管理対象区域に立入らせない措置を講

じる。ただし，防護管理ＧＭが，あらかじめ立入を許可した者のみが乗車する車両に許可を与え，車

両が通過する出入管理箇所においては許可を得た車両以外を管理対象区域に立入らせない措置を講

じる場合はこの限りでない。 

３．放射線安全ＧＭは，管理対象区域の出入管理箇所において，人の出入り等を監視する。 

４．放射線安全ＧＭは，第３項以外の出入口には，施錠等の人がみだりに立入りできない措置を講じる。

ただし，管理対象区域を周辺監視区域と同一とした場合であって，防護管理ＧＭが周辺監視区域境界

に柵を設ける又は標識を掲げる場合は，この限りでない。 

５．放射線安全ＧＭは，管理対象区域から退出する者の身体及び身体に着用している物の表面汚染密度

が，法令に定める表面密度限度の１０分の１を超えないような措置を講じる。 

６．放射線安全ＧＭは，放射線レベルが高いため第５項の措置を講じることができない場合，管理対象

区域から退出する者の身体及び身体に着用している物の表面汚染密度が，スクリーニングレベル※１

を超えないような措置を講じる。 

７．放射線安全ＧＭ又は作業環境改善ＧＭは，第９３条の２第１項（２）の区域から汚染のおそれのな

い管理対象区域に移動する者の身体及び身体に着用している物並びに物品等の表面汚染密度が，バッ

クグラウンドを超えないような措置を講じる。 

 

※１：スクリーニングレベルとは，原子力災害対策本部が定める警戒区域からのスクリーニングレベル

（平成 23年 9月 16日付・原子力非常災害対策本部長通知）をいう。以下，第１０３条において

同じ。 

 

 

 

（管理対象区域への出入管理） 

第９５条 

 保安総括ＧＭは，管理対象区域へ立ち入る次の者に対して許可を与える。 

（１）放射線業務従事者：業務上管理対象区域に立入る者 

（２）一時立入者：放射線業務従事者以外の者であって，放射線業務従事者の随行により管理対象区域

に一時的に立入る者。 

２．放射線防護ＧＭは，第１項にて許可していない者について，管理対象区域に立入らせない措置を講

じる。ただし，防護管理ＧＭが，あらかじめ立入を許可した者のみが乗車する車両に許可を与え，車

両が通過する出入管理箇所においては許可を得た車両以外を管理対象区域に立入らせない措置を講

じる場合はこの限りでない。 

３．放射線防護ＧＭは，管理対象区域の出入管理箇所において，人の出入り等を監視する。 

４．放射線防護ＧＭは，第３項以外の出入口には，施錠等の人がみだりに立入りできない措置を講じる。

ただし，管理対象区域を周辺監視区域と同一とした場合であって，防護管理ＧＭが周辺監視区域境界

に柵を設ける又は標識を掲げる場合は，この限りでない。 

５．放射線防護ＧＭは，管理対象区域から退出する者の身体及び身体に着用している物の表面汚染密度

が，法令に定める表面密度限度の１０分の１を超えないような措置を講じる。 

６．放射線防護ＧＭは，放射線レベルが高いため第５項の措置を講じることができない場合，管理対象

区域から退出する者の身体及び身体に着用している物の表面汚染密度が，スクリーニングレベル※１

を超えないような措置を講じる。 

７．放射線防護ＧＭは，第９３条の２第１項（２）の区域から汚染のおそれのない管理対象区域に移動

する者の身体及び身体に着用している物並びに物品等の表面汚染密度が，バックグラウンドを超えな

いような措置を講じる。 

 

※１：スクリーニングレベルとは，原子力災害対策本部が定める警戒区域からのスクリーニングレベル

（平成 23年 9月 16日付・原子力非常災害対策本部長通知）をいう。以下，第１０３条において

同じ。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（管理対象区域出入者の遵守事項） 

第９６条 

放射線安全ＧＭは，管理対象区域に出入りする所員に，次の事項を遵守させる措置を講じる。 

（１）出入管理箇所を経由すること。ただし，放射線安全ＧＭの承認を得て，その指示に従う場合は，

この限りでない。 

（２）管理対象区域に立入る場合は，個人線量計を着用すること。ただし，一時立入者であって保健安

全ＧＭの指示に従う場合は，この限りでない。 

（３）管理対象区域に立入る場合は，所定の保護衣及び保護具を着用すること。ただし，下記のいずれ

かに該当する場合は，この限りではない。 

・汚染のおそれのない管理対象区域に立入る場合 

・放射線管理ＧＭの承認を得て，その指示に従う場合 

（４）第９４条第１項（３）に係る区域から退出する場合及び物品等を持ち出す場合は，更衣及び持ち

出す物の養生等を行うこと。 

（５）管理対象区域から退出する場合又は管理対象区域内で汚染のおそれのない管理対象区域に移動す

る場合は，身体及び身体に着用している物の表面汚染密度を確認すること。ただし，第９５条第５

項又は第９５条第６項に基づく放射線安全ＧＭの指示に従う場合は，この限りでない。 

（６）放射性物質を経口摂取するおそれのある場所での飲食及び喫煙をしないこと。 

 

 

 

（管理対象区域出入者の遵守事項） 

第９６条 

放射線防護ＧＭは，管理対象区域に出入りする所員に，次の事項を遵守させる措置を講じる。 

（１）出入管理箇所を経由すること。ただし，放射線防護ＧＭの承認を得て，その指示に従う場合は，

この限りでない。 

（２）管理対象区域に立入る場合は，個人線量計を着用すること。ただし，一時立入者であって保安総

括ＧＭの指示に従う場合は，この限りでない。 

（３）管理対象区域に立入る場合は，所定の保護衣及び保護具を着用すること。ただし，下記のいずれ

かに該当する場合は，この限りではない。 

・汚染のおそれのない管理対象区域に立入る場合 

・放射線防護ＧＭの承認を得て，その指示に従う場合 

（４）第９４条第１項（３）に係る区域から退出する場合及び物品等を持ち出す場合は，更衣及び持ち

出す物の養生等を行うこと。 

（５）管理対象区域から退出する場合又は管理対象区域内で汚染のおそれのない管理対象区域に移動す

る場合は，身体及び身体に着用している物の表面汚染密度を確認すること。ただし，第９５条第５

項又は第９５条第６項に基づく放射線防護ＧＭの指示に従う場合は，この限りでない。 

（６）放射性物質を経口摂取するおそれのある場所での飲食及び喫煙をしないこと。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（線量の評価） 

第９９条 

保健安全ＧＭは，所員の放射線業務従事者の実効線量及び等価線量を表９９に定める項目及び頻度

に基づき評価し，法令に定める線量限度を超えていないことを確認する。 

 

表９９ 

項  目 頻  度 

外部被ばくによる線量 ３ヶ月に１回※１ 

内部被ばくによる線量 ３ヶ月に１回※１ 

※１：女子（妊娠不能と診断された者及び妊娠の意思のない旨を書面で申し出た者を除く。）にあって

は，１ヶ月に１回とする。 

 

 

 

（線量の評価） 

第９９条 

放射線防護ＧＭは，所員の放射線業務従事者の実効線量及び等価線量を表９９に定める項目及び頻

度に基づき評価し，法令に定める線量限度を超えていないことを確認する。 

 

表９９ 

項  目 頻  度 

外部被ばくによる線量 ３ヶ月に１回※１ 

内部被ばくによる線量 ３ヶ月に１回※１ 

※１：女子（妊娠不能と診断された者及び妊娠の意思のない旨を書面で申し出た者を除く。）にあって

は，１ヶ月に１回とする。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（管理対象区域内の床，壁等の除染） 

第１００条 

各ＧＭは，管理対象区域内において法令に定める表面密度限度を超えるような予期しない汚染を床，

壁等に発生させた場合又は発見した場合であって，この汚染の除去を行う場合は，放射線管理ＧＭ又は

作業環境改善ＧＭに連絡する。 

２．第１項の汚染箇所に係る作業の所管ＧＭは，汚染状況等について放射線管理ＧＭ又は作業環境改善

ＧＭの確認を受けた上で，その協力を得ながら汚染の除去等，放射線防護上の必要な措置を講じる。 

３．第２項の所管ＧＭは，その措置結果について，放射線管理ＧＭ又は作業環境改善ＧＭの確認を得る。 

 

 

（管理対象区域内の床，壁等の除染） 

第１００条 

各プログラム部長及び各ＧＭは，管理対象区域内において法令に定める表面密度限度を超えるような

予期しない汚染を床，壁等に発生させた場合又は発見した場合であって，この汚染の除去を行う場合は，

放射線防護ＧＭに連絡する。 

２．第１項の汚染箇所に係る作業の所管プログラム部長及び所管ＧＭは，汚染状況等について放射線防

護ＧＭの確認を受けた上で，その協力を得ながら汚染の除去等，放射線防護上の必要な措置を講じる。 

３．第２項の所管プログラム部長及び所管ＧＭは，その措置結果について，放射線防護ＧＭの確認を得

る。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（外部放射線に係る線量当量率等の測定） 

第１０１条 

各ＧＭは，表１０１－１及び表１０１－２（第９３条の２第１項（２）の区域内にある汚染のおそれ

のない管理対象区域内に限る）に定める管理対象区域内における測定項目について，同表に定める頻度

で測定する。ただし，人の立ち入れない措置を講じた管理対象区域については，この限りでない。 

 

２．環境モニタリングＧＭは，表１０１－１に定める周辺監視区域境界付近（測定場所は図１０１に定

める。）における測定項目について，同表に定める頻度で測定する。 

３．放射線管理ＧＭ又は作業環境改善ＧＭは，第１項の測定により，環境モニタリングＧＭは，第２項

の測定により，異常が認められた場合は，直ちにその原因を調査し，必要な措置を講じる。 

４．各ＧＭは，第１項に定める測定結果を放射線管理ＧＭに連絡する。放射線管理ＧＭは，測定結果を

記入したサーベイマップを作成する。 

 

表１０１－１ 

場    所 測定項目 所管 GM 測定頻度 

１．管理対象区

域内（管理区域

内を含む）※１ 
外部放射線に係る線量当量率 

各ＧＭ 
放射線レベ

ルに応じて 

放射線管理ＧＭ※２ 
毎日運転中

に１回※３ 

外部放射線に係る線量当量 放射線管理ＧＭ 
１週間に 1

回 

空気中の放射性物質濃度 放射線管理ＧＭ 
１週間に 1

回 

表面汚染密度 放射線管理ＧＭ 
１週間に 1

回 

２．周辺監視区

域境界付近 
空気吸収線量 環境モニタリングＧＭ ３ヶ月に１回 

空気吸収線量率※４ 環境モニタリングＧＭ 常時 

空気中の粒子状放射性物質濃

度 
環境モニタリングＧＭ ３ヶ月に１回 

※１：人の立入頻度等を考慮して，被ばく管理上重要な項目について測定 

※２：５号炉及び６号炉のエリアモニタにおいて測定する項目 

※３：当該エリアが滞留水により人の立ち入れない状況にあり，修理又は代替品の補充が速やかに実施

できず，当該エリアの外部放射線に係る線量当量率が定められた頻度で測定できない場合は，他

のエリアモニタの計測値で代替する。 

※４：モニタリングポストにおいて測定する項目 

 

 

表１０１－２ 

場  所 測定項目 所管ＧＭ 測定頻度 

汚染のおそれ

のない管理対

象区域内 

表面汚染密度 
放射線管理ＧＭ 

又は 

作業環境改善ＧＭ 

毎日１回 

（汚染のおそれのない管理

対象区域が設定されている

期間） 空気中の放射

性物質濃度 

 

（省略） 

 

 

（外部放射線に係る線量当量率等の測定） 

第１０１条 

各プログラム部長及び各ＧＭは，表１０１－１及び表１０１－２（第９３条の２第１項（２）の区域

内にある汚染のおそれのない管理対象区域内に限る）に定める管理対象区域内における測定項目につい

て，同表に定める頻度で測定する。ただし，人の立ち入れない措置を講じた管理対象区域については，

この限りでない。 

２．放出・環境モニタリングＧＭは，表１０１－１に定める周辺監視区域境界付近（測定場所は図１０

１に定める。）における測定項目について，同表に定める頻度で測定する。 

３．放射線防護ＧＭは，第１項の測定により，放出・環境モニタリングＧＭは，第２項の測定により，

異常が認められた場合は，直ちにその原因を調査し，必要な措置を講じる。 

４．各プログラム部長及び各ＧＭは，第１項に定める測定結果を放射線防護ＧＭに連絡する。放射線防

護ＧＭは，測定結果を記入したサーベイマップを作成する。 

 

表１０１－１ 

場    所 測定項目 所管 GM 測定頻度 

１．管理対象区

域内（管理区域

内を含む）※１ 
外部放射線に係る線量当量率 

各プログラム部長及び

各ＧＭ 

放射線レベ

ルに応じて 

放射線防護ＧＭ※２ 
毎日運転中

に１回※３ 

外部放射線に係る線量当量 放射線防護ＧＭ 
１週間に 1

回 

空気中の放射性物質濃度 放射線防護ＧＭ 
１週間に 1

回 

表面汚染密度 放射線防護ＧＭ 
１週間に 1

回 

２．周辺監視区

域境界付近 
空気吸収線量 

放出・環境モニタリン

グＧＭ 
３ヶ月に１回 

空気吸収線量率※４ 
放出・環境モニタリン

グＧＭ 
常時 

空気中の粒子状放射性物質濃

度 

放出・環境モニタリン

グＧＭ 
３ヶ月に１回 

※１：人の立入頻度等を考慮して，被ばく管理上重要な項目について測定 

※２：５号炉及び６号炉のエリアモニタにおいて測定する項目 

※３：当該エリアが滞留水により人の立ち入れない状況にあり，修理又は代替品の補充が速やかに実施

できず，当該エリアの外部放射線に係る線量当量率が定められた頻度で測定できない場合は，他

のエリアモニタの計測値で代替する。 

※４：モニタリングポストにおいて測定する項目 

 

表１０１－２ 

場  所 測定項目 所管ＧＭ 測定頻度 

汚染のおそれ

のない管理対

象区域内 

表面汚染密度 

放射線防護ＧＭ 

毎日１回 

（汚染のおそれのない管理

対象区域が設定されている

期間） 
空気中の放射

性物質濃度 

 

 

（省略） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（放射線計測器類の管理） 

第１０２条 

各ＧＭは，表１０２に定める放射線計測器類について，同表に定める数量を確保する。ただし，故障

等により使用不能となった場合は，修理又は代替品を補充する。 

 

表１０２ 

分     類  計測器種類  所管ＧＭ  数量※ １  

１．被ばく管理

用計測器  

電子式線量計  保安総括ＧＭ １式  

ホールボディカウンタ  保安総括ＧＭ １台  

２．放射線管理

用計測器  

線量 当量 率測 定用 サ ー

ベイメータ  
保安総括ＧＭ ７台  

汚染 密度 測定 用サ ー ベ

イメータ  
保安総括ＧＭ ７台  

退出モニタ  保安総括ＧＭ ２台  

試料放射能測定装置  分析評価ＧＭ １台※ ２  

集積線量計  保安総括ＧＭ １式  

３．放射線監視

用計測器  
モニタリングポスト 環境モニタリングＧＭ ８台  

エリアモニタ  計装設備ＧＭ  
８２台※ ３

※ ４  

４．環境放射能

用計測器  

試料放射能測定装置※ ５  分析評価ＧＭ １台※ ２  

積算線量計測定装置  環境モニタリングＧＭ １台  

※１：１号炉，２号炉，３号炉及び４号炉の放射線計測器類と共用で確保する数量（エリアモニタを除

く） 

※２：表９０の試料放射能測定装置と共用 

※３：５号炉及び６号炉におけるエリアモニタの合計の台数。なお，管理区域外測定用の２台を含む。 

※４：当該エリアが滞留水により人の立ち入れない状況にあり，修理又は代替品の補充が速やかに実施

できない場合には，当該エリアの立入りが可能となった後，速やかに修理又は代替品を補充する。 

※５：福島第二原子力発電所と共用 

 

 

（放射線計測器類の管理） 

第１０２条 

各ＧＭは，表１０２に定める放射線計測器類について，同表に定める数量を確保する。ただし，故障

等により使用不能となった場合は，修理又は代替品を補充する。 

 

表１０２ 

分     類  計測器種類  所管ＧＭ  数量※ １  

１．被ばく管理

用計測器  

電子式線量計  保安総括ＧＭ １式  

ホールボディカウンタ  保安総括ＧＭ １台  

２．放射線管理

用計測器  

線量 当量 率測 定用 サ ー

ベイメータ  
保安総括ＧＭ ７台  

汚染 密度 測定 用サ ー ベ

イメータ  
保安総括ＧＭ ７台  

退出モニタ  保安総括ＧＭ ２台  

試料放射能測定装置  分析評価ＧＭ １台※ ２  

集積線量計  保安総括ＧＭ １式  

３．放射線監視

用計測器  
モニタリングポスト 保安総括ＧＭ ８台  

エリアモニタ  燃料計装設備ＧＭ 
８２台※ ３

※ ４  

４．環境放射能

用計測器  

試料放射能測定装置※ ５  分析評価ＧＭ １台※ ２  

積算線量計測定装置  保安総括ＧＭ １台  

※１：１号炉，２号炉，３号炉及び４号炉の放射線計測器類と共用で確保する数量（エリアモニタを除

く） 

※２：表９０の試料放射能測定装置と共用 

※３：５号炉及び６号炉におけるエリアモニタの合計の台数。なお，管理区域外測定用の２台を含む。 

※４：当該エリアが滞留水により人の立ち入れない状況にあり，修理又は代替品の補充が速やかに実施

できない場合には，当該エリアの立入りが可能となった後，速やかに修理又は代替品を補充する。 

※５：福島第二原子力発電所と共用 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（管理対象区域外等へ持ち出そうとする物品の測定） 

第１０３条 

放射線安全ＧＭは，各ＧＭが管理対象区域から搬出する物品の表面汚染密度が法令に定める表面密度

限度の１０分の１を超えていないことを確認する。 

２．放射線安全ＧＭは，放射線レベルが高いため第１項の確認ができない場合，各ＧＭが管理対象区域

から搬出する物品の表面汚染密度が，スクリーニングレベルを超えていないことを確認する。 

 

３．放射線管理ＧＭ又は作業環境改善ＧＭは，各ＧＭが管理対象区域内で汚染のおそれのない管理対象

区域に移動する物品の表面汚染密度がバックグラウンドを超えていないことを確認する。 

４．放射線管理ＧＭ又は作業環境改善ＧＭは，各ＧＭが管理対象区域内で汚染のおそれのない管理対象

区域に核燃料物質によって汚染された物（新燃料，使用済燃料及び固体廃棄物を除く。）を移動する

場合は，容器等の表面汚染密度がバックグラウンドを超えていないことを確認する。 

 

 

 

（管理対象区域外等へ持ち出そうとする物品の測定） 

第１０３条 

放射線防護ＧＭは，各プログラム部長及び各ＧＭが管理対象区域から搬出する物品の表面汚染密度が

法令に定める表面密度限度の１０分の１を超えていないことを確認する。 

２．放射線防護ＧＭは，放射線レベルが高いため第１項の確認ができない場合，各プログラム部長及び

各ＧＭが管理対象区域から搬出する物品の表面汚染密度が，スクリーニングレベルを超えていないこ

とを確認する。 

３．放射線防護ＧＭは，各プログラム部長及び各ＧＭが管理対象区域内で汚染のおそれのない管理対象

区域に移動する物品の表面汚染密度がバックグラウンドを超えていないことを確認する。 

４．放射線防護ＧＭは，各プログラム部長及び各ＧＭが管理対象区域内で汚染のおそれのない管理対象

区域に核燃料物質によって汚染された物（新燃料，使用済燃料及び固体廃棄物を除く。）を移動する

場合は，容器等の表面汚染密度がバックグラウンドを超えていないことを確認する。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（発電所外への運搬） 

第１０４条 

各ＧＭは，核燃料物質によって汚染された物（新燃料，使用済燃料及び固体廃棄物を除く。）を発電所

外に運搬する場合は，所長の承認を得る。 

 

（発電所外への運搬） 

第１０４条 

各プログラム部長及び各ＧＭは，核燃料物質によって汚染された物（新燃料，使用済燃料及び固体廃

棄物を除く。）を発電所外に運搬する場合は，所長の承認を得る。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（管理対象区域内における協力企業の放射線防護） 

第１０５条 

保安総括ＧＭは，管理対象区域内で作業を行う協力企業に対して，以下に示す放射線防護上の必要な

事項を定め，所長の承認を得る。 

（１）管理対象区域出入者の遵守事項 

イ．出入方法に関すること。  

ロ．個人線量計の着用に関すること。  

ハ．保護衣の着用に関すること。 

ニ．汚染拡大防止措置に関すること。  

ホ．放射性物質を経口摂取するおそれのある場所での飲食及び喫煙の禁止に関すること。 

（２）線量評価の項目及び頻度に関すること。 

（３）床，壁等の汚染発見時の措置に関すること。 

２．各ＧＭは，管理対象区域内で作業を行う協力企業に対して，第１項に定めた必要事項を遵守させる

措置を講じる。 

 

（管理対象区域内における協力企業の放射線防護） 

第１０５条 

保安総括ＧＭは，管理対象区域内で作業を行う協力企業に対して，以下に示す放射線防護上の必要な

事項を定め，所長の承認を得る。 

（１）管理対象区域出入者の遵守事項 

イ．出入方法に関すること。  

ロ．個人線量計の着用に関すること。  

ハ．保護衣の着用に関すること。 

ニ．汚染拡大防止措置に関すること。  

ホ．放射性物質を経口摂取するおそれのある場所での飲食及び喫煙の禁止に関すること。 

（２）線量評価の項目及び頻度に関すること。 

（３）床，壁等の汚染発見時の措置に関すること。 

２．各プログラム部長及び各ＧＭは，管理対象区域内で作業を行う協力企業に対して，第１項に定めた

必要事項を遵守させる措置を講じる。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（原子力防災資機材等） 

第１１０条 

各ＧＭは，原子力防災組織の活動に必要な放射線障害防護用器具，非常用通信機器等を定めるにあ

たり，所長の承認を得る。 

２．技術ＧＭ及び運営ＧＭは，緊急時における運転操作に関するマニュアルを作成し，制定及び改定

にあたっては，第７条第２項に基づき運営委員会の確認を得る。 

 

 

（原子力防災資機材等） 

第１１０条 

各プログラム部長及び各ＧＭは，原子力防災組織の活動に必要な放射線障害防護用器具，非常用通

信機器等を定めるにあたり，所長の承認を得る。 

２．安全・リスク管理ＧＭ及び運用支援ＧＭは，緊急時における運転操作に関するマニュアルを作成

し，制定及び改定にあたっては，第７条第２項に基づき運営委員会の確認を得る。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（所員への保安教育） 

第１１８条  

原子炉施設の運転及び管理を行う所員への保安教育を実施するにあたり，具体的な保安教育の内容

及びその見直し頻度を「NH-30-1 保安教育マニュアル（福島第一廃炉推進カンパニー）」に定め，これ

に基づき次の各号を実施する。 

（１）原子力人財育成センター所長は，毎年度，原子炉施設の運転及び管理を行う所員への保安教育

実施計画を表１１８－１，２，３の実施方針に基づいて作成し，原子炉主任技術者及び所長の確

認を得て廃炉・汚染水対策最高責任者の承認を得る。 

（２）原子力人財育成センター所長は，（１）の保安教育実施計画の策定にあたり，第６条第２項に

基づき保安委員会の確認を得る。 

（３）各ＧＭは，（１）の保安教育実施計画に基づき，保安教育を実施する。原子力人財育成センタ

ー所長は，年度毎に実施結果を所長及び廃炉・汚染水対策最高責任者へ報告する。 

 

   ただし，各ＧＭが，別途定められた基準に従い，各項目の全部又は一部について十分な知識及

び技能を有しているものと認めた者については，該当する教育について省略することができる。 

 

（４）原子力人財育成センター所長は，具体的な保安教育の内容について，定められた頻度に基づき見

直しを行う。 

 

 

 

（所員への保安教育） 

第１１８条  

原子炉施設の運転及び管理を行う所員への保安教育を実施するにあたり，具体的な保安教育の内容

及びその見直し頻度を「NH-30-1 保安教育マニュアル（福島第一廃炉推進カンパニー）」に定め，これ

に基づき次の各号を実施する。 

（１）原子力人財育成センター所長は，毎年度，原子炉施設の運転及び管理を行う所員への保安教育

実施計画を表１１８－１，２，３の実施方針に基づいて作成し，原子炉主任技術者及び所長の確

認を得て廃炉・汚染水対策最高責任者の承認を得る。 

（２）原子力人財育成センター所長は，（１）の保安教育実施計画の策定にあたり，第６条第２項に

基づき保安委員会の確認を得る。 

（３）各プログラム部長及び各ＧＭは，（１）の保安教育実施計画に基づき，保安教育を実施する。

原子力人財育成センター所長は，年度毎に実施結果を所長及び廃炉・汚染水対策最高責任者へ報

告する。 

   ただし，各プログラム部長及び各ＧＭが，別途定められた基準に従い，各項目の全部又は一部

について十分な知識及び技能を有しているものと認めた者については，該当する教育について省

略することができる。 

（４）原子力人財育成センター所長は，具体的な保安教育の内容について，定められた頻度に基づき見

直しを行う。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（省略） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（協力企業従業員への保安教育） 

第１１９条 

各ＧＭは，原子炉施設に関する作業を協力企業が行う場合，当該協力企業従業員の発電所入所時に

安全上必要な教育が表１１９の実施方針に基づいて実施されていることを確認する。なお，各ＧＭ

は，教育の実施状況を確認するため，教育現場に適宜立ち会う。 

 

ただし，各ＧＭが，別途定められた基準に従い，各項目の全部又は一部について十分な知識及び技

能を有しているものと認めた者については，該当する教育について省略することができる。 

 

２．各ＧＭは，原子炉施設に関する作業のうち管理区域内における業務を協力企業が行う場合，当該

協力企業従業員に対し，安全上必要な教育が表１１９の実施方針に基づいて実施されていることを

確認する。なお，各ＧＭは，教育の実施状況を確認するため，教育現場に適宜立ち会う。 

ただし，各ＧＭが，別途定められた基準に従い，各項目の全部又は一部について十分な知識及び

技能を有しているものと認めた者については，該当する教育について省略することができる。 

 

 

３．運営ＧＭは，放射性廃棄物処理設備に関する業務の補助を協力企業が行う場合，毎年度，当該業

務に従事する従業員に対し，表１１８－１，２，３の実施方針のうち，「放射性廃棄物処理設備の

業務に関わる者」に準じる保安教育実施計画を定めていることを確認し，その内容を原子炉主任技

術者及び所長の確認を得て廃炉・汚染水対策最高責任者の承認を得る。 

４．運営ＧＭは，第３項の保安教育実施計画に基づき保安教育が実施されていることを確認し，その

実施結果を年度毎に所長及び廃炉・汚染水対策最高責任者に報告する。なお，教育の実施状況を確

認するため教育現場に適宜立ち会う。 

ただし，運営ＧＭが，別途定められた基準に従い，各項目の全部又は一部について十分な知識及

び技能を有しているものと認めた者については，該当する教育について省略することができる。 

 

５．運営ＧＭ又は燃料管理ＧＭは，燃料取替に関する業務の補助を協力企業が行う場合，毎年度，当

該業務に従事する従業員に対し，表１１８－１，２，３の実施方針のうち，「燃料取替の業務に関

わる者」に準じる保安教育実施計画を定めていることを確認し，その内容を原子炉主任技術者及び

所長の確認を得て廃炉・汚染水対策最高責任者の承認を得る。 

６．運営ＧＭ又は燃料管理ＧＭは，第５項の保安教育実施計画に基づき保安教育が実施されているこ

とを確認し，その実施結果を年度毎に所長及び廃炉・汚染水対策最高責任者に報告する。なお，教

育の実施状況を確認するため教育現場に適宜立ち会う。 

ただし，運営ＧＭ又は燃料管理ＧＭが，別途定められた基準に従い，各項目の全部又は一部につ

いて十分な知識及び技能を有しているものと認めた者については，該当する教育について省略する

ことができる。 

 

 

（協力企業従業員への保安教育） 

第１１９条 

各プログラム部長及び各ＧＭは，原子炉施設に関する作業を協力企業が行う場合，当該協力企業従

業員の発電所入所時に安全上必要な教育が表１１９の実施方針に基づいて実施されていることを確認

する。なお，各プログラム部長及び各ＧＭは，教育の実施状況を確認するため，教育現場に適宜立ち

会う。 

ただし，各プログラム部長及び各ＧＭが，別途定められた基準に従い，各項目の全部又は一部につ

いて十分な知識及び技能を有しているものと認めた者については，該当する教育について省略するこ

とができる。 

２．各プログラム部長及び各ＧＭは，原子炉施設に関する作業のうち管理区域内における業務を協力

企業が行う場合，当該協力企業従業員に対し，安全上必要な教育が表１１９の実施方針に基づいて

実施されていることを確認する。なお，各プログラム部長及び各ＧＭは，教育の実施状況を確認す

るため，教育現場に適宜立ち会う。 

ただし，各プログラム部長及び各ＧＭが，別途定められた基準に従い，各項目の全部又は一部に

ついて十分な知識及び技能を有しているものと認めた者については，該当する教育について省略す

ることができる。 

３．運用支援ＧＭは，放射性廃棄物処理設備に関する業務の補助を協力企業が行う場合，毎年度，当

該業務に従事する従業員に対し，表１１８－１，２，３の実施方針のうち，「放射性廃棄物処理設

備の業務に関わる者」に準じる保安教育実施計画を定めていることを確認し，その内容を原子炉主

任技術者及び所長の確認を得て廃炉・汚染水対策最高責任者の承認を得る。 

４．運用支援ＧＭは，第３項の保安教育実施計画に基づき保安教育が実施されていることを確認し，

その実施結果を年度毎に所長及び廃炉・汚染水対策最高責任者に報告する。なお，教育の実施状況

を確認するため教育現場に適宜立ち会う。 

ただし，運用支援ＧＭが，別途定められた基準に従い，各項目の全部又は一部について十分な知

識及び技能を有しているものと認めた者については，該当する教育について省略することができ

る。 

５．運用支援ＧＭ又はプール燃料取り出しプログラム部長は，燃料取替に関する業務の補助を協力企

業が行う場合，毎年度，当該業務に従事する従業員に対し，表１１８－１，２，３の実施方針のう

ち，「燃料取替の業務に関わる者」に準じる保安教育実施計画を定めていることを確認し，その内

容を原子炉主任技術者及び所長の確認を得て廃炉・汚染水対策最高責任者の承認を得る。 

６．運用支援ＧＭ又はプール燃料取り出しプログラム部長は，第５項の保安教育実施計画に基づき保

安教育が実施されていることを確認し，その実施結果を年度毎に所長及び廃炉・汚染水対策最高責

任者に報告する。なお，教育の実施状況を確認するため教育現場に適宜立ち会う。 

ただし，運用支援ＧＭ又はプール燃料取り出しプログラム部長が，別途定められた基準に従い，

各項目の全部又は一部について十分な知識及び技能を有しているものと認めた者については，該当

する教育について省略することができる。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（記録） 

第１２０条 

組織は，表１２０－１に定める保安に関する記録を適正に作成（５５．及び５６．の記録を除

く。）し，保存する。なお，記録の作成にあたっては，法令に定める記録に関する事項を遵守する。

ただし，汚染等により，適正に保存することができない場合を除く。 

２．各ＧＭは，表１２０－２に定める保安に関する記録を適正に作成し，保存する。なお，記録の作

成にあたっては，法令に定める記録に関する事項を遵守する。ただし，汚染等により，適正に保存

することができない場合を除く。 

３．組織は，表１２０－３に定める保安に関する記録を適正に作成し，保存する。なお，記録の作成

にあたっては，法令に定める記録に関する事項を遵守する。 

 

（省略） 

 

 

 

（記録） 

第１２０条 

組織は，表１２０－１に定める保安に関する記録を適正に作成（５５．及び５６．の記録を除

く。）し，保存する。なお，記録の作成にあたっては，法令に定める記録に関する事項を遵守する。

ただし，汚染等により，適正に保存することができない場合を除く。 

２．各プログラム部長及び各ＧＭは，表１２０－２に定める保安に関する記録を適正に作成し，保存

する。なお，記録の作成にあたっては，法令に定める記録に関する事項を遵守する。ただし，汚染

等により，適正に保存することができない場合を除く。 

３．組織は，表１２０－３に定める保安に関する記録を適正に作成し，保存する。なお，記録の作成

にあたっては，法令に定める記録に関する事項を遵守する。 

 

（省略） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（報告） 

第１２１条 

各ＧＭ又は５・６号／共通設備運転管理部長は，次のいずれかに該当する場合又は該当するおそれ

があると判断した場合について直ちに所長及び原子炉主任技術者に報告する。 

（１）運転上の制限を満足していないと判断した場合（第73条） 

（２）放射性液体廃棄物又は放射性気体廃棄物について放出管理目標値を超えて放出した場合（第88

条,第89条） 

（３）外部放射線に係る線量当量率等に異常が認められた場合（第101条） 

（４）福島第一炉規則第18条第3号から第7号及び第9号から第17号に定める報告事象が生じた場合 

（５）第７６条第１項から第３項に定める異常が発生した場合 

２．所長は，前項に基づく報告を受けた場合，社長に報告する。 

３．第１項又は第２項に基づく報告が，不在で遂行できない場合及び夜間休祭日の報告方法は，「DA-

51-11 トラブル等の報告マニュアル」による。 

４．第１項（１）に該当する場合は，「DA-51-11 トラブル等の報告マニュアル」に基づき，直ちに原子

力規制委員会に報告する。 

 

 

 

（報告） 

第１２１条 

各プログラム部長，運用部長又は各ＧＭは，次のいずれかに該当する場合又は該当するおそれがあ

ると判断した場合について直ちに所長及び原子炉主任技術者に報告する。 

（１）運転上の制限を満足していないと判断した場合（第73条） 

（２）放射性液体廃棄物又は放射性気体廃棄物について放出管理目標値を超えて放出した場合（第88

条,第89条） 

（３）外部放射線に係る線量当量率等に異常が認められた場合（第101条） 

（４）福島第一炉規則第18条第3号から第7号及び第9号から第17号に定める報告事象が生じた場合 

（５）第７６条第１項から第３項に定める異常が発生した場合 

２．所長は，前項に基づく報告を受けた場合，社長に報告する。 

３．第１項又は第２項に基づく報告が，不在で遂行できない場合及び夜間休祭日の報告方法は，「QI-

51-11 トラブル等の報告マニュアル」による。 

４．第１項（１）に該当する場合は，「QI-51-11 トラブル等の報告マニュアル」に基づき，直ちに原子

力規制委員会に報告する。 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

附  則 
 

 

 

 

 

 

附則（令和２年２月１３日 原規規発第 2002134号） 

（施行期日） 

第１条 

この規定は，令和２年２月２１日から施行する。 

２．第５条，第８７条，第８７条の２及び第８９条の表８９－１における増設焼却炉建屋排気筒から放

出される放射性気体廃棄物の管理については，増設雑固体廃棄物焼却設備の運用を開始した時点から

適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

３．第９８条の図９８，添付２（管理区域図）の全体図における周辺監視区域境界及び添付２－１（管

理対象区域図）の全体図における周辺監視区域境界については，増設雑固体廃棄物焼却設備の設置に

伴う周辺監視区域柵の設置工事が終了した時点から適用することとし，それまでの間は従前の例によ

る。 

４．添付２（管理区域図）の全体図における増設焼却炉建屋及び増設焼却炉建屋の管理区域図面並びに

添付２－１（管理対象区域図）の全体図における増設焼却炉建屋及び増設焼却炉建屋の管理対象区域

図面の変更は，それぞれの区域の区域区分の変更をもって適用することとし，それまでの間は従前の

例による。 

 

附則（平成３１年１月２８日 原規規発第 1901285号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第５条については，油処理装置の運用を開始した時点から適用することとし，それまでの間は従前

の例による。 
 

附則（平成２９年３月７日 原規規発第 1703071号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第５条については，放射性物質分析・研究施設第１棟の運用を開始した時点から適用することとし，

それまでの間は従前の例による。 

 

附則（平成２５年８月１４日 原規福発第 1308142号） 

（施行期日） 

 第１条 

第６１条において，非常用発電機の運用を開始するまでは，必要な電力供給が可能な場合，他号炉

の非常用ディーゼル発電機又は可搬式発電機を非常用発電設備とみなすことができる。 
 

 

附  則 
 

附則（                    ） 

（施行期日） 

第１条 

この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から９０日以内に施行する。 

 

附則（令和２年２月１３日 原規規発第 2002134号） 

（施行期日） 

第１条 

この規定は，令和２年２月２１日から施行する。 

２．第５条，第８７条，第８７条の２及び第８９条の表８９－１における増設焼却炉建屋排気筒から放

出される放射性気体廃棄物の管理については，増設雑固体廃棄物焼却設備の運用を開始した時点から

適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

３．第９８条の図９８，添付２（管理区域図）の全体図における周辺監視区域境界及び添付２－１（管

理対象区域図）の全体図における周辺監視区域境界については，増設雑固体廃棄物焼却設備の設置に

伴う周辺監視区域柵の設置工事が終了した時点から適用することとし，それまでの間は従前の例によ

る。 

４．添付２（管理区域図）の全体図における増設焼却炉建屋及び増設焼却炉建屋の管理区域図面並びに

添付２－１（管理対象区域図）の全体図における増設焼却炉建屋及び増設焼却炉建屋の管理対象区域

図面の変更は，それぞれの区域の区域区分の変更をもって適用することとし，それまでの間は従前の

例による。 

 

附則（平成３１年１月２８日 原規規発第 1901285号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第５条については，油処理装置の運用を開始した時点から適用することとし，それまでの間は従前

の例による。 
 

附則（平成２９年３月７日 原規規発第 1703071号） 

（施行期日） 

第１条 

２．第５条については，放射性物質分析・研究施設第１棟の運用を開始した時点から適用することとし，

それまでの間は従前の例による。 

 

附則（平成２５年８月１４日 原規福発第 1308142号） 

（施行期日） 

 第１条 

第６１条において，非常用発電機の運用を開始するまでは，必要な電力供給が可能な場合，他号炉

の非常用ディーゼル発電機又は可搬式発電機を非常用発電設備とみなすことができる。 
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